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要要旨旨  
 本研究は、COVID-19 下で実施されたオンデマンド講義「メディア表現論」における学生（SA/TA）

の関与と、その教育的意義を検討したものである。授業では、教員・学生スタッフ・受講生が協

働し、動画教材の制作や出演、LMS を用いた交流を行った。2020・2021 年度の授業評価コメン

トと LMS 上の自由記述をコード化し分析した結果、学生（SA/TA）の関与は「教員との距離感の

縮小」「親しみやすい学習環境の形成」「編集技術や表現力のモデル提示」として受講生に肯定的

に受けとめられた。一方で、教員不在感や学生（SA/TA）の負担の大きさといった課題も指摘さ

れた。動画構成や題材の工夫は学習意欲を高め、学生の創作意識を喚起する効果を持つことが示

唆された。本事例は、学生（SA/TA）が教育参画者として機能するオンデマンド授業の可能性と

課題を明らかにし、高等教育における教育方法改善への示唆を与えるものである。 
 
キキーーワワーードド オオンンデデママンンドド講講義義、、学学生生参参加加、、事事例例研研究究 ／／  OOnn--DDeemmaanndd  LLeeccttuurreess,,  SSttuuddeenntt--LLeedd,,  
CCaassee  SSttuuddyy  
 
11..  ははじじめめにに  
学 生 が Student Assistant や Teaching 

Assistant（以下 SA/TA と表現）として授業の運

営に参加することの意味や意義、その役割や講義

に及ぼす影響については、かなり以前から語られ

てきた。例えば、全学導入事例（関西大学）とし

て、教員の89%がSA活用に満足し、それが授業

内容・方法の改善に資する一方、SAのスキルにば

らつきや引継ぎの課題があることを可視化した論

文として岩﨑他（2008）がある。また受講生イン

タビューから、SAには「議論支援」「プロジェク

ト知識・技術」「学生だからこその立場」「支援タ

イミングの見極め」が求められることを明らかに

した時任（2017）があげられる。TA と学習環境

とのかかわりに目を向けた研究として、アクティ

ブラーニング教室における学生による人的サポー

ト（テクニカルTA）の必要性と効果を整理した中

澤・福山（2015）や技術×TA 運用の例として、

取り組みの可視化、意識化により支援の質を上げ

る仕組みを提示した江木他（2021）と今村他（2022）
などがあげられる。 
対面講義だけでなくオンラインを用いた講義に

おける TA と関わる研究も進められてきた。

COVID-19といったパンデミックの中で、その必

要性から多くの講義でオンデマンド講義などが行

われた。その中で、受講生の安心安全や学びに寄

り添い、提供動画に関心を持たせ、非対面であり

ながら協同的な学びを感じさせていく試みが検討

された。例えば、大規模遠隔でTAの役割設定（運

営補助・技術支援）の重要性を実践的に報告した

鈴木（2020）、学生間での密なコミュニケーション

を損なうことなく授業を展開することへの TA の

効果を見た松澤他（2022）、PBL でのTA 支援が

エンゲージメントに寄与したことを述べ、2020年



ハイブリッドで行った授業の授業評価の全項目が

上昇したことを述べた筆内他（2022）、講師単独よ

り TA が関与する対話型映像が受講生に好評であ

り、学習者の受容・理解促進につながることに意

言及した森田・向後（2022）がある。 
そして、SA/TAを経験した学生がどのようなも

のを身につけていったか、その成長等に関心を向

けた研究、それを活かした実践に言及している研

究として、中谷他（2023）、筆内他（2024）、科・

久保田（2024）の研究がある。 
またCOVID-19の収束後、オンライン授業など

が大学で少なくなっている今、あらためてオンデ

マンド講義について振り返り、オンデマンド講義

映像と学習活動に関するデザインの関係を問い、

今後の展開として講義映像を活用した反転授業の

可能性を検討している研究として岩﨑他（2025）
がある。  
しかし、学生（SA/TA）がオンデマンド講義の

動画の作成だけでなく、そこに出演し、講師役を

務め、質問に応えたり、励ましを行い、講義の運

営にも関与する取り組みは稀である。先に取り上

げた森田・向後（2022）で関心が向けられている

他、実践研究であまり見られない。講義は基本教

員が行うという前提に立つなら、オンデマンド講

義でこのような取り組みは通常ないからかもしれ

ない。2025 年 3月までにCiNii、J-STAGE で公

表されている TA や SA に言及する研究報告や論

文を調べても、学生（SA/TA）が大きな役割を果

たす学生参画の講義の取り組みや複数年に渡って

継続的に検討する研究は確認できなかった。 
そのため、あらためて、2020年度にCOVID-19

の中ではじめてオンデマンド授業に挑戦し、2021
年度に前年度の振り返りをし、その結果を下にオ

ンデマンド講義を行った「メディア表現論」につ

いて、未公表であったその取り組みの評価結果を、

取り上げることにした。その理由は、そこで行っ

ていた「学生（SA/TA）がオンデマンド講義の運

営に参加し、動画の作成やそこに出演する」工夫

について、この事例が持つ意味、意義、課題とい

った視点から報告をすることは、この組みの独自

性からいって意味があると考えたからである。こ

のような取り組み事例が持つ意味を記録として残

しておくためであり、高等教育の高度化と関わる

教育方法改善に何等か貢献することを考えたから

である。 
そこで本研究は、「学生（SA/TA）がオンデマン

ド講義の運営に参加し、動画の作成やそこに出演

する」教育方法の工夫は、受講生にどのように受

けとめられたか、その取り組みの評価に関心を向

けて知見を明らかにすることを目的とする。なお、

本講義の教育方法によって、どのような成果があ

ったのか、つまり受講生に、このような取り組み

をしたことによる学習成果（成績、評定結果）は

どうであったのかが当然問われる。２年間続けた

結果、毎回講義後に提出された課題の記述内容は、

対面時の記述内容と比べて大きく学習成果が下が

ることは確認されず、オンデマンド講義において

も一定学習成果の保障は可能であったため、

COVID-19 といったパンデミック下において何

がその学習の支えとなり、学びを継続させていた

のか、教育方法の工夫に関して目を向けることに

した。 
 
22..  「「メメデディィアア表表現現論論（（総総合合情情報報学学部部））」」のの概概要要  
この講義は、専門選択科目（2 回生以上を対象

とした半期 2単位科目）であり、通例 150名～200
名が受講する。 

講義は、「あるメディアに固有の情報表現と広く

メディアに共通する情報表現に関する見方考え方

や制作の手法について、理論と演習を通した分析

によって学ぶ。メディアで表現すると言うことの

意味は何か。メディアは誰を意識して何をどのよ

うに表現しているのか。メディア作品の制作には

どのような人が関わっているのか。表現する上で

の倫理上の問題は何か。メディア表現を多様な視

点から考察していく。視聴者の立場、作り手の立

場からメディア制作の場を考え、作品を分析批評

しながら作っていくことの意味を、理論と実践を

通じて考えていく。そしてメディア制作にかかわ

る基礎的な知識の習得および批判的に映像を視聴
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によって学ぶ。メディアで表現すると言うことの
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する力を培う。授業は、講義に加え、映像鑑賞、

WWW情報分析、グループ討議、発表など、さま

ざまな活動を行う予定である。学生自らが積極的

に授業に参加する姿勢が大切である」とシラバス

に記し、これらを目的、内容、方法にした。当時、

オンデマンド講義で進めた 2020 年度と 2021 年

度の流れは表 1の通りであった。 

そして、当時、受講生に最初に以下の内容を提

示し、この授業は、教員と学生スタッフ（TAなど

の役割を担う人）とともに授業を展開する方法を

TT（チームティーチング）と呼び、それを行う学

生スタッフもTT「チームティーチャー」と呼び、

受講生で作っていくことを説明した。つまり、こ

の授業は、3 者で作っていくものであるため、学

生スタッフ（TT）がオンデマンド講義の動画の作

成だけでなく、そこに出演したり、質問に応えた

り、励ましを行う講義の運営に関与する取り組み

があることを説明した。 

 

33..  オオンンデデママンンドド講講義義のの取取りり組組みみのの評評価価のの方方法法  
ここでは2年間のこの取り組みに対する評価を

学生の2種類の評価コメントから読み取ることに

する。 

1 つは、大学で実施している学生による授業後

の授業評価コメント（自由記述）から、学生の声

を読み解き評価する。2020 年度の取り組みと

2021年度の取り組みに対して、無記名で記載され

たものである。 

もう 1 つは、①2020 年度に限ってのものであ

るが、LMS 上で受講生に依頼したアンケート内

で「講義題材の工夫」「作成動画の工夫」「交流で

活用するLMSやGoogle等の活用の工夫」に対す

る学生のコメント、②2020年度の結果を受けて改

善を試みた 2021 年度の取り組み全体に対する受

講生からの取り組みの評価を掲示板上の書き込み

コメントである。 

投稿者の紐づけが可能となる LMS 上のアンケ

ート機能を用いたものである。受講生にはあらか

じめ授業改善に向けた研究に、皆さんの声を使わ

せてもらう協力依頼を行い、承諾を得たものを用

いた。受講生が回答してくれた評価コメントを用

いて、受講生でありながら講義を一緒に作ってい

く学生として、責任をもって、今後の授業に活か

していくコメントとして、どのように記載してく

れているか、それを読み解こうとしている。 

これを評価情報として取り上げる理由は以下の

通りである。2020 年度春学期は、COVID-19 の

影響下により、必然的にオンデマンド講義（全15
回）をはじめて行うことになった。そのため「動

画作成」と「そこで取り上げる題材」、そしてその

表 1. 全 15回の講義 
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画像コンテンツを通じて学生の意見交流を促すた

めに用いる「コミュニケーションツール（LMS・
Google document・スプレッドシート）」について

は、重要な課題となった。そこで学生スタッフ（TA
など受講経験のある3回生1名と 4回生 2名）と

協議を進め、月曜日の 2時間目に設定されている

この授業に対して、毎週金曜日に次週の動画コン

テンツの内容確認と進め方の打ち合わせを行い、

毎週月曜日の夕方に、実施した講義の振り返りを

行うことにした。 

その取り組みの工夫は、どのように受講生に受

けとめられたかを次の取り組みに向けて知る必要

があったため、第 15 回目の講義の時、第 2 著者

が LMS を用いたアンケート調査を作成し、受講

生に回答への協力依頼を行った。しかし 2021 年

度はこの結果を下に改善を考えたオンデマンド型

講義であったため、このようなアンケートは行わ

ず、2021年度の取り組みの評価は、LMSの掲示

板を使って、第 15 回終了後、全体を通した授業

の感想や意見などを、自由に回答してもらうよう

に受講生に依頼した。 

 

44．．  結結果果  
44..11.. 22002200 年年度度とと 22002211 年年度度のの授授業業評評価価のの自自由由記記

述述かからら読読みみ取取れれるる評評価価結結果果  

2020年春学期オンデマンド講義「メディア表現

論」の受講登録者 169 名中、「Q11.この授業の①

良かったところ・②継続してほしいところ・③改

善・提案できるところがあれば入力してください。」

取り、コード化を通してカテゴリに分類し、積算

した結果を%で表したのが表 2である。 

全体傾向として、学生は「授業内容・教材」や

「授業進行の形式」についてポジティブな評価を

している傾向がある一方で、課題の量や難易度に

関しても一定の不満が見られた。そして学生スタ

ッフやグループ活動への評価も一定数あり、学び

の環境として評価されていた。 

 次に 2021 年春学期オンデマンド講義「メディ

ア表現論」の受講登録者262名中、「Q11．この授

業の①良かったところ・②継続してほしいところ・

③改善、提案できるところがあれば入力してくだ

さい。」「Q12.その他」について、回答記述があっ

た 29 名のコメント読み取り、コード化を通して

カテゴリに分類した結果は表 3 の通りであった。  

全体傾向として、コメント数自体は少なめなが

ら、「授業内容が良かった」という評価と「課題量

が多い／提出期間が短い」といった不満が二極化

していた。そして学生スタッフ（2021年度は 3回

生 3名と 4回生 3名の 6名体制で行った）に対す

る受講生からの言及が多かったため、それを取り

上げると、表 4の傾向が見られた。 

約 2割の受講生が、「『TA、LAと一緒に作る

授業』に対して、今回この授業を受講して、私は

カテゴリー 割合（%）

授業内容・教材が良い 20.70%

教員の教え方が良い 13.80%

TT・学生スタッフが良い 10.30%

学生参加・グループ活動が良い 13.80%

課題量・難易度への不満 13.80%

授業進行・形式への意見 17.20%

特に評価なし・その他 10.30%

表 2. 2020年度（メディア表現論 春学期） 

表 3. 2021年度（メディア表現論 春学期） 

カテゴリー 割合（%）

授業内容・教材が良い 41.70%

TT・学生スタッフが良い 16.70%

課題量・難易度への不満 41.70%

カテゴリー 割合（%）

TTの存在感・一体感 21.40%

TTの技術・作業への評価 7.10%

TTに対する感謝・ねぎらい 3.60%

TTのサポートが良い 3.60%

その他・評価なし 64.30%

表 4. TTに関する評価(2021年度) 
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TAさんやLAさんが授業を行ってくれること

で、他の授業よりも生徒と教師の距離が近くて、

受けやすいと思いました」「一緒に授業を作って        

いるという感じがしたので、1人で受けている寂

しさは感じなかったです」「皆で一緒にやる形は

良かった。ただ毎回の課題が多い」といった存在

感・一体感について比較的好意的に評価してい

た。そして一部の学生は、撮影や編集などの技術

的な支援や、感謝の気持ちを述べていた。  

一方で、TAの技術・作業への評価として、「毎

回TA・LAさんが私たちの授業のために撮影や編

集を頑張ってくれているのが伝わってきて、こち

らも課題を頑張って気持ちを返そうと思えまし

た」「いきなり編集ソフトを使った動画を作成しろ

と言われても説明なしには厳しかった。個人的に

は教師の説明のもと、授業を進めてほしかった」

というコメントも見られた。「その他」として、「斬

新で楽しい授業だと思いました」「身近に感じられ

て、オンライン授業の中でも 1 番楽しく学べた」

なども見られたが、一方で、「高額な授業料を払っ

ているからには、自分たちと同じ立場の生徒では

なく、その分野の専門的な知識を持った教授など

に教わりたいというものが正直な感想です」とい

うコメントも見られ、オンデマンド講義の場合、

その映像に登場する語り手の登場時間がより明確

になることもあり、学生スタッフがそれを多く務

めることに好意的な反応を持つ学生と、講義なの

だから教員がもっと登場して話すのを望んでいる

学生もいることが明らかになった。 

 

44..22..  LLMMSS 上上でで受受講講生生にに依依頼頼ししたたアアンンケケーートトのの

自自由由記記述述やや掲掲示示板板投投稿稿かからら読読みみ取取れれるる評評価価結結果果  

ここでは、まず 2020 年度春学期にオンデマン

ド講義において重要な要と想定された「動画作成」

と「そこで取り上げる題材」、そしてその画像コン

テンツを通じて学生の意見交流を促すために用い

る「コミュニケーションツール（LMS・Google 
document・スプレッドシート）」について、受講

生はどのようにそれらの工夫を評価したか、その

結果について報告する。 

表 5に示す通り、全体傾向としては、多くの学

生が「TTの編集や演出、伝え方がよかった」と学

生スタッフの動画作成の工夫を評価していた。た

とえば、「受講生が楽しく授業を受けられるようこ

だわって、TT さんが動画を作ってくださってい

たため」「毎回のTTさんの動画が youtuber風で

見やすかったから」「TTさんがわかりやすく伝え

ていたと思う」等の回答が見られた。また動画の

見やすさについて、「短い動画の中でしっかりと学

習できる構成になっているため」「テロップや字幕

など見ていてわかりやすいと感じたから」「誰が見

てもわかりやすいような工夫がされていると感じ

たから」等の回答傾向が見られた。 

そして表 6に示す通り、全体傾向として、学生

の半数以上が、「身近な CM やドラマなどが題材

で考えやすかった」といった「親しみやすさ」を

高く評価していた。例えば「題材が身近・親しみ

やすい」と関わって、「ラストキスなど割と親しみ

の持てるものだった」「ドラマや CM が見たこと

あるものばかりで身近だったので考えやすかった

です」。また内容の「面白さや題材の工夫」に触れ

ていた。たとえば「映像も真面目な内容でありな

がら所々で面白いところもありよかったです」「私

たちの興味を引くような編集の仕方や動画の作り

方になっていたから」「興味深いものが多かったか

らです。授業中にラストキスを見ることになると

表 5. 「2020授業動画の工夫」へのコメント 
カテゴリー 割合（%）

TT・学生スタッフの工夫が良い 58.90%
動画のわかりやすさ・見やすさ 6.70%
その他・評価なし 34.40%

表 6. 「2020授業題材の工夫」へのコメント 

カテゴリー 割合（%）

題材が身近・親しみやすい 53.50%
題材が面白い・関心を持てる 9.00%
題材に工夫がある・新鮮 3.20%
その他・評価なし 34.20%
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は思いませんでした」。そして「題材に工夫がある・

新鮮」として、「CMを通じたストーリー性や商品

訴求の工夫を理解することができた。」「テロップ

や効果音、映像の構成がYouTubeみたいで見やす

かった」「新しいことが多くあったから」等を理由

としている回答が読み取れた。 

また表 7に示す通り、全体傾向として、「操作し

にくい」「ツリー表示が見づらい」などに言及する

声が見られた。例えば「多くの人が使うと重くな

ってしまったり、ワードなどと比べ打ち込むとき

に不便だと感じた」「ツリー表示にしないとどれが

元の意見なのか見にくかった」「他の人の書きこみ

に影響を与えるのではと気がかりだった」などが

あげられた。また「使用経験・慣れの不足」など

が、「スプレッドシートを使うのが初めてだったの

で使い方が難しかった」「知らない間に消えていた

り、保存されているか心配になった」等の回答か

ら読み取れた。そして「機能・構造に対する意見」

としては、「掲示板は個人の意見が見づらい作りで、

コメントは見られても元意見は見えにくい」

「Google スプレッドシートは名前で区別できる

が、意見交換はしづらいと感じた」などがあげら

れていた。一方で、「改善提案・代替案」として、

「掲示板か Google スプレッドシートのどちらか

片方だけでも良かったと思います」といった意見

も見られた。 

次に、上記の受講生評価の「動画作成」と「そ

こで取り上げる題材」、そしてその画像コンテンツ

を通じて学生の意見交流を促すために用いる「コ

ミュニケーションツール（LMS・Google 
document・スプレッドシート）」についての評価

コメントを受けて、2021年度は、その改善を行っ

た。2021年度のオンデマンド講義を受講生はどの

ように受けとめたか、その授業に関する最終コメ

ント（自由記述）の結果を用いて報告する。 

以下は、2021 年度に実施された授業に対して、

LMS の掲示板上に投稿された学生の最終コメン

ト（自由記述）を内容ごとにコード化（カテゴリ

ー分類）し、その割合および代表的な意見を抽出

したものである。受講登録262名のうち、232名

が投稿をしていた。 

表 8に示す通り、全体傾向としては、学生の 評

価コメントの約1/4 が「授業構成や内容のわかり

やすさ・取り組みやすさ」に好意的な評価を示し

ていた。そして「面白かった」「感謝」などの全体

的な満足感を示す声も多く、授業の雰囲気が良好

だったことがうかがえた。映像編集や技術的工夫、

課題を通じた学び、そして創作活動への影響まで、

多様な側面に言及している点が特徴的であったこ

とがあげられた。 

具体的には、一番多かった「授業内容・構成が

良い」に分類される評価コメントとして、例えば

次のようなコメントがあげられる。「15 回授業を

受けて、どの回も取り組みやすい内容で、学んで

いて勉強になりつつ、面白かったです。初めのラ

ストキスの視聴分析から、今まで取り組んだ事の

ない変わった授業形態だと考えていましたが、最

後の回まで毎回生徒にも飽きさせない授業スタイ

ルで、楽しかったです。カメラワークや編集技術

などたくさん学びましたが、これからその技術を

カテゴリー 割合（%）

操作性への不満 8.30%

使用経験・慣れの不足 5.00%

機能・構造に対する意見 8.30%

改善提案・代替案 1.70%

その他・評価なし 76.70%

表 7. 「LMS等の利用」へのコメント 
カテゴリー 割合（%）

授業内容・構成が良い 27.30%

受講体験全体として面白かった／満足 19.30%

映像・動画編集・技術が良い 17.90%

課題・取り組みが学びにつながった 17.90%

課題量・負担が大きかった 7.90%

創作・表現活動に影響を受けた 7.60%

その他・特になし 2.10%

表 8. 2021年度の授業に関する最終コメント 
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あげられた。また「使用経験・慣れの不足」など
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れていた。一方で、「改善提案・代替案」として、
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片方だけでも良かったと思います」といった意見

も見られた。 

次に、上記の受講生評価の「動画作成」と「そ

こで取り上げる題材」、そしてその画像コンテンツ

を通じて学生の意見交流を促すために用いる「コ
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ように受けとめたか、その授業に関する最終コメ
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LMS の掲示板上に投稿された学生の最終コメン
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ー分類）し、その割合および代表的な意見を抽出
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表 8に示す通り、全体傾向としては、学生の 評

価コメントの約1/4 が「授業構成や内容のわかり

やすさ・取り組みやすさ」に好意的な評価を示し

ていた。そして「面白かった」「感謝」などの全体
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だったことがうかがえた。映像編集や技術的工夫、

課題を通じた学び、そして創作活動への影響まで、

多様な側面に言及している点が特徴的であったこ

とがあげられた。 

具体的には、一番多かった「授業内容・構成が

良い」に分類される評価コメントとして、例えば

次のようなコメントがあげられる。「15 回授業を

受けて、どの回も取り組みやすい内容で、学んで

いて勉強になりつつ、面白かったです。初めのラ

ストキスの視聴分析から、今まで取り組んだ事の

ない変わった授業形態だと考えていましたが、最

後の回まで毎回生徒にも飽きさせない授業スタイ

ルで、楽しかったです。カメラワークや編集技術

などたくさん学びましたが、これからその技術を

カテゴリー 割合（%）

操作性への不満 8.30%

使用経験・慣れの不足 5.00%

機能・構造に対する意見 8.30%

改善提案・代替案 1.70%

その他・評価なし 76.70%

表 7. 「LMS等の利用」へのコメント 
カテゴリー 割合（%）

授業内容・構成が良い 27.30%

受講体験全体として面白かった／満足 19.30%

映像・動画編集・技術が良い 17.90%

課題・取り組みが学びにつながった 17.90%

課題量・負担が大きかった 7.90%

創作・表現活動に影響を受けた 7.60%

その他・特になし 2.10%

表 8. 2021年度の授業に関する最終コメント 

様々な場面で生かしていけるように頑張りたいで

す。ありがとうございました」「気づくと最後の授

業と言うことで、振り返ってみれば本当に早かっ

たなと思います。その中で様々なメディアの捉え

方や、番組やCMができるまでの過程など様々な

ことを学ぶことができて本当に良かったです。TA
さん、SAさんもお忙しい中、わかりやすく、メデ

ィアに対して興味の湧くような授業をありがとう

ございました。メディアに対して以前よりもかな

り興味が湧くようになり、いろんな視点でメディ

アを捉えるようになりました。半年間ありがとう

ございました」「いろんな最終課題の動画を視聴し、

すべて違った個性が出ていて面白かったです。ニ

ュース番組は、似たような感じになるのではない

かと思っていましたが、それぞれの作品に個性が

あり、観ていて飽きなかったです。大変だった分

とてもやりがいを感じられる授業でした。ありが

とうございました」。 

次に多かった「受講体験全体として面白かった

／満足」に分類される評価コメントについては、

たとえば、「今まで表現などに注目したことがなく

そういえばあの表現はこういう意図があったのか

と日常の番組などを見る視点も変わり非常に楽し

かったです」「メディア表現論を受けたことで、動

画を見るときに制作側の工夫を探すようになり、

自分自身の創作活動に生かせるようなポイントを

いくつか見つけることが出来ました。また、他の

受講生の動画を見ることで、自分にはない発想や

動画の制作方法を知ることが出来て面白かったで

す。課題が多くて大変でしたが、その分たくさん

のことが学べました。ありがとうございました」

などがあげられる。 

続く「映像・動画編集・技術が良い」に分類さ

れる評価コメントとしては、例えば「最終課題、

個性的なのが多いのに伝えたいことはしっかり伝

わってきてすごかった。撮影・編集の技術が上手

だからこそ成せたのかなと思った。メディア表現

論では『みんなで動画制作するの楽しい』『納期は

厳守』を身に染みて感じました TT さん達ありが

とうございましたー！！」などがあげられる。 

「課題・取り組みが学びにつながった」に分類

される評価コメントとしては、例えば「メディア

表現論を受けたことで、動画を見るときに制作側

の工夫を探すようになり、自分自身の創作活動に

生かせるようなポイントをいくつか見つけること

が出来ました。また、他の受講生の動画を見るこ

とで、自分にはない発想や動画の制作方法を知る

ことが出来て面白かったです。課題が多くて大変

でしたが、その分たくさんのことが学べました。

ありがとうございました」などがあげられる。 

「創作・表現活動に影響を受けた」に分類され

る評価コメントとしては、例えば、「今まで表現な

どに注目したことがなくそういえばあの表現はこ

ういう意図があったのかと日常の番組などを見る

視点も変わり非常に楽しかったです」があげられ

る。 

一方で、「課題量・負担が大きかった」に分類さ

れる評価コメントとしては、例えば次のようなも

のがあげられる。「課題が大変な時もあったけど、

学べたことも多くて良かったです」「いろんな最終

課題の動画を視聴し、すべて違った個性が出てい

て面白かったです。ニュース番組は、似たような

感じになるのではないかと思っていましたが、そ

れぞれの作品に個性があり、観ていて飽きなかっ

たです。大変だった分とてもやりがいを感じられ

る授業でした。ありがとうございました」 

 

55..  22年年間間のの取取りり組組みみ事事例例かからら得得らられれたた知知見見  

55..11..  動動画画ココンンテテンンツツのの作作成成ととそそのの取取扱扱いい、、そそしし

てて学学生生ススタタッッフフ（（TTAA 等等））のの参参加加とと関関わわっってて  

（1）動画作成に 学生スタッフが関与すること

で受講生にもたらした意味・意義 

①距離感の縮小と「共に学ぶ」感覚の創出：学

生スタッフが授業映像に出演することで、教員と

の距離感が縮まり、一緒に学んでいるという感覚

が生まれた。 

②表現・技術のモデル提示：学生スタッフが動

画内で例示する編集や演出の工夫が刺激となり、

受講生自身の創作や課題への意欲向上につながっ

ていた。 
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③楽しさ・見やすさの向上：親しみやすい構成

やテンポの良い動画は、受講継続へのモチベーシ

ョンを高めた。 

（2） 学生スタッフ活用にオンデマンド講義の

コンテンツ作成や運営に参加してもらう際の課

題・懸念点 

①学生スタッフの負担感：受講生には、学生ス

タッフが色々な場面で動画に登場し、課題提出な

どと関わっても質問に即時に応えてくれるため、

ありがたい反面、その大変さを感じていることが

評価コメントからも読み取れた。学生スタッフが

どのような役割を果たしているか、それをどのよ

うに学生スタッフが受け止めているかなど、受講

生にも伝える必要がある。それがないと、その負

担（かける時間他）や責任感の重さなどについて、

受講生がそれぞれイメージすることがあるからで

ある。それは次の学生スタッフになってみたいと

する学生を遠ざけることにつながり（「私にはでき

ない」という評価コメント等から）、後継者が育た

ず、取り組みが継続しない問題が危惧される（岩

﨑他(2008)の指摘と同様の課題）。 

②教員不在感のリスク：学生主体の印象が強す

ぎると、教員の教育的関与が薄く見える可能性も

ある。 

 

55..22..  高高度度化化のの取取りり組組みみとと関関わわっってて  

この度は「メディア表現論」という専門選択科

目を対象としたオンデマンド講義に目を向け、そ

こでの動画作成の工夫や学生スタッフのかかわり

などを考察してきた。ここで報告した事例は、高

度化の取り組みに向けてある情報の提供に位置づ

く。しかし当たり前のことではあるが、教育方法

改善の取り組みは、科目の位置づけ（講義、演習、

実習）（必須、選択）やその内容によって異なるこ

とに触れておきたい。 

 

参参考考文文献献  
江木啓訓・横山裕紀・今村瑠一郎・則常一輝（2021）
「プログラミング演習の TA を対象とした行動

記録システムの開発と実践」『日本教育工学会論

文誌』45(1),135-145.  
筆内美砂・カッティング美紀・秦喜美恵・筒井久

美子・平井達也（2022）「ハイブリッド（ハイフ

レックス）型授業を通じた多文化間共修の実践」

『リメディアル教育研究』16, 103-114. 
筆内美砂・カッティング美紀・鶴原利泰・筒井久

美子（2024）「多文化間共修を支援するスチュー

デント・アシスタント（SA）の成長」『リメデ

ィアル教育学研究』19(1),71–82. 
今村瑠一郎・照井佑季・上野真・江木啓訓（2022）
「ティーチングアシスタントの学習支援状況を

可視化するシステムの開発と実践」『日本教育工

学会論文誌』46(1),203–215. 
岩﨑千晶・久保田賢一・水越敏行（2008）「組織的

な教員支援としてのスチューデント・アシスタ

ントの効果と課題」『日本教育工学会論文誌』

32(Suppl.),77–80.  
岩﨑千晶・宇治橋祐之・紺田広明・張暁紅・千葉

美保子・脇田貴文・小柳和喜雄・黒上晴夫 
（2025）「オンデマンド授業における講義映像

と学習活動のデザイン」『関西大学高等教育研究』

16，39-47. 
科瑶・久保田真弓（2024）「大学の授業支援経験を

通した学生スタッフの自己形成」『日本教育工学

会論文誌』48 (2), 297-310. 
松澤芳昭・落合祥希・齋藤敦輝・村田和義（2022）
「オンライン上でのコンピューティング実習支

援システム「CreCoSpeek」の開発と評価」『情

報処理学会論文誌教育とコンピュータ（TCE）』 
8 (1), 35-46. 

森田健宏・向後千春（2022）「オンデマンド授業に

おける対話型ビデオ教材の設計と実践—学生

支援者の参画による相互性の向上—」『日本教

育工学会研究報告集』22(2), 32–39. 
中谷真也・笹川史絵・藤平愛美（2023）「オンライ

ン・ハイブリッド授業における ICT支援を通し

た TA の学び—複数授業に対する TA 活動の在

り方に関する一考察—」『大阪大学日本語日本

文化教育センター授業研究』21,31–46.  
中澤明子・福山佑樹（2015）「アクティブラーニン
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③楽しさ・見やすさの向上：親しみやすい構成

やテンポの良い動画は、受講継続へのモチベーシ

ョンを高めた。 

（2） 学生スタッフ活用にオンデマンド講義の

コンテンツ作成や運営に参加してもらう際の課

題・懸念点 

①学生スタッフの負担感：受講生には、学生ス

タッフが色々な場面で動画に登場し、課題提出な

どと関わっても質問に即時に応えてくれるため、

ありがたい反面、その大変さを感じていることが

評価コメントからも読み取れた。学生スタッフが

どのような役割を果たしているか、それをどのよ

うに学生スタッフが受け止めているかなど、受講

生にも伝える必要がある。それがないと、その負

担（かける時間他）や責任感の重さなどについて、

受講生がそれぞれイメージすることがあるからで

ある。それは次の学生スタッフになってみたいと

する学生を遠ざけることにつながり（「私にはでき

ない」という評価コメント等から）、後継者が育た

ず、取り組みが継続しない問題が危惧される（岩

﨑他(2008)の指摘と同様の課題）。 

②教員不在感のリスク：学生主体の印象が強す

ぎると、教員の教育的関与が薄く見える可能性も

ある。 

 

55..22..  高高度度化化のの取取りり組組みみとと関関わわっってて  

この度は「メディア表現論」という専門選択科

目を対象としたオンデマンド講義に目を向け、そ

こでの動画作成の工夫や学生スタッフのかかわり

などを考察してきた。ここで報告した事例は、高

度化の取り組みに向けてある情報の提供に位置づ

く。しかし当たり前のことではあるが、教育方法

改善の取り組みは、科目の位置づけ（講義、演習、

実習）（必須、選択）やその内容によって異なるこ

とに触れておきたい。 

 

参参考考文文献献  
江木啓訓・横山裕紀・今村瑠一郎・則常一輝（2021）
「プログラミング演習の TA を対象とした行動

記録システムの開発と実践」『日本教育工学会論

文誌』45(1),135-145.  
筆内美砂・カッティング美紀・秦喜美恵・筒井久

美子・平井達也（2022）「ハイブリッド（ハイフ

レックス）型授業を通じた多文化間共修の実践」

『リメディアル教育研究』16, 103-114. 
筆内美砂・カッティング美紀・鶴原利泰・筒井久

美子（2024）「多文化間共修を支援するスチュー

デント・アシスタント（SA）の成長」『リメデ

ィアル教育学研究』19(1),71–82. 
今村瑠一郎・照井佑季・上野真・江木啓訓（2022）
「ティーチングアシスタントの学習支援状況を

可視化するシステムの開発と実践」『日本教育工

学会論文誌』46(1),203–215. 
岩﨑千晶・久保田賢一・水越敏行（2008）「組織的

な教員支援としてのスチューデント・アシスタ

ントの効果と課題」『日本教育工学会論文誌』

32(Suppl.),77–80.  
岩﨑千晶・宇治橋祐之・紺田広明・張暁紅・千葉

美保子・脇田貴文・小柳和喜雄・黒上晴夫 
（2025）「オンデマンド授業における講義映像

と学習活動のデザイン」『関西大学高等教育研究』

16，39-47. 
科瑶・久保田真弓（2024）「大学の授業支援経験を

通した学生スタッフの自己形成」『日本教育工学

会論文誌』48 (2), 297-310. 
松澤芳昭・落合祥希・齋藤敦輝・村田和義（2022）
「オンライン上でのコンピューティング実習支

援システム「CreCoSpeek」の開発と評価」『情

報処理学会論文誌教育とコンピュータ（TCE）』 
8 (1), 35-46. 

森田健宏・向後千春（2022）「オンデマンド授業に

おける対話型ビデオ教材の設計と実践—学生

支援者の参画による相互性の向上—」『日本教

育工学会研究報告集』22(2), 32–39. 
中谷真也・笹川史絵・藤平愛美（2023）「オンライ

ン・ハイブリッド授業における ICT支援を通し

た TA の学び—複数授業に対する TA 活動の在

り方に関する一考察—」『大阪大学日本語日本

文化教育センター授業研究』21,31–46.  
中澤明子・福山佑樹（2015）「アクティブラーニン

グを授業に導入するための支援体制：日本とカ

ナダにおける事例からの検討」『医療看護研究』

12(1), 1–7. 
鈴木康夫（2020）「遠隔授業の実践と工夫」『大学

の物理教育』26(3), 101–104. 
時任隼平（2017）「アクティブラーニング型授業に

おいて受講生がスチューデント・アシスタント

に求める能力に関する研究」『日本教育工学会論

文誌』40(Suppl.), 169–172.  
  
謝謝辞辞  
本研究は、2022年度関西大学教育研究高度化促

進費「オンデマンド型授業における講義映像制作

支援モデルの構築」（岩﨑千晶代表）からの支援を
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AAccttiivvee  LLeeaarrnniinnggのの理理論論とと実実践践にに関関すするる一一考考察察  LLAAをを活活用用ししたた授授業業実実践践報報告告（（1177））
－－ググルルーーププワワーーククのの授授業業デデザザイインン－－  

AA  SSttuuddyy  oonn  tthhee  TThheeoorryy  aanndd  PPrraaccttiiccee  ooff  AAccttiivvee  LLeeaarrnniinngg  
RReeppoorrtt  oonn  tthhee  CCoouurrssee  SSuuppppoorrtteedd  bbyy  LLeeaarrnniinngg  AAssssiissttaanntt  ♯♯1177::  

PPllaannnniinngg  ffoorr  WWeellll  GGrroouupp  WWoorrkk    
 

三浦真琴（関西大学教育推進部） 
Makoto Miura (Kansai University, Division for Promotion of Educational Development) 

 
要要旨旨  
 2012年の中央教育審議会答申で初めて「アクティブ・ラーニング」という表現が用いられてか
ら、高等教育の現場では学生を能動的な学習者にするための取り組みが加速する一方で、これを

単なる技法と捉える皮相的な教育実践が広がっていることが懸念されるようになった。アクティ

ブ・ラーニングの効用についての疑義や批判は高まる傾向にあるが、OECDの発表した「学びの
羅針盤（Learning Compass）」に照らし合わせれば、今後、ますますアクティブ・ラーニングの
必要性と意義は高まっていく。大切なのはアクティブ・ラーニングの意味を正しく捉えることで

ある。本稿では、それを支える方法の一つとしてグループワークに焦点を当てた。授業において

は、学習スタイルとの親和性、協働作業に必要な心得、それを体感するためのスモールワーク、

学生間や学生教師間のコミュニケーションチャンネルなどに留意すると、より効果的なグループ

ワークの展開が可能となる。 
 
キキーーワワーードド  アアククテティィブブ・・ララーーニニンンググ、、学学びびのの羅羅針針盤盤、、ウウェェルルビビーーイインンググ、、アアササーーシショョンン、、エエンン

パパシシーー  ／／  AAccttiivvee  LLeeaarrnniinngg,,  LLeeaarrnniinngg  CCoommppaassss,,  WWeellll--bbeeiinngg,,  AAsssseerrttiioonn,,  EEmmppaatthhyy    
 
11.. アアククテティィブブ・・ララーーニニンンググのの意意味味をを再再考考すするる  
11..11..   アアククテティィブブ・・ララーーニニンンググはは手手法法ででははなないい  

2012 年 8 月に提出された中央教育審議会答申
「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に

向けて」において、初めて文部科学省が「アクテ

ィブ・ラーニング」という文言を登場させた。答

申では課題解決型の能動的学修（アクティブ・ラ

ーニング）に取り組んで成果を上げる大学が存在

することに触れ、「学生が主体的に問題を発見し解

を見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラー

ニング）への転換が必要である」と課題発見型学

習の意義を明確に述べている（文部科学省、2012：
下線部は引用者）。これに先んじて高等教育界には

アクティブ・ラーニングについて考察し、実践を

積み重ねる教員がいたが 1、上の中教審答申が出

される前後から、学生を能動的な学習者（active 

learner）に育てるための取り組みが加速したと言
ってよい。その一方で、答申の用語集に見られる

定義が曖昧で不確かであることが指摘されたり、

「学生にある物事を行わせ、行っていることにつ

いて考えさせること」（文部科学省、2015）という
不適切な使役表現が用いられたり、「活動あって学

びなし」「活動主義」「はい回るアクティブ・ラー

ニング」等の批判がなされたりするようになった

（溝上、2017）。 
2012年答申の用語集には以下の表記がある。 
「教員による一方向的な講義形式の教育とは異な

り、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた

教授・学習法の総称」（文部科学省、2012） 
これは「能動的学修（アクティブ・ラーニング）

の意味を説明したものであるが、能動的学修とい

う用語を説明する文中に「能動的学修」を登場さ
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せるのは極めて不適切であり、用語解説の体を成

していない。加えて、学習の様態を示すアクティ

ブ・ラーニングという言葉の意味を教授・学習法

と定義したことにも大きな問題がある。 
2016年の「学習指導要領等の改善」答申には、
特定の教育方法にこだわるあまり、指導の型をな

ぞるだけで意味のある学びにつながらない授業や、

特定の学習や指導の「型」に拘泥する事態への危

惧が示されたが、これはアクティブ・ラーニング

を方法と定義したことに端を発するものと考える

ことができる。 
2017 年 2 月に文部科学省が公表した小・中学
校の学習指導要領改訂案では「アクティブ・ラー

ニング」という表現が消えたが、このことについ

て文部科学省はアクティブ・ラーニングという表

現は定義が曖昧な外来語で抽象的であるからと説

明している。しかし、これはアメリカの高等教育

界で起きた大きな変化を看過したものである。 
1995年に発表された「教育から学習へ－学士課
程教育における新しいパラダイム」（Barr & Tagg, 
1995）では、大学を「教育を提供するために存在
している機関」として捉える従来の考え方－教育

パラダイム（Instruction Paradigm）―に代わっ
て「学習を創発するために存在している機関」と

して捉える新しい考え方－学習パラダイム

（Learning Paradigm）－の可能性と必要性が力
強く提唱されている。これを掲載したアメリカ高

等教育協会（AHHE: American Association for 
Higher Education）の機関紙“Change”の編集長
（当時）であり、AHHEの副会長（当時）でもあ
った Theodore Marchese はパラダイムシフトに
ついて次のように語っている。 
「教育の目標が変わった。良き教育の証明は学生

の学習成果にほかならない。講義だけの教育では

十分ではない。講義は学生を受け身にする。学生

は自らの知識の創造者になるべきである。そのた

めには積極性をもって実践による修得をするべき

である。…（中略）…自転車の乗り方という複雑

なことは、講義を聞くだけでは修得できない。や

ろうとしなければ決して乗れないのだ。」2 

Barr & Tagg（1995）のエッセイでは、新しい
パラダイムにおける教師のミッションは、学習環

境のデザイナー、学生間のチームワークを構築す

るコーチ役、共に競技に参加するプレーヤーとし

て位置付けられた。これらを総じて表現するなら

ば、学生の学びを支援するアシスタントあるいは

サポーターとしての役割などが教師に期待される

ということである。 
従来の教育パラダイムでは、教師が教えれば学

生が学ぶということが前提とされていた。そこで

は学生が学ばないのは教え方が悪いからと考えら

れ、この時期におけるFDは“How to teach”が
主流となっていた。しかし、教育方法を改善して

も学生の学習態度は改善されなかったため、考え

方を大きく変えざるを得なかったのである。 
すなわち、教師が教えれば学生が学ぶのではな

く、教師が教えるからこそ学生はただ「教えられ

る」存在に留まり、能動的な学びはついに実現さ

れなくなるのである。しばしば用いられる「受動

的な学び（passive learning）」という撞着語法的
な表現は「教えられていること（being taught）」
と同義のものと捉えるのが妥当である。 
アクティブ・ラーニングは上記のパッシブ・ラ

ーニングに対置するものとして生まれたものであ

る。これに応ずるかのように、AAHEは 1998年
に学習（learning）の定義を行っている。 
「学習とは学習者が能動的に意味を探求する営み

である。知識を受動的に得るのではなく、それを

構築する営みである。その知識は経験によって形

作られるものであると同時に、これから先の経験

を構築していく基となるものでもある。」 
（American Association for Higher Education, 
1998） 
これまでに幾度も指摘してきたが、ここで再度、

アクティブ・ラーニングの意味を整理したい。 
まず、語義にしたがえば、それは能動的・主体

的な学習、すなわち、学習者の状態・姿勢・動作・

態度あるいは習慣を指し示す言葉であり、概念で

ある。これを教授・学習法、すなわち「手法」と

捉えるのは手法の行使者であり、学生の学びをコ

― 12 ―

関西大学高等教育研究　第17号　2026年３月



せるのは極めて不適切であり、用語解説の体を成

していない。加えて、学習の様態を示すアクティ

ブ・ラーニングという言葉の意味を教授・学習法

と定義したことにも大きな問題がある。 
2016年の「学習指導要領等の改善」答申には、
特定の教育方法にこだわるあまり、指導の型をな

ぞるだけで意味のある学びにつながらない授業や、

特定の学習や指導の「型」に拘泥する事態への危

惧が示されたが、これはアクティブ・ラーニング

を方法と定義したことに端を発するものと考える

ことができる。 
2017 年 2 月に文部科学省が公表した小・中学
校の学習指導要領改訂案では「アクティブ・ラー

ニング」という表現が消えたが、このことについ

て文部科学省はアクティブ・ラーニングという表

現は定義が曖昧な外来語で抽象的であるからと説

明している。しかし、これはアメリカの高等教育

界で起きた大きな変化を看過したものである。 
1995年に発表された「教育から学習へ－学士課
程教育における新しいパラダイム」（Barr & Tagg, 
1995）では、大学を「教育を提供するために存在
している機関」として捉える従来の考え方－教育

パラダイム（Instruction Paradigm）―に代わっ
て「学習を創発するために存在している機関」と

して捉える新しい考え方－学習パラダイム

（Learning Paradigm）－の可能性と必要性が力
強く提唱されている。これを掲載したアメリカ高

等教育協会（AHHE: American Association for 
Higher Education）の機関紙“Change”の編集長
（当時）であり、AHHEの副会長（当時）でもあ
った Theodore Marchese はパラダイムシフトに
ついて次のように語っている。 
「教育の目標が変わった。良き教育の証明は学生

の学習成果にほかならない。講義だけの教育では

十分ではない。講義は学生を受け身にする。学生

は自らの知識の創造者になるべきである。そのた

めには積極性をもって実践による修得をするべき

である。…（中略）…自転車の乗り方という複雑

なことは、講義を聞くだけでは修得できない。や

ろうとしなければ決して乗れないのだ。」2 

Barr & Tagg（1995）のエッセイでは、新しい
パラダイムにおける教師のミッションは、学習環

境のデザイナー、学生間のチームワークを構築す

るコーチ役、共に競技に参加するプレーヤーとし

て位置付けられた。これらを総じて表現するなら

ば、学生の学びを支援するアシスタントあるいは

サポーターとしての役割などが教師に期待される

ということである。 
従来の教育パラダイムでは、教師が教えれば学

生が学ぶということが前提とされていた。そこで

は学生が学ばないのは教え方が悪いからと考えら

れ、この時期におけるFDは“How to teach”が
主流となっていた。しかし、教育方法を改善して

も学生の学習態度は改善されなかったため、考え

方を大きく変えざるを得なかったのである。 
すなわち、教師が教えれば学生が学ぶのではな

く、教師が教えるからこそ学生はただ「教えられ

る」存在に留まり、能動的な学びはついに実現さ

れなくなるのである。しばしば用いられる「受動

的な学び（passive learning）」という撞着語法的
な表現は「教えられていること（being taught）」
と同義のものと捉えるのが妥当である。 
アクティブ・ラーニングは上記のパッシブ・ラ

ーニングに対置するものとして生まれたものであ

る。これに応ずるかのように、AAHEは 1998年
に学習（learning）の定義を行っている。 
「学習とは学習者が能動的に意味を探求する営み

である。知識を受動的に得るのではなく、それを

構築する営みである。その知識は経験によって形

作られるものであると同時に、これから先の経験

を構築していく基となるものでもある。」 
（American Association for Higher Education, 
1998） 
これまでに幾度も指摘してきたが、ここで再度、

アクティブ・ラーニングの意味を整理したい。 
まず、語義にしたがえば、それは能動的・主体

的な学習、すなわち、学習者の状態・姿勢・動作・

態度あるいは習慣を指し示す言葉であり、概念で

ある。これを教授・学習法、すなわち「手法」と

捉えるのは手法の行使者であり、学生の学びをコ

ントロールしようとする教師の立場からの発想

（教育パラダイム的思考）にほかならない。 
AAHEの定義にしたがうならば、学びの主体で
ある学生の立場からみると、それは「過去・現在・

未来をつなぐ知識を構築し、意味を探求する営み」

として捉えられるべきものである。知識を構築し、

意味を探求する主体として学生を捉えるのが学習

パラダイムの正しい発想である。 
これを教師の立場から見ると、「学生を能動的・

主体的な学習者へと育てる営み」として捉えるこ

とができる。Barr & Taggは学習を創発するため
の方法・手法が新たに開発されることになると記

しているが、学生のアクティブ・ラーニングを実

現するための方法に創意工夫を凝らすのが教師の

新たな役割なのである。ここにようやく学習パラ

ダイムにおける学生と教師との関係を理解するこ

とができる（三浦、2019) 。 
 

11..22..   LLeeaarrnniinngg  CCoommppaassssのの意意味味  
2015年にOECDの「教育とスキルの未来2030
プロジェクト（OECD Future of Education and 
Skills 2030 project）」が立ち上がった（以下、
Education2030と略記）。これは 2003年に終了し
た「DeSeCoプロジェクト」の後を継ぐものと考
えてよい。 
二つのフェーズからなる Education2030 プロ
ジェクトでは、2019 年にフェーズ 1 の最終報告
書としてコンセプトノートが公表された。そこに

は望ましい教育の未来像が描かれ、学習の枠組み

も進化し続けるものでなければならないとされて

ている。その中心を成す概念は学習の枠組みとし

ての「学びの羅針盤（OECD Learning Compass 
2030）」である（OECD, 2019）。 
「学びの羅針盤」という文言が用いられたのは、

学習者（student）3が教師の決まりきった指導や

指示をそのまま受け入れるのではなく、自分の興

味・関心に応じて学習目標を設定し、それぞれの

ペースにしたがって自律的な学びを進め、自らの

行動が社会を変えられると信じ、責任をもって実

行していく方向を見出す必要性を強調するためで

ある。これが示すのは学習の枠組みであり、そこ

では測定できないもの（非認知能力など）の価値

を認めようとする。 
学習者が目指すべき目標は「ウェルビーイング

（Well-being 2030）」である。「ウェルビーイング」
は「社会でよりよく生きること」あるいは「社会

でよりよく生きる力」と翻訳するのが適切である。

工藤（2018）は学校教育の目的を「社会でよりよ
く生きる力を育むこと」としているが、コンセプ

トノートが示されるより以前に、日本の学校教育

が看過し、軽視してきたことを正しく指摘してい

る。同様のことが高等教育にも求められてしかる

べきである。 
Ben-Shahar（2021）が示した SPIRE well-

being modelでは、人生や生活を豊かにするため
の基本的な要素として、精神・身体・知性・人間

関係・情緒の全ての面において「よりよく生きる

こと」が不可欠であると指摘している。大学を含

め、教育の世界でこれまでさしたる注意が払われ

てこなかった「非認知能力」の涵養こそがVUCA
の時代に求められることであると言ってよい。  

 

 
図 1 SPIRE well-being modelのイメージ 

 
Learning Compassでは、「変化を起こすために、
自分で目標を設定し、振り返り、責任をもって行

動する能力」をエージェンシー（agency）と定義
しているが、それは、新学習指導要領において、

より簡明な表現で説明されている「主体性」に近

いものであると考えられる。 
2033年度には、この新しい学習指導要領のもと、
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小学校で6年に亘る「主体的で対話的で深い学び」
の学習経験を積み重ねた者が大学に入学してくる

が、大学がアクティブ・ラーニングの意味を取り

違えたまま、その若者たちを迎え入れてはならな

い。 
2019年に公表された Learning Compassの前
身であるラーニングフレームワークでは、読み書

き、ニューメラシー、データリテラシー、デジタ

ルリテラシー等の認知的な基礎能力に加えて、健

康や社会・情動に関する能力がコンピテンシーの

中核を成すものとして捉えられ、ここに「新たな

価値を創造する力」「対立やジレンマに対処する力」

「責任ある行動をとる力」の三つが、よりよい未

来の想像に向けた変革を引き起こす力であるとし

ている。そして、これらの力は親や教師、仲間、

コミュニティとの間で育まれていくものとして捉

えられている。すなわち協働体験、協働学習が不

可欠となる。ここに大学において、「社会でよりよ

く生きる力」を育むために、すなわちウェルビー

イングに向かって主体的に自律的に学ぶ学習者を

育てるためには、特に初年次段階で、できればそ

の後も、知識やスキル以外のことやものを体験し

ながら学習できるグループワークが不可欠である

と指摘することができる。 
 

22.. ググルルーーププワワーーククとと親親和和性性ののああるる学学習習ススタタイイルル  
複数のメンバーによってグループが編成されて

いても、各々が個別に調査した結果を報告するだ

けでは、その営みをグループワークと呼ぶことは

できない。パーソナルワークの寄せ集めに過ぎな

いからである。また、教師が示した課題の答え（正

解）を求めるだけの作業も、ともすれば個々別々

に正解を求めてしまうことになり、グループワー

クへと発展していかないことが危惧される。 
先述した目標に向けてグループワークを展開す

る際には、学習スタイルとの親和性に留意する必

要がある。ここでは「科目進行型学習（SBL：
Subject-Based Learning）」と「課題解決（もしく
は探求）型学習（IBL：Inquiry-Based Learning）」
ならびに「課題発見型学習（PBL：Problem-Based 

Learning）」を対象として、グループワークとの親
和性を「問い」と「答え」との関係を軸に考える。 
なお、我が国の教育現場では、PBLを課題解決
型学習とした実践がなされることがしばしばある

が、それは“Problem-Based”の意味を正しく捉
えたものではない。本稿では、問題・課題探求（も

しくは解決）型学習を IBLとして位置づけ、「発
見」の文字・概念が包摂されることが明白である

場合のみPBLと表現する。 
 

22..11..  科科目目進進行行型型学学習習（（SSBBLL））  
これは高等学校を卒業するまでに、多くの生徒

が経験する学習スタイルである。「問い」と「答え」

は「科目」の中でセットを成すものとして捉えら

れ、そのセットを記憶することが求められる。「問

い」と「答え」との関係は不問に付され、この両

者の間を往還することはできない。両者間の往還

とは、この「問い」が、どのような条件下で発せ

られ、当初はどのような「答え」が見つけられて

いたか、その後、如何なる経緯によって、このか

たちの「問い」に定まったのか等を探ることであ

る。それが不問に付されるのは、「問い」と「答え」

のセットを記憶し、記憶したことを正確に解答用

紙に再生することが求められるからである。この

学習スタイルはグループで他のメンバーと協働す

る作業には不向きである。とはいえ、当該スタイ

ルを全面的に批判し、否定するものではない。科

目の中には、例えば生命（の危険）に関わる事柄

を学ぶために、問答無用で記憶しなければならな

いものがあるからである。さはさりながら、グル

ープワークとの親和性が著しく低いことは認識し

ておかなければならない。 
 
22..22.. 課課題題解解決決（（ももししくくはは探探求求））型型学学習習（（IIBBLL）） 
これは主として教師が用意した「問い」の「答

え」を学生自らが探求する学習スタイルである。

その「答え」は既に教師によって設定されている

ことが多い。つまり、学生は自ら新たな「答え」

を探すのではなく、予め用意された正解に辿り着

くことが求められる。また、教師が課題を提示す
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小学校で6年に亘る「主体的で対話的で深い学び」
の学習経験を積み重ねた者が大学に入学してくる

が、大学がアクティブ・ラーニングの意味を取り

違えたまま、その若者たちを迎え入れてはならな

い。 
2019年に公表された Learning Compassの前
身であるラーニングフレームワークでは、読み書

き、ニューメラシー、データリテラシー、デジタ

ルリテラシー等の認知的な基礎能力に加えて、健

康や社会・情動に関する能力がコンピテンシーの

中核を成すものとして捉えられ、ここに「新たな

価値を創造する力」「対立やジレンマに対処する力」

「責任ある行動をとる力」の三つが、よりよい未

来の想像に向けた変革を引き起こす力であるとし

ている。そして、これらの力は親や教師、仲間、

コミュニティとの間で育まれていくものとして捉

えられている。すなわち協働体験、協働学習が不

可欠となる。ここに大学において、「社会でよりよ

く生きる力」を育むために、すなわちウェルビー

イングに向かって主体的に自律的に学ぶ学習者を

育てるためには、特に初年次段階で、できればそ

の後も、知識やスキル以外のことやものを体験し

ながら学習できるグループワークが不可欠である

と指摘することができる。 
 

22.. ググルルーーププワワーーククとと親親和和性性ののああるる学学習習ススタタイイルル  
複数のメンバーによってグループが編成されて
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できない。パーソナルワークの寄せ集めに過ぎな

いからである。また、教師が示した課題の答え（正

解）を求めるだけの作業も、ともすれば個々別々

に正解を求めてしまうことになり、グループワー

クへと発展していかないことが危惧される。 
先述した目標に向けてグループワークを展開す

る際には、学習スタイルとの親和性に留意する必

要がある。ここでは「科目進行型学習（SBL：
Subject-Based Learning）」と「課題解決（もしく
は探求）型学習（IBL：Inquiry-Based Learning）」
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22..11..  科科目目進進行行型型学学習習（（SSBBLL））  
これは高等学校を卒業するまでに、多くの生徒
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は「科目」の中でセットを成すものとして捉えら

れ、そのセットを記憶することが求められる。「問

い」と「答え」との関係は不問に付され、この両
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いたか、その後、如何なる経緯によって、このか
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る。それが不問に付されるのは、「問い」と「答え」

のセットを記憶し、記憶したことを正確に解答用
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を学ぶために、問答無用で記憶しなければならな

いものがあるからである。さはさりながら、グル

ープワークとの親和性が著しく低いことは認識し
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22..22.. 課課題題解解決決（（ももししくくはは探探求求））型型学学習習（（IIBBLL）） 
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ことが多い。つまり、学生は自ら新たな「答え」

を探すのではなく、予め用意された正解に辿り着

くことが求められる。また、教師が課題を提示す

れば、その達成に向けて学習を始めるが、教師が

「問い」を示さない限り、自ら動き出すことはな

い。言うなれば指示待ち族の予備軍を養成するよ

うなものである。 
この学習スタイルでは、教師による管理がどこ

まで及ぶのか、換言すると、教師が如何ほどの自

由を学生に認めるかによって、次に述べるPBLに
近いものになる。例えば、教師が課題を提示し、

参照すべき資料等を指定する場合は、学習の自由

はかなり制約されるが、どのようなアプローチで

課題を達成し、「答え」をどのようにデザインする

のかが学生に任される場合には自由度が高くなる。

「課題」の発見・発掘までが学生に任される場合

は、これをPBLと称しても問題はない。しかし本
稿では、「問い」の在り方を重要視しているので、

「問い」の在り方如何にかかわらず、学生が「探

求すること（inquiry）」が主眼となっていること
に鑑み、これをPBLとは区別する 4。 
 
22..33..  課課題題発発見見型型学学習習（（PPBBLL）） 
 このスタイルの学習では、「探求すること 
（inquiry）」よりも、「問い」を自ら立てることに
主眼が置かれる。学生は「問い」を発見・発掘も

しくは創出したうえで、その「問い」の「答え」

の探求に乗り出すが、はじめから良き「問い」を

立てることは容易ではない。幾度か、試行錯誤を

重ねるうちに、「問い」にはそれを「問い」たらし

める構造があり、「問い」として成立する理由があ

り、他の「問い」によって今の「問い」が導かれ

たり、今取り組んでいる「問い」が新たな「問い」

を生み出したりするなど、他の「問い」との間に

連関のあることを知るようになる。筆者はこれを

「問いのリテラシー」と呼んでいるが、このリテ

ラシーを育むのがPBLの重要なポイントである。
かかるリテラシーを身につけておけば、他者によ

って提示された「問い」であっても、その構造や、

成立する理由、他の「問い」との関係を見つめる

視座を携えているので、その「問い」に腰を据え

て取り組むことができる。 
「問い」を発見・発掘・創出するに当たり、他

者と協働しながら作業を進めれば、自分ひとりで

は気づかなかったり、見落としたりしてしまう事

柄のあることを知ることができる。複数の視点か

ら物事を見つめることになるので、視野は広がり、

多面的・多角的に考えることが可能となる。複数

の頭脳が、常に「構造」や「理由」ならびに「連

関性」を意識しながら求める「問い」は、より高

次なものとなり得る。すなわち、課題発見型学習

（PBL）こそがグループワークとの親和性の高い
学習スタイルであると考えてよい。 

 
33.. 課課題題発発見見型型学学習習（（PPBBLL））にに関関すするる留留意意点点  

Colliver（2000）は、PBLの価値に対する疑義
を以下のように強く示している。 
「PBL の有効性を論じた諸文献を再検討したが 

基礎医学と臨床医学の双方において PBL が成績
を改善するという確実な根拠は見いだせなかった」  
これは PBL を採り入れたクラスと採り入れな
かったクラスと比べて、学生の成績に有意な差が

なかったことを根拠として PBL の意義を否定的
に捉えたものである。 
しかしながら PBL 採用の有無による知識の習
得に有意な差がなかったということは、従来の教

師主導の講義型の授業でなくてもよいということ

でもある。獲得される知識やスキルに差がないの

であれば、講義型の授業では得られないものやこ

と－問いに関するリテラシーの獲得・協働学習体

験・コミュニケーションスキル（interpersonal 
skill） の上達など－、主として非認知能力の涵養
を体験できる PBL の方が学生を能動的な学習者
へと育てるチャンスがあると捉えるのが建設的な

考え方である。 
 さらに留意すべきは初期に示された PBL の定
義である。 
「PBLとは、ある問題について理解したり、解決
したりしようとする営みのなかで展開される学習

のことである。まず問題が提起されるが、そのこ

とによって問題解決に必要なスキルを獲得し、活

用しようとする意欲が学生に喚起され、問題を読

み解くことによって、解決策を見出すために必要
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な情報の収集が始まる」（Barrows & Tamblyn, 
1980） 
「問題が提起される」という受動態の表現から

は、誰によって問題が提起されるのかが不明瞭で

ある。教師が問題を提起するのか、学生がそれを

担当するのか、その選択がこの学習スタイルを採

用した人に託されることになる。しかし、教師が

問題を提起してしまえば、それはもはや PBL で
はなく、IBLであり、学生が「問いに関するリテ
ラシー」を習得する機会を失うことになってしま

う。 
とはいえ、教師に比べるまでもなく知識や情報

等が少ない学生が探求するに値する問題（課題・

問い）を発見したり、創出したりするのは容易な

ことではない。見当はずれの問題を作ったり、ク

イズのごとき短答式の問題を作ったりしてしまう

ことがままある。繰り返しになるが、このような

失敗体験を積み重ねるからこそ、やがて「問いに

は問いとして成立する理由があり、問いとして成

り立つための構造があり、さらに他の問いへとつ

ながり、ひろがる連関がある」ということに気付

く旅へと歩みを進めることができるようになる。 
しかし、悠長に学生の失敗体験の蓄積を待って

いるだけでは、そのままセメスターの終わりを迎

えてしまうことになりかねない。ここが教師の出

番であるが、「この道を辿れば、あるいはわたくし

の言う通りにすれば目的地にたどり着けます」と

いう口出しや手出しは無用である。 
このような場面では「マヨネーズの瓶と二つの

コーヒーカップ（The Mayonnaise Jar and 2 
Cups of Coffee）」の話が示唆に富む 5。 
学生たちの前でマヨネーズの広口瓶に、最初は

ゴルフボール、次に小石、最後に砂を入れ、それ

ぞれ入れたものによって瓶がいっぱいになったこ

とを都度、確認した後、最後に二杯のコーヒーを

注ぎ入れるという話である。この話の主人公は哲

学の教授という設定であるが、広口瓶を人生に例

え、その瓶を満たすのに些細なことやもの（小石

や砂利）に頼りすぎてしまうと、本当に大切なも

の（ゴルフボール）を入れるスペースがなくなっ

てしまう、したがって、まずは大切なことやもの

に時間やエネルギーを使いなさいというメッセー

ジが、この話には込められている。コーヒー二杯

は「たとえどんなに多忙であっても、友人とそれ

ぞれ一杯のコーヒーを楽しむ時間は作り出せる」

という意味だと言い添えて、この講話は終わる。 
ここに登場するゴルフボールを学問におけるフ

レームワークあるいは最も重要な視点、小石をそ

の下位概念、砂利を断片的な知識と捉え直すと、

教師であるわたくしたちは学生の瓶を小石や砂利

だけで満たしてはいけないと理解することができ

る。その学問の原点や背景、あるいは骨格を理解

するために必要なゴルフボールをいくつか入れ、

その他には小石や砂利をほんの数量入れるのがよ

い。ゴルフボールだけしか瓶に入っていないと、

それ以外に「何か」が存在することに学生が思い

当たらないかもしれないからである。大きさの違

うゴルフボールと小石、砂利が瓶の中に入ってい

れば、相互の重要度の違いは学生にとって自明と

なる。それとともに、まだ隙間の多い瓶を一体何

によって埋めていけばよいのだろうかと自問する

機会がそこに生まれる。他にゴルフボールはない

のか、ゴルフボールは入りきらないが、それより

小さなものなら入りえるこのスペースに何を入れ

るのがよいのだろうか、知的好奇心が刺激され、

自ら動き出す契機がそこに胚胎すると考えたい。

換言すると、何もかもを教え過ぎないことが学生

の知的好奇心を育てるためには肝要だということ

である。 
「問い」の発見・発掘・創出は魅力的なことで

はあるが、繰り返し述べているように、学生にと

って容易なことではない。教師が断片的な知識の

羅列を回避したり、知識の伝達に傾注するのを思

いとどまったり、あるいは知識の再現を求めない

ようにするだけでかなうものではない。学生が試

行錯誤を重ねているときに、そっと手を差し伸べ

られると、学生の目の前の霧が晴れてゆくことが

ある。 
例えば、「欧米の大学が九月始まりである理由は

何か」と問うのは、単に知識を確認するだけの作
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ラシー」を習得する機会を失うことになってしま
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えてしまうことになりかねない。ここが教師の出
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いう口出しや手出しは無用である。 
このような場面では「マヨネーズの瓶と二つの

コーヒーカップ（The Mayonnaise Jar and 2 
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学生たちの前でマヨネーズの広口瓶に、最初は

ゴルフボール、次に小石、最後に砂を入れ、それ
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注ぎ入れるという話である。この話の主人公は哲
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レームワークあるいは最も重要な視点、小石をそ
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だけで満たしてはいけないと理解することができ
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するために必要なゴルフボールをいくつか入れ、

その他には小石や砂利をほんの数量入れるのがよ

い。ゴルフボールだけしか瓶に入っていないと、

それ以外に「何か」が存在することに学生が思い

当たらないかもしれないからである。大きさの違

うゴルフボールと小石、砂利が瓶の中に入ってい

れば、相互の重要度の違いは学生にとって自明と

なる。それとともに、まだ隙間の多い瓶を一体何

によって埋めていけばよいのだろうかと自問する

機会がそこに生まれる。他にゴルフボールはない

のか、ゴルフボールは入りきらないが、それより

小さなものなら入りえるこのスペースに何を入れ

るのがよいのだろうか、知的好奇心が刺激され、

自ら動き出す契機がそこに胚胎すると考えたい。

換言すると、何もかもを教え過ぎないことが学生

の知的好奇心を育てるためには肝要だということ

である。 
「問い」の発見・発掘・創出は魅力的なことで

はあるが、繰り返し述べているように、学生にと

って容易なことではない。教師が断片的な知識の

羅列を回避したり、知識の伝達に傾注するのを思

いとどまったり、あるいは知識の再現を求めない

ようにするだけでかなうものではない。学生が試

行錯誤を重ねているときに、そっと手を差し伸べ

られると、学生の目の前の霧が晴れてゆくことが

ある。 
例えば、「欧米の大学が九月始まりである理由は

何か」と問うのは、単に知識を確認するだけの作

業であるが、「何について調べたら、欧米の大学が

九月始まりである理由を知ることができるだろう

か」と、「問い」の形を変換してみると、学生の思

考が始まる。あるいは学生が探求を進める中で、

ある事柄がわかったという場面で、まだ明らかに

されていないものは何かと問うと、わかったら終

わりではなく、そこに新たな問いが胚胎する可能

性に気付くようになる。筆者はこれを「問いのし

っぽ」と表現しているが、「問い」の全容ではなく、

一部分なら学生に示してもよいと考えている。 
 
44..  GGWWをを始始めめるる前前にに知知っっててほほししいいこことと・・GGWWをを
通通じじてて身身ににつつけけててほほししいいこことと  
グループワークを始める前に知ってほしいこと、

ならびにグループワークを通じて身につけてほし

いことは数多あるが、前者については、主だった

ものとして、心理的安全性（psychological safety）、
エンパシー（empathy）、アサーション（assertion）、
多眼的認知（multi-view cognition）、傾聴（active 
listening）が重要であること、ならびに必ず人に
よる認知差が存在することである。後者について

は、他者支援リーダーシップ（servant leadership、
以下、サーバントリーダーシップと表記）、クリテ

ィカルシンキング（critical thinking）、情報共有
のための可視化の工夫（visualization ideas）、多
数決に頼らない合意形成（consensus building）、
ピアサポート（peer support）、コミュニケーショ
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な事柄は数多くあるが、どのようにすれば安心し

てグループワークを進めることができるのかとい

うことを筆頭に、グループワークにおいて留意す

べき点は何かということを作業に入る前に理解し

ておくことである。 
 ベースとなるのは、メンバーの誰もが、他のメ

ンバーに自分のことを無知だ（ignorant）と思わ
れることなく、無能だ（incompetent）と捉えられ

ることもなく、ワークの進行の邪魔をしている

（intrusive）と考えられることもなく、様々な見
解やアイデアに対してネガティブなスタンスを取

っている（negative）とみなされることなく、安
心してグループに所属し、ワークに参加できるこ

とである（Edmondson, 1999）。かかる心理的安
全性を確保するためには、自他ともに尊重する表

現ができるように心がける必要がある。このこと

を言葉のみで伝えても、学生の抱く印象は曖昧な

ものに留まり、記憶に残らないことが多い。筆者

は授業冒頭の時間を使って、学生がグループワー

クにとって重要なことを疑似的に体験するスモー

ルワークを用意している。 
 自他共に尊重する表現（アサーション）（Wolpe, 
1954）が重要であることを認知するために、ライ
フポジション（Berne, 1961）のワークを用いる。
はじめに 16の質問に対して 5点法で答える。4問
ごとに小計を出し、両端が“I’m ok.”と“I’m not 
OK.”の横軸と、同じく“You’re OK.”と“You’re 
not OK.”の縦軸で作られた四つの領域にそれぞ
れのポイントを取り、四つの点を結んでできた四

角形の最も突出した点のある領域が、その時点の、

その人のライフポジションである（表 1、図 2）。 
 

表 1 ライフポジションの質問紙 

 
 

領域Ⅰ（I’m OK & You’re OK）は自他ともに
尊重するアサーティブな表現を可能とするライフ

ポジションであり、領域Ⅱ（I’m OK & You’re  
not OK）が攻撃的な表現を生み出しやすいライ
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フポジションである。領域Ⅲは非主張的な表現に

陥りやすいポジションであり、領域Ⅳは表現に対

する意欲が見られないポジションである。ライフ

ポジションは不変なものではなく、意図的に変え

ることができるものであるから、グループワーク

において心理的安全性を担保するためには、メン

バーが“I’m OK & You’re OK”のアサーティブ
なライフポジションを意識して保つことが肝要で

ある。領域Ⅱの“You’re not OK”には“You’re 
not right (You’re wrong)”の含意があるが、そも
そも自分と他者とを比べて、自分が正しくて他者

が間違っているとする判断は極めて主観的なもの

であると心得なければならない。そこには主とし

て物の見方（perspective）の違いがあり、その
視座から見た物の解釈（narrative）の違いがあ
ると考えなければならないのである。 
 

 

図 2 ライフポジションの作図例 
  
 この違いに意識を向ける能力がエンパシー

（empathy）である。エンパシーはOxford 
Learners Dictionaries（Oxford University 
Press, 2025）のサイトによれば「他者の感情や
経験などを理解する能力」のことであるが、ブレ

イディ（2024）の「意図的に他者の立場に立っ
て想像してみる能力」の方がより印象深く学生の

胸に響くようである。以上を要するに、心理的安

全性を担保するためには、エンパシーを発揮して

アサーションを確保することがとりわけ重要であ

るということをライフポジションのワークを通し

て学生は我が事として捉えられるようになるとい

うことである。字面だけで分かったような気にな

るが、実は理解するのが容易ではない事柄であっ

ても、スモールワークを介すると深く解釈するこ

とができるようになるのである。 
 
44..22..  ココミミュュニニケケーーシショョンンリリテテララシシーー  
 コミュニケーションとは何か、コミュニケーシ

ョンで大切なことは何かと問いかけると、初心者

は「自分の意見や考えを相手に伝えること」と答

え、少し経験のある者だと「相手の言葉に耳を傾

けること」と応じる。さらに経験を積むと「誰も

が話しやすい場の雰囲気を作ること」と述べられ

るようになるが、最も大切なことは「どんなに意

を尽くして言葉を選び、表現に細心の注意を払っ

ても、自分が伝えたいように相手に伝わるとは限

らない」ということを誰もが心得ておくことであ

る。この「わかりあえづらさ」については、

Rosenberg（2005）やドミニク（2020）に名著
があるので、学生に紹介している。 
 名著を紹介しても、それをすべての学生が読む

とは限らないので、こちらについてもスモールワ

ークを用意している。それは株式会社アークライ

トが製作したカードゲーム「Ito」で行うゲーム
のうち、「クモノイト」と呼ばれるものである。

第一ラウンドでは、1から100までの数字が書か
れたカードから各自一枚ずつカードを引く。その

数字を見せたり、口にしたりすることは禁じら

れ、その代わりにその大きさを何かに例えて互い

に伝え合う。筆者のクラスでは第一ラウンドは動

物の大きさに例えることを共通のインデックスに

している。自分の数字がメンバーの中で最も小さ

いと思う者から順番にカードを出していき、小さ

い順にカードが並べば、そのラウンドをクリアで

きる。成功した場合には、そのラウンドで使用し

たカードは取り除き、残りのカードから各自二枚

ずつを引く（第nラウンドでは一人n枚ずつカ
ードを引く）。失敗した場合、カードは元に戻

し、初めからやり直す。第六ラウンドまで無傷で

成功したグループがあったが、ほとんどのグルー
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ードを引く）。失敗した場合、カードは元に戻

し、初めからやり直す。第六ラウンドまで無傷で

成功したグループがあったが、ほとんどのグルー

プは、なかなか自分の思い通りに数字の大きさを

伝えたり、把握したりすることができず、大いに

もどかしさを実感する。しかし、このワークを終

えたあと、どのグループも数年来の知り合いのよ

うに会話が弾むようになる。筆者は第二回の授業

でこのゲームを実施するが、三回目以降は教室が

にぎやかになるほどである。 
 
44..33..  多多眼眼的的認認知知  
 人によって物を見る視座が異なり、物事の捉え

方や解釈が様々であるゆえ、一つの物事であって

も多角的、多面的に考える習慣を身につけてもら

いたいと願っている。このことについては、約半

世紀前に SONY の入社試験で取り上げられた問
題を改変して出題している。当初は「カラーテレ

ビと白黒テレビを比較して、それぞれ良いところ

と悪いところを述べなさい」という問題であった

が、白黒テレビに馴染みのない世代には問題とし

て成立しないため、「白黒の映像作品とカラーの映

像作品を比べて、それぞれ良い点、悪い点を述べ

なさい」とアレンジしている。 
 この問題の回答については各グループで話し合

ったうえで発表してもらう（表 2）。一通り、回答
が出そろったところで、「これは白黒とカラーを区

別する軸と良い点悪い点を区別する軸の二本によ

って区切られた四つの領域にそれぞれ当てはまる

と考えられたものです。問題自体は変えませんが、

この二本の軸を取り外します。ここで新しい軸を

一本考えて、この回答群を二つのグループに分け

てください」と新たな問いを投げかける。ほとん

どの学生が新しい軸を見つけられないが、新しい

軸によって分けられるグループの一方に入る回答

の数だけを伝えると、数人が気付く。一方は視聴

者もしくは消費者の立場から見た「良い・悪い」

であり、他方は制作者や出演者の立場から考えた

「長所・短所」である。この問題の要諦は立場が

変われば「良い・悪い」も変わるということに気

付けるか否かである。物事の良し悪しを一元的な

物差しで判断せずに、様々な角度や立場から考え

直してみることの大切さを学生は理解することが

できる。 
 
表 2 SONYの入社試験に対する回答例 

 
 
 このほかに、例えばクリティカルシンキングと

は批判的に考えることではなく、判断を保留する

ことであると伝えたり（Dewey, 1910）、サーバン
トリーダーシップを実感してもらうワークを用意

したりしているが、その詳細については他日を期

したい。 
 
55..  ググルルーーププのの成成長長をを促促すすたためめにに  
これまで述べてきたことを確実に実践していっ

たからといって、必ずしもすべてのグループがよ

りよいワークを展開するとは限らない。大切なの

はグループワークを開始した後に、継続的にグル

ープの成長を支援することである。その支援には

グループルーブリックの設計とグループリフレク

ションの実施が奏功する。 
 

55..11..  ググルルーーププルルーーブブリリッックク作作成成をを支支援援すするる  
ルーブリックは、本来、教師による評価の質を

一定水準に保つために作られるものであるが

（Walvoord & Anderson, 1998）、グループごとに
セメスターが終わるまでにどのようなことができ

るようになりたいかを設定しておくと、目標と目

的が明確になり モチベーションが高くなること

が十分に期待される（三浦、2018）。 
グループメンバーで相談しながら作成するルー

ブリックは、一度きりの話し合いで完成させるこ

とが困難であると考えなければならない。グルー

プワークを重ねていくうちに、新たな目標が生ま

れたり、既に設定した目標やステップの刻み方を

修正する必要があることに気付いたりすることが

あるので、学生には、その段階では完成形を求め

ず、必要に応じて修正を加えてながら作成してゆ
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くように促す必要がある。グループルーブリック

の作成に関しては、グループワークの進行に伴っ

て修正を重ね、より具体的なものへと改訂してい

くのが望ましいということを必ず学生に理解して

もらうことが肝要である。また、次に述べるリフ

レクションに関わることであるが、設定したステ

ップをクリアしたとメンバー全員が認めたときに

は、ルーブリックに到達したことが分かる書き込

みを残しておくのが望ましいということも伝えて

おきたい（図4）。 
 

 
図 4 グループルーブリックの作成例 

 
55..22..  ググルルーーププリリフフレレククシショョンンをを支支援援すするる  
プラグマティズムを代表する思想家の一人、

Dewey（1910）は「我々は経験から学ぶのではな
い 経験を振り返ることから学ぶのである」と、

内省あってこそ経験から学ぶことができることを

指摘している。グループワークにおける経験も同

様であり、メンバー各自がワークを振り返るだけ

でなく、他のメンバーと共に協働の内容などを振

り返ることによって、グループとしての活動が、

その時点でどの段階に到達しているか、以後、ど

のようなことを次なる課題として捉えればよいの

かが明らかになる。 
内省（reflection）の方法は、以下に示すように
複数あるが、そのすべてを毎回活用する必要はな

い。そのような使い方をすると、学生の負担ばか

りが増して、望む効果が得られなくなってしまう

からである。グループワークの展開状況を観察し

ながら、より効果的なメソッドを選択し、学生に

よるリフレクションを促すのが一般的な実施方法

と考えられるが、リフレクションの経験をある程

度蓄積した段階に到達してからは、学生自身にど

のメソッドを選択するのかを決めてもらうのが、

学生の成長に鑑みて望ましいことである。 
 
１）チェックリスト 
 グループワークを進めるうえで、さらには課題

達成を目指すうえで、不可欠になると考えられる

項目を複数列挙し、その日の作業において、その

ことに対する意識や留意があったかどうかをチェ

ックするためのリストである（図 5）。リストに掲
げる項目はグループワークの進捗に応じて新しい

ものに替えていくのがよい。また、グループワー

クの経験値が高まってきたら、項目を学生に決め

てもらうと、自らの活動に対する意識が高まると

いう効果がある。 
 

 
図 5 チェックリストの例 

 
２）ラーニングジャーナル 
ラーニングジャーナルは、学習者が自身の学習

経験を振り返り、学習内容や過程を記録し、自己

反省や自己成長を促進するツールである（図 6）。
記録する際には学びの深さを確認し、思考や理解

の進展・深化を自分の言葉で書き留めることが重

要である。これだけではパーソナルリフレクショ

ン留まるが、次に示すピア・レビューの材料にす

ることで、グループリフレクションにつながって
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図 5 チェックリストの例 
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図 6 ラーニングジャーナルの例 
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図 7 リフレクション・ペーパーの例 

 
５）アーティキュレーション 
 アーティキュレーション（articulation）とは考
えや感情などを明確に言葉で表現することである。

個々のメンバーのグループワークに関するスキル

がどのように成長進化したか、どのような経験が

その成長に寄与したか、現在、どのような強みを

持つに至っているかなどについて、メンバーと話
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66.. そそのの他他のの留留意意点点やや工工夫夫  
 本学で 2009年度より開始した LA（Learning 
Assistant）制度を活用するとクラスの中に安心感
と活気とが生まれる。文部科学省の『大学教育・

学生支援事業テーマA 大学教育推進プログラム』
の採択を受けて 2009 年から 2011 年度にかけて
補助金を受けた「三者協働型アクティブ・ラーニ
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ングの展開」において、学生が主体的な学習を踏

まえて「考動力」を身につけるために、そのラー

ニングモデルとなったり、グループワークを支え

るファシリテーターとしての役割を担ったり、自

らの失敗や成功の体験を伝えるメッセンジャーと

なったりする LAは、受講生にとって身近な存在
でありながら、グループメンバーとは異なるクオ

リティのコミュニケーションを経験できるため、

対話や会話の頻度がかなり高くなる。LA がクラ
スで活動する様子を見て、セメスター終盤に自ら

志願する学生が毎年必ず複数名いることからも、

グループワークを通じた学びを支援する頼もしい

スタッフであると言ってよい。LA の運用に関し
てはガイドラインの遵守以外は、LA を活用する
教員に一任してあるので、その運用形態は一様で

はないが、各セメスターに先立って実施される

LA研修では、「LAのミッションは学生に教える
ことではなく、学生が気づくように誘い、導くこ

とである」という点を確認することに重きを置い

ており、LAはその考えを共有している。 
 筆者が担当するクラスでは、セメスターを通じ

て同じメンバーでグループを編成する。グループ

内でのコミュニケーションはスモールワークやグ

ループリフレクションによって担保されるが、他

のグループの様子を知りたいと願う受講生が必ず

いる。複数のグループの支援に携わっている LA
は、その情報を提供するのに、まさに適任である。

その他には、通信紙を作成したり、中間発表なら

びに最終報告を実施したりしている。通信紙には

各グループのリフレクションの内容を盛り込み、

そこに科目担当者ならびにLAのコメントを付し
て配付する。中間報告では完成度を求めず、その

課題を発見・発掘した経緯や現時点での進捗状況、

今後の展望に焦点を絞って発表してもらう。発表

の方法は模造紙あるいは A3 サイズの nu board
を用いたポスターセッションとし、発表を見聞き

した学生は必ず模造紙あるいは nu boardに感想
やコメントを書いた付箋紙を貼ることにしている。

一人で使える付箋紙に上限を設けないため、どの

グループも実に多くの意見やコメントをもらうこ

とになり、以後の作業の励みとなっている。LAも
受講生と同様に、全てのグループの中間発表を聴

取し、感想や意見を付箋紙に書いて提供している。 
 また、折を見てワールドカフェ（world café）を
実施することもある。グループは原則として四人

編成としているが、そのうちの二名が隣のグルー

プに移動する（左右どちらに移動するかは、都度、

決める）。隣のグループに移動したメンバーのうち

一名は、そこで自分のグループが今までどのよう

な取り組みをしてきたかを報告し、残る一名は訪

問した先のグループでどのような取り組みがなさ

れてきたかを聴き取る。移動しなかったメンバー

二名のうち、一名は隣から訪問してきた他のグル

ープのメンバーに対して自分たちの取り組みを説

明し、残る一名は隣のグループのこれまでの取り

組みに関する説明を聴き取る。このワークによっ

て他のグループの取り組みをより詳しく知ること

ができるようになる。 
 授業中のグループワークの内容は、各グループ

に手渡す nu board に記録されるが、ここにはグ
ループルーブリックも挟み込まれ、随時、見直し

ができるようにしている。また授業時間外に思い

ついたことや新しい発見、獲得された情報などが

ある場合、それを共有する方法をそれぞれのグル

ープにおいて共有してもらっている。 
 今後は、さらに追加すべきスモールワークを考

案するとともに、グループワークを進めるうえで

留意すべき点を丁寧に洗い直していきたい。 
 
註註  
1 他の教師・研究者に先駆けてアクティブ・ラー
ニングについて書かれた論考で注目すべきものに

溝上（2006、2007）がある。 
2 1995年に民主教育協会会長天城勲氏（当時）の
肝煎りでアメリカ東海岸の高等教育機関等を訪問

した際のインタビューによるもの（1996 年 6 月
20日）。また、MITにおいても「FDのキャッチ
フレーズをご存知か」と問われ、即座に“from 
research to teaching”と応対したところ、それは
古い、今や“from teaching to learning”であると指
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留意すべき点を丁寧に洗い直していきたい。 
 
註註  
1 他の教師・研究者に先駆けてアクティブ・ラー
ニングについて書かれた論考で注目すべきものに

溝上（2006、2007）がある。 
2 1995年に民主教育協会会長天城勲氏（当時）の
肝煎りでアメリカ東海岸の高等教育機関等を訪問

した際のインタビューによるもの（1996 年 6 月
20日）。また、MITにおいても「FDのキャッチ
フレーズをご存知か」と問われ、即座に“from 
research to teaching”と応対したところ、それは
古い、今や“from teaching to learning”であると指

摘された。パラダイムシフトの波紋はアメリカで

はかなりの速さで広がっていたことが窺える。な

お、この内容については、岩井他（1996）に掲載
してある。 
3 原文では“student”と表記されているが、日本
語に翻訳されたものにおいては「生徒」と表記さ

れている。これは東日本大震災を契機に実施され

た「OECD東北スクール・プロジェクト」におい
て「子どもたちと教師が共同で、2030年の世界に
おける課題に対応していくため…（中略）…の

『2030年に向けた新しい学校教育』のモデルを創
り出した」こと（白井、2020）に由来すると考え
られる。しかしながら、Learning Compass 2030
に示される内容は大学生にとっても必要であり、

重要なことであるので、ここでは初等中等高等の

教育段階の別を問わず、“student”を「学習者」
と表記することにした。 

4 ハワイ大学マノア校の William Marshall は、
IBLは広範に及ぶものであり、そこに PBLが包
摂されると説明している。このことについては『三

者協働型アクティブ・ラーニングの展開 平成21
年度成果報告書』（2010, 58-63）を参照。 
5 以下のURLを参照。 
https://www.michaelppowers.com/prosperity/m
ayonnaise.html （2025年10月 9日） 
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学学生生のの視視点点かかららみみたた学学びびののリリアアリリテティィ  
――楽楽単単志志向向とと履履修修選選択択基基準準のの分分析析――  

SSttuuddeennttss’’  PPeerrssppeeccttiivveess  oonn  tthhee  RReeaalliittyy  ooff  LLeeaarrnniinngg::  AAnn  AAnnaallyyssiiss  ooff  EEaassyy--CCrreeddiitt  
OOrriieennttaattiioonn  aanndd  CCoouurrssee  SSeelleeccttiioonn  CCrriitteerriiaa  

 
山田剛史（関西大学教育推進部） 
溝口 侑（関西大学教育推進部） 

Tsuyoshi Yamada (Kansai University, Division for Promotion of Educational Development ) 
Yu Mizoguchi (Kansai University, Division for Promotion of Educational Development) 

 
要要旨旨  
 本研究では、学生の視点から「学びのリアリティ」を捉えるため、楽単志向と履修選択基準の

分析を行った。楽単志向の学生は、高校時代の学習への興味・関心が低く、大学での成績や資質

能力の獲得感も低いことが示された。楽単志向の背景要因を質的に分析したところ、卒業目的の

重視、コスパ重視、リスク回避といった〈学生側の要因〉に加え、シラバスからの情報不足、厳し

い教員態度、授業の質の問題といった〈教員側の要因〉、GPA を単一指標とする制度の弊害とい

った〈制度面の要因〉等が複雑に絡み合っていることが判明した。履修選択基準では、「学問的興

味・好奇心」が最も多く挙げられる一方、多くの学生はまず「時間割の都合」を考慮し、その条件

の中で興味のあるものを選択していることが示された。楽単志向の問題は、学生の意欲の欠如に

のみ帰結できるものではなく、教育提供者が教育のあり方を抜本的に見直し、問題解決に向けて

臨むことが肝要である。 
 
キキーーワワーードド  学学びびののリリアアリリテティィ、、楽楽単単志志向向、、履履修修選選択択基基準準、、質質的的分分析析、、大大学学教教育育改改革革  ／／  RReeaalliittyy  
ooff  LLeeaarrnniinngg,,  EEaassyy--CCrreeddiitt  OOrriieennttaattiioonn,,  CCoouurrssee  SSeelleeccttiioonn  CCrriitteerriiaa,,  QQuuaalliittaattiivvee  AAnnaallyyssiiss,,  
EEdduuccaattiioonnaall  RReeffoorrmm  iinn  HHiigghheerr  EEdduuccaattiioonn  
 
11..  問問題題背背景景  
11..11..  教教育育改改革革はは学学習習改改革革にに結結びびつついいてていいるるかか  
 教育改革の目的は何か。OECD によるエージェ

ンシー（行為主体性）、高等教育におけるアクティ

ブラーニング、初等・中等教育における主体的・

対話的で深い学びや探究学習など、いずれも生徒・

学生自らが学びに対して主体的に学びに関与（エ

ンゲージメント）することを前提としている。大

学が掲げるディプロマ・ポリシーやラーニングア

ウトカムなど、様々な資質能力の獲得のためには

不可欠な営みである。その実現に向けて様々な教

育改革政策が提示され、教員はアクティブラーニ

ング型授業の導入にも取り組んできた。その結果、

学生の主体的な学びの促進（学習改革）に成功し

てきたのだろうか。ここに至ってこそ、あるいは

ここを軸に教育改革を行ってこそ、「学修者本位の

大学教育」の実現に結びつくと言える。 
 
11..22..  学学生生のの受受動動的的なな学学習習実実態態とと楽楽単単志志向向  
 2000 年代半ば頃から度々大学生の授業時間外

学習の短さが取り上げられ、解決すべき問題とさ

れてきた。対策として、厳格な成績評価（GPA の

導入）や単位の上限設定（CAP 制）、アクティブ

ラーニング型授業の導入、授業アンケートや学習

実態調査（教学 IR）に基づく授業改善（FD）な

どが講じられてきた。しかしながら、大学生の授

業時間外学習に関する多くのデータからは、肯定

的な結果を確認できていない。文部科学省が国立
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政策研究所と共同で行っている『全国学生調査（第

4 回試行実施）』では、学期期間中の平均的な一週

間の授業外学習時間について、「授業に関する学習

（卒業論文等除く）」は5時間以下が2年生で59%
（第3 回49%、第2 回41%）、4年生以上で79%
（第 3 回 77%、第 2 回 75%）、「授業と直接関係

しない自主的な学習」は 5 時間以下が 2 年生で

82%（第 3 回 82%、第 2 回 58%）、4年生以上で

66%（第3 回64%、第2 回62%）といった状況で

ある。2008年から4・5年おきに一度実施してい

るベネッセ教育総合研究所『大学生の学習・生活

実態調査』においても、元々少ない授業時間外学

習が、コロナ禍を経て、さらに減少していること

が示されるなど、事態は一向に改善していない。 
 これらの問題と関連して、もう一つ筆者が長年

疑問を感じている点が、学生の「楽単志向」（楽に

単位を取れる授業を選ぶ傾向）である。2008年か

ら開始され、4〜5年に1 度実施されているベネッ

セ教育総合研究所「大学生の学習・生活実態調査」

において、調査を重ねるごとに楽単志向が強くな

っているといったデータを見てきた（図1）。 
 

 
図図  11  単単位位取取得得（（履履修修））にに関関すするる選選好好  

 
 この結果は、多くの大学教育関係者の目に止ま

り、参照されることも多いが、この事象に対する

踏み込んだ検討はあまりみられない。表1の通り、

主体的な学びを促す（はずの）アクティブラーニ

ング型授業の経験率は年々増えている（ベネッセ

教育総合研究所、2022 より筆者作成）。2021年は

コロナ禍にあったため、2016年調査時より減少し

ている項目も若干見られるが、上昇を続けている。 
 この通り、逆行しているようにも見えるこの結

果をどう理解し、改善へ繋げていけばよいのか。

少子化に伴う学習履歴の多様化（学習力の低下や

目的意識の希薄化等）といった学生側の要因に帰

結させるだけでは十分に捉えきれないのではない

か。授業を受講する多くの学生たちの声を聞く中

で、「楽単志向」の問題は、学生の問題（学業的・

心理的問題）、教員の問題、そして教育制度の問題

などが複雑に絡み合って生じている可能性が伺え

た。そこで、本研究では、学生の楽単志向がなぜ

生じるのか、その背景・原因について検討するこ

とを第1 の目的とする。 
 
表表 11  アアククテティィブブララーーニニンンググのの経経験験率率のの推推移移  

  2008年 2021年 増減pt. 

ディスカッション 46.7 64.9 ↑18.2 

グループワーク 53.3 64.8 ↑11.5 

プレゼンテーション 51.0 64.3 ↑13.3 

提出物に教員からコメント

が付されて返却 
40.7 59.7 ↑19.0 

少人数のゼミ・演習形式 62.9 58.8 ↓4.1 

教員と双方向のやりとり 46.1 57.2 ↑11.1 

実験や調査 45.1 46.0 ↑0.9 

教室外での体験活動や実習 32.4 37.7 ↑5.3 

上級生や下級生とやりとり 19.7 26.2 ↑6.5 

注）数値は「よくあった」＋「時々あった」の割合 

 
11..33..  学学生生のの授授業業のの履履修修選選択択行行動動  
 1 つ目の目的と関連して、そもそも学生はどの

ような基準や価値観に基づいて授業を選択・履修

しているのか。2025年2月、中央教育審議会「我

が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育シス

テムの再構築～（答申）」が出され、政策文書とし

ては初めて「アカデミック・アドバイザー」につ

いて言及された。米国発のこの機能・役割が日本

の高等教育機関で活かされる前提には、（1）「何を

教えるか」（教授）から「何を身につけるか」（学

習成果）への教授・学習パラダイムの転換（Barr 
& Tagg, 1995）、（2）パラダイム・シフトに伴うア

クティブラーニングの導入など多様な学習形態の

推進、（3）18歳人口の減少と大学進学率の上昇に

伴う学生の学習履歴の多様化、（4）合理的配慮の

義務化を背景とした障がい学生や国際化の推進に

【A】 あまり興味がなくても、
単位を楽にとれる授業がよ
い

【B】 単位をとるのが難しく
ても、自分の興味のある授業
がよい
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伴う留学生など多様な学生対応の拡大、（5）主専

攻・副専攻制度や文理融合・文理横断型教育の推

進など教育制度・カリキュラムの複雑化（山田、

2025a）があると考えている。 
 逆に言えば、入学時から学部・学科・専攻を細

分化し、大半を必履修が占め、自由度の少ない専

門カリキュラムを履修させる一般的な日本の高等

教育の状況下で、果たして意味あるアドバイジン

グは可能なのか、そもそも必要なのか。そのこと

も十分に検討しなければならない。本研究では、

その検討の前提として、学生の履修選択基準に着

目する。とりわけ、理工系に比べて自由度の高い

人文・社会科学系の学生の履修選択基準について

検討することを第2 の目的とする。 
 
22..  研研究究 11：：「「楽楽単単志志向向」」のの分分析析  
 ここでは、具体的に2 つの目的を設定する。第

1 に、大規模調査データから「楽単志向」に関連

する要因の分析を行うこと、第2 に、筆者が担当

する授業で聴取した「楽単志向」に関する学生の

記述内容から背景要因を分析すること。 
 
22..11..  楽楽単単志志向向のの関関連連要要因因のの量量的的分分析析（（目目的的 11--11））  
 目的1-1 について、ベネッセ教育総合研究所「第

4 回大学生の学習・生活実態調査」（2021年度）

を用いる。 
 
（1）調査の概要 
〈調査時期〉2021年12月 
〈調査対象〉全国の大学 1〜4年生 4,124名（各

学年1,031名；男性2,228名、女性1,896名） 
〈調査方法〉インターネット調査 
〈調査内容〉以下、使用した項目のみ 
a.単位取得（履修）に関する選好、b.高校時代の学

習 9項目、3.大学の授業におけるアクティブラー

ニング型授業の経験 16項目、4.大学の学業成績、

5.資質能力の獲得感22項目、6.属性 
 
（2）結果と考察 
 全体では、「楽単志向」を選択した学生が63.3%、

「興味志向」を選択した学生が36.7%となってい

る（図1）。性別による差、学年による差、設置形

態による差はほとんどみられない。偏差値では、

65以上で「興味志向」を選択する割合がやや多い

ものの（42.4%）、それ以下ではほとんど差がみら

れない。分野系統では、「楽単志向」が最も多いの

は医・薬・保健（70.4%）、次いで社会科学（66.7%）、

逆に「興味志向」が最も多いのは教育（43.0%）、

次いで人文科学（41.8%）となっていた。医療系が

高かったことについて、これらの分野はモデル・

コア・カリキュラムによってカリキュラムの大半

が必修科目で編成され、出口には卒業後の職業と

直結する国家資格の取得も前提となっている。科

目を修得しなければ次の学年に上がれないなど評

価も厳しい。そういう状況から楽単志向を選択し

ており、社会科学系の高さとは数値の意味合いが

異なることが推察される。こうした若干の差異は

みられるものの、「楽単志向」の傾向は属性問わず

ほとんどの大学生に生じている問題と言えよう。 
 次に、「楽単志向」と「興味志向」によって、高

校時代の学習、大学の授業で享受した学習環境、

大学の成績、資質能力の獲得感に差異が見られる

かに関する検討（t検定）を行った。 
 
a. 「高校時代の学習」（9項目）について、7項目

で有意差が認められた（効果量 Cohen の d は

0.8以上）。「楽単志向」の学生は、授業に対する

関心・興味が低く、授業についていけないと感

じたことが多い。また、グループワークやディ

スカッションへの参加、予習・復習、自主的・計

画的な学習、進路や将来に対する積極性につい

ても低い。このことから、高校時代の学習の及

ぼす影響は小さくないことが示された。 
b. 「大学の授業におけるアクティブラーニング型

授業の経験」（16項目）の差異について、9項目

で有意差が認められた。効果量は 0.8 以上であ

ったものの、平均値の差が小さく、実質的に意

味のある差とは言えない。アクティブラーニン

グ型授業が「楽単志向」を脱却する契機になっ

ているか否かという点では、十分に成果が得ら
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れているとは言い難い。 
c. 「大学の学業成績」について、本調査では成績

に占める優（80 点以上）の割合が20%未満から

80%以上まで 5 つの区分で聞く形を取っている。

結果、「楽単志向」より「興味志向」の学生の方

が成績は有意に高かった（効果量は 1.0 以上と

強い影響が認められた）。つまり、単位は取れて

いるかもしれないが、単位の質という観点では

好ましくないことが伺えた。 
d. 「資質能力の獲得感」（22 項目）の差異につい

て、19 項目で有意差が認められた（効果量は

0.78 以上）。大半の項目で実質的に意味ある差

が認められ、「楽単志向」は「興味志向」の学生

より資質能力の獲得感が低くなっている。 
 
 以上、楽単志向の問題は属性に関わらず生じて

いること、アクティブラーニングの有無では違い

が見られないこと、高校までの学習が少なからず

影響を及ぼしていることが伺えた。アクティブラ

ーニング型授業が楽単志向の学生を減少させるこ

とに必ずしも成功していないことについて、故に

そうした授業には意味がないということではなく、

アクティブラーニングを単にグループワークやデ

ィスカッション、プレゼンテーション、ICT を取

り入れるだけでは不十分であるということを意味

している。なぜ、何のためにアクティブラーニン

グを行うのかを教員自身が明確にしつつ、学生に

もその意味や意義を伝えることが肝要だと考える。 
 高校までの学習態度・習慣の及ぼす影響が大き

いことは、高校 2年生を 10年間追跡した「学校

と社会をつなぐ調査（10年トランジション調査）」

においても示されている（溝上編、2018）。高校に

おいても学習指導要領で「主体的・対話的で深い

学び」（≒アクティブラーニング）や「探究学習」

の推進が求められ、現場での実践が広がっている

が、上述したような形態のみが先行し、本質的な

理解に基づく実践の展開には課題や障壁も多い。 
 また、楽単志向の学生は相対的に成績が悪く、

得られる学習成果の獲得感も小さいことが伺われ、

換言すれば成績評価が適切になされている結果と

も取れる。他方で、大学や学部によっては楽単志

向の学生の方が興味志向で科目を履修する学生よ

り成績が良い、すなわち適切な評価がなされてい

ない状況や声も見受けられる。学生側の問題、教

育活動に起因する問題など、楽単志向には多角的

な観点が含まれることが推察されるため、以降で

は、より詳しく楽単志向の問題を検討する。 
 
22..22..  「「楽楽単単志志向向」」にに関関すするる分分析析（（目目的的 11--22））  
 前述の通り、「楽単志向」は教育・学習上の成功

にとって大きな障壁になりうる。ここでは、「楽単

志向」の背景要因を多角的に捉えるべく、学生の

記述内容から探索的な分析を試みる。 
 
（1）調査の概要 
〈調査時期〉2023年6月 
〈調査対象〉筆者が担当する社会科学系学部の専

門科目を受講する3・4年生40名 
〈調査方法〉授業で科目の履修（楽単志向）につ

いて話題に上がり、学生らとディスカッションし

た回の授業後の振り返り（感想） 
〈調査内容〉授業後の振り返りの中で、楽単志向

に関して記述された内容および授業内外での学生

とのディスカッションの内容 
 
（2）結果と考察 
 授業後の振り返りで楽単志向に関する記述内容

を抽出し、それらの内容から、〈学生側の要因〉、

〈教員側の要因〉、〈制度面の要因〉、〈環境面の要

因〉の4 つのカテゴリーに分類した（表2）。 
 「楽単志向」の脱却は主体的な学びの実現に不

可欠であると言えるが、その背景は考える以上に

複雑であることが伺えた。〈学生側の要因〉には、

「a.卒業目的重視」、「b.課外活動重視」、「c.コスパ

重視」、「d.リスク回避」の 4 つが挙げられる。目

的意識や学業意欲を欠いた学生（a や b が近い）

だけでなく、真面目な学生が様々な理由を背景と

して結果的に楽単志向に流れているケース（d が

近い）も存在する。また、授業や進路指導の在り

方など〈高校時代の要因〉の問題も小さくないし、 
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表表 22  「「楽楽単単志志向向」」にに関関すするる記記述述内内容容分分類類  

要因 カテゴリー 記述内容 

学
生
側
の
要
因 

a.卒業目的重視 
• 学ぶことより卒業することに重点を置いている学生が多い。 
• 楽単だと聞いた科目を選択しがちで、興味があるものを学びにいくというより
大学を卒業することが目的になっている。 

b.課外活動重視 • 学校で学ぶことより学校外での活動や何かしらをする経験で学ぶことを大切
にしているので履修する時は楽単を選びます。 

c.コスパ重視 
• 興味があっても単位が取れなければ意味がないと思います。それなら、興味が
なくても楽単をとって、その時間を興味のある勉強や趣味など他のことに回す

方が効率がいい。 

d.リスク回避 • 1回生のころ、自分が興味を持った授業を登録したものの成績が振るわず危う
く奨学金止まりかけた経験があるので今でも楽単重視の登録になっています。 

教
員
側
の
要
因 

e.情報提供不足 

• 興味のある授業かどうかを判断するのはシラバスや初回のイントロダクショ
ンの授業だけでは難しいです。・・・実際シラバスに書いてある授業内容を読

んでみて興味のありそうな内容だったから初回のイントロダクションに行っ

たら「なんか思ってた内容と違う」といった経験もある。 
• 興味があるかどうかわからないのに加えて授業内容が難しいとなれば、単位を
落としてしまうかもしれないという不安もあるので、結局は安定択として楽単

を選んでしまう。 

f.厳格な教員態度 

• 私も友達も楽単を選ぶことが多いです。興味のある授業は成績評価が難しそう
だったり、先生が怖いと感じたりするからです。 

• 1回生の頃は一般教養でも興味のある授業を履修していました。・・・しかし、
初回の授業で待ち受けていたのは先生の厳しい言葉でした。・・・それ以降テ

ストなしの授業ばかり選んでいます。 

g.学習意欲の阻害 

• 興味がある授業でも、履修してみたら先生がずっと喋ってるだけだったり、オ
ンライン授業だった時のオンデマンド授業で資料を載せるだけの授業があっ

たりで、ただ内容が難しくて単位を取るのが難しいだけでなく、思っていたの

と違うとなる場合がありました。どうせ思っていたのと違うとなるなら楽に単

位が取れる方がいいと思ってしまった部分がある。 
• 面倒臭い授業があまりにも面倒くさ過ぎる事が理由。本当に文字を読み上げて
いるだけの教授もいるので、そういったとこから何を学べば良いのだろうと感

じます。 

制
度
面
の
要
因 

h.画一指標の弊害 

• （学生らとの会話から）教育・学生支援制度の弊害も垣間見えた。先の奨学
金の件もそうだが、留学や希望のゼミ・研究室に入るなど様々な場面でGPA
が基準として設けられている。真面目な学生ほど、確実に希望を遂げたいと

思うが、他の学生が「楽単志向」に流れている状況を見ると、しかもそうし

た学生が高いGPAを得ている（逆に真面目に難しい授業に出ている学生が低
GPAになる）となると、不安にかられて結果的に「楽単志向」にならざるを
得ないと言う。 

環
境
面
の
要
因 

i.先輩学生の影響 

• 新入生歓迎オリエンテーションに行った際に、同じ学部の先輩方から「この
授業はめっちゃ楽単！」「この先生の授業は評価が緩いから取った方がいい

よ」などなど、面白くてオススメの授業を紹介するのではなく、単位が取り

やすい授業ばかり紹介されました。・・・辛い受験勉強を乗り越えて、やっと

の思いで憧れの大学に入学することができたのに、一気にモチベーションが

下がりましたし、とても悲しかったです。 
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現代社会（高度情報化）を生きる〈学生（青年期）

の心性〉（コスパ・タイパや同調圧力、不安など）

（c が近い）も楽単志向を生み出している。 
 そして何より、〈大学教育側の要因〉が極めて大

きいことが示唆される。ここには、「e.情報提供不

足」、「f.厳格な教員態度」、「g.学習意欲の阻害」の

3 つが挙げられる。授業内容、教育方法、評価方

法、シラバスなど、授業の質やFD に係る様々な

問題が挙げられているとともに、教員の学生に向

き合う態度や言動が与える影響も小さくない。コ

スパ・タイパ志向や不安・リスクを避けたい傾向

のある現代学生の気質を理解し、目の前の学生へ

の向き合い方を検討することが求められる。学生

が主体的に学ぶ上で、心理的安全性の確保が重要

であり（山田、2023）、学生に対して「授業意図を

明示」することが心理的安全性を高めることも示

されている（山田ほか、2023）。 
 もう１つは〈制度面の要因〉としての「h.画一

指標の弊害」である。質保証や制度化が進めど、

指標が画一的であれば学生の主体的な学びを阻害

する恐れもある。実際、学ぶ意欲は決して低くな

い学生らからよく聞く声である。各種制度や仕組

みが学習者に及ぼす影響についても慎重に検討す

ることが求められる。 
 最後に〈環境面の影響〉としての「i.先輩学生の

影響」である。これも学生らから多くの同意が得

られる内容である。入学直後に知り合いもおらず

不安を抱える新入生に対して、先輩学生らが「親

切心」の名目で、楽単科目（リスト）を享受する。

短期間で色々なことに対応しないといけない新入

生は、入学式で会ったばかりの仮初の友人と、こ

うした「甘い囁き」に乗らざるを得ない空気感に

押されて最初のスタートを切ることになる。その

後は、上述した大学教育側の要因等と相まって、

楽単志向は常態化する。故に、初年次教育やガイ

ダンス、アドバイジングの強化などを通じて、先

輩学生からの声を打ち消すような施策が求められ

る。大学初年次（春学期）の学業成績は、高年次

の成績に対して強い相関を有しているといったデ

ータが多数報告されていることからも、「鉄は熱い

うちに打て」の視点は重要である。初手で易きに

流れるルートを停めなければ、後からの挽回は厳

しくなる。 
 
33..  研研究究 22：：「「履履修修選選択択基基準準」」にに関関すするる分分析析  
 ここでは、人文・社会科学系の学生がどのよう

な基準で履修選択を行っているのかを探索的に検

討すること、履修選択基準を学生生活デザインの

観点から分析を行うことを目的とする。 
 
33..11..  調調査査のの概概要要  
〈調査時期〉2025年4月上旬 
〈調査対象〉筆者らが担当する授業（6 クラス）

を受講する学生 1〜4年生 140名（1年生 44名、

2年生16名、3年生48名、4年生32名） 
〈調査方法〉各授業の第1 回目の最後に紙媒体で

実施し、その場で回答・回収 
〈調査内容〉a.授業の履修登録に関する選択基準：

教示文「あなたが授業を履修登録するときの選択

基準（傾向）について具体的に教えてください」

（自由記述）、b.学生生活活動6項目（1.授業、2.
授業に関係のない勉強、3.サークル・部活動、4.ア
ルバイト、5.就職活動、6.友人との交遊・娯楽）に

ついての当該学期の傾倒のイメージ。いずれも「た

くさん費やそうと考えている」から「全く費やそ

うと考えていない」の5 件法 
 
33..22..  履履修修選選択択基基準準ののカカテテゴゴラライイズズ（（目目的的 22--11））  
 目的 2-1 を検討するため、履修選択基準に関す

る記述内容を意味あるまとまりで抽出し（計 243
個）、10 のカテゴリーに分類を行った（表3）。 
 カテゴリーA は、学習に対して肯定的な意味合

いで構成されているが、カテゴリーB〜D は自身

の都合や楽に単位が取れるかといった、学習に対

して間接的・消極的なものが多く、カテゴリーG
は中立的なものとなっている。「A1.学問的興味・

好奇心」が最も多く挙げられていたが、他のカテ

ゴリーのほとんどは、いかに効率的・合理的に負

担なく楽に単位が取れるかといった内容であった。 
 〈学年別〉での割合を見たのが図2 である。1年
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生が最も学問的興味・好奇心の割合が多く（楽単

志向の割合が少なく）、2年生が最も楽単志向の割

合が多かった。4年生は 2年生に次いで学問的興

味・好奇心の選択割合が小さく、必修・制度的制

約の割合が最も多かった。最終年度で「後がない」

学年のため、このような消極的な履修選択に至っ

ていることが伺える。高年次になれば専門教育へ

移行し、学びに対するモチベーションは高くなる

と思われるが、履修選択基準の観点から見れば、

1年生が最も学びに対して意欲的であった。 
 〈複数カテゴリーの同時出現の傾向分析〉では、

「A1.学問的興味・好奇心」と「B1.時間割の都合」

を同時に挙げる学生が最も多かった。A1→B1、
B1→A1 と 2 つのベクトルが考えられるが、相対

的に多かったのはB1→A1 であった。つまり、大

半の学生は、まずは時間割の都合から出発し、そ

の中で興味のあるものを選択していることが伺え

る。次いで共起されるのが多かったのは、「G1.必
修・制度的制約」であった。現状、学問的興味・

好奇心といった純粋な学習動機に基づく履修選択

を行っている学生がほとんどいないことが伺える。 
 

表表 33  履履修修選選択択基基準準ののカカテテゴゴリリーー別別出出現現件件数数  

カテゴリー 内容例 個数 
(順位) 

A1.学問的興味・好奇
心 

面白そう・興味があ

る 77 (1) 

A2.将来・キャリア・
資格への有用性 

将来の資格のための

授業 8 (7) 

B1.時間割の都合 空きコマ回避、1限
回避 63 (2) 

B2.通学・生活リズム
との整合 

朝が苦手、部活・バ

イトとの両立 13 (6) 

C1.単位取得のしやす
さ 楽単、負担が少ない 19 (5) 

C2.授業の難易度や内
容の適合 自分にできそう 7 (8) 

D1.評価方法 レポートかテスト

か、成績のつけ方 23 (4) 

E1.他者の影響 友人・先輩・SNSの
評判 3 (10) 

F1.授業スタイル・環
境 

プレゼン、交流、静

かな講義 4 (9) 

G1.必修・制度的制
約 

教職・カリキュラム

などによる選択制限 26 (3) 

 
33..33..  学学生生生生活活タタイイププ別別履履修修選選択択基基準準（（目目的的 22--22））  
 目的 2-2 を検討するため、学生生活活動（6項

図図  22  学学年年別別のの履履修修選選択択基基準準カカテテゴゴリリ構構成成比比  
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目5 件法）への傾倒のイメージを取り上げる。ま

ず、各活動の平均値について、値の高い順に、授

業3.86（1.00）、友人との交遊・娯楽3.86（1.02）、
アルバイト 3.57（1.00）、授業に関係のない勉強

3.42（1.09）、就職活動3.25（1.31）、サークル・

部活動2.86（1.46）となっていた（カッコ内は標

準偏差）。次に、学生が学生生活の諸活動にどのよ

うな比重を置こうとしているかについて、クラス

ター分析（K-means法）を行い、4つのタイプ（CL1.
授業・サークル／部活・バイト中心、CL2.サーク

ル／部活・交遊中心、CL3.資格・就活中心、CL4.
交遊・バイト・就活中心）に分類した（図3）。 
 クラスター分析より、授業・授業以外の学習と

いった学習のみを中心としたクラスターが生成さ

れず、サークル・部活動やアルバイトとのバラン

スを図りたいという傾向が示された（CL1）。授業

時間外学習は、就職活動と関連づいており、学生

にとっての授業時間外学習とは、就職に必要な資

格取得のための勉強を指している（CL3）。 
 次に、学生生活タイプ別の履修選択基準のカテ

ゴリー選択率を見てみる（図4）。結果、「CL4.交
遊・バイト・就活中心」の学生が大幅に学問的興

味・好奇心の割合が少なく、時間割の都合が多か

った。学生（特に上回生）からは、頻繁に「全休

日をいかに作るか」の声を聞くが、この優先順位

が高いことが伺える。他方、「CL1.授業・サーク

ル・バイト中心」の学生が、学問的興味・好奇心

の割合が最も多かったと同時に、単位取得のしや

すさも多くみられた。学生生活は、正課以外にも

様々な選択肢があり、成長の機会が存在する。そ

のことを肯定しつつも、全体を通じて学生の学び

に対する主体性やエージェンシーが十分に発揮さ

れているとは言い難い状況であった。 

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

授業 授業以外の勉強 サークル・部活動

アルバイト 就職活動 友人との交遊、娯楽

CL1 CL2 CL3 CL4

図図  33  学学生生生生活活のの比比重重にに関関すするる学学生生タタイイププ  

図図  44  学学生生タタイイププ別別のの履履修修選選択択基基準準カカテテゴゴリリーーのの構構成成比比  

― 32 ―

関西大学高等教育研究　第17号　2026年３月



44..  最最後後にに  
 本研究では、「学修者本位の教育」の実現に向け

て、学修者にとって学びの入口ともなる履修選択

に関わる問題を取り上げた。特に量的な調査では

見えづらいリアルな姿を把握するべく、学生の声

（自由記述や対話）を重視した。必ずしも、学生

の学びに対する姿勢は十分とは言えないが、楽単

志向をはじめそうなってしまう背景には、単純に

学生の「やる気」だけに起因出来ない教育提供者

側の問題も多分に含まれている。もちろん、これ

らの問題は大学から始まるわけではない。初等・

中等教育の中で培われ、深く刻まれている学校教

育の構造的な問題でもある。少子化が急速に進む

中、生徒・学生の「学びの復権」は並大抵のこと

では実現しえない。「学生の学ぶ意欲が乏しくてけ

しからん」と言い捨てたり、「高い基準のまま厳格

な評価をして無理なら落ちるだけ」と決め込んだ

りするだけでなく、「なぜそうなってしまっている

のか」「なぜ学生は学べないのか、学ぼうとしない

のか」に真摯に耳を傾け、学生理解の解像度を高

める必要がある。そして、我々大人の側が教育の

あり方を抜本的に見直し、問題解決に向けて臨む

ことが喫緊の課題であると感じずにはいられない。 
 本研究では、ベネッセの調査は除き、精緻に準

備した調査というより、様々な論点をあぶり出す

ための探索的な調査・分析に焦点を当てている。

特に、研究 2 の分析結果（割合等）については、

人数の少なさや対象学生の偏りといった点からも

一般化には注意を要するものの、大括りの調査で

は見えない学生の学びのリアルに着目し、検討す

べき様々な視点や課題が見えてきた。現在、大学

の質保証における学生参画が議論されているが、

こうした学生の世界に立脚して声を掬うことも、

より一層重要になってくることを期待している。 
 
付付記記  
 本研究の一部は、山田（2025b）、山田・溝口

（2025）において発表されたものである。また、

本研究は、JSPS 科研費 25K06358「学生エンゲ

ージメントを高める心理的安全性の形成要因と促

進方略に関する研究」（研究代表者：山田剛史）の

助成を受けている。 
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““推推しし””かかららのの学学びびをを活活かかししたたキキャャリリアア教教育育科科目目のの開開発発とと実実践践  
DDeevveellooppmmeenntt  aanndd  IImmpplleemmeennttaattiioonn  ooff  aa  CCaarreeeerr  EEdduuccaattiioonn  CCoouurrssee  IInnccoorrppoorraattiinngg  

LLeeaarrnniinngg  ffrroomm  ““OOsshhii””  EExxppeerriieenncceess  
 

溝口 侑（関西大学教育推進部） 
山田剛史（関西大学教育推進部） 

Yu Mizoguchi (Kansai University, Division for Promotion of Educational Development) 
Tsuyoshi Yamada (Kansai University, Division for Promotion of Educational 

Development) 
  
要要旨旨  
 本研究は、“推し”を「学びを媒介する他者」として活用するキャリア教育のアプローチを提案

し、その教育効果を学生の記述から検討することを目的とする。「他者の生き方・経験を知る」機

会を能動的な学びの機会にするために、学生が主体的に関わろうとする他者としての“推し”に

着目した新たな学習デザインを行った。具体的には Kolb（1984）の経験学習モデルを、他者経験

を出発点とする形に調整したモデルに沿った授業を設計した。大学生 40 名の成長についてのふ

りかえりから、“推し”の行動や価値観を取り入れた学び、“推し”を探究する過程や実践の過程

からの学び、授業内での他の履修者との共有や議論からの学びの 3 種類の学びの成果が確認され

た。“推し”を深く知る営みは自分との共通点や努力のプロセスを理解し、学びを動機づける存在

へと昇華することができる可能性がある。初年次のキャリア教育において“推し”を活用するア

プローチの有効性が示唆された。 
 
キキーーワワーードド  キキャャリリアア教教育育、、ププロロジジェェククトト学学習習、、経経験験学学習習、、他他者者のの経経験験、、推推しし  ／／  CCaarreeeerr  
EEdduuccaattiioonn,,  PPrroojjeecctt--BBaasseedd  LLeeaarrnniinngg,,  EExxppeerriieennttiiaall  LLeeaarrnniinngg,,  OOtthheerrss’’  EExxppeerriieenncceess,,  OOsshhii  
 
11..  問問題題意意識識とと目目的的  
11..11..  背背景景とと問問題題のの所所在在  
現代社会はライフコースや価値観が多様化し、

若者は確固たる基準を喪失したまま、自己責任で

人生をつくっていかなければならないと言われて

いる（例えば、熊代、2012；杉田、2017；所、2011
など）。日本のキャリア教育では、学生自身が思い

描く「やりたいこと」や「なりたい自分」を重視

する傾向が強いが（児美川、2013）、これから社会

に出ていく大学生が自己や職業、社会についての

理解を深めるためには、自身の能力や性質を他者

と比較したり、他者を参照したりすることが不可

欠である。児美川（2013）は様々な生き方を知っ

た上で自らの生きる軸を定めることの重要性を指

摘しており、他者の経験を学ぶことの有効性は長

年指摘されている（梅崎、2011a；浦上、1993）。 
しかし実際に「他者の生き方・経験を知る」と

いうことは容易ではない。大学のキャリア教育で

は、他者の経験を学ぶ機会として「企業関係者や

OB・OG 等による講演」が多く実施されており、

その実施率は 82.2%に達している（文部科学省、

2023）。こうした講演は、学生が通常は出会うこと

のない人物と接する貴重な機会を提供する一方で、

誰のどのような経験を聴くのかということが吟味

されないプログラムの場合、学生のキャリア形成

に十分な効果をもたらさない可能性もある。 
他者の経験に触れる教育実践は、主に講演形式

とインタビュー形式に大別される（溝口、2021）。
インタビュー形式の場合、本人が相手を探すとな

ると本人のネットワークに依存してしまい、適切
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な相手が見つからない（高松、2016）、気軽に依頼

できる相手に偏る（東平、2018）などの問題が指

摘されている。一方で、講演形式の場合、出会い

の幅を広げるメリットはあるものの、学生の関心

や将来像とうまく合致しないことがある。しかし、

澁谷（2019）は必ずしも学生の志望職種と一致し

ない社会人の話であっても、結果的に職業選択の

幅を広げることにつながる可能性を示唆している。

他者の経験を教育に取り入れることは重要であり

ながら、その設計と実践に効果的なプログラムを

設計し、実践するためには多くの考慮すべき事項

があるといえる。 
さらに、大学 1年生のように、まだ自分の将来

の見通しを明確に持っておらず、これから探索を

始める時期に焦点を絞れば、他者の経験を自分ご

ととして理解することは容易ではない。キャリア

の見通しがある程度形成されて初めて、自分にと

って意味のあるロールモデルを見つけることがで

きるという指摘もある（溝口他、2022）。したがっ

て、他者の経験を学びとして取り込むためには、

「他者の生き方・経験の語り」を単なる情報とし

て聞くだけでなく、自らのキャリアとの関連づけ

を促すような仕掛けが必要である。 
このような課題に対して、梅崎（2011b）はオー

ラルヒストリーの活用を提案している。他者の経

験の語りを聴き、書き起こし、伝えるというプロ

セスは、他者の経験を今の自分に役に立つかどう

かという基準で判断し、道具的に利用することを

越えて、他者の生き方や価値観を内省的に捉え直

すことを促す可能性があるとしている。重要なの

は、他者の話をキャリア形成の手がかりとして効

率的に“利用する”ことよりも、まず「聴く」と

いう行為そのものに没頭し、他者の語りに心を傾

ける過程である。そのように他者の経験に関わる

ことで、学生は他者の経験を自らのキャリア形成

へと結びつけていくことができると考えられる。

したがって、「他者の生き方・経験を知る」こと自

体が、学生にとって熱意をもって取り組める学び

となるような実践の設計が求められる。 
以上を踏まえると、「他者の生き方・経験の語り」

を自らのキャリア形成へと結びつけるためには、

学生が積極的に関与できる対象の存在が重要であ

る。従来の講演形式では、社会人の魅力的な語り

が学生を惹きつける一方で、聴き手を受け身にし

てしまうという指摘もある（梅崎・渡邊、2024）。
したがって、学生が主体的に関わり、能動的な学

びを引き出すことができる新たな対象を見出すこ

とが求められる。そこで注目されるのが、“推し”

という存在である。“推し”は、学生にとって日常

的に関心を寄せる身近な他者であり、「もっと知り

たい」という探究心を促すきっかけとなる。その

ため、“推し”は学生が興味をもってその生き方や

経験を探究することから学びを得ることのでき

る、「学びを媒介する他者」としてキャリア教育の

なかで活用可能な存在であると考えられる。 
 

11..22..  「「学学びびをを媒媒介介すするる他他者者」」ににななりりううるる““推推しし”” 
近年、“推し”は若者の生活に広く浸透してい

る。マイナビの大学生ライフスタイル調査では、

「推しがいる」と答えた学生は男性 51.4％、女性

77.1％であった（マイナビ、2024）。また、博報堂

「HAKUHODO HUMANOMICS STUDIO」の

オシノミクス・レポートは、10－69歳を対象とす

る調査から 3人に 1人に“推し”がいると報告し

ている。年代別の内訳を見ると、男性は 10 代で

57.0％、20代で 45.3%、女性では 10代で 83.3%、

20 代 で 59.0% で あ る （ HAKUHODO 
HUMANOMICS STUDIO、2024）。これらの調

査は少なくとも半数近くの大学生には“推し”がい

て、多くの大学生にとって日常的な関心の対象で

あることを示している。 
“推し”の多くは、アイドルやスポーツ選手・

チーム、歌手・ミュージシャン、俳優・女優、漫

画・アニメのキャラクターと言われており（ビデ

オリサーチ ひと研究所、2025）、このようなSNS
等を介した一方的な他者との関わりにはリスクと

効用が併存している。このような関係は対面で出

会い相互に交流できる人間関係とは異なり、実際

の相互交流を伴わない「パラソーシャル関係」と

呼ばれる（Horton & Wohl, 1956）。Facebookユ
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ーザーを対象とする研究では、能力に関する社会

的比較志向を持つ場合、抑うつや羨望などの上方

比較的感情を介して心理的ウェルビーイングを損

なう可能性が指摘されている（Park & Baek, 
2018）。また、SNS等を通じて多様な他者に触れ

ることで、誤った自己を押し付けられているとい

う指摘もある（ガブリエル、2021）。一方で、比較

対象となる他者との類似性や目標の到達可能性を

知覚できることで SNS 上での上方比較が動機づ

けにつながる可能性も示されている（Andreeva 
et al., 2024）。 
以上より、受け身的な講演では学生が関与しに

くいという指摘（梅崎・渡邊、2024）を踏まえる

と、学生自身が主体的に選び、観察して学ぶ対象

としての“推し”を、「学びを媒介する他者」とし

て位置づける意義がある。ただし、“推し”が学生

にとって関心を持って関われる存在であるとして

も、単に「好き」や「憧れる」といった感情にと

どまるだけでは学びにはつながらない。重要なの

は、その対象を観察し、理解しようとする営みを

通して、他者の行動や価値観の背景を読み取り、

自らの考えを照らし合わせる過程である。そのた

め実践の中にこのような「観察し、理解しようと

する営み」を組み込み、学生が“推し”を通じて

自分自身の生き方や価値観を内省できるように、

教育的に意図された関わりの枠組みの中で活かす

設計が求められる。 
“推し”という言葉には多様な定義があるが、

本研究では「その対象をただ受身的に愛好するだ

けでは飽き足らず、能動的になにか行動してしま

う対象」という久保（2022）の定義を採用する。

すなわち、“推し”とは単なる「好きな存在」では

なく、自らの意思で継続的に関わり、学びや行動

を喚起する対象である。そのような意味で、“推し”

は受身的に情報を享受する対象ではなく、学生が

能動的に関わることを通して学びを深めることの

できる、「学びを媒介する他者」として位置づけら

れる。 
 
11..33..  目目的的  

本研究では、学生一人ひとりの“推し”を「学

びを媒介する他者」として活かすキャリア教育の

アプローチを提案し、「推しを深く知る」営みが学

生のキャリア形成や価値観の変容にどのような影

響を及ぼすかを明らかにすることを目的とする。 
具体的には、“推し”を探究し，得られた学びを

自ら実践する活動を通して学生がどのような気づ

きや学びを得たのかを、ふりかえりの記述を基に

探索的に検討し、他者の経験を学ぶことを媒介と

したキャリア教育の可能性を考察する。 
 
22..  授授業業デデザザイインン  
22..11..  科科目目のの位位置置づづけけ  
  本研究が扱うプロジェクト学習 1は、大学での

学びや実社会に役立つスキルの獲得と資質・能力

の育成を目的とする共通教養科目のうち基盤科目

群に位置づけられる科目である 1。学生に向けて

は「プロジェクト学習とは、設定されたテーマの

中で自ら目標を設定し、身の回りの出来事や社会

にある問題・課題の解決のために、仲間と協働し

ながら探究する学習形態」と説明されている（プ

ロジェクト学習 1共通シラバスより）。 
担当教員の専門性に紐づくテーマでクラスが開

講され、学生は興味に応じて選択して履修する。

1 年次配当の定員制科目で人数制限が設けられて

いるが、2 年次以上の学生も履修できる。到達目

標や授業で育成を目指すコンピテンシーについて

は共通の枠組みが設けられており、科目全体での

方向性が定められているなかで、担当教員がテー

マに応じて学習活動・課題を設計することになっ

ている。これらの共通的な枠組みのもとで、本研

究が対象とする授業では、「他者の経験から学ぶ」

という観点を中心に据えた学習デザインを行った。 
  
22..22..  授授業業ののテテーーママとと概概要要  
本研究が対象とする授業は、第一著者の担当す

る「推しとライフデザイン」というテーマの授業

である。「他者に対する憧れや推したいという気持

ちを原動力に自分のライフキャリアをデザインす

る」ことをテーマとして、「自分の感情を言語化す
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る活動を通して自らの価値観へ気づくことや、他

者の行動や考え方を自分のライフデザインにどの

ように活かすことができるのかということを考え」

ることを意図した授業である（「 」内はシラバス

より）。表 1に授業スケジュールの中で、特に“推

し”からの学びに関わる部分を抜粋して授業の流

れと学習内容をまとめた。本研究の目的に関わる

部分ではないため省略したが、情報収集にあたっ

て注意するべき点（エコーチェンバーやフィルタ

ーバブルの話など）や、スライド資料をデザイン

する際の注意点、プレゼンテーションの構成の仕

方など、プロジェクト学習を進めるにあたって必

要となる事項は適宜、ワークも交えながら解説し

ている。 
本授業で取り扱う“推し”は、上述の問題意識

に基づいて、学びを媒介するような存在でなけれ

ばならない。そこで、授業では学生同士で「“推し”

とは何か？」というテーマで意見を出し、話し合

いをした後で、教員から久保（2022）の定義を説

明して、ただ好きな対象とは異なるということを

解説した。その上で、授業で探究する対象として

扱う“推し”を選択してもらった。ただし、消費

行動が伴う推し活（例えば、“推し”のグッズを購

入する、ライブに参加するなど）をしていること

は要件とせず、学生本人が能動的に関わりを持と

うとしている対象であれば許可した。また、“推し”

の情報を探究することができる対象に限定した。

そのため、現実に存在する人物には限定せず、小

説やドラマ、アニメ、漫画、ゲームの登場人物で

あっても、設定やストーリーがあれば扱うことを

許可した。 
  
22..33..  他他者者かからら学学ぶぶププロロセセススのの設設計計  
本授業では、“推し”を深く知ることを通して自

分自身の価値観を広げ、キャリアデザインに活か

すことを目的として、Kolb（1984）の経験学習モ

デルを援用して授業を設計した。Kolbでは学習と

は経験を変換することで知識を創り出すプロセス

と考えられ、4 つのステップからなる経験学習モ

デルが提唱されている。すなわち、個人は具体的

な経験をし、その内容を振り返って内省すること

で、そこから得られた教訓を抽象的な仮説や概念

に落とし込み、それを新たな状況に適用すること

によって学習すると考えられている（松尾、2006）。 

表 1 授業スケジュールと他者の経験から学ぶ学習サイクルの関係 

 

回回数数 他他者者のの経経験験かからら学学ぶぶササイイククルル

1 オリエンテーション

2 対話の作法 「対話」「心理的安全性」について学ぶ

3 ライフキャリアデザイン 「キャリアデザイン」「やりたいこと」について学ぶ

4 「推し」を調べる

5 「推し」を調べる

6 「推し」を紹介する

②“推し”の行動や成果を調べる

9 言語化の作法

10 中間発表
第9回までにまとめたことをもとに、第10回では行動計画をグルー

プ内で発表し、相互フィードバックを行った。

11 資料作成の作法

⑤日常生活の中で実践する

(第10回授業終了後（その前から始めていた学生もいた）から第12
回の発表資料提出日までの原則2週間を実施期間とした)

第4ステップ「教訓を自分の状況

に適用して，試す」
（Cf. 能動的実験）

12 最終発表（前半）

13 最終発表（後半）

14 学びのふりかえり ⑦学びのふりかえり

15 授業のまとめ

④自分の〈学びのテーマ〉を決め、実践する具体的な行動を計画す
る

第3ステップ「経験を一般化し

て，教訓を引き出す」
（Cf. 抽象的概念化）

⑥実践の記録と得られたことを共有する
成果を共有し学びをふりかえる段
階

授授業業のの流流れれとと活活動動内内容容のの詳詳細細

学びを始める準備段階

①“推し”を選択し、クラス全体に紹介する
（…第4,5回授業で“推し”のプロフィールをスライド1枚にまとめ

て、第6回授業で発表した。）

第1ステップ「他者の経験を知

る」
（Cf. 具体的経験）

7 発表の作法 ③行動や成果の裏にある努力や意図、価値観を調べて考察する
（第7～9回の授業ではワークシートに沿って、②の背後にある、あ

るいは関連する③を調べて整理していくという流れで学習を進め
た。）

第2ステップ「経験の背景・状況

を探索する」
（Cf. 省察的観察）

8 学びのテーマの検討
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る活動を通して自らの価値観へ気づくことや、他

者の行動や考え方を自分のライフデザインにどの

ように活かすことができるのかということを考え」

ることを意図した授業である（「 」内はシラバス

より）。表 1に授業スケジュールの中で、特に“推

し”からの学びに関わる部分を抜粋して授業の流

れと学習内容をまとめた。本研究の目的に関わる

部分ではないため省略したが、情報収集にあたっ

て注意するべき点（エコーチェンバーやフィルタ

ーバブルの話など）や、スライド資料をデザイン

する際の注意点、プレゼンテーションの構成の仕

方など、プロジェクト学習を進めるにあたって必

要となる事項は適宜、ワークも交えながら解説し

ている。 
本授業で取り扱う“推し”は、上述の問題意識

に基づいて、学びを媒介するような存在でなけれ

ばならない。そこで、授業では学生同士で「“推し”

とは何か？」というテーマで意見を出し、話し合

いをした後で、教員から久保（2022）の定義を説

明して、ただ好きな対象とは異なるということを

解説した。その上で、授業で探究する対象として

扱う“推し”を選択してもらった。ただし、消費

行動が伴う推し活（例えば、“推し”のグッズを購

入する、ライブに参加するなど）をしていること

は要件とせず、学生本人が能動的に関わりを持と

うとしている対象であれば許可した。また、“推し”

の情報を探究することができる対象に限定した。

そのため、現実に存在する人物には限定せず、小

説やドラマ、アニメ、漫画、ゲームの登場人物で

あっても、設定やストーリーがあれば扱うことを

許可した。 
  
22..33..  他他者者かからら学学ぶぶププロロセセススのの設設計計  
本授業では、“推し”を深く知ることを通して自

分自身の価値観を広げ、キャリアデザインに活か

すことを目的として、Kolb（1984）の経験学習モ

デルを援用して授業を設計した。Kolbでは学習と

は経験を変換することで知識を創り出すプロセス

と考えられ、4 つのステップからなる経験学習モ

デルが提唱されている。すなわち、個人は具体的

な経験をし、その内容を振り返って内省すること

で、そこから得られた教訓を抽象的な仮説や概念

に落とし込み、それを新たな状況に適用すること

によって学習すると考えられている（松尾、2006）。 

表 1 授業スケジュールと他者の経験から学ぶ学習サイクルの関係 

 

回回数数 他他者者のの経経験験かからら学学ぶぶササイイククルル

1 オリエンテーション

2 対話の作法 「対話」「心理的安全性」について学ぶ

3 ライフキャリアデザイン 「キャリアデザイン」「やりたいこと」について学ぶ

4 「推し」を調べる

5 「推し」を調べる

6 「推し」を紹介する

②“推し”の行動や成果を調べる

9 言語化の作法

10 中間発表
第9回までにまとめたことをもとに、第10回では行動計画をグルー

プ内で発表し、相互フィードバックを行った。

11 資料作成の作法

⑤日常生活の中で実践する

(第10回授業終了後（その前から始めていた学生もいた）から第12
回の発表資料提出日までの原則2週間を実施期間とした)

第4ステップ「教訓を自分の状況

に適用して，試す」
（Cf. 能動的実験）

12 最終発表（前半）

13 最終発表（後半）

14 学びのふりかえり ⑦学びのふりかえり

15 授業のまとめ

④自分の〈学びのテーマ〉を決め、実践する具体的な行動を計画す
る

第3ステップ「経験を一般化し

て，教訓を引き出す」
（Cf. 抽象的概念化）

⑥実践の記録と得られたことを共有する
成果を共有し学びをふりかえる段
階

授授業業のの流流れれとと活活動動内内容容のの詳詳細細

学びを始める準備段階

①“推し”を選択し、クラス全体に紹介する
（…第4,5回授業で“推し”のプロフィールをスライド1枚にまとめ

て、第6回授業で発表した。）

第1ステップ「他者の経験を知

る」
（Cf. 具体的経験）

7 発表の作法 ③行動や成果の裏にある努力や意図、価値観を調べて考察する
（第7～9回の授業ではワークシートに沿って、②の背後にある、あ

るいは関連する③を調べて整理していくという流れで学習を進め
た。）

第2ステップ「経験の背景・状況

を探索する」
（Cf. 省察的観察）

8 学びのテーマの検討

 

本実践では、Kolbの経験学習モデルの出発点を

自分の経験とするのではなく、他者の経験を学ぶ

ことから始まる形へと調整することで、間接的な

（他者の）経験に基づく経験学習のモデルを提案

する。毎回の授業ではワークシートを配布し、そ

れに沿って学習を進めた。 
第第１１スステテッッププ：：他他者者のの経経験験をを知知るる 他者（＝

“推し”）をよく深く知るために情報収集を行う

段階（表 1の授業の流れ①、②）。ふだんから関心

を持って推している対象であっても、他人に説明

するとなると具体的なプロフィールや活動内容な

どを整理する必要があり、自然と「他者を知る」

学びが始まる。初回の発表では、プロフィールと

成果、対象を好きな理由、推すようになったきっ

かけなどをスライド1枚にまとめて発表するよう

に指示した。さらに第6回の発表後には、“推し”

の行動や成果を追加で調べて、特に注目したいポ

イントを3つに絞ってワークシートに記入させた。 
第第22スステテッッププ：：経経験験のの背背景景・・状状況況をを探探索索すするる 想

像力を働かせて、“推し”の経験（行動や成果）に

至ったプロセス・方法、またはそのような行動の

背景や状況を探索する段階（表1の授業の流れ③）。

ワークシートに書き出した“推し”の行動や成果

の背後にある見えにくい行動や努力、そのような

行動をしている意図や価値観は何か、それをどの

ようなところから読み取れるかを調べた。この段

階では、多くの学生が「どのような資料を探せば

よいのか」「資料がない場合はどうすればよいのか」

といった難しさを感じていた。今回は、学生がど

のような資料を基に調べたのかまでは詳細な調査

を行っていないが、SNS 等での発信や Web イン

タビュー記事など“推し”本人の語りを探して引

用したり、ファンの考察を参考にしたりしていた。

また、十分な資料が得られない場合には、自らの

推測や考察を通して背景を捉えることも認めた。 

第第 33スステテッッププ：：経経験験をを一一般般化化ししてて、、教教訓訓をを引引きき

出出すす “推し”固有の文脈（役割、立場や環境）

から切り離し、意図や価値観、行動規準を抽出す

る段階（表 1 の授業の流れ④）。学生は、“推し”

の行動や考え方から自分がどのようなことを学び

たいのか、どのような姿勢を取り入れたいのかを

言語化し、そのテーマを選んだ理由を記述した。

これは、自身の価値観を改めて確認するきっかけ

ともなった。 
中間発表（第 10回）では、自分の立てた行動計

画を具体性、実行可能性、評価可能性の 3つの観

点から相互にフィードバックし合い、最終的な実

践へとつなげた。行動計画を立てる上で特に意識

させたのは、「意識する」「考える」ということに

とどまらず、それを具体的な行動として表現でき

ることにまで落とし込むことであった。 
第第 44 スステテッッププ：：教教訓訓をを自自分分のの状状況況にに適適用用ししてて、、

試試すす 抽出した意図・価値観・行動規準を自分の

生活や活動に当てはめ、実際に行動へ移す段階（表

1の授業の流れ⑤⑥）。最終発表では、この実践の

成果を報告するよう求めた。発表では「いつ・ど

こで・どのように（・誰を巻き込んで）」実践した

のかを明示し、行動してみてどのように感じたか、

そしてその結果として自分が何を得たのかを述べ

るよう指示した。半期の授業期間内に「教訓を試

す」まで実践することは、慌ただしさがあるが、

実際に行動することで気づくこともある。期間内

に挑戦できないこともあるが、学生は工夫しなが

ら期間内にできることに取り組んだ。一部の学生

は、それに加えて期間外の挑戦（資格試験や夏期

のフィールドワーク）の準備もしていた。 
その後、第14、15回の授業ではグループ単位、

クラス単位でのふりかえりを重ねることで、この

授業を通して何を学んだのかを改めて確認した。

そして、そのふりかえりを基に期末レポートでは

自身の成長を記述させた。 
 
22..44..  授授業業のの文文化化、、学学習習環環境境づづくくりり  

PBL において学生の学びを充実したものへ導

くためには教室の文化をつくることが大切である

といわれている。そのためには、授業のなかで大

切にする信念や価値観を共有し、コミュニティを

形成するための決まりについて合意し、物理的な

環境を整えて、お決まりの活動と習慣を取り入れ

ることが重要である（Boss & Larmer, 2018 池
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田・吉田訳、2021）。 
“推し”を通して学ぶ本授業では、自らの“推

し”を他の履修者に伝え、自分の個人的な経験を

開示する必要があるため、心理的に安全であり、

学生同士が互いを尊重し合う学習環境の構築が不

可欠である。自己開示の研究においては「趣味」

を人に話すことは最も浅いレベルに位置づけられ

る（丹羽・丸野、2010）。もっとも、浅い内容であ

っても、誰に・どの場で伝えるかによって自分に

対する評価リスクは変わると考えられる。たしか

に趣味という点では「“推し”がいること」「推し

活をしていること」自体は各種の調査が示すよう

に世の中で広く受け入れられるようになってきて

おり、開示したとしてもリスクは低いかもしれな

い。しかし「誰を推しているか」という“推し”

の具体的な名前を開示することは、相手や場によ

ってはリスクを感じる可能性がある。個人の嗜好

の選択（ここでは誰を推しているか）は、自らの

アイデンティティを表明し、他者との違いを示す

という社会的な役割がある（Berger & Heath, 
2008）。そのため、“推し”を開示するということ

は、自分がどういう集団に属しており、それ以外

の人たちとは異なるということを宣言することに

なる。こうした研究を考慮すれば、他者と異なり、

目立つことを嫌うと言われている最近の大学生に

とって（舟津、2024）、“推し”を開示することは

容易ではないと考えられる。 
そのため“推し”をクラス内で共有するために、

クラスの空気・雰囲気づくりには十分な配慮を行

い、心理的に安全で、自己開示をしても良いと思

えるようなクラスの文化を築けるように設計した。

自分の“推し”についてクラス内で共有するのは、

第 4 回以降とし、第 1、2 回の授業では、授業で

の決まりを解説するとともに（学生には「授業で

の約束」と提示した）、ワークを通して学んでもら

った。特に、「他の人のアイディアを否定せずに、

しっかりと聞く」ことや「授業で知った他の人の

ことを授業以外の場でしゃべらない」ことを強調

し、お互いの“推し”を尊重することを徹底して

いる。こうした仕掛けにより、学生が安心して他

者の経験や価値観に向き合い、自らの内面を探究

できる学びの文化を形成することを目指した。 
 
22..55..  学学生生のの学学びびとと教教員員のの関関わわりり  
心理的に安全なクラスの文化を築き、学生のパ

フォーマンスを高めるために、教員が意識した点

は次の 5点である。 
1つめはグランドルールの設定である。Boss & 

Larmer（2018 池田・吉田訳、2021）のいう「コ

ミュニティ形成のための決まり」であり、本授業

では①学生たちが教員に約束すること、②教員が

学生に約束すること、③学生がお互いに約束する

ことの 3つの観点から設定した。特に③の学生同

士の約束については、第 2回の授業で 1つ 1つの

約束が重要である理由を、ワークを交えながら説

明した（約束は以下の 5つである「まずは自分で

ちゃんと考える」、「他者の話に耳を傾け、体全体

をその人の方に向ける」、「他の人のアイディアを

否定せずに、しっかりと聞く」、「授業で知った他

の人のことを授業以外の場でしゃべらない」、「困

ったら、すぐに相談する」）。 
2 つめは、学生に高い水準のパフォーマンスや

成果物を求めることを、授業内で繰り返し伝える

ことである（これが授業で学生たちが教員に約束

することであり、そのためにフィードバックをす

ることが、教員が学生に約束することである）。心

理的安全性についてのよくある誤解として「安心

してなんでも話せる＝仲良し」が挙げられる（塩

見・なかむら、2023）。そのような状態を陥るのを

避けるために、授業におけるパフォーマンスや成

果物に対しては高い水準を設定することで

（Edmondson, 2019 野津訳、2021）、仲良しの気

楽な状態にとどまることなく、課題やワークに積

極的に取り組むように促した。 
3つめは、15回の授業を通して経験学習サイク

ルを複数回す授業計画にしていることである（こ

れは Kolb の本来の意味の経験学習を意味する）。

特に発表は最終的な成果発表だけでなく、最初と

中間段階でも発表を行うことで、発表の仕方自体

も授業を通して身につけることができる。 
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田・吉田訳、2021）。 
“推し”を通して学ぶ本授業では、自らの“推

し”を他の履修者に伝え、自分の個人的な経験を

開示する必要があるため、心理的に安全であり、

学生同士が互いを尊重し合う学習環境の構築が不

可欠である。自己開示の研究においては「趣味」

を人に話すことは最も浅いレベルに位置づけられ

る（丹羽・丸野、2010）。もっとも、浅い内容であ

っても、誰に・どの場で伝えるかによって自分に

対する評価リスクは変わると考えられる。たしか

に趣味という点では「“推し”がいること」「推し

活をしていること」自体は各種の調査が示すよう

に世の中で広く受け入れられるようになってきて
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士の約束については、第 2回の授業で 1つ 1つの

約束が重要である理由を、ワークを交えながら説
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成果物を求めることを、授業内で繰り返し伝える

ことである（これが授業で学生たちが教員に約束

することであり、そのためにフィードバックをす

ることが、教員が学生に約束することである）。心
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してなんでも話せる＝仲良し」が挙げられる（塩

見・なかむら、2023）。そのような状態を陥るのを

避けるために、授業におけるパフォーマンスや成

果物に対しては高い水準を設定することで

（Edmondson, 2019 野津訳、2021）、仲良しの気

楽な状態にとどまることなく、課題やワークに積

極的に取り組むように促した。 
3つめは、15回の授業を通して経験学習サイク

ルを複数回す授業計画にしていることである（こ

れは Kolb の本来の意味の経験学習を意味する）。

特に発表は最終的な成果発表だけでなく、最初と

中間段階でも発表を行うことで、発表の仕方自体

も授業を通して身につけることができる。 

 

4 つめは、フィードバックである。これは上述

の学生の経験学習を促進し、高い水準のパフォー

マンスを発揮し、より良い成果物を追求するため

には必要不可欠である。これは教員からのフィー

ドバックだけでなく、学生同士の相互フィードバ

ックも含まれる。相互フィードバックについては、

発表者の成長を後押しするために行うものである

と同時に、自分のパフォーマンス・成果物を客観

的に評価する力を身につけるために行う活動であ

ることを強調し、3 回の発表の機会に行った。評

価基準の中でも客観的に評価のしやすい「話の構

成」や「発表者の態度」から始め、最終的には内

容について評価し合うことを求めた。 
5 つめは、毎回の授業における学生同士の意見

交換の方法の工夫である。他者と異なる意見を言

うことを恐れる学生が、グループ内で自分の考え

や意見を出しても大丈夫と思えるようにならなけ

れば、高い水準のパフォーマンスや成果物を求め

ることはできない。本授業では、周囲の人の発言

によって意見を変えたり引っ込めたりできないよ

うに、事前にワークシートや付箋に書きだしてか

らアイディアを共有するという形式でグループワ

ークを進めた。こうした経験を積み重ねることで、

学生一人ひとりが他者と異なる意見を出しても大

丈夫であると感じ、またグループの議論を活性化

させるためには、様々なアイディアがあることが

望ましいことを感じることで、クラス全体の心理

的安全性の向上にもつながる。 
他者からの評価を気にする学生たちに対して、

“推し”という個人的な関心事を授業で活用する

ことは容易ではない。そのような状況において、

ここで挙げた 5つの工夫を通して、心理的に安全

で、挑戦できるクラスの文化を実現し、“推し”と

いう個人的な関心事を自らの学びやキャリア形成

へと結びつける学習環境を整えることができたと

考えている。 
 

33..  方方法法  
33..11..  対対象象 
上述した授業 2クラスの履修者を対象とし、研

究使用に同意した 40名（期末レポート提出者 43
名）を分析対象とした（レポート提出者：1 年生

30 名、2 年生 12 名、3 年生 1 名；研究に同意し

た者：1 年生 29 名、2 年生 10 名、3 年生 1 名）。 
 

33..22..  分分析析内内容容 
期末レポートの授業を通しての変化と成長に関

する設問（「推し」から学ぶ経験を通して、あなた

自身が成長したことや、変化したことについて、

3 つ以上の観点から教えてください）の自由記述

を分析対象とした。 
 

33..33..  倫倫理理的的配配慮慮  
レポート提出の際に研究使用の可否を尋ねた。

記述内容は個人が特定されないように分析するこ

と、また研究使用の許可をしなくても成績評価等

において不利益を被ることはないことを伝え、許

可のあった学生のみ使用した。  
  
44..  結結果果  
44..11..  選選ばばれれたた““推推しし””  
  表 2に学生が選択した推しの種類を示す。全体

として、現実に存在する人物を対象とした学生が

多く、その中でもJ-POPやK-POPのアイドルが

表 2 学生が選択した“推し”の種類 

 

現現実実にに存存在在すするる人人物物

アイドル 16
（※J-POP，K-POPアイドルを含む）

アーティスト 9
（※内2はグループ単位の推し）

アスリート 1
芸人 1
YouTube等で活動する人 3

アアニニメメ、、ゲゲーームムななどど

VTuber注 2
ゲームの登場人物 5
アニメの登場人物 1

人人以以外外

動物 1
キャラクター 1

注：VTuberをどこに分類するかについては議論
の余地があるだろうが、本研究においては、現実
の存在と別に設定があり、イラストや3Dモデリング
を中心に活動しているVTuberについては「アニ
メ、ゲームなど」に分類することにした。
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最も多かった（16 名）。一方で、アニメやゲーム

の登場人物を挙げた学生もおり（6 名）、VTuber
を推す学生も 2名見られた。さらに、人以外の対

象として動物やキャラクターを選んだ例もあった。 
このように、学生の“推し”は従来のテレビや

ライブなどを通して接してきたアイドル、アーテ

ィストやアスリートにとどまらず、オンライン上

でのみ関係を築く配信者やVTuber など、近年の

メディア環境の変化を背景に広がった仮想的な存

在にまで広がっていることが確認された。これは、

デジタルメディア環境の発展により、若者が他者

と「出会う」場が拡張していることを示唆してい

る。この傾向は、近年の若者の“推し”に関する

調査結果（ビデオリサーチ ひと研究所、2025）と
も整合する。 
  
44..22..  学学びびのの内内容容のの分分類類 
本実践の効果を明らかにするために、期末レポ

ートにおける成長に関する記述（全体で123個；

一人あたり 1～4個）を、授業での活動内容・プロ

セスと本研究で提案する他者の経験からの経験学

習モデルに基づき、以下の3つの観点に分類した 
観点A．“推し”の行動や価値観を取り入れた

学び（50個、40.7%）、観点B．“推し”を探究す

る過程や実践の過程からの学び（46個、37.4%）、

観点C．授業内での他の履修者との共有や議論か

らの学び（15個、12.2%）である。本研究ではふ

りかえりの記述に基づく分類であるため、一部正

確な分類ではない可能性もある。また、分類不可

能なものは分析の対象から除外した（12個、9.8%）。 
観点Aは“推し”の行動や努力、習慣や大切に

している価値観に共感し、それを自分の行動や考

え方に取り入れようとする学びある。今回の授業

で深く調べた“推し”は、何らかの分野で社会的

に成功している人物（アイドル、アーティストな

ど）であったため、その人たちの行動から、目標

を実現するための【計画性】や、何事にも【挑戦

する行動力】、【ポジティブ】に物事を捉える姿勢、

そして【周囲の人への感謝】の気持ちなどが挙げ

られた。 

観点B はA とは異なり、“推し”を調べること

で、様々な行動や努力、習慣、大切にしている価

値観を知ることを通して自分自身の気づいていな

かった側面に気づいたり、他者を知ること自体の

大切さに気づいたりした学びである。“推し”の好

きな点を言語化する作業を通して、自分の価値観

に気づいたという【自己理解の深まり】や、人の

目に見えない部分（人の内面）も知ろうと努力す

るようになったという【他者理解の姿勢の変化】

が見られた。さらに、結果を残すにはそれ相応の

努力が必要であり、「推し」とは最初から完璧で特

別な存在であるという先入観に囚われるべきでは

ないという【“推し”という存在に対する認識の変

化】も見られた。 
C は“推し”を調べてわかった内容や得られた

気づきを他者に共有する活動を通して、他者の学

びに触れることによる学びである。授業内でのグ

ループワークを通して、他者の“推し”について

の多様な語りに触れて自分とは異なる視点や価値

観を受け入れるようになったことや、違う意見や

視点に戸惑いながらも、それらすべてが正解だと

気づいたことなど【他者の価値観を尊重する姿勢】

が記述された。自分の“推し”を知るだけでなく、

他者と“推し”を共有する活動自体の重要性も示

唆された。 
 

44..33..  ““推推しし””のの対対象象とと学学びびのの内内容容 
学びの内容と“推し”の種類の関係について表

3にまとめた。“推し”の種類については、現実に

存在する人物とそれ以外で整理した。カイ二乗検

定を行った結果、統計的な偏りは見られなかった

（χ2 = 4.53, p = .104）。ただし 1セルの最小期待

度数が 5未満であったため、Fisherの正確確率検

表 3 学びの内容と“推し”の種類 

 

現実に存在する人物
（n = 30 )

それ以外
（n = 10）

A 41 (51.3%) 9 (29.0%)
B 29 (36.3%) 17 (54.8%)
C 10 (12.5%) 5 (16.1%)

80 31
注：割合は「その他」は除外して計算した。
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定及びモンテカルロシミュレーションによる補正

（10,000 回）を行ったところ、p 値はそれぞ

れ.099、.111でありカイ二乗検定の結果と同様の

傾向が確認された。統計的な有意差は確認されな

かったものの、現実に存在する人物とそれ以外で

はやや学びの内容に異なる傾向があると解釈でき

る。つまり、現実に存在する人物については、観

点Aの記述が半数を超えており（51.3%）、その人

物の行動や大切にしている価値観自体を学生自身

も重要であると感じ、自分に取り入れようとする
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これ以上の検討は難しい。今後は、対象の特性・

属性によって学びがどのように変化するのかを、

学びのプロセスを質的に捉えることも含めて検討
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することで、「学びを媒介する他者」として“推し”

のキャリア教育における可能性を明らかにしてい

くことが課題である。 
  
66..  ままととめめ  
上述の考察を踏まえ、本研究の独自性と意義、

今後の展望を以下にまとめる。本研究は、「他者の

経験から学ぶ」というキャリア教育における課題

に対して、“推し”という身近な他者を媒介とする

新たな学習アプローチを提案したものである。従

来から他者を知ることの重要性は多くの研究で指

摘されてきたが、その多くは「話を聞く」、「情報

を得る」という受動的な実践にとどまってきた。 
本実践は、他者の人生を調べることを通して、

経験を学び、それをきっかけとして自分自身のキ

ャリアの見通しや価値観を広げるという点では平

尾（2005）や坂本（2013）で提案されているキャ

リアモデルレポートと共通する部分を持つが、“推
し”という個人的な関心事を出発点に据え、主体的

に学べるような実践のデザインを提案した点に独

自性がある。学生は他者の経験を調べたあとで、

そのなかで自らに取り入れたいと思ったことを実

践するという活動まで行った。「あの人のようにな

りたい」と漠然と憧れる段階にとどまらず、「あの

人のようになるにはどうすればよいか」、「自分だ

ったらどう行動するのか」と自分の文脈に引き付

けて他者の価値観を考え、実際にやってみること

を通じて、他者から学ぶということを体験的に理

解できたと考えられる。 
初年次のキャリア教育においては、大学 1年生

というこれから自らのキャリアを具体的に考えて

いく段階にある学生が、身近な対象を通じて他者

理解を深めることが求められる。仕事や人生にお

いて興味関心を向けられる他者を見つけることが

すぐに難しい場合でも、個人的な関心事である“推

し”を起点として他者理解や価値観を探究するこ

とには一定の意味があるだろう。本実践は、“推し”
という親しみやすく取り組みやすい対象を手がか

りに自分の中にはなかった価値観に気づくきっか

けを提供している点で意義があると考えられる。 

将来的には、こうした学びを通して、学生が現

実社会で出会う他者からも学ぶ力を育成していく

ことが求められる。今回の授業で培った「他者か

ら学ぶスキル」が、大学教育を超えて、社会の中

で自らのキャリアを形成していく際に活かされて

いくことを期待したい。 
  
註註  
1 関西大学共通教養科目・外国語科目 2 基盤科目
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要要旨旨  
 近年、日本各地で地震が発生し、南海トラフ地震が予想されている。地震や津波などの緊急時

のアナウンスや表記は重要なものである。本研究では、情報弱者である日本語学習者にとって日

本語のどの表現がよく伝わるのかを分析した。結果は「逃げてください」が多くの日本語学習者

にとって適切であると考えられていることが明らかになった。さらに、JLPT の取得レベルが低
い人ほど、簡潔な表現である「逃げろ」が最適であると考えていることが確認できた。 
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11.. ははじじめめにに  
11..11..   研研究究背背景景  
近年、外国人観光客が増加している。今後も多

くの外国人が日本を訪れることが予想される。さ

らに、国からの留学生の受け入れ目標は増加傾向

にあり、海外からの多くの学生が一定期間日本に

留まることが予想される。日本語教育の更なる発

展に加え、これまでの教育を改めて考え直す機会

になると考えられる。また、日本に長期間滞在す

る外国人や留学生が増加するなかで、多文化共生

といった、より生活を意識した「社会と日本語学

習者」という観点で日本語教育を考えることは必

要である。なかでも、島国である日本の生活にお

いて、地震や津波をはじめ気候変動による台風や

火事などの災害が起こる可能性を含めて考えるこ

とは重要なことである。 
2024年には能登半島地域で地震が発生し、東日
本大震災以降、初めて大津波警報が発表された。

テレビのニュースではアナウンサーが、念を押す

意味が含まれる「今すぐ逃げること」という言葉

を用い、強い口調で伝える場面があった。中島

（2024）はこの呼びかけ表現を、「口調によって
は、命令的なニュアンスが出る表現だと言える」

と述べ、この表現の使用を視聴者のアンケートに

よって分析している。その視聴者アンケートでは、

肯定的な意見が多かったという結果が記されてい

る。また、能登半島地域の地震発生後に地震速報

に切り替わった多数のメディアを自身でも検証し

た。表記では「逃げろ」や「逃げて」「津波危険」

等が使用され、ピクトグラムの有無などメディア

各々の対応が見られた。一方、日本語教育におい

て荒瀬（2015）は、災害時に必要な語彙や具体的
な指導が行われていない現状に触れ、留学生の災

害についての既習歴（授業で学んだことがあるか）

等をアンケートでまとめている。このなかで、学

生が災害について学ぶ機会は少ないとし、学ぶ必

要性を感じている学生が多くいることも明らかに

している。また、語彙の教育面では多くの学習者

が「逃げる」という動詞を、初級テキストの後半

で学んでいる。例えば、命令形の導入時に「危険
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が迫った時に使用する言葉」として、「逃げろ」「走

れ」「危険」等の語彙が導入される。これは多くの

留学生が、学習を始めて半年以降にこれらの言葉

を学ぶということである。いつ起きてもおかしく

ない地震と隣り合わせにある状況で、留学生や日

本語学習者にとって、この状況が適しているのか

疑問が生じる。頻繁に発生する地震や津波、台風

等の危険な状況で発信される重要な言葉を、入国

後の早い段階で学習することは重要である。 
今回の研究では、様々な表現の中からどの表現

が日本語学習者にとって最適であるかを明らかに

する。そして、今後の防災教育を含めた日本語教

育のあり方を提案するとともに、メディアでの情

報発信で使用する表現方法を考察する。 
 
11..22..  先先行行研研究究  
 緊急時の呼びかけについて、いくつかの先行研

究がある。中島（2024）では、令和 6年能登半島
地震の際、番組内でアナウンサーが使用した「今

すぐ逃げること！」（原文ママ）という呼びかけに

ついて視聴者へ意識調査を実施し、9 割が肯定的
であるとの回答を得ている。そして、「〇〇するこ

と！」（原文ママ）という強い口調や表現は、緊急

事態であることを伝えるためには有効な方法であ

ると述べている。しかし、ここでは「〇〇するこ

と！」等の強い口調について、使いすぎるとその

ことばの効果が薄れてしまうことにも言及してい

る。また、井上（2012）は東日本大震災の発生時
に防災無線で津波からの避難を呼びかける際、命

令調で行った自治体が複数あったことを記してい

る。加えて、住民の避難の最後の後押しとしての

防災無線の呼びかけについて論じている。この中

で避難の命令について取り上げ、「法律上の命令」

と「表現上の命令」とは区別すべきであるとも論

じている。さらに、緊急事態において「逃げろ!」
等の表現は、話し手の権限とは関係なく通常使わ

れている日本語の一表現として考えるべきである

と述べている。これらの研究はいずれも日本人を

対象にした調査に基づいている。それに対し、留

学生や日本語学習者についての緊急時の呼びかけ

や防災意識については、次のような研究がある。

杉山（2019）は、災害時に高齢者、子ども、障害
がある人とともに情報弱者になる外国人が孤立し

てしまうことに触れ、「やさしい日本語」の有効性

を述べている。岩田（2017）は、災害時において
日本に住む外国人には英語が思ったより通じない

こと、わかりやすい日本語なら通じることを明ら

かにしている。日本語学習者の災害関連の研究に

おいて、「やさしい日本語」は重要であるため次項

で取り上げて述べる。この他、飯嶋（2017）は、
地震や津波に関する基本的な知識が不足している

留学生がいるとともに、とくに津波に関しては認

知度が低いという結果を得ている。そして、地震

発生時の行動等の防災知識が十分でないことを明

らかにしている。留学生の防災力に関しては高

（2021）が、防災教育と避難訓練を受けた留学生
は日本人より少なく、正しい地震の知識をもって

いる留学生も少なかったことを記している。そし

て、緊急時に適切な行動を取ることができないこ

とも明らかにし、留学生に対する防災教育と避難

訓練の重要性を述べている。このように、日本人

に対する緊急時の呼びかけ表現や留学生の防災意

識に関する調査はあるが、留学生や日本語学習者

への緊急時の呼びかけ表現についての研究は極め

て少ない。 
 
11..33..  「「ややささししいい日日本本語語」」ににつついいてて  
 阪神・淡路大震災で、日本にいた多くの外国人

が日本語を十分に理解できず、必要な情報を得ら

れないがために適切な行動を取ることできず被害

が拡大した。そこで、震災をきっかけに非母語話

者である外国人住民に、素早く的確に情報を伝え

る目的で「やさしい日本語」が考案された。昨今、

多言語による情報発信が進んでいるが、情報が届

いていない場合も多いことや全ての外国人住民に

配慮した情報発信には限界があり、コストもかか

ることが指摘されている。また、何百という国や

地域から来日している外国人に対し、英語が通じ

ない場合が多いことや分かりやすい日本語であれ

ば通じることも明らかになっている（岩田、2017）。
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が迫った時に使用する言葉」として、「逃げろ」「走

れ」「危険」等の語彙が導入される。これは多くの

留学生が、学習を始めて半年以降にこれらの言葉

を学ぶということである。いつ起きてもおかしく

ない地震と隣り合わせにある状況で、留学生や日

本語学習者にとって、この状況が適しているのか

疑問が生じる。頻繁に発生する地震や津波、台風

等の危険な状況で発信される重要な言葉を、入国

後の早い段階で学習することは重要である。 
今回の研究では、様々な表現の中からどの表現

が日本語学習者にとって最適であるかを明らかに

する。そして、今後の防災教育を含めた日本語教

育のあり方を提案するとともに、メディアでの情

報発信で使用する表現方法を考察する。 
 
11..22..  先先行行研研究究  
 緊急時の呼びかけについて、いくつかの先行研

究がある。中島（2024）では、令和 6年能登半島
地震の際、番組内でアナウンサーが使用した「今

すぐ逃げること！」（原文ママ）という呼びかけに

ついて視聴者へ意識調査を実施し、9 割が肯定的
であるとの回答を得ている。そして、「〇〇するこ

と！」（原文ママ）という強い口調や表現は、緊急

事態であることを伝えるためには有効な方法であ

ると述べている。しかし、ここでは「〇〇するこ

と！」等の強い口調について、使いすぎるとその

ことばの効果が薄れてしまうことにも言及してい

る。また、井上（2012）は東日本大震災の発生時
に防災無線で津波からの避難を呼びかける際、命

令調で行った自治体が複数あったことを記してい

る。加えて、住民の避難の最後の後押しとしての

防災無線の呼びかけについて論じている。この中

で避難の命令について取り上げ、「法律上の命令」

と「表現上の命令」とは区別すべきであるとも論

じている。さらに、緊急事態において「逃げろ!」
等の表現は、話し手の権限とは関係なく通常使わ

れている日本語の一表現として考えるべきである

と述べている。これらの研究はいずれも日本人を

対象にした調査に基づいている。それに対し、留

学生や日本語学習者についての緊急時の呼びかけ

や防災意識については、次のような研究がある。

杉山（2019）は、災害時に高齢者、子ども、障害
がある人とともに情報弱者になる外国人が孤立し

てしまうことに触れ、「やさしい日本語」の有効性

を述べている。岩田（2017）は、災害時において
日本に住む外国人には英語が思ったより通じない

こと、わかりやすい日本語なら通じることを明ら

かにしている。日本語学習者の災害関連の研究に

おいて、「やさしい日本語」は重要であるため次項

で取り上げて述べる。この他、飯嶋（2017）は、
地震や津波に関する基本的な知識が不足している

留学生がいるとともに、とくに津波に関しては認

知度が低いという結果を得ている。そして、地震

発生時の行動等の防災知識が十分でないことを明

らかにしている。留学生の防災力に関しては高

（2021）が、防災教育と避難訓練を受けた留学生
は日本人より少なく、正しい地震の知識をもって

いる留学生も少なかったことを記している。そし

て、緊急時に適切な行動を取ることができないこ

とも明らかにし、留学生に対する防災教育と避難

訓練の重要性を述べている。このように、日本人

に対する緊急時の呼びかけ表現や留学生の防災意

識に関する調査はあるが、留学生や日本語学習者

への緊急時の呼びかけ表現についての研究は極め

て少ない。 
 
11..33..  「「ややささししいい日日本本語語」」ににつついいてて  
 阪神・淡路大震災で、日本にいた多くの外国人

が日本語を十分に理解できず、必要な情報を得ら

れないがために適切な行動を取ることできず被害

が拡大した。そこで、震災をきっかけに非母語話

者である外国人住民に、素早く的確に情報を伝え

る目的で「やさしい日本語」が考案された。昨今、

多言語による情報発信が進んでいるが、情報が届

いていない場合も多いことや全ての外国人住民に

配慮した情報発信には限界があり、コストもかか

ることが指摘されている。また、何百という国や

地域から来日している外国人に対し、英語が通じ

ない場合が多いことや分かりやすい日本語であれ

ば通じることも明らかになっている（岩田、2017）。

各自治体でも同様の調査が進められ「やさしい日

本語」は「英語」よりも有効な手段であると位置

づけているところも多い。また、幡手（2022）は
東日本大震災時に防災無線で使用された語彙や表

現を調査し、「やさしい日本語」のルールで防災無

線を書き換えることは難解であると記している。

これは「やさしい日本語」のルールが多いことな

どが原因であると記載されている。しかし、「やさ

しい日本語」の研究においても、日本語学習者に

とってどのような呼びかけが最適なのかは調査さ

れていない。また、危険が迫っていることを瞬時

に理解し、その後の行動に繋がる日本語の表現は

何であるのかは調査されていない。今後、留学生

や日本語学習者が増えると予想される日本で、外

国人が瞬時に的確に理解できる日本語の呼びかけ

や表示でなければ被害が拡大する可能性は高まる

と考えられる。 
 
22..  研研究究目目的的  
 本研究の目的は、命の危険が迫る緊急時の日本

語学習者（情報弱者）への呼びかけ表現は何が最

適かを明らかにすることである。その上で、日本

語学習者の視点、日本語教育者の視点、発信側で

あるメディアの視点を取り入れながら、今後の多

文化共生社会における日本語教育や情報発信のあ

り方を提案する。 
  
33..  研研究究意意義義  
 現在も日本の各地で頻繁に地震が発生し、南海

トラフ地震が予想されている。また、地震発生時

の多言語での情報発信は進んでいるとはいえ、翻

訳の言語数には限界がある。これらを考慮すると、

日本語を母語としない外国人に、どのような日本

語の表現を使用するのかという詳細な分析は必要

である。 
今回は、テレビ等のメディアのアナウンスや表

記から情報を得る場面を想定して研究を進める。

しかしながら、留学生はテレビやラジオを所有し

ていない人が多い。アンケートでも緊急時の情報

収集を含め、情報を調べる場合にはインターネッ

トを使用する留学生が多いことが確認された。し

かし、テレビ番組をインターネット端末で視聴で

きる機能は日々、進化している。また、繁華街に

は大型モニターがあったり外食した場合などに飲

食店でテレビを視聴したりする機会もある。メデ

ィアから発信されるアナウンスや表記を見たり聞

いたりすることは頻繁にあると思われる。また、

今回の調査では、声や音声で発するアナウンス面

と、目で見る情報としての表記面のどちらも調査

する点などを考慮し場面を設定した。調査によっ

て、道で行き交う観光客や近隣に住む日本語学習

者に対しても、どのような呼びかけ表現を使用す

ればすぐに行動してもらえるのかを知る手掛かり

になると考える。 
  
44..  研研究究方方法法  
 今回は地震や津波などが発生し避難しなければ

ならない状況を設定し、動詞の「逃げる」を用い

て表現の調査を行った。中島（2024）では、「逃げ
る」と「避難する」を比べ、「津波から逃げる」と

いう表現には、より危機的なニュアンスがあると

記されている。また、日本語学習者にとって、聞

く（アナウンス）と見る（表記）は同一であるこ

とが望ましいことからも、現在のメディアの表記

として使用頻度が高い和語である「逃げる」を取

り上げることにした。 
アンケートは、敬語を含めた十の表現に①適切

である②多少適切だと思う③あまり適切ではない

と思う④適切ではないと思うという選択肢を提示

し、その中から一つを選択する方式である。また、

その中で最も使用してほしい表現を、アナウンス

と表示のそれぞれで選択する質問も加えた。その

後、最も使用してほしい表現について、その理由

を記述するアンケートを実施した。記入前には、

全員の前提認識が一致するようテレビでアナウン

サーが緊急地震速報を読み上げる場面を写真で提

示し、アナウンサーが発する言葉をアナウンス、

画面に出る文字を表記と提示してからアンケート

を実施した。分析では、各表現の回答をポイント

制にし、平均値を求めて比較する方法と、最も使
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用してほしい表現の回答から割合を算出する方法

を用いた。また、学生の日本語能力レベルや滞在

歴、国別でも分析を行った。なお、国別では中国

人留学生 60 名、非漢字圏で主に東南アジアの留
学生30名を抜粋し調査した。アンケートの集計・
分析にあたっては SPSS（統計分析用ソフト）を
利用した。 
  
44..11..  調調査査参参加加者者  
  関西のA大学とB大学の留学生（115名）を対
象にアンケートを実施した。出身国は中国（63名）、
ベトナム（15名）、韓国（14名）、ミャンマー（9
名）インドネシア（5名）、台湾（3名）、香港（1
名）、ロシア（1名）、スウェーデン（1名）、マレ
ーシア（1名）、パキスタン（1名）、バングラデシ
ュ（1名）である。いずれも20代であり、日本滞
在歴は5年以内である。今回、様々な表現を調査
するため、選択肢に敬語を含んで設定した。その

ため、調査参加者も敬語までを学習した大学1年
生の日本語の授業を受講している留学生を対象に

調査した。この背景には、留学生が近隣住民と話

したことがなく、帰宅してからは孤立状態になる

人が多いことが事前のアンケートで明らかになっ

たからである。なかでも大学 1年生は引っ越しし
て間もない人が多いことや、大学に友人ができて

いない人も多い。生活が安定していない学生にア

ンケートを実施することによって、自分事として

捉え具体的な意見が聞けることを想定した。なお、

アンケート対象者については田中・美野（2016）
を参考にした。  
  
44..22..  表表現現のの役役割割  
 今回のアンケートでは動詞「逃げる」の表現に

ついて質問した。質問には「逃げます」、「逃げて」、

「逃げる」、「逃げよう」、「逃げろ」、「逃げなさい」、

「逃げてください」、「お逃げください」、「逃げま

しょう」、「逃げなければならない」を設定した。

「逃げます」から「逃げろ」までは、丁寧なニュ

アンスが比較的含まれない簡潔な表現である。ス

リーエーネットワーク（2016b）では、命令形は
「相手にある動作を強要するときに使う。非常に

強い響きを持つので、使う場面は限られている」

と記されている。留意点として、「多くは緊急時の

指示、危険回避の指示として使われるため、確実

に聞き取れるようになることが大切である」とし

ている。「逃げなさい」から「逃げなければならな

い」の比較的丁寧で難易度の高い表現については、

友松他（2010）などに記載されている表現の意味
を付け加えておく。「逃げなさい」の表現は、「命

令形をそのまま使う場合より丁寧で軟らかい命令

文である。親と子の関係などで指示したり、試験

の指示文などで使われたりする」と記されている。

「逃げてください」は、グループ・ジャマシイ

（1998）に「話し手（または話し手側の人）のた
めに誰かが何かの行為をするよう依頼したり、指

示したり、命令したりする表現」と記載されてい

る。スリーエーネットワーク（2016a）では、「３
つの機能がある。指示、依頼、勧めである」とし、

指示の意味では目上の人には使わないことが明記

してある。なお、「て形」の学習時には単独の意味

ではなく、「ください」を付け足したかたちでの意

味や導入方法が記されている。「お逃げください」

は、友松他（2010）によると「公の場所でよく使
われる勧めや指示の簡潔な言い方」と記載されて

いる。「逃げましょう」は、「積極的に相手を誘う、

またはそうするように呼びかけるときの使い方で

ある」と記され、さらに「Vよう」の丁寧な言い
方と明記されている。「逃げなければならない」は、

「社会常識などから見て、必要なことや義務を表

わす言い方であり、一般的な判断を言うことが多

い」と記載されている。 
  
55..  アアンンケケーートト調調査査結結果果のの分分析析  
55..11..  平平均均値値にによよるる比比較較  
 この調査では、各表現の回答の選択肢にポイン

トを定め、平均値を求めた（表 1-1から 1-10）。
その後、どの表現が最も受け入れられるのかを比

較する。
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用してほしい表現の回答から割合を算出する方法

を用いた。また、学生の日本語能力レベルや滞在

歴、国別でも分析を行った。なお、国別では中国

人留学生 60 名、非漢字圏で主に東南アジアの留
学生30名を抜粋し調査した。アンケートの集計・
分析にあたっては SPSS（統計分析用ソフト）を
利用した。 
  
44..11..  調調査査参参加加者者  
  関西のA大学とB大学の留学生（115名）を対
象にアンケートを実施した。出身国は中国（63名）、
ベトナム（15名）、韓国（14名）、ミャンマー（9
名）インドネシア（5名）、台湾（3名）、香港（1
名）、ロシア（1名）、スウェーデン（1名）、マレ
ーシア（1名）、パキスタン（1名）、バングラデシ
ュ（1名）である。いずれも20代であり、日本滞
在歴は5年以内である。今回、様々な表現を調査
するため、選択肢に敬語を含んで設定した。その

ため、調査参加者も敬語までを学習した大学1年
生の日本語の授業を受講している留学生を対象に

調査した。この背景には、留学生が近隣住民と話

したことがなく、帰宅してからは孤立状態になる

人が多いことが事前のアンケートで明らかになっ

たからである。なかでも大学 1年生は引っ越しし
て間もない人が多いことや、大学に友人ができて

いない人も多い。生活が安定していない学生にア

ンケートを実施することによって、自分事として

捉え具体的な意見が聞けることを想定した。なお、

アンケート対象者については田中・美野（2016）
を参考にした。  
  
44..22..  表表現現のの役役割割  
 今回のアンケートでは動詞「逃げる」の表現に

ついて質問した。質問には「逃げます」、「逃げて」、

「逃げる」、「逃げよう」、「逃げろ」、「逃げなさい」、

「逃げてください」、「お逃げください」、「逃げま

しょう」、「逃げなければならない」を設定した。

「逃げます」から「逃げろ」までは、丁寧なニュ

アンスが比較的含まれない簡潔な表現である。ス

リーエーネットワーク（2016b）では、命令形は
「相手にある動作を強要するときに使う。非常に

強い響きを持つので、使う場面は限られている」

と記されている。留意点として、「多くは緊急時の

指示、危険回避の指示として使われるため、確実

に聞き取れるようになることが大切である」とし

ている。「逃げなさい」から「逃げなければならな

い」の比較的丁寧で難易度の高い表現については、

友松他（2010）などに記載されている表現の意味
を付け加えておく。「逃げなさい」の表現は、「命

令形をそのまま使う場合より丁寧で軟らかい命令

文である。親と子の関係などで指示したり、試験

の指示文などで使われたりする」と記されている。

「逃げてください」は、グループ・ジャマシイ

（1998）に「話し手（または話し手側の人）のた
めに誰かが何かの行為をするよう依頼したり、指

示したり、命令したりする表現」と記載されてい

る。スリーエーネットワーク（2016a）では、「３
つの機能がある。指示、依頼、勧めである」とし、

指示の意味では目上の人には使わないことが明記

してある。なお、「て形」の学習時には単独の意味

ではなく、「ください」を付け足したかたちでの意

味や導入方法が記されている。「お逃げください」

は、友松他（2010）によると「公の場所でよく使
われる勧めや指示の簡潔な言い方」と記載されて

いる。「逃げましょう」は、「積極的に相手を誘う、

またはそうするように呼びかけるときの使い方で

ある」と記され、さらに「Vよう」の丁寧な言い
方と明記されている。「逃げなければならない」は、

「社会常識などから見て、必要なことや義務を表

わす言い方であり、一般的な判断を言うことが多

い」と記載されている。 
  
55..  アアンンケケーートト調調査査結結果果のの分分析析  
55..11..  平平均均値値にによよるる比比較較  
 この調査では、各表現の回答の選択肢にポイン

トを定め、平均値を求めた（表 1-1から 1-10）。
その後、どの表現が最も受け入れられるのかを比

較する。

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

Q1(1)逃げます Q1(2)逃げて Q1(3)逃げる Q1(4)逃げよう Q1(5)逃げろ Q1(6)逃げなさい Q1(7)逃げてください Q1(8)お逃げください Q1(9)逃げましょう Q1(10)逃げなければならない
平均値 2.12 2.72 2.17 2.51 2.97 2.91 3.25 2.37 2.35
標準偏差 0.98 0.97 0.98 0.95 1.15 1.05 0.99 1.05 1.01

表1-1　留学生全体のアナウンスの平均値

2.38
1.02

Q2(1)逃げます Q2(2)逃げて Q2(3)逃げる Q2(4)逃げよう Q2(5)逃げろ Q2(6)逃げなさい Q2(7)逃げてください Q2(8)お逃げください Q2(9)逃げましょう Q2(10)逃げなければならない
平均値 2.24 2.71 2.25 2.56 3.02 3.03 3.40 2.49 2.41
標準偏差 1.04 0.98 0.95 0.92 1.04 0.95 0.88 1.06 1.02 1.04

表1-2　留学生全体の表記の平均値

2.39

Q1(1)逃げます Q1(2)逃げて Q1(3)逃げる Q1(4)逃げよう Q1(5)逃げろ Q1(6)逃げなさい Q1(7)逃げてください Q1(8)お逃げください Q1(9)逃げましょう Q1(10)逃げなければならない
平均値 2.17 2.73 2.27 2.40 3.08 2.98 3.08 2.22 2.13
標準偏差 1.02 0.93 0.98 0.88 1.02 0.99 1.00 0.91 0.96

2.13
0.94

表1-7　中国人留学生のアナウンスの平均値

Q2(1)逃げます Q2(2)逃げて Q2(3)逃げる Q2(4)逃げよう Q2(5)逃げろ Q2(6)逃げなさい Q2(7)逃げてください Q2(8)お逃げください Q2(9)逃げましょう Q2(10)逃げなければならない
平均値 2.43 2.75 2.40 2.35 2.87 2.95 3.17 2.48 2.08
標準偏差 1.02 0.96 0.95 0.89 1.01 0.90 1.00 1.06 0.99

2.42
0.99

表1-8　中国人留学生の表記の平均値

Q1(1)逃げます Q1(2)逃げて Q1(3)逃げる Q1(4)逃げよう Q1(5)逃げろ Q1(6)逃げなさい Q1(7)逃げてください Q1(8)お逃げください Q1(9)逃げましょう Q1(10)逃げなければならない
平均値 2.07 2.90 2.17 2.60 3.17 2.62 3.37 2.40 2.27
標準偏差 0.85 0.94 0.93 1.02 1.19 1.10 0.87 1.14 0.93

表1-9　東南アジア留学生（非漢字圏）のアナウンスの平均値

2.57
0.99

Q2(1)逃げます Q2(2)逃げて Q2(3)逃げる Q2(4)逃げよう Q2(5)逃げろ Q2(6)逃げなさい Q2(7)逃げてください Q2(8)お逃げください Q2(9)逃げましょう Q2(10)逃げなければならない
平均値 2.33 2.93 2.07 2.60 3.10 3.00 3.63 2.53 2.47
標準偏差 1.04 0.85 0.77 0.92 1.11 0.93 0.60 1.09 0.96 1.00

表1-10　東南アジア留学生（非漢字圏）の表記の平均値

2.70

Q1(1)逃げます Q1(2)逃げて Q1(3)逃げる Q1(4)逃げよう Q1(5)逃げろ Q1(6)逃げなさい Q1(7)逃げてください Q1(8)お逃げください Q1(9)逃げましょう
N1 1.98 2.63 1.98 2.40 3.02 3.13 3.42 2.42 2.33
標準偏差 0.97 0.90 0.92 0.95 1.05 0.88 0.91 1.08 0.96
N2 2.20 2.74 2.23 2.63 3.00 2.57 3.11 2.23 2.26
標準偏差 0.95 1.02 0.90 1.07 1.24 1.15 1.04 1.12 1.13
N３,未 2.25 2.84 2.38 2.56 2.88 2.97 3.16 2.44 2.47
標準偏差 1.00 1.00 1.08 0.79 1.19 1.06 1.03 0.90 0.93

0.99
2.37
1.02
2.56
1.03

2.27
Q1(10)逃げなければならない

表1-3　JLPT別　留学生のアナウンスの平均値

Q2(1)逃げます Q2(2)逃げて Q2(3)逃げる Q2(4)逃げよう Q2(5)逃げろ Q2(6)逃げなさい Q2(7)逃げてください Q2(8)お逃げください Q2(9)逃げましょう
N1 2.21 2.54 2.15 2.46 3.10 3.10 3.46 2.46 2.40
標準偏差 0.97 0.90 0.92 0.95 1.05 0.88 0.91 1.08 0.96
N2 2.23 3.03 2.34 2.74 3.06 3.00 3.31 2.34 2.34
標準偏差 1.02 0.88 0.92 1.00 1.04 0.79 0.92 1.01 1.09
N３,未 2.31 2.63 2.31 2.50 2.84 2.97 3.41 2.69 2.50
標準偏差 0.98 0.89 0.85 0.90 1.15 1.02 0.93 1.01 0.94

0.94
2.44
1.12

表1-4　JLPT別　留学生の表記の平均値
Q2(10)逃げなければならない

2.46
0.99
2.26

Q1(1)逃げます Q1(2)逃げて Q1(3)逃げる Q1(4)逃げよう Q1(5)逃げろ Q1(6)逃げなさい Q1(7)逃げてください Q1(8)お逃げください Q1(9)逃げましょう
１年以内 2.00 2.70 2.15 2.48 2.78 2.89 3.19 2.15 2.22
標準偏差 0.90 0.89 1.03 0.80 1.20 0.89 1.10 1.05 1.05
１年半以上 2.16 2.73 2.17 2.52 3.03 2.92 3.27 2.43 2.39
標準偏差 1.00 0.99 0.97 0.99 1.12 1.10 0.96 1.04 1.00

0.92
2.38
1.05

表1-5　日本滞在歴別　留学生のアナウンスの平均値
Q1(10)逃げなければならない

2.41

Q2(1)逃げます Q2(2)逃げて Q2(3)逃げる Q2(4)逃げよう Q2(5)逃げろ Q2(6)逃げなさい Q2(7)逃げてください Q2(8)お逃げください Q2(9)逃げましょう
１年以内 2.15 2.52 2.19 2.56 3.00 3.30 3.48 2.33 2.48
標準偏差 1.03 1.01 0.88 0.89 1.00 0.94 0.93 1.03 1.08
１年半以上 2.27 2.77 2.27 2.56 3.02 2.95 3.38 2.53 2.39
標準偏差 1.05 0.96 0.97 0.94 1.06 0.94 0.87 1.07 1.00

表1-6　日本滞在歴別　留学生の表記の平均値
Q2(10)逃げなければならない

2.33
1.10
2.41
1.02
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55..11..11..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（留留学学生生全全体体のの平平均均ススココアア））  
  まず、留学生全体の 115名分の回答から各表現
の平均値を求めた。平均値を表にしたものが、表

1-1（アナウンス）と表 1-2（表記）である。結果
を見ると、アナウンスでは「逃げてください」の

点数が 3.25と最も高かった。次いで、「逃げろ」
が 2.97で二番目に高かった。表記では、「逃げて 
ください」が平均値 3.40 で最も高い結果となっ
た。 
 
55..11..22..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（JJLLPPTT別別  留留学学生生のの平平均均ススココアア））  
  次に、取得した日本語能力試験（以後、JLPT）
のレベル別で平均値を求めた。N1取得者 48名、
N2取得者 35名、N3取得者と未受験者 32名を
調査した。平均値を表にしたものが、表1-3（アナ
ウンス）と表 1-4（表記）である。その結果、アナ
ウンス、表記ともに「逃げてください」の値が最

も高かった。 
 
55..11..33..  AA 大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（日日本本滞滞在在歴歴別別））  
 また、日本の生活に慣れることで、日本でよく

使用される表現が自然に記憶に残っていることが

考えられるため、日本の滞在歴別でも平均値を求

めた。平均値を表にしたものが、表 1-5（アナウン
ス）と表 1-6（表記）である。日本滞在歴１年半以
上と１年以内の平均値では、アナウンス、表記と

もに滞在歴の長さに関係なく「逃げてください」

の平均値が最も高い結果となった。 
 
55..11..44..  中中国国人人留留学学生生6600名名のの場場合合  
留学生の中でも出身国割合が高い中国人のみでも

平均値を求めた（表 1-7、表 1-8）。アナウンスで
は「逃げろ」と「逃げてください」の平均値が同

じで、表記では「逃げてください」の値が最も高

い結果となった。 
 
 

55..11..55..  東東南南アアジジアアのの留留学学生生3300名名のの場場合合  
 さらに、漢字圏（中国人のみ）と比較し分析す

るため、非漢字圏である東南アジアの学生のみで

も平均値を求めた（表 1-9、表 1-10）。ベトナム（15
名）、ミャンマー（9 名）、インドネシア（5 名）、
マレーシア（1名）の合計 30名分のアンケートの
回答から平均値を求めた。結果は表の通りである。

留学生全体の結果と同じく「逃げてください」の

値が最も高くなり、値はアナウンスが「3.37」、表
記が「3.63」であった。 
 
55..22..  留留学学生生（（日日本本語語学学習習者者））がが最最もも使使用用ししててほほしし
いい表表現現のの分分析析  
 留学生全体、レベル別、滞在歴、中国人のみ、

非漢字圏のみのいずれも、平均値が最も高かった

のはアナウンス、表記ともに「逃げてください」

であった。この結果から、多くの日本語学習者が

「逃げてください」を適切であると考え、緊急時

の使用を肯定的に受け止めていることが確認でき

た。 
 しかし、中国人留学生のアナウンスについては

「逃げろ」と「逃げてください」が同じ値である

点や、全ての区分で「逃げてください」の値が高

くなった点について最適かどうかを示すには決定

的ではないと思われる。より詳細に見ていくこと

が必要であると考え、アンケート内の問いである

「一番使ってほしい表現を選択する」という設問

についても分析する。 
 
55..22..11..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（全全体体））  
  この調査では、最も使用してほしい表現を選択

するアンケートの分析により、表現の嗜好性を明

らかにする。まず、留学生全体の 115名分のアン
ケートの「一番使ってほしい表現」の回答を抽出

し調査した。回答の割合を示したものが、図 1-1
（アナウンス）と図1-2（表記）である。結果を見
ると、アナウンスでは、「逃げろ」が全体の40.9％
（47名）と最も多く、「逃げてください」は36.5％
（42名）で二番目となった。この順番は、表1-1 
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55..11..11..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（留留学学生生全全体体のの平平均均ススココアア））  
  まず、留学生全体の 115名分の回答から各表現
の平均値を求めた。平均値を表にしたものが、表

1-1（アナウンス）と表 1-2（表記）である。結果
を見ると、アナウンスでは「逃げてください」の

点数が 3.25と最も高かった。次いで、「逃げろ」
が 2.97で二番目に高かった。表記では、「逃げて 
ください」が平均値 3.40 で最も高い結果となっ
た。 
 
55..11..22..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（JJLLPPTT別別  留留学学生生のの平平均均ススココアア））  
  次に、取得した日本語能力試験（以後、JLPT）
のレベル別で平均値を求めた。N1取得者 48名、
N2取得者 35名、N3取得者と未受験者 32名を
調査した。平均値を表にしたものが、表1-3（アナ
ウンス）と表 1-4（表記）である。その結果、アナ
ウンス、表記ともに「逃げてください」の値が最

も高かった。 
 
55..11..33..  AA 大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（日日本本滞滞在在歴歴別別））  
 また、日本の生活に慣れることで、日本でよく

使用される表現が自然に記憶に残っていることが

考えられるため、日本の滞在歴別でも平均値を求

めた。平均値を表にしたものが、表 1-5（アナウン
ス）と表 1-6（表記）である。日本滞在歴１年半以
上と１年以内の平均値では、アナウンス、表記と

もに滞在歴の長さに関係なく「逃げてください」

の平均値が最も高い結果となった。 
 
55..11..44..  中中国国人人留留学学生生6600名名のの場場合合  
留学生の中でも出身国割合が高い中国人のみでも

平均値を求めた（表 1-7、表 1-8）。アナウンスで
は「逃げろ」と「逃げてください」の平均値が同

じで、表記では「逃げてください」の値が最も高

い結果となった。 
 
 

55..11..55..  東東南南アアジジアアのの留留学学生生3300名名のの場場合合  
 さらに、漢字圏（中国人のみ）と比較し分析す

るため、非漢字圏である東南アジアの学生のみで

も平均値を求めた（表 1-9、表 1-10）。ベトナム（15
名）、ミャンマー（9 名）、インドネシア（5 名）、
マレーシア（1名）の合計 30名分のアンケートの
回答から平均値を求めた。結果は表の通りである。

留学生全体の結果と同じく「逃げてください」の

値が最も高くなり、値はアナウンスが「3.37」、表
記が「3.63」であった。 
 
55..22..  留留学学生生（（日日本本語語学学習習者者））がが最最もも使使用用ししててほほしし
いい表表現現のの分分析析  
 留学生全体、レベル別、滞在歴、中国人のみ、

非漢字圏のみのいずれも、平均値が最も高かった

のはアナウンス、表記ともに「逃げてください」

であった。この結果から、多くの日本語学習者が

「逃げてください」を適切であると考え、緊急時

の使用を肯定的に受け止めていることが確認でき

た。 
 しかし、中国人留学生のアナウンスについては

「逃げろ」と「逃げてください」が同じ値である

点や、全ての区分で「逃げてください」の値が高

くなった点について最適かどうかを示すには決定

的ではないと思われる。より詳細に見ていくこと

が必要であると考え、アンケート内の問いである

「一番使ってほしい表現を選択する」という設問

についても分析する。 
 
55..22..11..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（全全体体））  
  この調査では、最も使用してほしい表現を選択

するアンケートの分析により、表現の嗜好性を明

らかにする。まず、留学生全体の 115名分のアン
ケートの「一番使ってほしい表現」の回答を抽出

し調査した。回答の割合を示したものが、図 1-1
（アナウンス）と図1-2（表記）である。結果を見
ると、アナウンスでは、「逃げろ」が全体の40.9％
（47名）と最も多く、「逃げてください」は36.5％
（42名）で二番目となった。この順番は、表1-1 

の平均値の結果の順番と逆転している。この点に

ついては、後述するJLPTのレベル別や滞在歴別
の調査結果と合わせて考察していきたい。表記で

は、「逃げてください」が全体の 35.7％（41 名）

で、平均値と同じく最も高い結果となった。二番

目は「逃げろ」で、23.5％（27名）であり、「逃げ
てください」と大きな差が見られた。 
 

 

 
図 1-1 アナウンスで最も使用してほしい表現（留学生全体） 

 
 

 
図 1-2 表記で最も使用してほしい表現（留学生全体） 
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55..22..22..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（JJLLPPTT別別））  
 次に、取得している JLPT別で比較した。N1取
得者 48名、N2取得者 35名、N3取得者と未受
験者32名を調査した。N１取得者がアナウンスで
最も使用してほしいのは、「逃げてください」の

43.8％（21名）が最も高かった。しかし、N2取
得者と、N3 取得者と未受験者がアナウンスで最
も使用してほしいと選択したのは「逃げろ」で、

それぞれN2取得者で 54.3%（19名）、N3取得者
と未受験者が40.6%（13名）で最も高かった。表
記では、N1取得者の 42.7％（20名）、N2取得者
の 40.0％（14名）が「逃げてください」を最も使
用してほしいと選び、次点の「逃げろ」との差は

大きかった。N3 取得者と未受験者は、「逃げろ」
を選択する人が 28.1%（9名）で最も高い結果と
なった。これらの結果からアナウンス、表記とも

に、JLPT の取得レベルが低い人は、命令形で強
く短い表現が最適であると考えていることが明ら

かとなった。 
 
55..22..33..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（日日本本滞滞在在歴歴別別））  
また、日本の滞在歴別でも調査し比較した。日

本滞在歴１年半以上と１年以内に分けて調査した

結果、日本滞在歴 1年半以上の学生はアナウンス
で「逃げろ」を選んだ割合が40.9％（36名）で最
も高かった。日本滞在歴1年以内の学生はアナウ
ンスで「逃げろ」と「逃げてください」を選んだ

割合がともに40.7％（11名）で最も高かった。さ
らに、日本滞在歴 2 年以上の学生に限定すると、
アナウンスで「逃げろ」を選んだのが54.7％（30
名）で最も高い結果となった。しかし、次点の「逃

げてください」との割合の差は小さく、規則性が

なかった。滞在歴の長短によって、使用してほし

い表現が変わらないことが確認できた。つまり、

アナウンスでは滞在歴によって表現を変える必要

はないと考えられる。加えて表記では、平均値や

全体の割合と同じく「逃げてください」の使用が

最適であると考える人の割合がいずれの滞在歴で

も最も高かった。この調査から、留学生が使用し

てほしい表現は、日本の滞在歴やその期間に身に

付いた日本文化、習慣とは関係性が弱いと考えら

れる。 
 

55..22..44..  中中国国人人留留学学生生6600名名のの場場合合  
 中国人留学生 60 名のみを抽出し分析した。そ
の結果、アナウンス面では、「逃げろ」を使用して

ほしい人が46.7%（28名）で最も高く、次いで「逃
げてください」が 28.3％（17名）であった。平均
値（表 1-7）では中国人留学生の 70%以上が「逃
げろ」「逃げてください」のどちらの表現も肯定的

に受け止めているが、最も使用してほしい表現を

選択するとなると「逃げろ」の割合が高い結果と

なった。この他、留学生全体の結果をふまえ JLPT
のレベル別、滞在歴、学習歴でも抽出し算出した

が、アナウンスではいずれの場合も「逃げろ」を

最も使用してほしいという結果となった。このこ

とから、中国人留学生にとっては緊急時のアナウ

ンスとして命令形の「逃げろ」が最適であり、敬

語が使用されない点についても肯定的であること

が分かった。緊急時である場合、強く短く明確で

ある表現がよいという点においては、中国人がス

トレートに伝える表現を好む文化的な背景が関係

している可能性がある。この点の理由については、

今後の課題である。 
表記については、「逃げてください」を使用して

ほしい人が28.3%（17名）で最も高かった。平均
値ではこの問いについて、適切だと思う（50%）、
多少適切だと思う（27%）と回答していることか
ら、全体の4分の3以上の人が「逃げてください」
を肯定的に受け止めた上で、最も使用してほしい

と考えていることが明らかとなった。また、JLPT
の取得レベル別で表記面を見た場合、N1,N2取得
者は「逃げてください」を選択する割合が高く、

N3取得者と未受験者は「逃げろ」を使用してほし
い人の割合が高い結果となった。表記面では

JLPT の取得レベルが低い学生が、短く強い表現
である命令形の「逃げろ」を使用してほしいこと

が明らかとなった。 
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55..22..22..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（JJLLPPTT別別））  
 次に、取得している JLPT別で比較した。N1取
得者 48名、N2取得者 35名、N3取得者と未受
験者32名を調査した。N１取得者がアナウンスで
最も使用してほしいのは、「逃げてください」の

43.8％（21名）が最も高かった。しかし、N2取
得者と、N3 取得者と未受験者がアナウンスで最
も使用してほしいと選択したのは「逃げろ」で、

それぞれN2取得者で 54.3%（19名）、N3取得者
と未受験者が40.6%（13名）で最も高かった。表
記では、N1取得者の 42.7％（20名）、N2取得者
の 40.0％（14名）が「逃げてください」を最も使
用してほしいと選び、次点の「逃げろ」との差は

大きかった。N3 取得者と未受験者は、「逃げろ」
を選択する人が 28.1%（9名）で最も高い結果と
なった。これらの結果からアナウンス、表記とも

に、JLPT の取得レベルが低い人は、命令形で強
く短い表現が最適であると考えていることが明ら

かとなった。 
 
55..22..33..  AA大大学学、、BB大大学学合合わわせせてて 111155名名のの留留学学生生
（（日日本本滞滞在在歴歴別別））  
また、日本の滞在歴別でも調査し比較した。日

本滞在歴１年半以上と１年以内に分けて調査した

結果、日本滞在歴 1年半以上の学生はアナウンス
で「逃げろ」を選んだ割合が40.9％（36名）で最
も高かった。日本滞在歴1年以内の学生はアナウ
ンスで「逃げろ」と「逃げてください」を選んだ

割合がともに40.7％（11名）で最も高かった。さ
らに、日本滞在歴 2 年以上の学生に限定すると、
アナウンスで「逃げろ」を選んだのが54.7％（30
名）で最も高い結果となった。しかし、次点の「逃

げてください」との割合の差は小さく、規則性が

なかった。滞在歴の長短によって、使用してほし

い表現が変わらないことが確認できた。つまり、

アナウンスでは滞在歴によって表現を変える必要

はないと考えられる。加えて表記では、平均値や

全体の割合と同じく「逃げてください」の使用が

最適であると考える人の割合がいずれの滞在歴で

も最も高かった。この調査から、留学生が使用し

てほしい表現は、日本の滞在歴やその期間に身に

付いた日本文化、習慣とは関係性が弱いと考えら

れる。 
 

55..22..44..  中中国国人人留留学学生生6600名名のの場場合合  
 中国人留学生 60 名のみを抽出し分析した。そ
の結果、アナウンス面では、「逃げろ」を使用して

ほしい人が46.7%（28名）で最も高く、次いで「逃
げてください」が 28.3％（17名）であった。平均
値（表 1-7）では中国人留学生の 70%以上が「逃
げろ」「逃げてください」のどちらの表現も肯定的

に受け止めているが、最も使用してほしい表現を

選択するとなると「逃げろ」の割合が高い結果と

なった。この他、留学生全体の結果をふまえ JLPT
のレベル別、滞在歴、学習歴でも抽出し算出した

が、アナウンスではいずれの場合も「逃げろ」を

最も使用してほしいという結果となった。このこ

とから、中国人留学生にとっては緊急時のアナウ

ンスとして命令形の「逃げろ」が最適であり、敬

語が使用されない点についても肯定的であること

が分かった。緊急時である場合、強く短く明確で

ある表現がよいという点においては、中国人がス

トレートに伝える表現を好む文化的な背景が関係

している可能性がある。この点の理由については、

今後の課題である。 
表記については、「逃げてください」を使用して

ほしい人が28.3%（17名）で最も高かった。平均
値ではこの問いについて、適切だと思う（50%）、
多少適切だと思う（27%）と回答していることか
ら、全体の4分の3以上の人が「逃げてください」
を肯定的に受け止めた上で、最も使用してほしい

と考えていることが明らかとなった。また、JLPT
の取得レベル別で表記面を見た場合、N1,N2取得
者は「逃げてください」を選択する割合が高く、

N3取得者と未受験者は「逃げろ」を使用してほし
い人の割合が高い結果となった。表記面では

JLPT の取得レベルが低い学生が、短く強い表現
である命令形の「逃げろ」を使用してほしいこと

が明らかとなった。 

55..22..55..  東東南南アアジジアアのの留留学学生生3300名名のの場場合合  
 ベトナム15名、ミャンマー9名、インドネシア
5名、マレーシア 1名の合計 30名で分析した。こ
こでも留学生全体の結果をふまえ、非漢字圏の日

本語学習者全体とJLPTの取得レベル別で調査し
分析した。東南アジアの学生はアナウンスでは「逃

げろ」が43.3%（13名）で最適であると考える人
の割合が最も高く、表記では「逃げてください」

が 33.3%（10名）で最も高い結果となった。この
結果は、漢字圏である中国人のみの調査や留学生

全体の調査と同じであり、緊急時の表現において

は、漢字圏、非漢字圏でアナウンスや表記を分け

る必要はないと考えられる。JLPT のレベル別で
は、アナウンス面でN2以下の学生は「逃げろ」
が最適だと考える割合が最も高く、N1 以上の学
生は「逃げてください」などの丁寧な表現が最適

だという結果となった。アナウンス面においては、

JLPT の取得レベルが低い学生の方が「逃げろ」
を使用してほしいという結果となった。表記では、

どのレベルの学生も「逃げてください」の割合が

高く、非漢字圏の学生全体で調査した結果と大き

な差はなかった。 
 
55..33..  記記述述式式にによよるる回回答答  
55..33..11..  アアナナウウンンススのの表表現現「「逃逃げげててくくだだささいい」」をを  
選選んんだだ理理由由  
  この調査では、5.1 と 5.2 の量的結果で得た理
由の心理的な背景を明らかにする。 
 アナウンスの表現で、最も使用してほしい表現

に「逃げてください」を選択した人の理由を以下

に列挙する（原文ママ）。 
・他より聞きやすい、「逃げろ」よりも丁寧だから 
・丁寧で落ち着いた口調なので、明確で分かりや

すい指示をして、行動を促す力もある。「逃げろ」

や「逃げなさい」よりも不安や恐怖感がない 
・他よりも聞いている人は冷静になれると思う 
・緊急時にきちんと「お逃げ下さい」というのも

無理そうだ。普通の人なら「逃げて！」となる

と思うが、テレビ等ではせめて「逃げてくださ

い」を使用してほしい。（必要最低限）など 

55..33..22..  アアナナウウンンススのの表表現現「「逃逃げげろろ」」をを選選んんだだ理理由由  
 アナウンスの表現で、最も使用してほしい表現

に「逃げろ」を選択した人の理由を以下に列挙す

る（原文ママ）。 
・簡単なN5程度の日本語である。分かりやすい
し、緊急事態という現状も伝えられる 
・映画やアニメでよく聞いているので、聞きなれ

ていて「逃げろ」を聞くと危機感が感じられる 
・「逃げろ」という表現が他よりも多少乱暴に思わ

れるかもしれないが、それがむしろ他人にはは

っきりと伝えることができると思うから 
・命令形の表現で緊急の時だけ使うと思う。緊張

感が感じられる 
・アナウンスなので、より早くより簡単な言い方

で伝える方がいい 
・なにより簡単明瞭 など 
 
55..33..33..   表表記記のの表表現現「「逃逃げげててくくだだささいい」」をを選選んんだだ
理理由由  
 表記の表現で、最も使用してほしい表現に「逃

げてください」を選択した人の理由を以下に列挙

する（原文ママ）。 
・書く場合は、普段よく見る「ください」を使う

方がよりすぐ反応できる 
・書いてある文字なので、強力な表現の中でも、

できるだけ敬語の方が適切ではないかと思いま

した 
・最初に日本語を勉強した時に、「～てください」

という文法が出てきたので、一番記憶に残って

いるから。日本の初級レベルであり、日本語が

あまりできなくても「逃げてください」を見た

ら何とか分かると思うからです。 
・他よりも安心できるから 
・親切感があるから など 
 
66..  研研究究結結果果  
66..11..  アアナナウウンンススのの表表現現  多多くくのの日日本本語語学学習習者者にに

肯肯定定的的にに受受けけ止止めめらられれるる「「逃逃げげててくくだだささいい」」とと、、

限限定定さされれたた「「逃逃げげろろ」」のの使使用用  
 声や音声で伝えるアナウンスの各表現の平均値
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を求め比較した結果、「逃げてください」を使用す

ることは全体的に多くの日本語学習者にとって肯

定的で適切であると考えられていることが確認さ

れた。また、JLPT のレベル別で見ると、取得レ
ベルがN1以上の学生は「逃げてください」を使
用することが最適であると考える割合が高かった。

記述式の回答から分析しても、「逃げてください」

を選択した人は、丁寧な表現であるほうが緊急時

に精神的に安心できるということが示された。一

方、JLPTの取得レベルが N2以下の学生は、は
っきりと緊急時であることが認識でき、簡潔な表

現である命令形の「逃げろ」を使用することが最

適であると考えていることが明らかとなった。 
 
66..22..   表表記記のの表表現現  「「逃逃げげててくくだだささいい」」がが最最適適でで

ああるる  
 文字情報である表記は「逃げてください」を使

用することが、多くの日本語学習者に適切である

と考えられ、肯定的に受け止められることが明ら

かとなった。また、留学生（全体）の調査では、

JLPT の取得レベルが低い人ほど「逃げろ」が最
適であると考えていることが明らかとなった。ア

ナウンス面と類似した結果であることは注目すべ

きである。 
 
77..  ままととめめ・・展展望望  
 本論では、留学生のアンケートを分析し日本語

学習者の視点で緊急時のアナウンスと表記におい

て、どの表現が最適かを明らかにした。平均値で

はアナウンス、表記ともに「逃げてください」と

いう表現が適切であると考えられ、肯定的に受け

止められていることが示された。また、さらに分

類し、見ていくことでJLPTの取得レベルが低い
人は命令形で強く簡潔な表現である「逃げろ」を

使用してほしいことが判明した。今後の多文化共

生社会を見通し、留学生や日本語学習者と日本人

との歩み寄りは必要不可欠であると考える。これ

らのことから、メディア視点や日本語教育の視点

で提案する。 
まずメディア視点では、アナウンスで「逃げて

ください」を使用し、表記では「逃げてください」

もしくは、「逃げて」を使用することが望ましいと

考えられる。平均値の分析結果と記述式アンケー

トの結果から、全体的に多くの日本語学習者が「逃

げてください」の使用を適切であると考えている

ことが確認できた。アンケートには「丁寧だから

安心する」「メディア側が伝えるマナーとして」と

いった回答を得た。これらを考慮し、多くの視聴

者に発信するメディアの観点から、日本語学習者

全体に肯定的に受け止められている表現を使うこ

とが望ましいと考える。また、分類後の分析では

JLPT レベルが高い人は「逃げてください」とい
う丁寧な表現が最適だと考えていることが明らか

となった。日本語学習者のなかでも上級者が視聴

するテレビやラジオでは、丁寧な表現が最適であ

ると考えられる。しかし、聞き慣れた表現でもあ

るため強い口調で伝えるなどアナウンス面では伝

え方に工夫が必要である。そこで、アナウンスで

は「逃げて、逃げてください、今すぐ逃げてくだ

さい」等「逃げて」を含めた言葉を初めに繰り返

し伝えることや、声の大きさを次第に強く大きく

していくことを提案の一つとしたい。中島（2024）
の調査にあるように、強い口調によって「怖い」

と感じた人がいたことから、伝え方は今後も工夫

が必要である。 
また、表記については指示や勧める機能がある

「逃げてください」の使用を検討しながら、「逃げ

て」を使用していくことが望ましいと思われる。

テレビでは画面に映せる範囲があるため、「逃げて

ください」を使用すると文字が小さくなったり、

他の情報が見えなくなったりする障害が出てくる

ことが予想される。さらに、日本語学習者にとっ

てアナウンスと表記は同じであることが情報の理

解として望ましい点などを含め、「逃げて」の表記

に統一することが最適であると思われる。さらに、

ひらがなのルビをふることを必須とし、「逃げてく

ださい」の使用も検討が必要である。一方で、留

学生の使用頻度が高いインターネットでは、「逃げ

ろ」を積極的に使用する必要がある。JLPT の取
得レベルが低い人も利用するインターネット端末
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を求め比較した結果、「逃げてください」を使用す

ることは全体的に多くの日本語学習者にとって肯

定的で適切であると考えられていることが確認さ

れた。また、JLPT のレベル別で見ると、取得レ
ベルがN1以上の学生は「逃げてください」を使
用することが最適であると考える割合が高かった。

記述式の回答から分析しても、「逃げてください」

を選択した人は、丁寧な表現であるほうが緊急時

に精神的に安心できるということが示された。一

方、JLPTの取得レベルが N2以下の学生は、は
っきりと緊急時であることが認識でき、簡潔な表

現である命令形の「逃げろ」を使用することが最

適であると考えていることが明らかとなった。 
 
66..22..   表表記記のの表表現現  「「逃逃げげててくくだだささいい」」がが最最適適でで

ああるる  
 文字情報である表記は「逃げてください」を使

用することが、多くの日本語学習者に適切である

と考えられ、肯定的に受け止められることが明ら

かとなった。また、留学生（全体）の調査では、

JLPT の取得レベルが低い人ほど「逃げろ」が最
適であると考えていることが明らかとなった。ア

ナウンス面と類似した結果であることは注目すべ

きである。 
 
77..  ままととめめ・・展展望望  
 本論では、留学生のアンケートを分析し日本語

学習者の視点で緊急時のアナウンスと表記におい

て、どの表現が最適かを明らかにした。平均値で

はアナウンス、表記ともに「逃げてください」と

いう表現が適切であると考えられ、肯定的に受け

止められていることが示された。また、さらに分

類し、見ていくことでJLPTの取得レベルが低い
人は命令形で強く簡潔な表現である「逃げろ」を

使用してほしいことが判明した。今後の多文化共

生社会を見通し、留学生や日本語学習者と日本人

との歩み寄りは必要不可欠であると考える。これ

らのことから、メディア視点や日本語教育の視点

で提案する。 
まずメディア視点では、アナウンスで「逃げて

ください」を使用し、表記では「逃げてください」

もしくは、「逃げて」を使用することが望ましいと

考えられる。平均値の分析結果と記述式アンケー

トの結果から、全体的に多くの日本語学習者が「逃

げてください」の使用を適切であると考えている

ことが確認できた。アンケートには「丁寧だから

安心する」「メディア側が伝えるマナーとして」と

いった回答を得た。これらを考慮し、多くの視聴

者に発信するメディアの観点から、日本語学習者

全体に肯定的に受け止められている表現を使うこ

とが望ましいと考える。また、分類後の分析では

JLPT レベルが高い人は「逃げてください」とい
う丁寧な表現が最適だと考えていることが明らか

となった。日本語学習者のなかでも上級者が視聴

するテレビやラジオでは、丁寧な表現が最適であ

ると考えられる。しかし、聞き慣れた表現でもあ

るため強い口調で伝えるなどアナウンス面では伝

え方に工夫が必要である。そこで、アナウンスで

は「逃げて、逃げてください、今すぐ逃げてくだ

さい」等「逃げて」を含めた言葉を初めに繰り返

し伝えることや、声の大きさを次第に強く大きく

していくことを提案の一つとしたい。中島（2024）
の調査にあるように、強い口調によって「怖い」

と感じた人がいたことから、伝え方は今後も工夫

が必要である。 
また、表記については指示や勧める機能がある

「逃げてください」の使用を検討しながら、「逃げ

て」を使用していくことが望ましいと思われる。

テレビでは画面に映せる範囲があるため、「逃げて

ください」を使用すると文字が小さくなったり、

他の情報が見えなくなったりする障害が出てくる

ことが予想される。さらに、日本語学習者にとっ

てアナウンスと表記は同じであることが情報の理

解として望ましい点などを含め、「逃げて」の表記

に統一することが最適であると思われる。さらに、

ひらがなのルビをふることを必須とし、「逃げてく

ださい」の使用も検討が必要である。一方で、留

学生の使用頻度が高いインターネットでは、「逃げ

ろ」を積極的に使用する必要がある。JLPT の取
得レベルが低い人も利用するインターネット端末

では、短く簡潔な表現を使用することが望ましい

と考えられる。命令表現は小池他（2002）で、「話
し手が聞き手に対し、一方的にある状態や行動の

実行を指示する表現」と記載されている。しかし、

井上（2012）では避難の命令について取り上げ「法
律上の命令」と「表現上の命令」とは区別すべき

であることの重要性を論じている。さらに、調査

により防災無線ではすでに命令形の「逃げろ」や

「避難せよ」などの言葉が用いられていることを

記載している。日本語学習者がよく利用するメデ

ィアについては、アナウンス、表記ともに「逃げ

ろ」の使用を前向きに検討していく必要がある。

加えて、法律などの制限がない近隣住民間での緊

急時の呼びかけには「逃げろ」を使用することが

有効である。今回の分析結果を参考に、日本語レ

ベルが分からない人に対しては、丁寧な表現より

も簡潔で危険度の強さが分かりやすい表現を使用

することが望ましいからである。 
最後に日本語教育としては、多くの日本語学習

者が「逃げてください」を適切だと考えている結

果に注目しなければならない。分析結果では、ア

ナウンスで「逃げてください」の次に「逃げろ」

の表現が多くの日本語学習者に適切だと考えられ

ていることも確認できた。しかし、記述式のアン

ケートにより、命令形の学習時に初めて動詞の「逃

げろ」や「地震」「危険」などの名詞が導入される

ことが大きく関係していることが考えられる。つ

まり、「逃げろ」という命令形が、危険なイメージ

や災害と関連があるということがすでに刷り込ま

れている可能性がある。今後は動詞の「逃げる」

をより早い段階で導入することや、「て形」の導入

時に「逃げて」や「逃げてください」を積極的に

取り入れていくことを検討する必要がある。もし

くは、オリエンテーションなどで防災対策として

別の時間を作り、導入することが望ましいと考え

る。よって、今後は「て形」や「～てください」

の学習をさらに充実させていくことが重要である。

「て形」の学習時には導入に時間をかける教師が

多い。その過程のなかに、緊急時の身を守る言葉

が導入されることで、学習に集中してもらいやす

くなることが期待できる。留学生が日本に来て半

年の間に地震や津波などの危険に遭遇することは

大いに考えられるため、学習が早いことに問題は

ない。今後は「て形」の理解度、伝わり方なども

調査したい。 
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授授業業外外ののレレジジュュメメ作作成成課課題題ににおおけけるる動動機機づづけけのの検検討討  
EExxaammiinnaattiioonn  ooff  mmoottiivvaattiioonn  iinn  oouutt--ooff--ccllaassss  rreessuummee  wwrriittiinngg  aassssiiggnnmmeennttss  

 
梅本貴豊（京都外国語大学共通教育機構） 
稲垣勉（京都外国語大学共通教育機構） 

Takatoyo Umemoto (Kyoto University of Foreign Studies, Institute for Liberal Arts and 
Sciences) 

Tsutomu Inagaki (Kyoto University of Foreign Studies, Institute for Liberal Arts and 
Sciences) 

 
要要旨旨  
 本研究では、大学のゼミ形式の授業科目における、授業外でのレジュメ作成課題における動機

づけについて検討を行った。質問紙による調査を行い、40 名のデータを分析対象とした。偏相関

分析の結果、有意傾向ではあるが、同一化調整は課題の出来の自己評価との間に正の関連を示し

た。また、同一化調整は、授業科目全体に関わるテーマである「研究すること」への理解の深ま

りとの間に正の関連を示した。さらに、偏順位相関分析の結果、課題の振り返りの量的側面に対

しては、内的調整が正の関連を、有意傾向ではあるが外的調整が負の関連を示した。課題の振り

返りの質的側面に対しては、同一化調整が正の関連を、有意傾向ではあるが取り入れ調整が負の

関連を示した。以上の結果に基づき、大学生のレジュメ作成課題における動機づけについて考察

を行った。 
 
キキーーワワーードド  動動機機づづけけ、、授授業業外外学学習習、、レレジジュュメメ作作成成課課題題、、振振りり返返りり  ／／  MMoottiivvaattiioonn,,  OOuutt--ooff--CCllaassss  
LLeeaarrnniinngg,,  RReessuummee  WWrriittiinngg  AAssssiiggnnmmeennttss,,  RReefflleeccttiioonn  
 
11..  問問題題とと目目的的  
11..11..  授授業業外外学学習習ににおおけけるる動動機機づづけけ  
動機づけは、学習への取り組みやパフォーマン

スに大きな影響を与えることが知られており、こ

れまで多くの研究によってその重要性が明らかに

されてきた。最も有名な動機づけ理論の一つが、

自己決定理論である（Deci & Ryan, 2002; Ryan 
& Deci, 2020）。自己決定理論において動機づけは、

自律性の程度によって区分される。そして、区分

されたそれらの動機づけは、一次元に位置づけら

れている。まず、最も自律性の程度が高いのが内

的調整であり、学習の面白さ興味などに基づくも

のである。次に自律性の程度が高いのが、同一化

調整であり、学習の重要性や価値に基づくもので

ある。その次に自律性の程度が高いのが、取り入

れ調整であり、学習に取り組むことによる自己価

値の維持や恥の回避などに基づくものである。最

も自律性の程度が低いのが、報酬の獲得や罰の回

避などの外的な圧力に基づく外的調整である。内

的調整は内発的動機づけに、それ以外の三つは外

発的動機づけに位置づけられる。これまでの研究

では、主に自律性の程度が高い動機づけである内

的調整や同一化調整が学習を促進し、自律性の程

度が低い統制的な動機づけである取り入れ調整や

外的調整が学習を阻害する傾向が示されてきた

（レビューとしてHoward et al., 2021）。 
さて、「学習」は、学校の授業内だけではなく、

授業外でも行われる。特に、教員や友人が近くに

いないなかで、スマートフォンやテレビなどの誘

惑に負けずに授業外の課題を自律的に行うために

は、動機づけが重要な要因となる（Trautwein & 
Lüdtke, 2009）。例えば、Umemoto & Inagaki
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（2025）は、日本の大学生を対象に2時点の縦断

的な調査から、授業外学習の動機づけと授業外学

習への取り組み（エンゲージメント）との関連を

検討している。交差遅延パネルモデルによる分析

の結果、内的調整が学習中のポジティブな感情に

関する感情的エンゲージメントに正の影響を与え

ること、同一化調整と取り入れ調整が学習中の努

力や持続性などに関する行動的エンゲージメント

に正の影響を与えることが示された。この研究か

らも、学習者の授業外学習を支援するために、動

機づけに着目する重要性がうかがえる。 
Umemoto & Inagaki（2025）の研究は、授業外

学習全般を対象として特定の課題に焦点をあてて

いるわけではなく、また、動機づけと授業外学習

中の取り組みとの関連しか検討していない。動機

づけに基づく授業外学習プロセスをより精緻に理

解して支援につなげるためには、特定の課題にフ

ォーカスをあてたり、学習中の取り組み以外の変

数との関連を検討したりする必要がある。さらに、

量的な観点（例えば、自己評価尺度）からだけで

はなく、より質的な観点（例えば、自由記述やイ

ンタビュー）からも多面的に学習プロセスの検討

を行っていくことが重要であろう。そこで本研究

では、授業外でのレジュメ作成課題に焦点をあて、

課題の出来や振り返りなどの課題への取り組み後

の変数や、授業内での活動などの変数を取り上げ

る。また、課題の振り返りについては、量と質の

両面から測定を行う。 
 
11..22..  本本研研究究のの目目的的  
 本研究の主な目的は、大学生を対象に、授業外

でのレジュメ作成課題における動機づけについて

検討を行うことである。具体的には、以下の四つ

の観点から検討を行う。 
 一つ目は、授業外学習課題の出来との関連であ

る。具体的に本研究で対象とする授業は、卒業論

文作成に向けたゼミ形式の授業であり、各自で卒

業論文に関連する学術論文を探して読み、レジュ

メにまとめるという課題が課された。どのような

動機づけがレジュメ作成課題の出来に影響するの

かを明らかにすることで、授業外学習の動機づけ

の基礎的な理解につながるであろう。 
 二つ目は、授業内での活動との関連である。本

研究で対象とする授業では、レジュメ作成課題に

基づいて授業内で発表が行われた。こういった授

業内での発表活動との関連を検討することで、授

業外学習の動機づけがどこまでの活動や学習に関

連するのかといった、影響範囲について示唆を得

ることができる。 
 三つ目は、授業外学習課題を超えた授業科目全

体に関わるテーマへの理解との関連である。例え

ば、本研究の対象授業においては、レジュメ作成

課題を通して、卒業論文の作成に向けた「研究す

ること」への理解を深めることが重要であった。

こういった関連の検討から、特定の授業外課題へ

の取り組みを超え、授業外学習の動機づけが授業

全体にかかわるテーマの本質的な理解や学びにど

のようにつながっていくのかといったプロセスを

明らかにできる。 
 四つ目は、授業外学習課題の振り返りとの関連

である。本研究では、自由記述によってレジュメ

作成課題の振り返りを測定する。その際に、振り

返りの量的な側面と質的な側面の両面から検討を

行う。これにより、授業外学習の動機づけが振り

返りにどのように関連するのかをより精緻に理解

することができる。主体的な学習プロセスの解明

を目指す自己調整学習分野において、学習過程や

結果の評価、原因の分析などに関する「自己内省」

はいわゆる振り返りと位置づけることができ、「予

見」や「遂行」と並んで効果的な学習サイクルを

構成する重要なプロセスである（Schunk & 
Zimmerman, 2011）。すなわち、自分の課題への

取り組みや結果を具体的に振り返り、評価、考察

を行うことによって、今回の反省や改善点を次回

の効果的な学習につなげることができる。なお、

先行研究においては、自己調整学習の学習サイク

ルを背景として、学習の振り返り活動を通して動

機づけを高めるといった方向性による検討が多い

（e.g., 飯塚、2018; 日部他、2012）。しかしなが

ら、高い動機づけは学習プロセスや結果への注意

― 60 ―

関西大学高等教育研究　第17号　2026年３月



（2025）は、日本の大学生を対象に2時点の縦断

的な調査から、授業外学習の動機づけと授業外学

習への取り組み（エンゲージメント）との関連を

検討している。交差遅延パネルモデルによる分析

の結果、内的調整が学習中のポジティブな感情に

関する感情的エンゲージメントに正の影響を与え

ること、同一化調整と取り入れ調整が学習中の努

力や持続性などに関する行動的エンゲージメント

に正の影響を与えることが示された。この研究か

らも、学習者の授業外学習を支援するために、動

機づけに着目する重要性がうかがえる。 
Umemoto & Inagaki（2025）の研究は、授業外

学習全般を対象として特定の課題に焦点をあてて

いるわけではなく、また、動機づけと授業外学習

中の取り組みとの関連しか検討していない。動機

づけに基づく授業外学習プロセスをより精緻に理

解して支援につなげるためには、特定の課題にフ

ォーカスをあてたり、学習中の取り組み以外の変

数との関連を検討したりする必要がある。さらに、

量的な観点（例えば、自己評価尺度）からだけで

はなく、より質的な観点（例えば、自由記述やイ

ンタビュー）からも多面的に学習プロセスの検討

を行っていくことが重要であろう。そこで本研究

では、授業外でのレジュメ作成課題に焦点をあて、

課題の出来や振り返りなどの課題への取り組み後

の変数や、授業内での活動などの変数を取り上げ

る。また、課題の振り返りについては、量と質の

両面から測定を行う。 
 
11..22..  本本研研究究のの目目的的  
 本研究の主な目的は、大学生を対象に、授業外

でのレジュメ作成課題における動機づけについて

検討を行うことである。具体的には、以下の四つ

の観点から検討を行う。 
 一つ目は、授業外学習課題の出来との関連であ

る。具体的に本研究で対象とする授業は、卒業論

文作成に向けたゼミ形式の授業であり、各自で卒

業論文に関連する学術論文を探して読み、レジュ

メにまとめるという課題が課された。どのような

動機づけがレジュメ作成課題の出来に影響するの

かを明らかにすることで、授業外学習の動機づけ

の基礎的な理解につながるであろう。 
 二つ目は、授業内での活動との関連である。本

研究で対象とする授業では、レジュメ作成課題に

基づいて授業内で発表が行われた。こういった授

業内での発表活動との関連を検討することで、授

業外学習の動機づけがどこまでの活動や学習に関

連するのかといった、影響範囲について示唆を得

ることができる。 
 三つ目は、授業外学習課題を超えた授業科目全

体に関わるテーマへの理解との関連である。例え

ば、本研究の対象授業においては、レジュメ作成

課題を通して、卒業論文の作成に向けた「研究す

ること」への理解を深めることが重要であった。

こういった関連の検討から、特定の授業外課題へ

の取り組みを超え、授業外学習の動機づけが授業

全体にかかわるテーマの本質的な理解や学びにど

のようにつながっていくのかといったプロセスを

明らかにできる。 
 四つ目は、授業外学習課題の振り返りとの関連

である。本研究では、自由記述によってレジュメ

作成課題の振り返りを測定する。その際に、振り

返りの量的な側面と質的な側面の両面から検討を

行う。これにより、授業外学習の動機づけが振り

返りにどのように関連するのかをより精緻に理解

することができる。主体的な学習プロセスの解明

を目指す自己調整学習分野において、学習過程や

結果の評価、原因の分析などに関する「自己内省」

はいわゆる振り返りと位置づけることができ、「予

見」や「遂行」と並んで効果的な学習サイクルを

構成する重要なプロセスである（Schunk & 
Zimmerman, 2011）。すなわち、自分の課題への

取り組みや結果を具体的に振り返り、評価、考察

を行うことによって、今回の反省や改善点を次回

の効果的な学習につなげることができる。なお、

先行研究においては、自己調整学習の学習サイク

ルを背景として、学習の振り返り活動を通して動

機づけを高めるといった方向性による検討が多い

（e.g., 飯塚、2018; 日部他、2012）。しかしなが

ら、高い動機づけは学習プロセスや結果への注意

を高めるとされているため（Zimmerman, 2011）、
動機づけから振り返り活動への影響が想定できる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  調調査査手手続続ききとと研研究究参参加加者者  
 A大学の二つの授業を対象にして、2023年度お

よび 2024 年度の秋学期にそれぞれ質問紙による

調査を行った。2023 年度については、授業 X で

は 11 名が、授業Y では 12 名が調査に回答した。

2024年度については、授業Xでは 10名が、授業

Yでは 11名が回答した。なお、2023年度と 2024
年度の参加者は異なる学生であった。後述する振

り返りの自由記述から、対象授業の授業外学習（レ

ジュメ作成課題）を想定して回答していないと見

受けられる学生が 4名いたため、それらのデータ

は削除し、最終的に 40 名のデータを分析対象と

した。参加者全員が、調査時に外国語学部に所属

する 3 年生であり、平均年齢は 20.77、標準偏差

は 0.48 であった。質問紙は、各授業内で配付され、

その場で回答を求め、回収された。 
 
22..22..  対対象象授授業業とと授授業業外外学学習習課課題題  
 本研究で対象とした二つの授業は、同一科目で

あるが、授業担当者は異なるゼミ形式の授業であ

った。学生はこの科目において 4年次に、心理学

もしくは教育に関する卒業論文を作成することが

求められた。本研究で分析の対象としたのは、3年

次の授業外学習課題の一つであった。具体的には、

心理学もしくは教育に関連する学術論文を各自で

探して読み、レジュメを作成するものであった。

また、そのレジュメに基づいて、授業内では20分

から30分程度で発表および質疑応答が行われた。 
 
22..33..  調調査査内内容容  
学生は、上述した授業外学習課題およびそれに

基づく授業内での発表に対して、以下の項目への

回答が求められた。 
授業外学習の動機づけについては、Umemoto 

& Inagaki（2025）の尺度を用いて測定した。こ

の尺度には、四つの下位尺度が含まれた。一つ目

は、内的調整（5項目）で、項目例は「授業外の課

題を行ったのは、私にとってそれをすることが面

白かったからだ」であった。二つ目は、同一化調

整（6 項目）で、項目例は「授業外の課題を行っ

たのは、自分の学習を深めるためにやる価値があ

ったからだ」であった。三つ目は、取り入れ調整

（4 項目）で、項目例は「授業外の課題を行った

のは、やっていないことをまわりの人に知られた

ら恥ずかしかったからだ」であった。四つ目は、

外的調整（3 項目）で、項目例は「授業外の課題

を行ったのは、それをすることになっていたから

だ」であった。教示文は、「この授業の授業外課題

におけるあなたの学習について教えてください。

あなたは授業外での課題に対する学習をどのよう

な理由で行っていましたか。」であり、「全くあて

はまらない」から「よくあてはまる」までの 5件

法で回答を求めた。 
授業外学習課題の出来については、「授業外課題

の自己評価」として 1項目で測定した。具体的な

項目は、「授業外の課題の自己評価について、『1 
とても悪いと思う』～『7 とてもよいと思う』と

して、もっともあてはまる数字に丸をつけてくだ

さい。」であった。 
授業内での活動については、「授業内発表の自己

評価」として、1 項目で測定した。具体的な項目

は、「授業内での発表の自己評価について、『1 と
ても悪かったと思う』～『7 とてもよかったと思

う』として、もっともあてはまる数字に丸をつけ

てください。」であった。 
授業外学習課題を超えた授業全体に関わるテー

マへの理解については、「研究への理解の深まり」

として、1 項目による自己評価で測定した。具体

的な項目は、「今回の授業外の課題への取り組みを

通して、『研究するということ』に対するあなたの

理解はどの程度深まりましたか。」であり、「1 全
く理解が深まらなかった」から「7 とてもよく理

解が深まった」までの7件法で回答を求めた。 
授業外学習課題の振り返りについては、自由記

述を用いて測定した。教示文は、「今回の授業外の

課題への取り組みについての振り返りを、文章で
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自由に記述してください。その際、できるだけ具

体的に記述してください。」であった。 
振り返りは、二つの観点から変数化した。一つ

目の「振り返り（文字数）」は、振り返りの量を表

す側面であり、自由記述の文字数をカウントして

変数化した。 
二つ目の「振り返り（内容）」は、振り返りの質

を表す側面であり、自由記述の内容を評価して変

数化した。自由記述の評価に関しては、観点を決

めて 1から 3点で評価を行った。メタ認知等の観

点から学習のプロセスや振り返りの評価を扱う先

行研究を参考に（Ito & Umemoto, 2022a; 丸山・

森本、2024; Veenman et al., 1997）、浅い振り返

りから深い振り返りになるにつれて点数が高くな

るように、以下に示すような具体的な観点を設定

した。自分の取り組みや結果についての振り返り

に具体性がないものを1点、自分の取り組みや結

果についてのみ具体的に振り返っているものを 2
点、自分の取り組みや結果を反省的に振り返り、

考察や解釈までを具体的に行っているものを3点

とした。 
得点化に際して、まず第 1著者と第2著者がそ

れぞれ独立に記述を評価したところ、一致率は

72%であり、一定の信頼性が確認された。次に、

評価が一致しなかった記述に関しては、両者で協

議を行いながら、得点化していった。最終的に、

1点は 7名、2点は 20名、3点は 12名となった。

1 点の記述例は、「期限内に決められたことを

100%の力で取り組み、達成することができた。」

や「自分の興味がある分野について理解を深めよ

うといくつかの論文を読んだ。」であった。2点の

記述例は、「課題をする日を決めて、全てを理解し

てから取り組むことを心掛けた。」や「まず自分が

しっかりと理解ができるようにまとめました。難

しい言葉は自分なりにメモをしました。」であった。

3点の記述例は、「発表のための準備をする際、今

までは人に伝える『理解しやすく伝える』という

取り組みを行ったことがなかったため、今回の課

題を取り組む事で、自分を理解した上で他者へ伝

わりやすい言葉や、話す速度を考える良い機会と

なった。」や「期限に追われて課題に取り組んでし

まっていたので、ぎりぎりに提出する形になって

しまった。自分なりに理解は深まったが、もっと

早くから取り組んでいたらもっと理解が深まった

のだろうと思う。」であった。 
 
22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究では質問紙のフェースシートに、「回答に

正解、不正解はないこと」「答えたくない質問があ

った場合は答えてなくても良いこと」「成績には一

切関係がないこと」を明記した。調査への協力に

同意する人には「同意します」という項目にチェ

ックを、同意できない人には「同意しません」と

いう項目にチェックをするように求めた。 
 
33..  結結果果  
33..11..  尺尺度度のの構構成成  
 本研究の分析は、統計分析ソフトR（ver. 4.4.1）
を用いて行った。まず、先行研究に従って、動機

づけの下位尺度ごとに α係数を算出した（表 1）。

Mean SD α N

内的調整 3.17 0.76 .85 40

同一化調整 3.72 0.56 .72 40

取り入れ調整 2.28 0.69 .55 40

外的調整 3.39 1.01 .80 40

授業外課題の自己評価 4.40 1.08 40

授業内発表の自己評価 4.08 1.16 40

研究への理解の深まり 4.90 1.15 40

振り返り（文字数） 71.26 43.69 39

表1　各変数の平均値，標準偏差，α係数及び分析人数
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自由に記述してください。その際、できるだけ具

体的に記述してください。」であった。 
振り返りは、二つの観点から変数化した。一つ

目の「振り返り（文字数）」は、振り返りの量を表

す側面であり、自由記述の文字数をカウントして

変数化した。 
二つ目の「振り返り（内容）」は、振り返りの質

を表す側面であり、自由記述の内容を評価して変

数化した。自由記述の評価に関しては、観点を決

めて 1から 3点で評価を行った。メタ認知等の観

点から学習のプロセスや振り返りの評価を扱う先

行研究を参考に（Ito & Umemoto, 2022a; 丸山・

森本、2024; Veenman et al., 1997）、浅い振り返

りから深い振り返りになるにつれて点数が高くな

るように、以下に示すような具体的な観点を設定

した。自分の取り組みや結果についての振り返り

に具体性がないものを1点、自分の取り組みや結

果についてのみ具体的に振り返っているものを 2
点、自分の取り組みや結果を反省的に振り返り、

考察や解釈までを具体的に行っているものを3点

とした。 
得点化に際して、まず第 1著者と第2著者がそ

れぞれ独立に記述を評価したところ、一致率は

72%であり、一定の信頼性が確認された。次に、

評価が一致しなかった記述に関しては、両者で協

議を行いながら、得点化していった。最終的に、

1点は 7名、2点は 20名、3点は 12名となった。

1 点の記述例は、「期限内に決められたことを

100%の力で取り組み、達成することができた。」

や「自分の興味がある分野について理解を深めよ

うといくつかの論文を読んだ。」であった。2点の

記述例は、「課題をする日を決めて、全てを理解し

てから取り組むことを心掛けた。」や「まず自分が

しっかりと理解ができるようにまとめました。難

しい言葉は自分なりにメモをしました。」であった。

3点の記述例は、「発表のための準備をする際、今

までは人に伝える『理解しやすく伝える』という

取り組みを行ったことがなかったため、今回の課

題を取り組む事で、自分を理解した上で他者へ伝

わりやすい言葉や、話す速度を考える良い機会と

なった。」や「期限に追われて課題に取り組んでし

まっていたので、ぎりぎりに提出する形になって

しまった。自分なりに理解は深まったが、もっと

早くから取り組んでいたらもっと理解が深まった

のだろうと思う。」であった。 
 
22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究では質問紙のフェースシートに、「回答に

正解、不正解はないこと」「答えたくない質問があ

った場合は答えてなくても良いこと」「成績には一

切関係がないこと」を明記した。調査への協力に

同意する人には「同意します」という項目にチェ

ックを、同意できない人には「同意しません」と

いう項目にチェックをするように求めた。 
 
33..  結結果果  
33..11..  尺尺度度のの構構成成  
 本研究の分析は、統計分析ソフトR（ver. 4.4.1）
を用いて行った。まず、先行研究に従って、動機

づけの下位尺度ごとに α係数を算出した（表 1）。

Mean SD α N

内的調整 3.17 0.76 .85 40

同一化調整 3.72 0.56 .72 40

取り入れ調整 2.28 0.69 .55 40

外的調整 3.39 1.01 .80 40

授業外課題の自己評価 4.40 1.08 40

授業内発表の自己評価 4.08 1.16 40

研究への理解の深まり 4.90 1.15 40

振り返り（文字数） 71.26 43.69 39

表1　各変数の平均値，標準偏差，α係数及び分析人数

その結果、取り入れ調整のみやや低い値であった

が、それ以外は十分な値を示した。そのため、項

目の加算平均を用いて各変数を構成した。各変数

の平均値、標準偏差、α 係数および分析人数を表

1 に示した。なお、授業外課題の自己評価などに

ついては 1 項目であるため、α係数を記載してい

ない。 
 
33..22..  動動機機づづけけとと課課題題おおよよびび発発表表のの自自己己評評価価、、研研

究究へへのの理理解解のの深深ままりりととのの関関連連  
 次に、動機づけと課題および発表の自己評価、

研究への理解の深まりとの関連を検討した。授業

（授業X、授業Y）と調査年度（2023年度、2024
年度）による影響を除外するために、それらを統

制変数とした偏相関分析を行った（表 2）。自己決

定理論において、四つの動機づけにはシンプレク

ス構造が想定されている（Ryan & Connell, 1989）。
これは、自律性という一次元上において概念的に

隣り合う動機づけ同士がより強い関連を示すとい

うものであるが、取り入れ調整にはそれが見られ

なかった。α 係数の低さもあり、取り入れ調整に

ついては妥当性と信頼性が低いと考えられるため、

本研究の分析結果には注意が必要である。理解の

深まりに対しては、同一化調整が正の相関を、有

意傾向ではあるが内的調整が正の相関を示した。

発表の自己評価に対しては、いずれの変数も有意

な相関を示さなかった。 
 
33..33..  動動機機づづけけとと振振りり返返りりととのの関関連連  
 最後に、動機づけと振り返りとの関連を検討し

た。振り返り（文字数）については、データが値

の小さい方に偏って散らばっており、正規分布が

想定できなかった。そのため、順序尺度である振

り返り（内容）と合わせて、順位相関によって検

討を行うこととした。授業と調査年度による影響

を除外するために、それらを統制変数とした偏順

位相関分析を行った（表3）。その結果、振り返り

（文字数）に対しては、内的調整が正の相関を示

し、有意傾向ではあるが同一化調整が正の、外的

調整が負の相関を示した。また、振り返り（内容）

に対しては、同一化調整が正の相関を示し、有意

傾向ではあるが取り入れ調整が負の相関を示した。 
 
44..  考考察察  
44..11..  授授業業外外学学習習ににおおけけるる動動機機づづけけとと課課題題おおよよびび

発発表表のの自自己己評評価価、、研研究究へへのの理理解解のの深深ままりりととのの関関連連  
 まず、授業外学習課題の自己評価については、

有意傾向ではあったが、同一化調整との間に正の

関連が示された。同一化調整は、授業外学習にお

ける行動的エンゲージメントを促進させることが

示されており（Umemoto & Inagaki, 2025）、行

動的エンゲージメントはパフォーマンスを特に強

く規定する（Ito & Umemoto, 2022b）。つまり、

授業外でのレジュメ作成課題への取り組みは重要

で価値があるとする学生ほど、課題に対して努力

を惜しまず集中して持続的に取り組むため、出来

の良い課題を仕上げることができると考えられる。 
 次に、授業内発表の自己評価については、いず

れの動機づけに対しても関連が示されなかった。

これは、授業外学習の動機づけの影響範囲につい

1 内的調整

2 同一化調整 .65 **

3 取り入れ調整 .03 -.11

4 外的調整 -.29 † -.14 .43 **

5 授業外課題の自己評価 .25 .32 † -.03 .03

6 授業内発表の自己評価 .12 .17 .11 -.06 .68 ***

7 研究への理解の深まり .27 † .43 ** -.01 .14 .58 *** .59 ***

表2　授業と調査年度を統制した偏相関分析結果（N =40）

1 2 3 4 5 6

†p <.10, *p <.05, **p<.01, ***p <.001
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て示唆を与えるものである。動機づけの階層モデ

ルでは、動機づけは様々な文脈に対応して存在す

るとされる（Vallerand & Lalande, 2011）。つま

り、授業外学習の動機づけは授業外学習の取り組

みやパフォーマンスを主に規定し、授業外の課題

に基づくものであっても、授業内の発表にはほと

んど影響しないということである。そのため、授

業内の活動を促進・支援するためには、授業内の

活動に対する動機づけに着目する必要がある。 
 研究への理解の深まりについては、同一化調整

との間に正の関連が示された。同一化調整は、外

発的な動機づけであり、目的を達成するための手

段性を有している（西村他、2011）。そのため、同

一化調整により学習を進める学生は、授業外学習

を手段として、「卒業論文の作成」という最終的な

目的を意識する傾向が強いと考えられる。そうい

った同一化調整によって支えられた目的意識を持

った取り組みにより、一つの学術論文の内容を、

研究そのものへの考え方や理解につなげていきや

すかったと考えられる。なお、有意傾向であるた

め解釈には注意が必要であるが、内的調整につい

ても、研究への理解の深まりにつながる可能性が

示された。こういった特定の課題への取り組みを

超えて、授業科目全体に関わるテーマの学びにま

でつながっていくことは、望ましい授業外学習の

あり方の一つである。そういった授業外学習のカ

ギとなるのが、特に同一化調整である可能性が示

唆された。 
 
 

44..22..  授授業業外外学学習習ににおおけけるる動動機機づづけけとと振振りり返返りりとと

のの関関連連  
 まず、内的調整については、振り返りの文字数

との間に正の関連が示された。学習者にとって学

習を振り返ることは、それほど簡単なことではな

いであろう。特に、振り返りに慣れていない学生

は、すでに終わった活動をわざわざ思い出すこと

に対して価値を感じず、負担感を抱えている可能

性が考えられる。内的調整は、授業外学習中のポ

ジティブな感情を促進することが示されている

（Umemoto & Inagaki, 2025）。そのため、レジ

ュメ作成中のポジティブな感情は、課題への取り

組みを振り返ることに対する負担感を軽減し、振

り返りの量の多さにつながったのではないかと考

えられる。 
 次に、同一化調整については、振り返りの内容

との間に正の関連が示された。つまり、レジュメ

作成課題への取り組みは重要で価値があるとする

学生は、自身の取り組みや結果を反省的に振り返

って考察することができる。この結果は、動機づ

けのなかでも特に同一化調整が、学習中のメタ認

知の使用を促すこととも整合する（西村他、2011）。
本研究の自由記述データによると、例えば、同一

化調整の得点が比較的高い（4.17点）学生は、「ど

こを一番伝えたいかを明確にして、そこを強調す

るようにした。難しくて分からない所をとばして

しまったのがよくないと思った。」という振り返り

を行っている。こういった反省を伴う深い振り返

りは、次回の取り組みの改善につながりやすく、

より効果的な学習サイクルを形成していくと考え

内的調整 .34 * .26

同一化調整 .29 † .37 *

取り入れ調整 -.18 -.29 †

外的調整 -.31 † -.12
授業外課題の自己評価 -.09 .03
授業内発表の自己評価 .08 -.01

研究への理解の深まり -.06 .01

振り返り（内容）

†p<.10, *p <.05

振り返り（文字数）

表3　授業と調査年度を統制した偏順位相関分析結果（N =39）
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て示唆を与えるものである。動機づけの階層モデ

ルでは、動機づけは様々な文脈に対応して存在す

るとされる（Vallerand & Lalande, 2011）。つま

り、授業外学習の動機づけは授業外学習の取り組

みやパフォーマンスを主に規定し、授業外の課題

に基づくものであっても、授業内の発表にはほと

んど影響しないということである。そのため、授

業内の活動を促進・支援するためには、授業内の

活動に対する動機づけに着目する必要がある。 
 研究への理解の深まりについては、同一化調整

との間に正の関連が示された。同一化調整は、外

発的な動機づけであり、目的を達成するための手

段性を有している（西村他、2011）。そのため、同

一化調整により学習を進める学生は、授業外学習

を手段として、「卒業論文の作成」という最終的な

目的を意識する傾向が強いと考えられる。そうい

った同一化調整によって支えられた目的意識を持

った取り組みにより、一つの学術論文の内容を、

研究そのものへの考え方や理解につなげていきや

すかったと考えられる。なお、有意傾向であるた

め解釈には注意が必要であるが、内的調整につい

ても、研究への理解の深まりにつながる可能性が

示された。こういった特定の課題への取り組みを

超えて、授業科目全体に関わるテーマの学びにま

でつながっていくことは、望ましい授業外学習の

あり方の一つである。そういった授業外学習のカ

ギとなるのが、特に同一化調整である可能性が示

唆された。 
 
 

44..22..  授授業業外外学学習習ににおおけけるる動動機機づづけけとと振振りり返返りりとと

のの関関連連  
 まず、内的調整については、振り返りの文字数

との間に正の関連が示された。学習者にとって学

習を振り返ることは、それほど簡単なことではな

いであろう。特に、振り返りに慣れていない学生

は、すでに終わった活動をわざわざ思い出すこと

に対して価値を感じず、負担感を抱えている可能

性が考えられる。内的調整は、授業外学習中のポ

ジティブな感情を促進することが示されている

（Umemoto & Inagaki, 2025）。そのため、レジ

ュメ作成中のポジティブな感情は、課題への取り

組みを振り返ることに対する負担感を軽減し、振

り返りの量の多さにつながったのではないかと考

えられる。 
 次に、同一化調整については、振り返りの内容

との間に正の関連が示された。つまり、レジュメ

作成課題への取り組みは重要で価値があるとする

学生は、自身の取り組みや結果を反省的に振り返

って考察することができる。この結果は、動機づ

けのなかでも特に同一化調整が、学習中のメタ認

知の使用を促すこととも整合する（西村他、2011）。
本研究の自由記述データによると、例えば、同一

化調整の得点が比較的高い（4.17点）学生は、「ど

こを一番伝えたいかを明確にして、そこを強調す

るようにした。難しくて分からない所をとばして

しまったのがよくないと思った。」という振り返り

を行っている。こういった反省を伴う深い振り返

りは、次回の取り組みの改善につながりやすく、

より効果的な学習サイクルを形成していくと考え

内的調整 .34 * .26

同一化調整 .29 † .37 *

取り入れ調整 -.18 -.29 †

外的調整 -.31 † -.12
授業外課題の自己評価 -.09 .03
授業内発表の自己評価 .08 -.01

研究への理解の深まり -.06 .01

振り返り（内容）

†p<.10, *p <.05

振り返り（文字数）

表3　授業と調査年度を統制した偏順位相関分析結果（N =39）

られる。なお、有意傾向ではあったが、同一化調

整については振り返りの文字数との間にも正の関

連がみられた。つまり、レジュメ作成課題への取

り組みに対する価値や重要性は、振り返りの負担

感の軽減にもつなり、振り返りの文量といった量

的な側面にも関連する可能性がある。 
 なお、上述したように内的調整については振り

返りの文字数との間には関連が示されたが、振り

返りの内容との間には関連が示されなかった。内

的調整は同一化調整と異なり、取り組むことそれ

自体が目的になっているため、最終的な目的を達

成するために自身の学習や成果を評価、反省して

次の学習につなげていくという傾向が比較的弱い

と考えられる。しかしながら、より効果的な自己

調整学習のサイクルを構成するには、自身の取り

組みや結果について単純に様々なことを振り返る

だけではなく、深く考察や反省をすることが重要

である。例えば、飯塚（2018）は、学習のめあて

にきちんと即した「質の高い」振り返りが、学習

意欲の向上につながる可能性を示している。その

ため、面白いから、好きだからという理由で取り

組む学生については、学習過程および結果の評価

や反省を含む質の高い振り返りの具体的なやり方

を教える必要があると考えられる。自律的な動機

づけであっても、主に内的調整は振り返りの量的

な側面に、同一化調整は振り返りの質的な側面に

影響する可能性が示された。これは、授業外学習

におけるそれぞれの動機づけの特徴を明らかにし

た重要な結果であると考えられる。 
 外的調整については、振り返りの文字数との間

に負の関連が示された。授業外の課題を「やらさ

れている」と感じると、課題への取り組みを積極

的に振り返ることが憚られ、振り返りの量が少な

くなると考えられる。しかしながら、振り返りを

しなければ、次の取り組みにうまくつながらず、

効果的な学習を行っていくことが困難である。そ

のため、自律性支援などを通して（岡田、2024）、
外的調整をより自律的な動機づけにシフトさせて

いくことが必要である。例えば、授業外でのレジ

ュメ作成は大変で面倒だという否定的な感情を認

めつつ、卒業論文の作成につながるなどの取り組

む価値を伝えたり、レジュメ作成の題材となる学

術論文の選択に困っている学生に対しては教員側

がいくつかピックアップしておいて選択させたり

するなどの支援が考えられる。また、外的調整に

よって授業外学習を行う学生は、振り返りに対し

て強い負担感や抵抗感を持っている可能性がある。

こういった学生には、振り返りそのものの重要性

を伝えたり、振り返りの具体的なやり方を伝えた

りして、支援を行っていく必要がある。 
最後に、取り入れ調整について述べるが、上述

したように信頼性と妥当性の観点から、結果と考

察には注意が必要である。分析の結果、取り入れ

調整については、振り返りの内容との間に負の関

連が示された。先行研究では、取り入れ調整は授

業外学習における行動的エンゲージメントを促進

することが示されているが（Umemoto & Inagaki, 
2025）、本研究では学習を阻害しうるという逆の

結果となった。この矛盾は、自己調整学習におけ

る「学習段階」の観点から解釈することができる。

授業外学習において学生は、課題を仕上げてくる

ことが最低限の基準として求められる。つまり、

恥をかきたくないといった自律性の程度が低い動

機づけであったとしても、なんとか課題を仕上げ

ようといった最低限の努力にはつながりやすい。

そのため、取り入れ調整は、「遂行段階」における

行動的エンゲージメントとの間に正の関連を示し

たと考えられる。しかしながら、自律性の程度が

低い取り入れ調整によって学ぶ学生は、とりあえ

ず課題を終えて最低限の基準をクリアすることが

大きな目的となるため、その目的の達成には必要

のない振り返りをあえて行うことを避ける傾向に

あると考えられる。そのため、取り入れ調整は、

「自己内省段階」における振り返りと負の関連を

示したと考えらえられる。上述した外的調整の結

果と合わせて考えると、統制的な動機づけでは最

低限の学びになるため、課題そのものへの取り組

みを超えて、効果的な振り返りを行うことは難し

いと考えられる。一方で、自律的な動機づけ（内

的調整や同一化調整）は、与えられた課題への取
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り組みを超えて自律的で発展的な学びにつながる

ため、遂行段階後の効果的な振り返りを促すので

あろう。 
 
44..33..  今今後後のの課課題題  
 まず本研究の結果は、1 時点の調査に基づくも

のであり、変数間の因果関係に言及することは困

難である。そのため、縦断的な調査によって、因

果関係を明らかにする必要がある。次に、今回の

学習の振り返りの量と質が、次回の学習の動機づ

けや取り組みにどのように影響するのかといった

自己調整学習サイクルについて、縦断的な調査を

通して検討することも重要であろう。また、今回

の研究で得られたのは、あくまで少数のデータに

基づく限定的な結果である。例えば、G*Power 3
（ver. 3.1.9.7）を用いて（Faul et al., 2007）、有

意傾向の正の関連がみられた同一化調整と振り返

り（文字数）との相関係数に対して事後の検定力

分析を行ったところ、検定力は 0.44 と低く（両側、

α=0.05）、第 2 種の誤りを犯す可能性が高いこと

がわかる。そのため、結果の一般化には注意すべ

きであり、サンプルサイズの見直しも必要である。

最後に、本研究は、ゼミ形式の授業における授業

外でのレジュメ作成という限定的な学習課題に焦

点をあてたが、動機づけに基づく授業外学習プロ

セスへの理解を深めるためには、他の形式の授業

外学習課題（例えば、レポート課題など）を対象

として研究を蓄積していくことが必要である。 
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り組みを超えて自律的で発展的な学びにつながる

ため、遂行段階後の効果的な振り返りを促すので

あろう。 
 
44..33..  今今後後のの課課題題  
 まず本研究の結果は、1 時点の調査に基づくも

のであり、変数間の因果関係に言及することは困

難である。そのため、縦断的な調査によって、因

果関係を明らかにする必要がある。次に、今回の

学習の振り返りの量と質が、次回の学習の動機づ

けや取り組みにどのように影響するのかといった

自己調整学習サイクルについて、縦断的な調査を

通して検討することも重要であろう。また、今回

の研究で得られたのは、あくまで少数のデータに

基づく限定的な結果である。例えば、G*Power 3
（ver. 3.1.9.7）を用いて（Faul et al., 2007）、有

意傾向の正の関連がみられた同一化調整と振り返

り（文字数）との相関係数に対して事後の検定力

分析を行ったところ、検定力は 0.44 と低く（両側、

α=0.05）、第 2 種の誤りを犯す可能性が高いこと

がわかる。そのため、結果の一般化には注意すべ

きであり、サンプルサイズの見直しも必要である。

最後に、本研究は、ゼミ形式の授業における授業

外でのレジュメ作成という限定的な学習課題に焦

点をあてたが、動機づけに基づく授業外学習プロ

セスへの理解を深めるためには、他の形式の授業

外学習課題（例えば、レポート課題など）を対象

として研究を蓄積していくことが必要である。 
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推推論論のの適適切切性性にに資資すするる問問題題文文のの形形式式とと表表現現  
――演演繹繹的的推推論論のの課課題題文文にに適適用用さされれるる協協調調のの公公理理をを手手ががかかりりにに――  

PPrroobblleemm  SSttaatteemmeenntt  FFoorrmmss  aanndd  EExxpprreessssiioonnss  SSuuppppoorrttiinngg  AApppprroopprriiaattee  IInnffeerreennccee::  
IInnssiigghhttss  ffrroomm  tthhee  CCooooppeerraattiivvee  PPrriinncciippllee  iinn  DDeedduuccttiivvee  RReeaassoonniinngg  TTaasskkss  

 
森田亜矢子（関西大学人間健康学部） 

Ayako Mollita (Kansai University, Faculty of Health and Well-being) 
 
要要旨旨  
本研究は、Wason 選択課題の困難性を強める要因を考察し、これをふまえて、問題文の形式と表現が

自然言語の含みを介して演繹的推論に与える影響を調べたものである。推論課題 7 種を文系の大学生

160 名に実施した結果、Wason 選択課題の正答率は、Wason らによる報告と同じく 1 割未満であった。

会話形式の課題では、Grice による協調の公理にもとづけば妥当であるものの、演繹的には誤りである

回答の選択率が 7 割に及び、問題文の要点より形式と表現が推論過程で参照されることが示唆された。

本研究の結果、推論の適切性に資する問題文の要件として、（（1）規則の理解を促進する内的な知識構造

との適切な関連づけ、および、文章の表象化を促進する主題性の具備、（2）似て非なる問題との類推に

もとづく誤謬の抑止、（3）自然言語の含みが要求する推論の方向性の制御、が提案された。本研究結果

は、規則の理解と推論における言語表現の影響の大きさを改めて示すものである。 
 
キキーーワワーードド ウウェェイイソソンン選選択択課課題題、、ググラライイススのの会会話話のの格格率率、、逆逆のの誤誤謬謬、、問問題題表表象象、、ママッッチチンンググ効効果果  ／／  
WWaassoonn  SSeelleeccttiioonn  TTaasskk,,  GGrriiccee’’ss  CCoonnvveerrssaattiioonnaall  MMaaxxiimmss,,  RReevveerrssee  FFaallllaaccyy,,  PPrroobblleemm  RReepprreesseennttaattiioonn,,  
MMaattcchhiinngg  EEffffeecctt  
 
本研究は真理値表（（Table1）として表現可能な

規則に依拠する論理的推論を適切に導く問題文の

形式と表現について、考察を行うものである。 
論理的推論とは、定められた規則を使用して、

提示された命題から新しい命題を導出する思考の

一形式である。論理的推論は、演繹と帰納に大別

される。このうち、演繹的推論とは、前提となる

命題から論理的に正しい命題を導出する思考形式

である。論理的命題とは、その真偽を一意に定め

ることができる文章であり、論理的に正しい命題

の導出に必要な情報のすべては前提に含まれてい

るため、前提が真ならば結論は必ず真である。そ

の真偽を規定する論理体系は、とくに指定のない

限り命題論理と述語論理で構成される。 
論理体系が完全であって推論の真偽は真理値表

に尽くされるのに対して、日常的推論が依拠する

知識体系は推論の過程で更新されるため、推論の

是非は妥当性によって評価される。この種の推論

の代表である帰納的推論は言語の獲得や概念理解

に寄与するが、推論過程で追加される情報の質や

様式が不適切であれば誤った結論が導かれやすい。

不良定義問題を構成する情報の大部分は客観的な

真偽が明瞭でなく、情報体系が開かれているため、

推論の適切性を論理体系によって規定することが

常に正しいとはいえない。しかし、演繹的推論が

思考において重要な位置を占めることは、規則の

理解が社会行動に欠かせないことからも明らかで

ある。 
 

Table 1  「p⊃q」の真理値表 

 q ¬ q 

p 1 0 

¬ p 1 1 
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本論文は、演繹的推論の適切性に資する問題文

の形式と表現について記述することを目的とする。

研究 1 では代表的な推論課題を考察し、研究 2 で

は、調査にもとづいた考察を行う。 
 

研研究究 11    
 
本研究では、心理学が研究対象としてきた単独

の推論課題のうち、もっともポピュラーであると

評されるWason 選択課題の困難性を考察する。 
 

11.. 心心的的操操作作  
心理学的に表現すれば、思考とは命題を心的に

操作する過程である。類や関係の理解に相当する

命題内操作が比較的早期に達成されるのに対して、

演繹的推論のように形式的な命題間操作は発達の

最終段階で達成される（Piaget, 1970）。 
規則をふまえて具象物を扱う諸問題を解く能力

が、知識の拡張と関連づけを繰り返しながら発達

する過程では、不均衡が生じる（Piaget & Inhel-
der, 1966）。そのため、形式的操作に達していて

も、解法との対応関係の習得が不十分ならば簡易

な構造の問題を解くことができず、あたかも発達

の最終段階に達していないようなふるまいが成人

にも観察される。こうしたふるまいを対象とする

研究の主題として、Wason 選択課題（Wason & 
Johnson-Laird, 1972）がある（Figure 1）。この

研究主題が関心を集めた理由は普遍的な正答率の

低さであり、複数の研究において1割未満（（Wason, 
1969; Johnson-Laird, et al., 1972; Wason & 
Johnson-Laird, 1972; Evans, 1972, 1998）と報告

されている。 
 
22.. WWaassoonn 選選択択課課題題  

Wason 選択課題は、（「If P, then Q.（（P⊃Q）」と

いう命題の真偽を検証する課題である（（Figure 1）。
その典型が4枚のカードを使用することにちなみ

4 枚カード問題とも呼ばれる（（子安他、2021）が、

後続研究ではカード枚数に若干の増減がみられ、

カードを提示しない文章題として実施される場合

や、他の素材が用いられる場合もあり、本論文で

はそれらの研究にも言及するため、総称として、

Wason 選択課題という呼称を用いる。 
Wason 選択課題は命題間操作を要求するため

高次の心的操作の遂行が必須であるが、高次操作

は一般的な心的操作の特性であり（（Piaget, 1970）、
かつ、要求されるのは基礎的な演繹的推論である。

それにもかかわらず低い正答率は、特定の条件の

もとで演繹的推論が著しく阻害されることを示す。

この条件を明らかにするために、次項以降では、

誤謬の傾向を整理し、課題の困難性を考察する。 
 
22..11.. 誤誤謬謬のの傾傾向向  
真理値表（Table 1）に示されるとおり、命題

「p⊃q」の証明に関連する p と q の組み合わせは

4 種あり、このうち命題を反証する組み合わせは

Wason 選択課題の実施手順の典型は、次のとおりである． 

 

実験者は 4 枚のカード（上図）を被験者に提示する．4 枚のカードには、それぞれ片面にアルファ

ベットの母音または子音、もう片面に偶数または奇数が印字されている．実験開始時には、これらの

カードの表面だけが見えている．各カードの表面には、左から、A、4、T、1 と印字されている．課題

の内容は、この 4 枚のカードに対して、「もし片面が母音ならば、その裏は偶数である」という命題の

真偽を最小の手続きで確認することであり、被験者は、裏返すべきカードを推定しなければならない． 

Figure 1  Wason 選択課題の 4 枚カードおよび実施手順 
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1 種である。よって、正解は p と¬ q、すなわち、

A と 1 である。わずか 4 種のパターンのなかから

最小枚数を選択する Wason 選択課題はシンプル

な論理構造の課題である。しかし、その正答率は、

実験中に被験者に繰り返しヒントを与えても向上

しにくい（Wason, 1969）。英国の大学生や米国の

医学生を対象とする実験から、Wason 選択課題の

正答率と知能の関係は薄いとみられており、この

見解を支持する報告として解答パターンに対する

遺伝寄与率の低さ（平石他、2000）がある。 
誤答傾向は 2 種に大別される。第 1 は選択不要

な q を選択する誤り、第 2 は選択するべき¬ q を

選択できない誤りである（Wason, 1968; Wason 
& Shapiro, 1971）。条件文が提示するキーワード

だけを選択する誤答は否定辞を伴う命題において

も目立つ。この現象は一致効果（matching effect; 
Evans, 1972）と呼ばれる。一致効果の例として、

命題が「p⊃q」であるのか「¬p⊃q」であるのか

にかかわらず、p と q だけを選択する誤りが挙げ

られる。 
命題における否定辞の位置によっては、偶然に

一致効果が正答を促すこともあるが、とくに誤答

において一致効果は顕著となる（Reich & Ruth, 
1982）。命題が（「p⊃q」または（「¬p⊃¬ q」の場合

の誤答における一致効果は、論理学における逆の

誤謬と同一の現象であるが、前件否定や後件否定

の命題では逆の誤謬は目立たない（（Evans, 1998）。 
一致効果の背景には課題の目的と各カードとの

関連性を直感的に評価するヒューリスティックな

認知プロセスが仮定（Kahneman & Tversky, 
1982; Evans, 1984）されており、条件文における

否定辞の配置によっては検証性バイアスと同一の

現象を呈することもある（Evans, 1972）。また、

一致効果は、実験素材が抽象記号や数字であるか

具体的な単語であるかを問わず生じることが確認

されており（Evans, 1972; Evans & Lynch, 1973）、
命題における否定辞の有無や前後の配置によらず

生じるため、認知的に際立つキーワードをリフレ

インした結果として生じる現象である（Evans, 
1998）とも考察されている。こうした応答を促す

要因は、解決までの適切な道筋を見通す困難さに

あったと考えられる。この説明が正しいならば、

きわめて平易に見える問題文の表現と形式のうち

に、問いの真意に対する理解を妨げて誤謬を誘発

する要素があると仮定することができる。 
 
22..22.. 課課題題のの困困難難性性  
誤謬を誘発する要因として、先行研究の成果は

2 つの要素を示している。 
1 つ目の要因は一致効果によって示唆される。

問題文の読み取りと問題表象の形成は異なる認知

処理であるため、一致効果が誤答において顕著で

あることは、問題文の読み取りは正しくできても

問題の表象化が困難な成人が多かったことを示唆

する。この点から、多くの成人が形式的操作期

（Piaget, 1970）に到達していないという懸念が

表明された（Wason, 1968, 1969）。しかし、課題

遂行中に反証の必要性を告知された被験者は正答

に至りやすい（Wason & Johnson-Laird, 1970）
と報告されていることから、課題の困難性は反証

手続きを要求する問題文の表象化の過程にもある

と考えられる。 
また、演繹的推論は、適正な訓練の成果として

手続き的に行われるものである（波多野、1982）。
よって、正答率の解釈に際しては、論理学的記述

の表象化に加えて、形式的証明の手続きに対する

熟達度の影響を考慮する必要がある。この課題に

正答するためには、命題論理にもとづいて推論を

正しく行う必要があり、4 枚のカードが提供する

情報をもとに、最大 8 パターンの事例を推定し、

各事例と命題を照合しなければならない。なお、

正答の条件は「命題の真偽を確認するために裏返

すべき最小枚数のカードを選定すること」である

ため、命題を偽とするカードを選ばなければ正答

したとはみなされない。すなわち、形式的証明の

習熟度も正答率に影響する 2 つ目の要因である。

そのため、発達段階が形式的操作期に達している

成人であっても正解に到達できるとは限らない。 
上述の 2 要因のうち、本研究と関連するのは、

問題の表象化である。表象化の困難性は、問題文
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における記述の意味の不確定性、および、読み手

の知識構造との関連性の 2点から考察できる。 
意味の不確定性は、音と意味の結合の希薄さや

意味を規定する文脈の曖昧さによって生じる。

Wason選択課題の命題は、論理学的な記述を読み
慣れない成人にとって不完全性を感じさせる文で

ある。その不完全性は語と語の意味的関連性を疎

にするため、意味処理の困難度が増す。（「Pならば
Qである（If P, then Q.）」という命題におけるP
とQの意味は疎であり、文中に設置された空欄に
相当する。そのため、二つの空欄を接続する「な

ら-ば」の意味は解釈しづらい。それらを他の語句
に置き換えても、それらの語句が抽象記号や数字

ならば、文意の解釈は容易にならない。 
Wason & Shapiro (1971) は、抽象記号や数字
を具象語に置き換えれば意味処理が容易になると

いう前提のもと、Wason選択課題の原型の条件文
における抽象記号や数字の組み合わせを目的地

（Manchester or Leeds）と交通手段（car or train）
の組み合わせに置き換えて実験を行い、正答率が

過半数に達することを示した。 
命題におけるpとqを具象性の高い語句に置き
換えると意味処理が容易になる背景には、音韻と

意味の関連の強さによって内的な意味処理が促進

される現象がある。「If P, then Q.」という文章に
おいて P と Q の意味は疎であるため、否定辞の
処理を伴う命題間操作は一層困難になる。ただし、

困難さの本質が単語の抽象性によるとは限らない。

この点について、Wason & Johnson-Laird（（1970）
は、PやQを具象物に置き換えてもそれらが表象
として内的に保持しづらい図像の組み合わせなら

正答率が低かったと報告している。 
上記に加えて、Wason & Shapiro (1971) は、
命題に与えた「旅行」という主題が、各条件文を

まとまりある文章として理解しやすいものにした

と考察し、これを主題性効果（thematic effect）
と呼んだ。主題性効果を検証した Manktelow & 
Evans (1979) は、具象語に飲食物の名称を用いて
同様の実験を行い、事例数が 2!から 4!に増加する
と主題性効果が抑制されると報告した。また、

Griggs & Cox (1982) はWason & Shapiro (1971)
と同じ主題で類似の実験を行い、規則の恣意性が

高い課題では主題性効果が抑制されると報告した。

これらの報告は、情報処理の煩雑さと意味処理の

難度が異なる次元に属することを示しており、

Evans（（1998）は、ワーキング（ メモリの負荷が
増しやすい課題の性質を考慮する必要性があると

指摘している。 
主題が命題の意味理解を容易にする背景には、

スキーマによる表象化の促進があると考えられる。

スキーマは認知処理を傾向づける制約として機能

する知識構造であり（（Rumelhart, 1980）、文章の
読解に欠かすことができない（Bransford & 
Johnson, 1972）。Johnson-Laird et al.（（1972）は
郵便規則を主題に設定し、「If a letter is sealed, 
then it has a 50 lire stamp on it.」を命題とする
実験で 9割の正答率を得た。支払いの義務は多用
される知識構造であり、封筒を模した図で具体的

操作の知識が関連づけられたことにより、問題の

表象化が促進されたと推察される。消印の様式の

違いは正答率に関連しておらず、無関係の情報が

推論過程で考慮されない現象は、知識が構造的に

活性化されたことを示すものと解釈できる。 
演繹的推論における条件文「If P, then Q.」は、
真理値表によって真偽が尽くされる実質条件文で

ある。しかし、同条件文を、実用性が高い情報を

含意する条件文として読み替える場合には、その

解決に至る推論を、演繹的推論として扱うことは

必ずしもできない。なぜならば、形式的操作は、

因果の次元を伴う具体的活動とは、きわめてよく

分化した自律的な論理数学的操作（Piaget, 1970）
だからである。 
主題の導入は、文章の意味処理を促進する

（Wason & Shapiro, 1971）ことによって問題の
表象化を容易にする。しかし、推論が依拠すべき

規則を常に主題が提供するとは限らない。その例

として、Wason選択課題の命題の論理式（「P⊃Q」
を、ある夜会の衣装という主題のもと「もし彼の

衣装がタキシードならば彼女の衣装はイブニング

ドレスである」という実用的な文章に変換すると、
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検証が容易になるケースが挙げられる。このとき、

推論が依拠すべき規則を提示するのは、主題では

なく、ドレスコードというスキーマである。 
Wason 選択課題を解決するためには、形式論理

にもとづく推論と証明を行う必要があるのに対し

て、経験則にもとづく問題解決は、既知の解法の

再生またはその類推に該当する。経験則は、解と

規則の双方から適用されうる。その例として、

「Every time I go to Manchester, I travel by [car 
or train]. (Wason & Shapiro, 1971)」という文章

に対し、マンチェスターを訪れた経験のある人物

ならば、再生される記憶との照合をとおして規則

を把握することが可能であるし、地理や交通事情

に関する既有知識があれば類推をとおして直感的

に規則を把握することができる。 
経験則にもとづく問題解決を促進する文章表現

を導入した Griggs & Cox（1982）は、助動詞の

must を使用して命題を再記述する方法により、

正答率が 8 割に達したと報告している。同様に、

Cheng & Holyoak（1985）は、can やmay など

の助動詞も加えて、命題を読み取りやすく再記述

する方法により恣意的な規則の課題でも正答率が

向上すると報告している。 
以上の考察により、この課題の問題文の読解が

困難な理由として、単語と文章の各水準における

意味処理の困難さ、および、推論が依拠する規則

を理解することの困難さが示唆される。意味処理

の困難さを増す要因には文脈の曖昧さによる意味

の不確定性があり、これに対しては、主題の設定

や、意味処理を促進する文章表現の導入によって、

困難度を下げることが可能である。理解の困難さ

を増す要因には読み手の内的な知識構造との関連

づけの弱さがあるが、これをふまえて調査課題を

選定する際には、誤推論に至るヒューリスティク

を促進する知識構造との関連づけを予防すること

が必要である。 
 

研研究究 22  
 
命題（「If P, then Q.（（P⊃Q）」の真偽を検証する

Wason 選択課題は、命題が自然言語で記述されて

おり、複数の含み（（implicature; Grice, 1989）1の

読み取りが容易である。これをふまえ、本研究で

は、自然言語の含みが演繹的推論に与える影響に

ついて、調査にもとづいた考察を行う。 
 

11.. GGrriiccee のの理理論論  
11..11.. 会会話話のの含含みみ    

Grice（（1989）によれば、含みとは、伝えられる

言外の意味を総合的に表す概念である。形式論理

において使用される⊃や∨などの記号は形式的な

装置であるが、それらに対応する自然言語の表現

は、形式的な記号装置とは共通しない意味的要素

を持つ。たとえば、「P ∨ Q（（P あるいはQ）」と

いう命題に対して形式的には（「PでありQである」

は真である。一方、自然言語の一般的含みがあれ

ば、同命題が排他的関係（P か Q のいずれか一方

である）として解釈されうる。こうした曖昧性は

誤答の一因にもなる。 
Wason 選択課題の条件文を構成する記号装置

の「⊃（ならば）」は、形式論理においては方向性

を意味し、PがQの十分条件であると解釈される。

一方、自然言語の「なら-ば」は「試験に合格した

ならば資格を取得できる」のような記述だけでな

く、「水を 100 度に加熱するならば蒸発する」と

いう因果関係の特定や、「優勝するならば祝賀会だ」

という共起関係の記述にも使用される。すなわち、

「If P, then Q.」を「P, only if Q.」と同値に扱う

双方向的解釈が一般的含意として共有される。こ

れは、逆の誤謬の原因となる。  
自然言語の含意には、文脈の影響を強く受ける

含みがある。この含みを、特殊的含意という（（Grice, 
1989）。たとえば、「宝物は庭にあるか、あるいは

屋根裏部屋にある」という命題は非真理関数的な

含意を伴わないが、それが誰かの発話であるなら

ば、宝物がどちらにあるかを話者が知らないこと

が含意される。この含意は文脈依存的で特殊的な

含みである。推論の対象となる文章が自然言語の

やりとりのなかで与えられた場合、前提から結論

を導くために必要な文脈の情報は、特殊的含みに
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よって補われる。 
以上をふまえ、次項では、含みに対する解釈を

方向づける協調の公理について述べる。 
 
11..22.. 協協調調のの公公理理  
言葉のやり取りは協調的な企てであり、原則と

して、双方が受け入れる方向性に沿って当を得た

発言を行うことが期待される。これは合目的的な

ふるまいの一種であり、他の交流の領域にもある

統制的な規則である。その規則の一部をなす協調

の公理には、次の4種の格率がある（（Grice, 1989）。  
第 1 種は量の格率であり、相手の要求に対する

過不足のない情報提供を指す。第 2 種は質の格率

であり、偽りなく信頼性が高い情報の提供を指す。

第 3 種は関係の格率であり、共通の目的または方

向性との関連性が高い情報提供を指す。第 4 種は

様態の格率であり、曖昧さや多義性が排除されて

整然とした情報提供を指す。 
情報のやりとりが模範的で協調的であることを

仮定して行われる推論は、これらの格率を前提と

するのが一般的である。その格率は、規則を伝達

する文章の読み取りにも適用される。 
 
22.. 適適切切なな推推論論をを導導くく問問題題文文のの要要件件  
研究 1、および、前節の考察をふまえ、適切な

演繹的推論を導く問題文の要件として、次の 3 点

が挙げられる。 
第1に、問題表象の形成を促進する要素として、

読み手の内的な知識構造との関連づけが図られて

いること、また、付帯条件として、課題の目的が

情報処理能力の評価を含む場合を除き、問題表象

の形成を阻害する要素が取り除かれていること、

第 2 に、推論の目的の適正化を図る要素として、

自然言語の含みが要求する推論の方向性が可能な

限り制御されていること、第 3 に、出題者が要請

しないヒューリスティクによる解決を予防する要

素として、既知の解法の再生や類推による解決が

困難な形式と表現を具備することが挙げられる。 
Grice の理論にもとづけば、形式的証明を必要

とせず、かつ、表象化が容易な問題文に対しても、

自然言語の含みによる誤推論は生じうる。その類

の誤推論の例として、論理式「P⊃Q」で表現可能

な論理構造の文章を起点とする3人の会話を以下

に示す。 
 

A（「この薬品工場では、誰もいないときは、必ず、

事故防止のためのセキュリティシステムを、オ

フにします」  
B（「いまは、セキュリティシステムがオフになって

います」  
C「では、いまは無人ですね」 
 

C に期待される演繹的推論は、2×2 の乗法分類

で表現可能なシンプルな規則にもとづく条件推論

である。Aの文章は要件1と3を満たしているが、

それを前提とするCの推論は誤りである。さらに、

協調的な会話の進行が、C の誤推論を妥当である

ようにみせている。こうした誤推論が自然言語の

含みによって生じるならば、その弊害は生活空間

に及ぶと予測される。よって、本研究では、この

誤推論の生じやすさを調査する。 
ただし、上掲の文例を調査に使用することは、

本研究の目的に対して適切とは言いがたい。なぜ

ならば、深刻な主題であるのに一見すると簡単な

推論の答えを敢えて質問されるという意外な状況

が、回答者の正直な反応を抑制して裏をかく反応

を促すと予想されるためである。しかし、主題が

深刻であっても、慣れたやりとりのように情報を

処理する心的状態ならば、自然言語の含みにより

誤推論に至りやすいと推測される。そうした状況

の例として、単純な業務に慣れた状況や、誤推論

がひきおこす被害や損害の可能性に対する関心が

低い状況、が挙げられる。よって、出題者の意図

に対する疑いをもちにくい日常的な題材は本調査

に適している。題材の例として、主題をカフェの

サービスに変更し、大前提 A を「満席になると、

必ず、すべてのテーブルにデザートをサービスす

る」とし、B を「すべてのテーブルにデザートを

サービスしていた」とするとき、「満席であった」

とC が推論することは正しいか、と問う文章題が
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挙げられる。この問題文は、要件 1 と 3 を満たし

ている。 
以上をふまえ、本研究では、自然言語の含みが

演繹的推論に与える影響を調査する。 
 

33.. 調調査査  
33..11.. 目目的的とと方方法法  
本研究の目的は、自然言語の含み（（Grice, 1989）

が演繹的推論に与える影響の有無を確認すること

である。その方法として、演繹的推論の条件文を

協調的な会話形式に再記述した文章を用いて調査

を行い、これに対する推論の傾向を確認する。 
 
33..22.. 調調査査時時期期おおよよびび対対象象  
調査は、2025 年 4 月と 5 月に実施した。調査

対象は、大阪府に所在する総合大学の文系学部生

160 名（男性 67 名、女性 93 名）である。 
 
33..33.. 調調査査内内容容  
調査に使用した推論課題は、2 種 7 問である。

その内訳は、知覚処理課題 3 問と、文章課題 4 問

である。知覚処理課題には、非言語的表象の心的

操作を要する題材として、Shepard & Metzler 
(1971）が使用した立体図を模した図形（（Figure 2）
を使用した。文章課題Aは確率を問う課題であり、

コイン投げを6回行う場合にコインの表面と裏面

がそれぞれ 3 回ずつ連続して出る確率と、交互に

出る確率を比較する問題である。文章課題 B は

Wason選択課題であり、CはGriggs & Cox (1982) 
による年齢制限の課題である。具体的には、表面

に年齢（（17 歳または 25 歳）、裏面には飲み物（（水

または酒）が印字されたカードを 4 枚提示し、規

則の遵守を確かめるために裏返すべきカードを選

定する問題である。D は新規課題である。 
文章課題 D には、形式的証明を要さず、かつ、

要件 1 と 3 を満たす問題文として、前節で扱った

カフェの文章題を使用した。問題文の末尾には、

「C の推論は論理的に正しいでしょうか」という

一文を添えて、質問の意図を明示した。文章課題

B（（Wason 選択課題）では、カードが示す 4 種の

事例に対する推論が必要であるが、D には形式的

証明の手続きが不要なため、事例を 1 種とした。 
回答時間は、すべての問題について計測した。

計測対象は、問題文が提示されてから回答が送信

されるまでの間隔であり、問題文の読解に要する

時間も含んでいる。刺激と反応の関係を扱う一般

的な心理学実験においては、刺激が提示されてか

ら参加者が反応を示すまでの間隔のみを計測する

が、本調査で使用する課題は、その性質上、問題

文の読解と解決を分離することができない。その

ため、上述の手順を用いた。 
 
33..44.. 手手順順  
調査は2回に分けて実施した。第1回調査では、

知覚処理課題 3 問、および、文章課題A〜C に対

する回答を求めた。調査終了後には正解を示し、

文章課題の解法を説明した。第 2 回調査は一週間

後に実施し、文章課題 D に対する回答を求めた。 
 
44.. 結結果果とと考考察察  
44..11.. 第第 11 回回調調査査のの結結果果とと考考察察  
文章課題B（（Wason 選択課題）に対する回答の

内訳（（Table2）をみると、最多は条件文の前件と

後件が各々一致する回答であり、次点は前件のみ

一致する回答であった。文章課題C（年齢制限）

では正解が最多であり、次点は後件否定であった

（Table3）。これらの結果は先行研究と一致する。 
知覚処理課題A〜C と文章課題A（コイン）に

対する正答率の全体平均は8割以上と有意に高い

水準であった（（Table4）。正解率が期待値を有意に

 
 

Figure 2 知覚処理課題B およびC の立体図 
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下回った課題は文章課題B のみであり、正答率が

期待値の範疇であった課題は、文章課題C のみで

あった（χ2(1)=0.12）。すべての課題で、正解率の

有意な男女差はみとめられなかった（χ2(1)=0.02, 
0.70, 0.01, 0.46, 0.10, 0.00, p > .05）。 
回答時間の全体平均は、知覚処理課題Aが26.56

秒（MODE=23, SD=15.73）、B は 20.14 秒

（ MODE=18, SD=10.48 ）、 C は 17.15 秒

（MODE=15, SD=10.86）であった（（Table5）。初
出となる知覚処理課題Aの問題文の読み取りにか

かる時間は 10 秒程度であり、また、回答を入力

して送信するまでの間にも数秒が経過するため、

問題文を読み終えてから回答を送信するまでに要

した時間は 5〜10 秒前後と推測される。この結果

は、参加者の知覚情報処理にもとづく推論能力が

高水準にあったことを示す。A からC にかけて回

答時間が短縮する背景には、慣れによる処理速度

の向上があると想定できる。 
文章課題 A の回答時間の全体平均は 27.39 秒、

B は 65.34 秒、C は 39.01 秒であった。 文章課題

B（（Wason 選択課題）の正答率が 1 割と低い水準

にとどまったことは、先行研究と同様であった。

また、実用的推論を求める文章課題C（（年齢制限）

の正答率が Wason 選択課題のそれを上回る結果

も、先行研究と同様であった。一方、文章課題C
の正答率がチャンスレベルにとどまったことは、

実用的であるはずの知識構造が不安定な大学生が

多数いたことをうかがわせる。本調査に参加した

大学生にとって飲酒年齢制限の遵守は容易である

はずだが、その検証となると容易でなかった理由

は、他人の遵守の如何を確認する習慣を持たない

ために特殊な技能として定着していない可能性、

および、規格や規則に反する事例の特定に必要な

論理的思考法という知識が、汎用性の高い実用的

技能として精錬されていない可能性が考えられる。

飲酒年齢制限の検証という特殊技能を、先行研究

では調査対象の大学生にとって珍しくない技能で

あると考察しているが、本調査の対象者にとって

は馴染みが薄い技能であったことが示唆される。 
 
44..22.. 第第 22 回回調調査査のの結結果果とと考考察察  
文章課題Dの正解率は33.12%であり（Table6）、

回答時間の全体平均は45.73秒であった（（Table5）。
正解率は期待値に対して有意に低く（（χ2(1)=8.78, 
p < .001）、男女差は有意でなかった（χ2(1)=0.40, 
p >.05）。誤答が多数を占めた理由は協調の公理に

あると推察される。 
演繹的推論によって導かれる正答は「いいえ」

であるが、三者のやりとりを会話の公理に従って

解釈する場合に期待される回答は「はい」である。

後者の理由は、一般的含みと特殊的含みの二側面

から説明可能である。A 発言の「満席になると」

において前件と後件をつなぐ接続助詞「と」は、

前件の成立後に後件が成立することを一般的含み

によって示し、前件と後件の関係を述べたA 発言

を双条件文として解釈できる可能性を提供する。

これに続くB 発言では、後件の成立だけが述べら

れるため、特殊的含みによって前件の成立が示唆

され、C が導く推論結果は正しいと判断される。 
文章課題D の問題文には、論理的推論の正誤を

判断するよう求める指示があるにもかかわらず、

自然言語の含みを前提とする推論が正解とされた

 
Table 2 文章課題B（Wason 選択課題）に対する回答者数の内訳 
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理由は、会話形式で情報が提示されたことによる

と思われる。さらに、推論に必要な情報のすべて

はA の発言に含まれているにもかかわらず、続く

B が提供する不完全な情報と、最後にC が提供す

る誤った推論が、より単純で記銘しやすい情報と

して、また、より新しい情報として処理されたこ

とが、その効果を促進したと推測される。3 者の

会話は、状況説明や人物描写などの文脈的修飾が

ない教科書的な形式であるが、たたみ掛けるよう

に展開する情報提供のスタイルによって帰納的推

論が優勢になるという結果は、3 者間の会話に限

らず、幅広いスタイルの情報のやりとりに適用で

きると思われる。論理的推論の遂行を求める末尾

の問いが、調査参加者にとって重要な意味を持つ

問いになりえなかった理由は、自然言語の含みに

もとづく推論の確からしさと、末尾の問いを読ん

だ時点ですでに導出していた解に妥当性を感じら

れる状態であったことが選択的不注意を誘発した

ことにあると考えられる。 
 
55.. ままととめめ  
本稿では、演繹的推論の適切性に関わる問題文

の形式と表現について考察を行った。研究 1 では

難解な課題とされる Wason 選択課題の困難性を

考察し、研究 2 では自然言語の含みが条件推論に

与える影響について調査を行った。演繹的推論に

おいては逆の誤謬とされる推論が自然言語の含み

をふまえれば妥当な選択として支持されることを

示す本研究の成果は、言語が思考に与える影響の

大きさを改めて明示するものである。 
Wason 選択課題は、命題論理にもとづく演繹的

推論の遂行を求める検証課題であり、その典型に

おける条件文は、真理関数的な含意の読み取りを

意図して提示される。研究 1 では、その正答率が

普遍的に低い原因を、問題文の形式と表現の観点

から考察し、問題文が自然言語で記述されている

ため命題に対して複数の含みの読み取りが可能で

あることや、望ましい応答を発見するまでの手順

が明示されないことなどによって、平易な文章で

ありながら、初見者には問題表象の形成が困難な

形式と表現になっていることを示した。代表的な

誤謬にみられる一致効果は、問いの真意をつかめ

ない被験者が実験者に応答する際の規則を協調の

公理に求めた結果であろう。Wason 選択課題は、

さまざまな形式と表現で、題材を変えながら追試

が行われてきた。その典型が有する困難性を分析

した本研究は、今後の推論研究の発展につながる

であろう。 
研究 2 では、Grice の理論をふまえ、自然言語

の含みによって基礎的な条件推論に誤謬が生じる

可能性について調査を実施し、これを確認した。

3 者間会話の形式で情報が提供される推論課題で

は、協調の公理にもとづけば妥当であるが演繹的

推論では不正解となる選択肢に支持が集中した。

A の発言は推論の大前提を含み、推論の妨害要素

を含まないため、推論が依拠する対象として十分

な情報提供を行なっている。ところが、A に続く

B が、特殊的な含みの読み取りを誘う発言を行い、

C が追従するような発言を行うため、A によって

言明されない「非満席時」のサービスを、聞き手

は考慮に値しないものとみなしやすい。 
形式的な文章によって導かれる規則の理解とは 

 
 
Table 3 文章課題C（飲酒の規則）に対する回答者数の内訳 
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Table 4 知覚処理課題および文章課題A〜C の正答率と正解者数 

 
Note. 単位は、上段が％、下段が人．***p < .001 
 
 
Table 5 知覚処理課題および文章課題A〜C の回答時間 

 
Note. 問題提示から回答終了までを測定．単位は、秒． 
 
 

Table 6 文章課題D に対する回答および回答時間 

 
Note. 単位は、上段が％、下段が人．***p < .001 
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異なり、生活空間における規則の理解は、段階的

に追加される文脈情報や、曖昧で漠然とした情報

に多分に依存しており、経験知を手がかりとして

行う推論をもとに成立することが一般的である。

このような類の自然言語で伝達される規則の理解

や推論が含み（（Grice, 1989）によって媒介される
ことをデータで示した本研究結果は、適切な推論

を導く文章の形式と表現について、有用な示唆を

与えるものである。 
自然言語の含みは会話に限定されず、標準的で

協調的な情報のやりとりが期待される場面ならば

規則を伝達する文書の読み取りにも適用される。

これをふまえ、推論の適切性に資する文章の要件

として、第 1に問題表象の形成を促進する文章で
あること、第 2に自然言語の含みが要求する推論
の方向性が適正に制御されていること、第 3にヒ
ューリスティクによる誤推論を予防する形式と表

現が適用されていること、の 3 点が挙げられる。 
本研究の成果は、推論課題の解決過程、および、

規則の伝達において生じる齟齬の過程の一側面を

説明する。規則は社会の基礎にあり、その構造を

規定するだけでなく、機能を規律する重要な役割

を担う。Piaget (1970）が述べるように、n×nの
組み合わせは規則の基本形態であり、なかでも、

本研究が扱う規則は、もっとも低次の乗法分類で

ある 2×2 の組み合わせである。低次の乗法分類
にもとづく推論が必要とされる場面は、学業だけ

でなく、仕事や生活の全般にみられる。ただし、

具体的操作として習得する技能は、その具体性を

手がかりとする類推が適用できる限りにおいて有

用であり、その技能がより抽象的な法則の理解に

もとづくとは限らない。たとえ、技能の習得過程

では演繹的推論を適切に遂行できても、定着後の

技能は具体性を強く帯び、精緻な思考を必要とし

ないプロトコルの知識となる。そのため、経験知

を一般化する過程では誤推論が生じやすい。社会

的推論を求められる場面では、整えられた文章題

のように精選されたシミュレーション パターン

が提供されることは稀である。よって、新規課題

を解決するには演繹的推論の必要性に自ら気づき、

遂行することが求められる。日常生活において、

論理体系を参照する機会は少ない。一方、幼児期

からの経験をたよりとして帰納的に導かれ、発達

の全段階をとおして習得される規則である協調の

公理は、成人後も生活のなかで頻繁に参照される。

そのため、伝達される情報の様式のなかに推論の

目的に関する明示的な手がかりを見出せなければ、

経験則にもとづく迅速な判断が促進されやすい。

よって、適切な推論を導くためには、前提となる

情報の伝達様式が、遂行する推論に対して相応で

あること、また、推論を遂行する者が論理体系の

基礎に親しんでいることが必要である。 
口頭で行われる規則の伝達は、双方向的な情報

のやりとりのなかで遂行されることが多い。規則

の伝達が文書形式で行われる場合でさえ、発信者

と受信者が何らかの関係性にあることが一般的で

あり、読解の過程では協調の公理が多用される。

まして、オンラインでの会議やチャットのように、

会話の流れを汲む応答が暗黙のうちに推奨される

場面では、さらに協調の公理が適用されやすいと

推測される。本調査で用いた問題文は、会話形式

でありながら、詳細な文脈を伴わない情報のやり

とりである点において、より抽象化された形式で

ある。そのため、本調査結果はモデル的であり、

幅広いシチュエーションで観察される行動の背後

にある思考の理解に適用することができる。なお、

状況説明や人物描写等の詳細な文脈提示の有無が

推論過程に与える影響の考察は今後の課題である。 
 
註註  
1  implicature は含意とも訳されるが、本稿で
は論理学用語の含意（implication）とは異なる概
念として表現を改めたグライスの意図を汲む清塚

訳の「含み」を使用することとした。 
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ラライイテティィンンググセセンンタターーででのの新新人人チチュューータターー研研修修ププロロググララムムのの開開発発とと評評価価  
DDeevveellooppmmeenntt  aanndd  EEvvaalluuaattiioonn  ooff  aa  TTrraaiinniinngg  PPrrooggrraamm  ffoorr  NNoovviiccee  WWrriittiinngg  TTuuttoorrss  
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要要旨旨  
 本研究の目的は、ライティングセンターにおけるチュータリングの理念・手順・文章診断に基

づき、新人チューターの知識と態度を育成する研修プログラムを開発し、その効果を検証するこ

とである。プログラムではロールプレイを取り入れ、理念理解、支援手順の確認、文章診断の実

践的対応力向上をめざした。チェックリストによる量的分析から、Wilcoxon 符号付き順位検定に

より全項目で有意な向上が認められ、新人チューターがチュータリングに関する基礎的知識を習

得したことが示された。振り返りシートによる質の分析から、新人チューターは、相談者の安心

感を与える雰囲気づくりや主体性を促す姿勢、気持ちへの配慮の重要性を認識できた。また、セ

ッションの準備や時間管理への意識が高まり、限られた時間内で計画的に支援を行おうとする姿

勢が見られた。さらに、発問やアドバイス方法などに課題を自覚し、文章診断に関する具体的支

援方法を模索する姿勢が確認された。 
 
キキーーワワーードド  ラライイテティィンンググセセンンタタ――、、チチュューータターー研研修修、、ロローールルププレレイイ、、アアカカデデミミッッククラライイテティィンン

ググ、、文文章章診診断断  ／／  WWrriittiinngg  CCeenntteerr,,  TTuuttoorr  TTrraaiinniinngg,,  RRoollee--PPllaayy,,  AAccaaddeemmiicc  WWrriittiinngg,,  DDiiaaggnnoossttiicc  
WWrriittiinngg  AAsssseessssmmeenntt  
 
11..  ははじじめめにに  
11..11..  ラライイテティィンンググセセンンタターーににおおけけるるチチュューータタリリ

ンンググのの知知識識、、ススキキルル、、態態度度  
高等教育において学生の学術文章作成を支援す

るため、ライティングセンター（以下、WRC）は

1 対 1 で対話を通して自立した書き手を育てるよ

うにチュータリングを行っている。そこで、チュ

ータリングの実施者であるチューターには、適切

な支援を行えるように、対話を通した支援に関す

る WRC の理念を理解し、文系から理系まで多様

なレポートを扱うため、文章を診断し支援する知

識、スキル、態度を身につけることが求められる

（太田他、2013；外山・増地、2020）。 
本研究でいう「知識」とは、チュータリングを

適切に進めるための手続き的知識、すなわち基本

的な手順に関するものである。「スキル」とは、そ
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れらの知識をチュータリングに応用することを指

す。また、WRC の理念を実現するため、チュータ

リングでは書き手と対話を行い、書き手の意見を

傾聴し観察しながら支援を進める。このプロセス

では、書き手の考えや気持ちを尊重し、柔軟に対

応する態度が重要になる（Agee & Hodges, 2012）。
本研究では「態度」を、書き手の考えや気持ちを

尊重し、対話的な支援を行おうとする姿勢と定義

する。 
 
11..22..  ラライイテティィンンググセセンンタターーににおおけけるる新新人人研研修修チチ

ュューータターー研研修修  
チューターは先輩チューターと新人チューター

に分けられる。多くのWRC は先輩チューターに

定期研修、新人チューター（以下、新人）に新人

研修を提供している。 
新人研修にはWRC の理念を説明する講義型研

修と実際の対応を学ぶ実地研修がある（太田他、

2013；外山・増地、2020）。しかし、講義型研修

と実地研修の間にはギャップがある。このギャッ

プとは、講義型研修の中では、態度を養うことが

難しい点である。また、実地研修は、実際の書き

手への対応を伴う活動であり、基礎的な知識のあ

る程度の習得が、効果的な遂行に役に立つ。どの

ようにすれば、実地研修前に、チュータリングに

必要な知識と態度を身に付けさせられるだろうか。 
 
11..33..  ロローールルププレレイイをを取取りり入入れれるる新新人人研研修修  
 ロールプレイは、現実の課題を学習者に与え、

役を演じることで、その場面で生じる問題に直面

し、関係者の考えや気持ちを理解し、自分の対応

を深く認識する効果が指摘されている（Alkin & 
Christie, 2002；Gordon & Thomas, 2018）。 
レポート相談の場面にロールプレイを取り入れ

ることで、新人が知識を理解し、対話の場面で柔

軟に対応する態度を養うことができると考えられ

る。そのため、ロールプレイを取り入れた研修プ

ログラムを開発する必要がある。 
 そこで、本研究の目的は、チュータリングに関

する知識と態度を向上させるロールプレイを取り

入れた実地研修前の新人研修プログラムの開発お

よびその評価を行うことである。 
 
22..  方方法法  
22..11..  研研究究のの対対象象  
 総合大学である A 大学の WRC は添削ではな

く、対話による支援を通して、相談者が自分で問

題を発見し、考え、解決する力を育成する方針で

チュータリングのサービスを提供している。チュ

ーター（大学院生やPD 等）は、通常、40 分間の

チュータリングを実施している。本研究は実地研

修前に実施する一斉研修を受講した新人 8 名

（ABCDEFGH）を対象とする。全員博士課程後

期課程の大学院生で、専攻は文学、経営学、心理

学、政策教育学、総合情報学であった。 
 
22..22..  新新人人チチュューータターー研研修修ププロロググララムムのの概概要要  
22..22..11..  新新人人チチュューータターー研研修修ののテテーーママ  
 Ａ大学のWRC に寄せられる相談は初年次教育

がレポート作成を扱うことから、１年生のレポー

ト対応が比較的多い傾向にある。また理系レポー

トに対する相談も寄せられるが、対応するチュー

ターは文系の大学院生が多い。そのため、初年次

教育と理系レポートの診断に必要な知識と態度の

向上は新人研修において不可欠であった。そこで

本研修プログラムはWRC の理念、チュータリン

グの手順、文章診断に関する基礎知識（初年次教

育で扱う程度の文章に求められる知識）と書き手

への気持ちの配慮など態度の向上を目指し、6 つ

のテーマを設定した：①はWRC の理念に関する

内容として「チュータリングの実施」、②③は手順

に関する内容として「チュータリングの流れ、指

導履歴の書き方」「タイムマネジメント」とした。

テーマ④⑤⑥は文章診断について「レポートの書

き方ガイドの内容とその使用方法」「初年次教育で

の日本語表現」「理系レポートの特徴と指導」であ

った。本研修は各回 2 時間、合計 4 回にわたって

実施した。第1 回では①②、第 2 回では③④、第

3 回および第 4 回ではそれぞれテーマ⑤⑥に関す

る内容を扱った（張他、2024）（表 1）。 
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本研究では「態度」を、書き手の考えや気持ちを

尊重し、対話的な支援を行おうとする姿勢と定義

する。 
 
11..22..  ラライイテティィンンググセセンンタターーににおおけけるる新新人人研研修修チチ

ュューータターー研研修修  
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に分けられる。多くのWRC は先輩チューターに
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新人研修にはWRC の理念を説明する講義型研
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難しい点である。また、実地研修は、実際の書き

手への対応を伴う活動であり、基礎的な知識のあ

る程度の習得が、効果的な遂行に役に立つ。どの
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必要な知識と態度を身に付けさせられるだろうか。 
 
11..33..  ロローールルププレレイイをを取取りり入入れれるる新新人人研研修修  
 ロールプレイは、現実の課題を学習者に与え、

役を演じることで、その場面で生じる問題に直面
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を深く認識する効果が指摘されている（Alkin & 
Christie, 2002；Gordon & Thomas, 2018）。 
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 そこで、本研究の目的は、チュータリングに関
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学、政策教育学、総合情報学であった。 
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 Ａ大学のWRC に寄せられる相談は初年次教育

がレポート作成を扱うことから、１年生のレポー

ト対応が比較的多い傾向にある。また理系レポー

トに対する相談も寄せられるが、対応するチュー

ターは文系の大学院生が多い。そのため、初年次

教育と理系レポートの診断に必要な知識と態度の

向上は新人研修において不可欠であった。そこで

本研修プログラムはWRC の理念、チュータリン

グの手順、文章診断に関する基礎知識（初年次教

育で扱う程度の文章に求められる知識）と書き手

への気持ちの配慮など態度の向上を目指し、6 つ

のテーマを設定した：①はWRC の理念に関する

内容として「チュータリングの実施」、②③は手順

に関する内容として「チュータリングの流れ、指

導履歴の書き方」「タイムマネジメント」とした。

テーマ④⑤⑥は文章診断について「レポートの書

き方ガイドの内容とその使用方法」「初年次教育で

の日本語表現」「理系レポートの特徴と指導」であ

った。本研修は各回 2 時間、合計 4 回にわたって

実施した。第1 回では①②、第 2 回では③④、第

3 回および第 4 回ではそれぞれテーマ⑤⑥に関す

る内容を扱った（張他、2024）（表 1）。 

 
22..22..22..  新新人人チチュューータターー研研修修のの目目標標とと評評価価  
 チュータリングの知識習得については行動レベ

ルで確認できる目標を設定した（鈴木、2015）。た
とえば「理系レポートの特徴と指導」では目的と

考察、方法と結果の対応が重要であるから、「理系

レポートの方法と結果、目的と考察についてアド

バイスする方法を説明できるようになる」という

ことを目標とした（表 2）。 
研修の目標達成を確認するために、新人が研修

全体の前後にチェックリストで自己評価をし、各

回に振り返りを行った。チェックリストは、表 2
に示す 14 項目で構成され、理念、手順、文章診 
断の 3 つの内容に分けた。理念では、項目 1「チ

ュータリングに関する 6 つのゴール」、項目 2「チ

ュータリングに関する 12 のステップを設定し、

「対話を通した支援」の理念理解を評価した。「6
つのゴール」には、主体的な学習を促進する、個

別化した支援を行うなどの内容が含まれる。「12
のステップ」は、導入（挨拶と場づくり、課題を 

 

 

 
焦点化する 4 つのステップ）、展開（アジェンダを

設定する、課題に対応する4 つのステップ）、まと

め（確認する、次のことを考える4つのステップ）

で構成される。手順では、項目 3「事前準備」、項

目 4「アンケート調査の流れ」、項目 5「指導履歴

の作成の仕方」からなる「チュータリングの流れ」

と、項目 6 と 7「文章作成の手順・計画に関する

アドバイス」を含む時間管理を評価項目とした。

文章診断では、項目 8〜10「レポートの構成」「パ

ラグラフライティング」「引用と参考文献リストの

書き方」（ガイドブックの活用）、項目 11 と 12「段

落・文の書き言葉」（日本語表現）、項目 13 と 14
理系レポートの「手法・結果」「目的・考察」（理

系レポート対応）を設定し、評価した。チェック

表 1 新⼈チューター研修のテーマと⽬標 

回回 目目　　　　標標
内内
容容

①
チュータリン
グの実施

チュータリングに関する６つの
ゴールと12のステップを説明
できるようになる

理
念

②
個別相談の流
れ，指導履歴
の書き方

相談を行う際の事前準備，アン
ケート調査，指導履歴の作成に
ついて説明できるようになる

手
順

③
タイムマネジ
メント

文章作成の手順と計画に関する
アドバイスの工夫と注意事項を
説明できるようになる

手
順

④

レポートの書
き方ガイドに
関する内容と
使用方法

レポートの書き方ガイドを用い
て，レポートの構成，パラグラ
フライティング，引用と参考文
献リストの書き方についてアド
バイスする方法を説明できる
ようになる

文
章
診
断

3 ⑤
初年次教育で
の日本語表現

初年次教育レベルで求められる
レポートの書き方や日本語表現
に関するアドバイスの工夫と注
意事項を説明できるようになる

文
章
診
断

4 ⑥
理系レポート
の特徴と指導

理系レポートの「手法」「結
果」「目的」「考察」について
アドバイスする方法を説明
できるようになる

文
章
診
断

テテーーママ

1

2

番番
号号

項項　　　　目目
内内
容容

1 チュータリングに関する６つのゴールを説明できるか

2 チュータリングに関する12のステップを説明できるか

3 個別相談を行う際の事前準備を説明できるか

4 個別相談を行う際のアンケート調査の流れを
説明できるか

5 個別相談を行った後で，指導履歴の作成の仕方を
説明できるか

6 文章作成の手順についてアドバイスの工夫と注意事
項を説明できるか

7 文章作成の計画についてアドバイスの工夫と注意事
項を説明できるか

8 レポートの書き方ガイドを用いて，レポートの構成
についてアドバイスする方法を説明できるか

9 レポートの書き方ガイドを用いて,パラグラフライティン
グについてアドバイスする方法を説明できるか

10 レポートの書き方ガイドを用いて，引用と参考文献リス
トの書き方についてアドバイスする方法を説明できるか

11 初年次教育のレポートに対して、段落の書き言葉に
関するアドバイスの工夫と注意事項を説明できるか

12 初年次教育のレポートに対して、文の書き言葉に
関するアドバイスの工夫と注意事項を説明できるか

13 理系レポートの「手法」「結果」についてアドバイスする
方法を説明できるか

14 理系レポートの「目的」「考察」についてアドバイスする
方法を説明できるか

理
念

⼿
順

⽂
章
診
断

表 2 新⼈チューター研修のチェックリスト 
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リストでは、「非常にそう思う」「そう思う」「どち

らとも言えない」「そう思わない」「全くそう思わ

ない」という5 件法で確認をした。 振り返りシー

トは、各回の研修後に新人が研修を通してチュー

タリングをする上で「重要だと思った点」、「課題

や今後改善したいと思った点」を記述するように

した。 
 
22..22..33..  ロローールルププレレイイをを取取りり入入れれたた研研修修活活動動  
 各回の研修は講義、ロールプレイ、振り返りか

ら構成される。講義では教員が趣旨を説明し、目

標を提示した。その後新人は講義形式もしくは e-
learning 教材を視聴する形式で関連知識を学ん

だ。 
ロールプレイは次の手順で行った：（1）4 種類

のレポートを文章サンプルとし、（2）チューター

役と書き手役を１回の研修で各 20 分行い、（3）
チューター役は指導履歴を作成し、（4）振り返り

シートに記入した（図 1）。 
4 種類のサンプルレポートを使用した。それら

は、（1）新人の卒業論文を2 ページにまとめたも

の、（2）WRC で相談件数が多いスポーツ推薦入

学者のレポート、（3）初年次教育のレポート、（4） 
 

理系学生のレポートとした。新人は 4 回の研修を

通じて、チューター役と書き手役をそれぞれ 4 回

経験した。 
 ロールプレイを開始する前に、書き手役とチュ

ーター役にサンプルを作成した相談者の情報（レ

ポートの課題内容、学年、文章作成経験、相談し

たいことや不安など）を共有し、状況を理解した

うえで演じるように指示した。書き手役が質問に

答えられなかったとしても、実際の指導場面では

書き手が自分の意図をうまく説明できない場合が

あるため、書き手の気づきや気持ちを体験できる。 
 
22..33..  デデーータタのの収収集集とと分分析析  
 チェックリストは事前事後で 16 部配付し回収

した。記入漏れや無効回答はなく、すべて有効な

データとして分析対象とした。研修前後の新人の

レポート相談に関する知識習得の変化を分析する

ため、ノンパラメトリックな対応のある二群の比

較として Wilcoxon 符号付き順位検定を用い、研

修前後の差を検討した（Mizumoto, 2015）。 
また、新人がどのような態度を持っていたかを

確認するため、全員分の振り返りシートを収集し

た。研修を通してチュータリングをする上で「重

要だと思った点」（以下、重要）が 99 件、「課題や

今後改善したいと思った点」（以下、課題）が 98
件であった。これらのデータは箕浦（2009）に基

づき、以下の手順で分析した。まず、手書きの記

録を書き出し、それぞれにコードを付与した。次

に類似するコードを統合し、抽象度を上げた上で

カテゴリー名を付与した。なおカテゴリーは【】、

振り返りシートの元データは「」で示す。 
Wilcoxon 符号付き順位検定は第 3 著者が担当

し、振り返りシートの分析（コードの付与、統合、

カテゴリー化）は第 1 著者が行った。 
 
33..  結結果果とと考考察察  
33..11..  研研修修ププロロググララムムにによよるる変変化化  
 Wilcoxon 符号付き順位検定の結果、チェックリ

ストの全項目において中央値の有意な上昇が確認

された（p <.05）。効果量はいずれも中程度から大

図 1 ロールプレイに関する活動 
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リストでは、「非常にそう思う」「そう思う」「どち

らとも言えない」「そう思わない」「全くそう思わ

ない」という5 件法で確認をした。 振り返りシー

トは、各回の研修後に新人が研修を通してチュー

タリングをする上で「重要だと思った点」、「課題

や今後改善したいと思った点」を記述するように

した。 
 
22..22..33..  ロローールルププレレイイをを取取りり入入れれたた研研修修活活動動  
 各回の研修は講義、ロールプレイ、振り返りか

ら構成される。講義では教員が趣旨を説明し、目

標を提示した。その後新人は講義形式もしくは e-
learning 教材を視聴する形式で関連知識を学ん

だ。 
ロールプレイは次の手順で行った：（1）4 種類

のレポートを文章サンプルとし、（2）チューター

役と書き手役を１回の研修で各 20 分行い、（3）
チューター役は指導履歴を作成し、（4）振り返り

シートに記入した（図 1）。 
4 種類のサンプルレポートを使用した。それら

は、（1）新人の卒業論文を2 ページにまとめたも

の、（2）WRC で相談件数が多いスポーツ推薦入

学者のレポート、（3）初年次教育のレポート、（4） 
 

理系学生のレポートとした。新人は 4 回の研修を

通じて、チューター役と書き手役をそれぞれ 4 回

経験した。 
 ロールプレイを開始する前に、書き手役とチュ

ーター役にサンプルを作成した相談者の情報（レ

ポートの課題内容、学年、文章作成経験、相談し

たいことや不安など）を共有し、状況を理解した

うえで演じるように指示した。書き手役が質問に

答えられなかったとしても、実際の指導場面では

書き手が自分の意図をうまく説明できない場合が

あるため、書き手の気づきや気持ちを体験できる。 
 
22..33..  デデーータタのの収収集集とと分分析析  
 チェックリストは事前事後で 16 部配付し回収

した。記入漏れや無効回答はなく、すべて有効な

データとして分析対象とした。研修前後の新人の

レポート相談に関する知識習得の変化を分析する

ため、ノンパラメトリックな対応のある二群の比

較として Wilcoxon 符号付き順位検定を用い、研

修前後の差を検討した（Mizumoto, 2015）。 
また、新人がどのような態度を持っていたかを

確認するため、全員分の振り返りシートを収集し

た。研修を通してチュータリングをする上で「重

要だと思った点」（以下、重要）が 99 件、「課題や

今後改善したいと思った点」（以下、課題）が 98
件であった。これらのデータは箕浦（2009）に基

づき、以下の手順で分析した。まず、手書きの記

録を書き出し、それぞれにコードを付与した。次

に類似するコードを統合し、抽象度を上げた上で

カテゴリー名を付与した。なおカテゴリーは【】、

振り返りシートの元データは「」で示す。 
Wilcoxon 符号付き順位検定は第 3 著者が担当

し、振り返りシートの分析（コードの付与、統合、

カテゴリー化）は第 1 著者が行った。 
 
33..  結結果果とと考考察察  
33..11..  研研修修ププロロググララムムにによよるる変変化化  
 Wilcoxon 符号付き順位検定の結果、チェックリ

ストの全項目において中央値の有意な上昇が確認

された（p <.05）。効果量はいずれも中程度から大

図 1 ロールプレイに関する活動 

きく（r = .55～.65）、研修の統計的および実質的

な効果が示唆された。また、スコアの上昇幅には

項目間で差が見られたものの、研修前は中央値が

1〜3 であったのに対し、研修後はいずれの項目も

中央値が 4 に達し、参加者全体における理解の一

貫した向上が確認された（表 3）。 
 たとえば、「理系レポートの目的と考察について

アドバイスする方法を説明できるようになるか」

という項目では、p <.05 と有意差が認められた。

また、効果量 r = .65 は「大きい効果（large effect）」
であった。この結果は、研修によって新人の理系

レポートにおける目的と考察の支援方法に関する

知識が統計的に有意に向上したことを示している。

すなわち、チューターが理系レポートにおける「目

的」と「考察」の位置づけをより正確に理解し、

レポートにおける助言方法を説明できるようにな

ったことを意味している。 
上記の結果は、本研修プログラムが新人の基礎

的知識の習得に有効であったことを示している。 
 
33..22..  振振りり返返りりシシーートトにによよるる分分析析  
 振り返りシートの内容を分析した結果、理念は

60 件（30.5％）、手順は 13 件（6.6％）、文章診断

は 124 件（62.9％）であった（表 4）。理念や手順

に関する記述が一定数見られた一方で、文章診断

に関する内容が全体の 6 割を占めており、研修参

加者の関心が実践的な支援技術に集中していたこ

とがわかる。以下では、各側面について、重要視

された点および課題として挙げられた点を順に示

す。 
 
33..22..11..  理理念念にに関関すするる重重要要性性とと課課題題へへのの認認識識  
 理念に関するカテゴリーは【雰囲気づくり】【主

体性を促す姿勢】【相談者の気持ちへの配慮】【対 
話を行おうとする心構え】が含まれた。 
（1）【雰囲気づくり】（重要 6 件、課題 5 件、合

表３ チェックリストによる新⼈研修前後の知識習得の評価 
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計 11 件） 
【雰囲気づくり】とは、チュータリングにおい

て相談者が安心して相談する場つくりである。た

とえば、F は「緊張しながら来室する学生も多い

ので、話しやすい雰囲気を作っていきたい」と F
が述べた。重要６件は、相談者が話しやすい環境 
を整えることの重要性を理解していたと考えられ

る。一方で、課題５件は、実際に緊張している相 
談者や反応の少ない相談者に対して、どのように

雰囲気を和らげるかという難しさを反映していた。

特に、表情や声のトーン、話しかけ方といった非

言語的配慮への意識がまだ十分でなかったことが

示唆される。 
（2）【主体性を促す姿勢】（重要 5 件、課題 5 件、

合計 10 件） 
【主体性を促す姿勢】とは、チューターは相談

者自身が考え、主体的性を促すような姿勢である。

重要 5 件という結果から、チューターは学習者の 
主体性を支える姿勢の重要性を理解し始めていた

といえる。一方で、課題 5 件は、どの程度まで助

言し、どの段階で相談者に考えさせるべきかとい

うバランスの難しさを反映していた。新人は、「教

える」ことよりも「考えを引き出す」支援へと移

行する過程にあったと考えられる。 
（3）【気持ちへの配慮】（重要 5 件、課題 8 件、

合計 13 件） 
【気持ちへの配慮】は、チューターが相談者の

気持ちなど心理的状態を配慮することである。重

要 5 件は、相談者の不安や緊張を和らげるコミュ

ニケーションの重要性を認識していたことを示し

ていた。たとえば、E は相談者の「心情を理解す

ることで、本人が本当に求めている課題を設定で

きる」と述べた。一方で、課題 8 件は、他者の感

情にどこまで踏み込み、どのように言葉をかける

かという実践的難しさを反映していた。チュータ

ーは、相談者を支える立場としての共感力、そし

て相談者との距離感の取り方に課題を感じていた

と考えられる。 
（4）【対話を行おうとする心構え】（重要 10 件、

課題 16 件、合計 26 件） 

内内

容容  
カカテテゴゴリリーー  

重重要要とと  

思思っったた点点

（（件件））  

課課題題やや今今後後

改改善善ししたたいい

点点（（件件））  

合合計計  

理理  

念念  

雰囲気づくり 6 5 11 

主体性を   

促す姿勢 
5 5 10 

気持ちへの  

配慮 
5 8 13 

対話を行おう 

心構え 
10 16 26 

手手  

順順  

実施前の   

準備 
3 3 6 

時間管理 4 3 7 

文文  

章章  

診診  

断断  

ガイドブック 

内容の把握 
11 8 19 

日本語表現の 

知識   
5 1 6 

他分野対応の 

知識 
12 6 18 

セッションの 

目標設定 
11 13 24 

発問 6 10 16 

事例を用いる 

説明 
4 0 4 

改善の   

支援方法 
17 20 37 

 
【対話を行おうとする心構え】では、最も多く

の件数が挙げられ、チューターが「対話的支援」

の重要性を強く意識していたことが示されていた。

重要 10 件という結果は、相談者との対話を通し

て考えを整理させることがチュータリングの核心

であると理解していたことを意味する。一方で、

課題 16 件は、実際の場面でうまく相談者の考え

を引き出せないといった恐れを抱えていたことを

反映していた。たとえば、F は「こちらが主導し

表 4 振り返りに関するカテゴリーの分類 
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計 11 件） 
【雰囲気づくり】とは、チュータリングにおい

て相談者が安心して相談する場つくりである。た

とえば、F は「緊張しながら来室する学生も多い

ので、話しやすい雰囲気を作っていきたい」と F
が述べた。重要６件は、相談者が話しやすい環境 
を整えることの重要性を理解していたと考えられ

る。一方で、課題５件は、実際に緊張している相 
談者や反応の少ない相談者に対して、どのように

雰囲気を和らげるかという難しさを反映していた。

特に、表情や声のトーン、話しかけ方といった非

言語的配慮への意識がまだ十分でなかったことが

示唆される。 
（2）【主体性を促す姿勢】（重要 5 件、課題 5 件、

合計 10 件） 
【主体性を促す姿勢】とは、チューターは相談

者自身が考え、主体的性を促すような姿勢である。

重要 5 件という結果から、チューターは学習者の 
主体性を支える姿勢の重要性を理解し始めていた

といえる。一方で、課題 5 件は、どの程度まで助

言し、どの段階で相談者に考えさせるべきかとい

うバランスの難しさを反映していた。新人は、「教

える」ことよりも「考えを引き出す」支援へと移

行する過程にあったと考えられる。 
（3）【気持ちへの配慮】（重要 5 件、課題 8 件、

合計 13 件） 
【気持ちへの配慮】は、チューターが相談者の

気持ちなど心理的状態を配慮することである。重

要 5 件は、相談者の不安や緊張を和らげるコミュ

ニケーションの重要性を認識していたことを示し

ていた。たとえば、E は相談者の「心情を理解す

ることで、本人が本当に求めている課題を設定で

きる」と述べた。一方で、課題 8 件は、他者の感

情にどこまで踏み込み、どのように言葉をかける

かという実践的難しさを反映していた。チュータ

ーは、相談者を支える立場としての共感力、そし

て相談者との距離感の取り方に課題を感じていた

と考えられる。 
（4）【対話を行おうとする心構え】（重要 10 件、

課題 16 件、合計 26 件） 

内内

容容  
カカテテゴゴリリーー  

重重要要とと  

思思っったた点点

（（件件））  

課課題題やや今今後後

改改善善ししたたいい

点点（（件件））  

合合計計  

理理  

念念  

雰囲気づくり 6 5 11 

主体性を   

促す姿勢 
5 5 10 

気持ちへの  

配慮 
5 8 13 

対話を行おう 

心構え 
10 16 26 

手手  

順順  

実施前の   

準備 
3 3 6 

時間管理 4 3 7 

文文  

章章  

診診  

断断  

ガイドブック 

内容の把握 
11 8 19 

日本語表現の 

知識   
5 1 6 

他分野対応の 

知識 
12 6 18 

セッションの 

目標設定 
11 13 24 

発問 6 10 16 

事例を用いる 

説明 
4 0 4 

改善の   

支援方法 
17 20 37 

 
【対話を行おうとする心構え】では、最も多く

の件数が挙げられ、チューターが「対話的支援」

の重要性を強く意識していたことが示されていた。

重要 10 件という結果は、相談者との対話を通し

て考えを整理させることがチュータリングの核心

であると理解していたことを意味する。一方で、

課題 16 件は、実際の場面でうまく相談者の考え

を引き出せないといった恐れを抱えていたことを

反映していた。たとえば、F は「こちらが主導し

表 4 振り返りに関するカテゴリーの分類 
すぎてしまうことがあったので改善したい」と述

べた。F は理念としての「対話の重要性」を理解

しながらも、その実践における難しさを痛感し、

改善する意欲が湧いたといえる。 
理念に関する4 項目（雰囲気づくり・主体性を

促す姿勢・気持ちへの配慮・対話を行おうとする

心構え）は、いずれもチューターとしての基本的

な姿勢や価値観に関わる要素であった。全体的に、

チューターは「対話」「共感」「尊重」といったラ

イティングセンターの理念を理解し始めていたが、

それを実際の支援行動に結びつける段階では課題

を感じていた。 
 
33..22..22..  手手順順にに関関すするる重重要要性性とと課課題題へへのの認認識識  
 手順については、【実施前の準備】【時間管理】

という 2 つのカテゴリーが含まれた。 
（1）【実施前の準備】（重要 3 件、課題 3 件、合

計 6 件） 
【実施前の準備】では、セッションを円滑に進

めるための事前準備の重要性が意識されていた。

重要 3 件という結果から、新人は「準備の質」が

支援の成否を左右することを理解し始めていたと

考えられる。一方で、課題 3 件は、どの範囲まで

準備すべきか、あるいはどの程度具体的に想定し

ておくべきかという判断の難しさを反映していた。

これは、経験不足による不安や、想定外の質問へ

の対応力への自信の欠如に起因していたと考えら

れる。 
（2）【時間管理】（重要 4 件、課題 3 件、合計 7
件） 
【時間管理】では、限られた時間内でどのよう

にセッションを構成し、相談者の理解を促進する

かという問題意識が見られた。重要 4 件は、チュ

ーターが時間配分の工夫や進行計画の重要性を理

解し始めていたことを示していた。一方で、課題

3 件は、実際のセッションで時間が不足したり、

話が脱線したりする難しさを反映していた。E は

今後チュータリングを行う際に「時間を測る」と

述べた。F はロールプレイを通して、「相談の時間

が早くおわってしまった」と気づいた。 

33..22..33..  文文章章診診断断にに関関すするる重重要要性性とと課課題題へへのの認認識識  
 文章診断に関するカテゴリーには、【ガイドブッ

ク内容の把握】【日本語表現の知識】【他分野対応

の知識】【セッションの目標設定】【発問】【事例を

用いる説明】【改善の支援方法】という 7つのカテ

ゴリーが含まれた。 
（1）【ガイドブック内容の把握】（重要 11 件、課

題 8 件、合計 19 件） 
【ガイドブック内容の把握】は、WRC が発行

している『レポートの書き方ガイド』の内容を理

解し、チュータリングの際に活用することである。

F は 3 回目の研修の際に、ガイドブックの「内容

をあまり把握していなくて上手く使いこなせなか

ったので、改善したい」と述べた。課題として 8
件挙げられていることから、内容理解を実践にど

う結びつけるかに難しさを感じただろう。すなわ

ち、「読む」段階から「使う」段階への移行が今後

の課題であっただろう。 
（2）【日本語表現の知識】（重要 5 件、課題 1 件、

合計 6 件） 
【日本語表現の知識】とはチュータリングに必

要な日本語表現に関する知識である。課題と思っ

た件数は 1 件であった。それは新人が博士課程の

院生であり、多くの新人は言語的知識に関しては

一定の自信を持っていることにあったのであろう。

ただ、留学生であった新人は、日本語表現に関す

る知識の習得は課題だと捉えていた。 
（3）【他分野対応の知識】（重要 12 件、課題 6 件、

合計 18 件） 
【他分野対応の知識】では、異なる学部・専攻

の相談者に対応するための幅広い知識の必要性が

意識されていた。特に重要は 12 件と多く、専門

用語や論文形式の違いに対応する柔軟性の重要性

を認識しているといえる。課題 6 件は、具体的な

対応方法の未熟さを反映しており、研修後も継続

的な学習が求められる領域であった。 
（4）【セッションの目標設定】（重要 11 件、課題

13 件、合計 24 件） 
【セッションの目標設定】では、「40 分という

限られた時間の中で、相談者とどのように目標を
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共有・設定するか」という点が焦点である。重要・

課題の双方で件数が多く、チューターが最も実践

的に悩む領域の一つである。目標設定の明確化は、

セッションの方向性を決める重要なステップであ

り、今後、対話を通じて相談者のニーズを引き出

す力の向上が期待される。 
（5）【発問】（重要 6 件、課題 10 件、合計 16 件） 
【発問】は相談者の考えを引き出す基本的能力

であり、6 件が重要とされながらも 10 件が課題と

して挙げられている。チューターは質問の仕方や

言葉の選び方に迷いを感じていると推測される。

これは、知識の伝達ではなく、思考を促す対話的

支援の難しさを実感していることが示された。 
F は「質問を投げかける頻度が多くなってしま

った。人によって答えづらい人もいると思うので、

臨機応変に対応したい」と振り返った。今後は効

果的な問いかけの練習が必要であろう。 
（6）【事例を用いる説明】（重要 4 件、課題 0 件、

合計 4 件） 
【事例を用いる説明】では課題が挙げられてお

らず、チューターが自信を持って活用できる要素

であると考えられる。過去の指導事例やサンプル

を用いて説明することは、相談者に理解を促すう

えで有効であり、4 件が重要と答えていることは、

事例提示の教育的効果を理解していることといえ

よう。 
（7）【改善の支援方法】（重要 17 件、課題 20 件、

合計 37 件） 
【改善の支援方法】は文章の改善に関するアド

バイスの方法であり、全体で最も件数が多く、新

人が最も強い関心を示している。文章の構成、論

理展開、文体、引用など、多角的な要素をふまえ

た助言を行うことの重要性を理解していると同時

に、実践面での難しさも強く感じている。特に課

題が 20 件と多いことから、単に正しさや適切さ

を指摘するのではなく、「どのように改善を導くか」

を試行錯誤している段階にある。これは、支援者

としての自律的成長意欲を示すものであり、今後

の研修における中心課題として位置づけられる。 
 

44..  ままととめめとと課課題題  
 本研究では、ロールプレイを取り入れた新人研

修プログラムの開発と評価を行い、量的・質的両

面からその効果を検証した。その結果、Wilcoxon
符号付き順位検定により、全項目で有意な向上が

確認され、研修が新人の基礎的知識の習得に有効

であったことが明らかになった。また、振り返り

シートに基づく「重要だと思った点」と「課題や

今後改善したいと思った点」の分析から、新人は、

支援における三つの側面――理念・手順・文章診断

――に関する態度を形成していたことが明らかに

なった。理念の側面では、【雰囲気づくり】【主体

性を促す姿勢】【気持ちへの配慮】【対話を行おう

とする心構え】を通して、相談者を尊重し、対話

的に支援するというライティングセンターの基本

理念を理解し、それらを今後のチュータリングに

活かそうとしていた。手順の側面では、【実施前の

準備】と【時間管理】に関する意識が高まり、セ

ッションを計画的かつ効率的に進めるための実践

的課題を見いだしていた。さらに、文章診断の側

面では、【ガイドブック内容の把握】【日本語表現

の知識】【他分野対応の知識】【セッションの目標

設定】【発問】【事例を用いる説明】【改善の支援方

法】といった実践的知識が挙げられ、チューター

が理念を具体的支援へと結びつけようとする姿勢

が確認された。これらの結果から、新人は、理念

理解から手順の実践、さらに文章診断・指導とい

う専門的支援へと意識を発展させていたことが示

唆される。 
本研究では、研修終了時点で得られた成果は、

主に知識習得に関する自己評価および振り返りに

基づく態度の変化として示された。一方で、ロー

ルプレイの場面では、知識の理解だけでなく、実

際にスキルを応用する試みも行われていた可能性

がある。今後の課題としては、研修プログラムが

チューターのスキル向上にどのように寄与したか

を、具体的な支援場面の分析を通して明らかにす

ることが求められる。また、研修で得た学びが、

日常的なチュータリング実践にどのように定着し、

長期的な成長につながるのかを追跡的に明らかに
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共有・設定するか」という点が焦点である。重要・

課題の双方で件数が多く、チューターが最も実践

的に悩む領域の一つである。目標設定の明確化は、

セッションの方向性を決める重要なステップであ

り、今後、対話を通じて相談者のニーズを引き出

す力の向上が期待される。 
（5）【発問】（重要 6 件、課題 10 件、合計 16 件） 
【発問】は相談者の考えを引き出す基本的能力

であり、6 件が重要とされながらも 10 件が課題と

して挙げられている。チューターは質問の仕方や

言葉の選び方に迷いを感じていると推測される。

これは、知識の伝達ではなく、思考を促す対話的

支援の難しさを実感していることが示された。 
F は「質問を投げかける頻度が多くなってしま

った。人によって答えづらい人もいると思うので、

臨機応変に対応したい」と振り返った。今後は効

果的な問いかけの練習が必要であろう。 
（6）【事例を用いる説明】（重要 4 件、課題 0 件、

合計 4 件） 
【事例を用いる説明】では課題が挙げられてお

らず、チューターが自信を持って活用できる要素

であると考えられる。過去の指導事例やサンプル

を用いて説明することは、相談者に理解を促すう

えで有効であり、4 件が重要と答えていることは、

事例提示の教育的効果を理解していることといえ

よう。 
（7）【改善の支援方法】（重要 17 件、課題 20 件、

合計 37 件） 
【改善の支援方法】は文章の改善に関するアド

バイスの方法であり、全体で最も件数が多く、新

人が最も強い関心を示している。文章の構成、論

理展開、文体、引用など、多角的な要素をふまえ

た助言を行うことの重要性を理解していると同時

に、実践面での難しさも強く感じている。特に課

題が 20 件と多いことから、単に正しさや適切さ

を指摘するのではなく、「どのように改善を導くか」

を試行錯誤している段階にある。これは、支援者

としての自律的成長意欲を示すものであり、今後

の研修における中心課題として位置づけられる。 
 

44..  ままととめめとと課課題題  
 本研究では、ロールプレイを取り入れた新人研

修プログラムの開発と評価を行い、量的・質的両

面からその効果を検証した。その結果、Wilcoxon
符号付き順位検定により、全項目で有意な向上が

確認され、研修が新人の基礎的知識の習得に有効

であったことが明らかになった。また、振り返り

シートに基づく「重要だと思った点」と「課題や

今後改善したいと思った点」の分析から、新人は、

支援における三つの側面――理念・手順・文章診断

――に関する態度を形成していたことが明らかに

なった。理念の側面では、【雰囲気づくり】【主体

性を促す姿勢】【気持ちへの配慮】【対話を行おう

とする心構え】を通して、相談者を尊重し、対話

的に支援するというライティングセンターの基本

理念を理解し、それらを今後のチュータリングに

活かそうとしていた。手順の側面では、【実施前の

準備】と【時間管理】に関する意識が高まり、セ

ッションを計画的かつ効率的に進めるための実践

的課題を見いだしていた。さらに、文章診断の側

面では、【ガイドブック内容の把握】【日本語表現

の知識】【他分野対応の知識】【セッションの目標

設定】【発問】【事例を用いる説明】【改善の支援方

法】といった実践的知識が挙げられ、チューター

が理念を具体的支援へと結びつけようとする姿勢

が確認された。これらの結果から、新人は、理念

理解から手順の実践、さらに文章診断・指導とい

う専門的支援へと意識を発展させていたことが示

唆される。 
本研究では、研修終了時点で得られた成果は、

主に知識習得に関する自己評価および振り返りに

基づく態度の変化として示された。一方で、ロー

ルプレイの場面では、知識の理解だけでなく、実

際にスキルを応用する試みも行われていた可能性

がある。今後の課題としては、研修プログラムが

チューターのスキル向上にどのように寄与したか

を、具体的な支援場面の分析を通して明らかにす

ることが求められる。また、研修で得た学びが、

日常的なチュータリング実践にどのように定着し、

長期的な成長につながるのかを追跡的に明らかに

することが重要である。これらの分析を通して、

理念の理解から実践力の定着、そして熟達化へと

至るチューターの成長過程を明確化し、継続的な

学びを支える研修体系を構築することが今後の展

望である。 
 
付付記記  
本研究は張他が 2024 年日本教育工学会秋季全

国大会において報告した内容を発展させ、成果を

まとめたものである。 
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初初年年次次教教育育ににおおけけるる学学習習支支援援のの展展開開  
――初初年年次次教教育育学学会会大大会会・・自自由由研研究究発発表表のの分分析析をを通通ししてて――  

TThhee  DDeevveellooppmmeenntt  ooff  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt  iinn  FFiirrsstt--YYeeaarr  EExxppeerriieennccee::  
AA  RReevviieeww  ooff  CCoonnttrriibbuutteedd  PPrreesseennttaattiioonnss  aatt  tthhee  JJaappaanneessee  AAssssoocciiaattiioonn    

ooff  FFiirrsstt--YYeeaarr  EExxppeerriieennccee  aatt  UUnniivveerrssiittiieess  aanndd  CCoolllleeggeess 
 

木原宏子（創価大学学士課程教育機構） 
福博充（創価大学文学部） 

Hiroko Kihara (Soka University, School for Excellence in Educational Development) 
Hiromitsu Fuku (Soka University, Faculty of Letters) 

 
要要旨旨  
 本研究では、2008～2024年度の初年次教育学会大会（第 1回～第 17回）における自由研究発
表を分析し、大学における正課外学習支援の展開構造を明らかにする。発表 95件を抽出し、内容
を 12分類で整理した結果、学習支援は（1）学力補完を目的とする「補完的支援」から、（2）学
習行動や自己調整を支える「協働的支援」へ、さらに（3）教職学が連携して全学生を支える「包
括的支援」へと展開してきたことが示された。特に、学習支援センターやピア・サポートの整備

を経て、学習支援は個別的取組から組織的機能へと転換し、現在では、教学 IR・FD・アカデミッ
ク・アドバイジング体制と接続しながら教育改善サイクルの一部として定着しつつある。以上よ

り、学習支援は、学力補完にとどまらず、学習文化の形成と教育の質保証を担う制度的・文化的

基盤へと発展していることが明らかとなった。 
 
キキーーワワーードド  学学習習支支援援、、初初年年次次教教育育、、補補完完的的支支援援、、協協働働的的支支援援、、包包括括的的支支援援  ／／  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt,,  
FFiirrsstt--YYeeaarr  EExxppeerriieennccee,,  RReemmeeddiiaall  SSuuppppoorrtt,,  CCoollllaabboorraattiivvee  SSuuppppoorrtt,,  CCoommpprreehheennssiivvee  SSuuppppoorrtt  
 
11..  ははじじめめにに  
近年、大学における学習支援は、初年次教育の

展開とともにその重要性を増している。少子化や

学生層の多様化、学習習慣の未形成など、学士課

程教育を取り巻く環境が大きく変化する中で、学

習意欲や自己調整学習を支援する多層的な取り組

みが求められている（中央教育審議会、2025）。こ
うした状況のもと、大学は正課内の授業改善だけ

でなく、正課外や準正課における個別支援や集団

支援、ピア・サポートなどを通して、学生一人ひ

とりの学びを支える包括的な支援体制を整備して

きた（清水・中井、2022）。 
 日本の初年次教育においては、学習スキルの補

完や基礎学力の定着を目的とした支援から出発し、

近年では動機づけや自己理解の促進、学習共同体

の形成など、情意的・社会的側面を含む支援へと

発展してきたことが指摘されている（清水・中井、

2022）。この背景には、中央教育審議会（2025）
の「知の総和」答申が掲げるように、学生の多様

化に対応しながら主体的な学びを促す教育環境の

再設計が求められていることがある。学習支援の

概念は、もはや特定の困難を抱える学生への補完

的支援にとどまらず、すべての学生の成長を支え

る教育的営為として再定義されつつある。 
 こうした再定義の過程を検討するためには、各

大学における個別の実践報告を超えて、全国的な

動向を俯瞰的に把握することが不可欠である。学

習支援は大学ごとの文脈や組織文化に根差して行

われるため、その全体像は断片的な情報からでは

見えにくい。各大学がどのような課題意識のもと
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に、どの層の学生に、どのような支援を行ってき

たのかを整理することは、支援の理念や制度文化

の変遷を明らかにするうえで重要である。特に、

全国的な学会発表や公開資料を通じて実践の蓄積

を客観的に分析する試みは限られており、俯瞰的

な整理を行う意義は大きい。 
一方で、学習支援に関する実践は授業改善や学

生支援の現場で行われる日常的な取り組みであり、

その多くは学内事情に密接に関わっている。また

教育活動の一環である学習支援の性質上、研究目

的で実験・試行されるものではなく、教育実践の

過程を記述する形で発表されることが多い。その

ため、学術論文として体系的にまとめられる機会

が少なく、大学教育における学習支援の豊富な知

見の多くは、むしろ学会での発表や実践報告に蓄

積されている。初年次教育学会大会の自由研究発

表は、こうした現場発の知見が集積する代表的な

場であり、全国の大学教職員が学内実践を共有し

合う場として機能してきた。その要旨集は学習支

援の動向を把握する上で貴重な資料群といえる。

したがって、これらの発表を学習支援の観点から

体系的に整理・分析することにより、大学におけ

る学習支援の実践的系譜を明らかにすることがで

きると考えられる。 
 本研究は、『初年次教育学会大会要旨集』に収録

された発表のうち、大学生を対象とした正課外の

学習支援に関する「自由研究発表」を抽出し、そ

の内容を体系的に整理・分析することを目的とす

る。分析にあたっては、清水・中井（2022）が提
示する学習支援の分類枠組みを参照し、発表内容

を 12 のカテゴリに分類する。さらに、発表件数
の推移や内容の変化を通して、初年次教育におけ

る学習支援の実践がどのように拡張・再定位され

てきたかを明らかにする。 
 本研究の意義は、初年次教育における学習支援

の変遷を、全国的な実践記録の集積を通して俯瞰

的に示し、その背後にある支援観の変化を明確に

する点にある。学習支援が基礎学力の補完や学習

スキルの習得にとどまらず、学生の自律的学習や

関係性の構築を支える営為へと展開していること

を実証的に示すことで、今後の支援のあり方を再

考する手がかりを提供することを目指す。その一

歩として、初年次教育における学習支援を主な対

象とする。 
本研究で初年次教育学会大会の自由研究発表を

分析対象としたのは、それが大学における学習支

援実践の知見の主要な蓄積の場であるためである。

自由研究発表では、各大学の実情や課題を背景に

行われる教育実践の報告がなされており、教育改

善のプロセスを共有する性格をもつ。そのため、

個別大学の内部報告や論文では把握しきれない多

様な支援の実態を可視化することができる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  分分析析対対象象  
 本研究では、初年次教育学会大会における自由

研究発表のうち、大学生を対象とした正課外の学

習支援に関する発表を分析対象とした。初年次教

育学会大会は、2008年の第1回大会以降、年 1回
開催されており、「理論的研究や調査研究をはじめ

として，各学問領域や各教育機関における初年次

教育の実践・事例研究，海外における初年次教育

の研究・実践動向等の紹介などを通じて，高等教

育関係者の情報交換と研究・実践交流の場」（初年

次教育学会、2007）として、教育・学習支援に関
わる多様な研究・発表が行われている。自由研究

発表は、「初年次教育に関連する理論的研究または

実践的研究の発表を行う」場（初年次教育学会、

2025）であり、学士課程教育・授業デザイン・ス
タディスキル養成・高大接続などに関する実践報

告を中心に、現場教職員による教育実践の知見が

豊富に蓄積されている。 
 分析対象としたのは、第1回（2008年度）から
第 17回（2024年度）までの 17年間の大会要旨
集に掲載された自由研究発表計 701件である。そ
のうち、入学前教育を含む大学生を対象とした発

表の中から、正課外で実施されている学習支援に

関する内容と判断できるものを筆者らで抽出した。

学習支援・学修支援・支援の語をキーワードとし

て検索し、内容確認を行った上で、該当する発表
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に、どの層の学生に、どのような支援を行ってき

たのかを整理することは、支援の理念や制度文化

の変遷を明らかにするうえで重要である。特に、

全国的な学会発表や公開資料を通じて実践の蓄積

を客観的に分析する試みは限られており、俯瞰的

な整理を行う意義は大きい。 
一方で、学習支援に関する実践は授業改善や学

生支援の現場で行われる日常的な取り組みであり、

その多くは学内事情に密接に関わっている。また

教育活動の一環である学習支援の性質上、研究目

的で実験・試行されるものではなく、教育実践の

過程を記述する形で発表されることが多い。その

ため、学術論文として体系的にまとめられる機会

が少なく、大学教育における学習支援の豊富な知

見の多くは、むしろ学会での発表や実践報告に蓄

積されている。初年次教育学会大会の自由研究発

表は、こうした現場発の知見が集積する代表的な

場であり、全国の大学教職員が学内実践を共有し

合う場として機能してきた。その要旨集は学習支

援の動向を把握する上で貴重な資料群といえる。

したがって、これらの発表を学習支援の観点から

体系的に整理・分析することにより、大学におけ

る学習支援の実践的系譜を明らかにすることがで

きると考えられる。 
 本研究は、『初年次教育学会大会要旨集』に収録

された発表のうち、大学生を対象とした正課外の

学習支援に関する「自由研究発表」を抽出し、そ

の内容を体系的に整理・分析することを目的とす

る。分析にあたっては、清水・中井（2022）が提
示する学習支援の分類枠組みを参照し、発表内容

を 12 のカテゴリに分類する。さらに、発表件数
の推移や内容の変化を通して、初年次教育におけ

る学習支援の実践がどのように拡張・再定位され

てきたかを明らかにする。 
 本研究の意義は、初年次教育における学習支援

の変遷を、全国的な実践記録の集積を通して俯瞰

的に示し、その背後にある支援観の変化を明確に

する点にある。学習支援が基礎学力の補完や学習

スキルの習得にとどまらず、学生の自律的学習や

関係性の構築を支える営為へと展開していること

を実証的に示すことで、今後の支援のあり方を再

考する手がかりを提供することを目指す。その一

歩として、初年次教育における学習支援を主な対

象とする。 
本研究で初年次教育学会大会の自由研究発表を

分析対象としたのは、それが大学における学習支

援実践の知見の主要な蓄積の場であるためである。

自由研究発表では、各大学の実情や課題を背景に

行われる教育実践の報告がなされており、教育改

善のプロセスを共有する性格をもつ。そのため、

個別大学の内部報告や論文では把握しきれない多

様な支援の実態を可視化することができる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  分分析析対対象象  
 本研究では、初年次教育学会大会における自由

研究発表のうち、大学生を対象とした正課外の学

習支援に関する発表を分析対象とした。初年次教

育学会大会は、2008年の第1回大会以降、年 1回
開催されており、「理論的研究や調査研究をはじめ

として，各学問領域や各教育機関における初年次

教育の実践・事例研究，海外における初年次教育

の研究・実践動向等の紹介などを通じて，高等教

育関係者の情報交換と研究・実践交流の場」（初年

次教育学会、2007）として、教育・学習支援に関
わる多様な研究・発表が行われている。自由研究

発表は、「初年次教育に関連する理論的研究または

実践的研究の発表を行う」場（初年次教育学会、

2025）であり、学士課程教育・授業デザイン・ス
タディスキル養成・高大接続などに関する実践報

告を中心に、現場教職員による教育実践の知見が

豊富に蓄積されている。 
 分析対象としたのは、第1回（2008年度）から
第 17回（2024年度）までの 17年間の大会要旨
集に掲載された自由研究発表計 701件である。そ
のうち、入学前教育を含む大学生を対象とした発

表の中から、正課外で実施されている学習支援に

関する内容と判断できるものを筆者らで抽出した。

学習支援・学修支援・支援の語をキーワードとし

て検索し、内容確認を行った上で、該当する発表

95件を特定した。 
 初年次教育学会大会の自由研究発表を分析対象

とした理由は、学習支援の実践がしばしば大学の

内部事情や制度的背景に基づいており、一般に論

文化が難しいためである。多くの支援実践は、研

究目的のために設計された実験的なものではなく、

現場の課題に対応する形で展開されている。その

ため、学術誌よりも個々の大学の紀要や内部報告、

学会発表の形式で報告されることが多く、大学現

場における支援実践の系譜を把握するには、自由

研究発表の内容を体系的に整理することが有効で

ある。初年次教育学会は、こうした現場発の知見

が継続的に集積される代表的な全国的学会であり、

当該学会の自由研究発表は、大学教育における学

習支援の動向を把握する上で適切なデータソース

といえる。 
 
22..22..  抽抽出出おおよよびび分分類類のの手手続続きき  
 発表の抽出にあたっては、2 名の研究者による
ダブルチェックを行い、抽出基準の客観性を担保

した。まず、一次抽出では、初年次教育学会のウ

ェブサイトから、各大会の要旨集の PDF データ
を入手し、タイトル・要旨・キーワード・本文の

いずれかに「学習支援」「学修支援」「支援」とい

う語を含む発表を機械的に抽出した。次に、二次

抽出では、各発表の内容を精読し、以下の基準に

合致するものを選定した。 
対象：大学生（入学前教育を含む）を対象とす

ること 
内容：正課外で展開される学習支援に関する実

践を含むものであること 
目的：学習の促進や学びの支援に関連するもの

であること 
授業設計や授業内の SA活用、カリキュラム設
計に関するような正課を対象とした発表や、大学

生の心理や発達等のみに関する研究は除外し、学

習支援センター、ピア・サポート、入学前教育プ

ログラムなどによる、正課外の活動を扱う発表の

みを最終的に採用した。抽出過程では、曖昧な事

例について研究者間で協議を行い、合意形成を経

て判断した。 
 分類の枠組みは、清水・中井（2022）が提示す
る学習支援の内容を参考に設定した。具体的には、

①入学前教育、②入学時ガイダンス・入学時研修、

③履修相談、④スタディスキル・アカデミックス

キル支援、⑤ライティング支援、⑥リメディアル

教育、⑦外国語教育、⑧ピア・サポート、⑨成績

不振対応・中退予防、⑩環境整備・構築、⑪LMS
活用、⑫その他、の12カテゴリを設定した。各発
表を内容に基づきいずれかのカテゴリに分類し、

分類結果を年度別に整理した。また、複数の観点

を含む発表については、内容に応じて複数カテゴ

リに重複して分類した。例えば「ピア・サポータ

ーを活用した入学前教育」の発表は、「①入学前教

育」と「⑧ピア・サポート」に同時に分類した。 
 
22..33..  分分析析手手順順  
 分析は、（1）件数の推移と割合の分析、（2）カ
テゴリ別発表数の推移分析、（3）時期別分析とカ
テゴリ間の共起分析の3段階で行った。 
（1）件数の推移と割合の分析では、各大会にお
ける自由研究発表全体の件数および学習支援関連

発表件数を集計し、両者の比率を算出した。これ

により、学習支援発表が大会全体に占める割合の

経年変化を把握した。 
（2）カテゴリ別発表数の推移分析では、12の
分類ごとに年度別件数を整理し、学習支援の重点

領域の変化を検討した。特に、初期に多かった学

力補完型の支援から、近年の協働的・自律的支援

への移行過程に着目した。 
（3）時期別分析と共起分析では、発表年度を3
期（2008〜2013年度、2014〜2019年度、2020〜
2024年度）に区分し、主要カテゴリの件数変化を
比較した。また、1 件の発表内で複数カテゴリに
該当した場合を共起として扱い、カテゴリ間の共

起パターンを集計した。これにより、学習支援が

どのような組み合わせで実施されているか、支援

の複合性・接続性の傾向を明らかにした。 
データ整理と集計・可視化にはMicrosoft Excel
を用い、件数・比率・共起ペア数を算出した。 
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22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究は、公開情報として入手可能な大会要旨

集を用いた二次分析であり、特定の個人・学生・

教職員を対象とする情報を扱っていない。したが

って、「関西大学における人を対象とする研究に関

する倫理規程」の対象外である。 
 
33..  結結果果  
33..11..  発発表表件件数数のの推推移移 
初年次教育学会大会における自由研究発表全体

の件数および、学習支援関連発表件数の推移を図

1に示す。第 1回大会（2008年度）以降、コロナ
禍の前（第12回大会：2019年度）まで、自由研
究発表はおおむね 40〜60 件で推移しており、全
体として安定した発表数が維持されてきた。これ

に対し、学習支援関連の発表件数は、第 1回大会
（2008年度）ではわずか 2件だったものの、第3
回大会では 10件となり、コロナ禍前の第12回大
会（2019年度）までは 4件～10件の間で安定的
に推移している。コロナ禍以降となる第 13 回大
会（2020年度）以降は、自由研究発表全体の発表
件数が落ち込むに伴い、学習支援に関連する発表

数も減少しているものの、総件数の減少の程度か 
 

らすれば、発表件数が維持されたまま推移してい

るとも捉えられる。 
 大会全体の発表件数に占める割合でみると、学

習支援関連発表は概ね 10〜20％前後を維持して
おり、第 13回大会（2020年度）以降のコロナ禍
においても大きな減少はみられなかった。むしろ、

コロナ禍以降、自由研究発表全体の件数が一時的

に減少した一方で、学習支援関連の割合は相対的

に上昇している。急速な教育環境の変化のもとで

は、正課におけるコロナ禍対応だけでなく、正課

外における学習支援の現場でもオンライン化等の

コロナ禍対応が行われた様子が報告されている。

正課の学びを止めないだけでなく、正課外におい

ても学習支援の実践を止めないようにするための

報告がされており、すでに学習支援が大学教育に

根付いていることが窺える。 
 これらの結果から、初年次教育学会における学

習支援研究は、第 1回大会から継続的に展開され
ており、大学教育における初年次教育と並行して

学習支援が定着してきたことが確認できる。 
 

33..22..  カカテテゴゴリリ別別のの件件数数推推移移  
 抽出した95件の発表を12のカテゴリに分類し 
 

図 1 総発表件数と正課外学習支援関連発表数及び各大会の発表総件数に対する割合 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 
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22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究は、公開情報として入手可能な大会要旨

集を用いた二次分析であり、特定の個人・学生・

教職員を対象とする情報を扱っていない。したが

って、「関西大学における人を対象とする研究に関

する倫理規程」の対象外である。 
 
33..  結結果果  
33..11..  発発表表件件数数のの推推移移 
初年次教育学会大会における自由研究発表全体

の件数および、学習支援関連発表件数の推移を図

1に示す。第 1回大会（2008年度）以降、コロナ
禍の前（第12回大会：2019年度）まで、自由研
究発表はおおむね 40〜60 件で推移しており、全
体として安定した発表数が維持されてきた。これ

に対し、学習支援関連の発表件数は、第 1回大会
（2008年度）ではわずか 2件だったものの、第3
回大会では 10件となり、コロナ禍前の第12回大
会（2019年度）までは 4件～10件の間で安定的
に推移している。コロナ禍以降となる第 13 回大
会（2020年度）以降は、自由研究発表全体の発表
件数が落ち込むに伴い、学習支援に関連する発表

数も減少しているものの、総件数の減少の程度か 
 

らすれば、発表件数が維持されたまま推移してい

るとも捉えられる。 
 大会全体の発表件数に占める割合でみると、学

習支援関連発表は概ね 10〜20％前後を維持して
おり、第 13回大会（2020年度）以降のコロナ禍
においても大きな減少はみられなかった。むしろ、

コロナ禍以降、自由研究発表全体の件数が一時的

に減少した一方で、学習支援関連の割合は相対的

に上昇している。急速な教育環境の変化のもとで

は、正課におけるコロナ禍対応だけでなく、正課

外における学習支援の現場でもオンライン化等の

コロナ禍対応が行われた様子が報告されている。

正課の学びを止めないだけでなく、正課外におい

ても学習支援の実践を止めないようにするための

報告がされており、すでに学習支援が大学教育に

根付いていることが窺える。 
 これらの結果から、初年次教育学会における学

習支援研究は、第 1回大会から継続的に展開され
ており、大学教育における初年次教育と並行して

学習支援が定着してきたことが確認できる。 
 

33..22..  カカテテゴゴリリ別別のの件件数数推推移移  
 抽出した95件の発表を12のカテゴリに分類し 
 

図 1 総発表件数と正課外学習支援関連発表数及び各大会の発表総件数に対する割合 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 
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た結果を表 1に示す。もっとも多かったのは「④
スタディスキル・アカデミックスキル支援」（34件）
であり、次いで「①入学前教育」（28 件）、「⑥リ
メディアル教育」（22件）、「②入学時ガイダンス・
入学時研修」（20件）、「⑧ピア・サポート」（18件）、

「⑨成績不振対応・中退予防」（18 件）の順とな
った。これらはいずれも、大学での学びに必要な

スキルの形成や学力補完、学習行動の定着など、

初年次段階における学習基盤の構築に関わる支援

である。 
 

表 1 学習支援関連発表の分類項目別件数（2008〜2024年度） 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 
分類 件数 主な内容・キーワード 

① 入学前教育 28  
入学準備学習プログラムの整備、学生コミュニティの形成、ゼ

ロセメスター、入学前合宿、高大接続、スクーリング、内部進

学生・年内入試合格者等へのプログラム 

② 
入学時ガイダンス・

入学時研修 
20  

オリエンテーション、ガイダンス、宿泊研修、学生相互のつな

がりづくり、不安の軽減、動機付け 

③ 履修相談 9  
履修に関する情報提供、履修に関する助言、履修の相談、履修

支援プログラム 

④ 

スタディスキル・ 
アカデミックスキル

支援 
34  

学習支援センターでの取組、学習ガイドブックの作成、講義の

聴き方、ノートの取り方、学習習慣形成、自己理解、学習態度・

姿勢の形成、学士力・社会適応力の育成 

⑤ ライティング支援 13  
レポートの書き方、「書く」ことの習慣づけ、ライティングに関

する個別面談、ライティングセンター・ライティングサポート

デスクでの支援、入学前日本語教育 

⑥ リメディアル教育 22  
数理基礎科目の課外学習支援、基礎学力定着、高校の学習への

立ち戻り、数理基礎教育における学修力向上、国語・英語のリ

メディアル教育 
⑦ 外国語教育 7  英語、第二外国語、英語基礎力アップ講座 

⑧ ピア・サポート 18  
大学生活や履修に関する相談、ピアリーダー、学生サポーター

によるキャンパスツアー、ピアとしての先輩学生の育成、スチ

ューデント・アシスタント（SA）の育成 

⑨ 
成績不振対応・ 
中退予防 

18  
成績不振学生対象のアドバイザリー、成績不振者面談、フォロ

ーアッププログラム、学習方法フローチャートの活用、修学指

導資料、成績不振者への個別支援 
⑩ 環境整備・構築 3  アクティブラーニング施設の設置、英語教育施設設置 

⑪ LMS活用 9  
学習データの一元管理と教員間の連携、e-learning の活用、e
ポートフォリオ支援システム、ビデオ会議システムの活用 

⑫ その他 34  

アカデミック・アドバイジング、学生協働学習組織の構築、学

習意欲向上、学習支援に付随する仲間づくり活動、ライフデザ

インを意識した学習支援、朝食勉強会（朝カフェ）、早期体験学

習、IRを生かした学習支援など 
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表 2 学習支援関連発表の分類項目別件数の推移 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 

年度（2000年代） ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24  

大会（回） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 計 

入学前教育  4 4 7   1   2 4   2 1 3  28 

入学時ガイダンス・入学時研修  2 2 1 2 3 1   1 2 1 2 2 1   20 

履修相談    3 2      3 1      9 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 1 1 3 3 2 4 2 5  1 3 3 1 3  1 1 34 

ライティング支援   1 4   1 1 1  1   1 1 2  13 

リメディアル教育  4 4 5 1  2 1 1 2    1   1 22 

外国語教育   1 4    1      1    7 

ピア・サポート    3  1   2 1 3 2  3 2  1 18 

成績不振対応・中退予防  3   1 2 1 3 3 1  4      18 

環境整備・構築      1  1      1    3 

LMS 活用  1 1       2 2 1 1 1    9 

その他 1 4 5 3 2 3 3 3  1 1 2  2 2 1 1 34 

（件） 
※件数が多いほど背景色を濃い色にしている 

 
 一方、「⑤ライティング支援」（13件）や「⑪LMS
活用」（9件）、「⑩環境整備・構築」（3件）は比較
的少数であり、ICT活用型支援や学習空間の整備
に関する実践報告は初年次教育学会においては限

定的であることが示唆される。また、「⑫その他」

には、入学時の不安解消や大学への動機付け、学

習支援に付随する仲間づくり活動、将来展望など

のライフデザインを意識した学習支援活動など複

数の要素を含む実践がみられた。時系列でみると、

初期（第1〜6回大会）には「入学前教育」「リメ
ディアル教育」など学力補完的支援が中心であり、

第 7回大会以降、「ピア・サポート」「スタディス
キル・アカデミックスキル支援」など、学生主体・

協働的学習を重視する支援が増加した（表 2）。第
13回大会（2020年度）以降は、「オンラインによ
る入学時ガイダンス」など、デジタル環境を活用

した支援が複数報告されており、コロナ禍を契機

とした支援形態の多様化が確認できた。 
 このように、学習支援は単なる補完的機能から、

学習共同体の形成を含む包括的な支援へと展開し

ていることが明らかとなった。 
 
33..33..  時時期期別別のの傾傾向向（（22000088––22001133／／22001144––22001199／／
22002200––22002244））  
 発表年度を 3期（2008–2013年度、2014–2019
年度、2020–2024年度）に区分して分析した結果、
学習支援の内容に変化がみられた（表 3）。 
 2008〜2013年度の第 1期は、「入学前教育」（15
件）「リメディアル教育」（14 件）「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援」（14 件）が中心で
あり、発表件数も多い。これらの支援は、大学入

学前後の学力差への対応や学習習慣の形成を目的

とした教員主導の補完的支援が主流であったと考

えられる。特に「入学前教育」と「リメディアル

教育」のカテゴリは同一発表内で共に該当する共

起例が多く、高大接続の観点から入学初期の学力

保証を重視する傾向が確認された。 
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表 2 学習支援関連発表の分類項目別件数の推移 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 

年度（2000年代） ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24  

大会（回） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 計 

入学前教育  4 4 7   1   2 4   2 1 3  28 

入学時ガイダンス・入学時研修  2 2 1 2 3 1   1 2 1 2 2 1   20 

履修相談    3 2      3 1      9 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 1 1 3 3 2 4 2 5  1 3 3 1 3  1 1 34 

ライティング支援   1 4   1 1 1  1   1 1 2  13 

リメディアル教育  4 4 5 1  2 1 1 2    1   1 22 

外国語教育   1 4    1      1    7 

ピア・サポート    3  1   2 1 3 2  3 2  1 18 

成績不振対応・中退予防  3   1 2 1 3 3 1  4      18 

環境整備・構築      1  1      1    3 

LMS 活用  1 1       2 2 1 1 1    9 

その他 1 4 5 3 2 3 3 3  1 1 2  2 2 1 1 34 

（件） 
※件数が多いほど背景色を濃い色にしている 

 
 一方、「⑤ライティング支援」（13件）や「⑪LMS
活用」（9件）、「⑩環境整備・構築」（3件）は比較
的少数であり、ICT活用型支援や学習空間の整備
に関する実践報告は初年次教育学会においては限

定的であることが示唆される。また、「⑫その他」

には、入学時の不安解消や大学への動機付け、学

習支援に付随する仲間づくり活動、将来展望など

のライフデザインを意識した学習支援活動など複

数の要素を含む実践がみられた。時系列でみると、

初期（第1〜6回大会）には「入学前教育」「リメ
ディアル教育」など学力補完的支援が中心であり、

第 7回大会以降、「ピア・サポート」「スタディス
キル・アカデミックスキル支援」など、学生主体・

協働的学習を重視する支援が増加した（表 2）。第
13回大会（2020年度）以降は、「オンラインによ
る入学時ガイダンス」など、デジタル環境を活用

した支援が複数報告されており、コロナ禍を契機

とした支援形態の多様化が確認できた。 
 このように、学習支援は単なる補完的機能から、

学習共同体の形成を含む包括的な支援へと展開し

ていることが明らかとなった。 
 
33..33..  時時期期別別のの傾傾向向（（22000088––22001133／／22001144––22001199／／
22002200––22002244））  
 発表年度を 3期（2008–2013年度、2014–2019
年度、2020–2024年度）に区分して分析した結果、
学習支援の内容に変化がみられた（表 3）。 
 2008〜2013年度の第 1期は、「入学前教育」（15
件）「リメディアル教育」（14 件）「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援」（14 件）が中心で
あり、発表件数も多い。これらの支援は、大学入

学前後の学力差への対応や学習習慣の形成を目的

とした教員主導の補完的支援が主流であったと考

えられる。特に「入学前教育」と「リメディアル

教育」のカテゴリは同一発表内で共に該当する共

起例が多く、高大接続の観点から入学初期の学力

保証を重視する傾向が確認された。 
 

表 3 主要カテゴリの時期別発表件数 
（出典：初年次教育学会（2008-2024） 
『大会要旨集』データより筆者作成） 

時期（年度） 

入
学
前
教
育 

ス
タ
デ
ィ
ス
キ
ル
・ 

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
ス
キ
ル
支
援 

リ
メ
デ
ィ
ア
ル
教
育 

ピ
ア
・
サ
ポ
ー
ト 

成
績
不
振
対
応
・ 

中
退
予
防 

Ｌ
Ｍ
Ｓ
活
用 

2008-2013 15 14 14 4 6 2 

2014-2019 7 14 6 8 12 5 

2020-2024 6 6 2 6 0 2 

 
 2014〜2019年度の第 2期では、「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援」（14 件）や「成績
不振対応・中退予防」（12件）、「ピア・サポート」
（8 件）に関する発表が増加した。学力やスキル
に加えて、学習意欲や行動変容を支援する実践が

報告されるようになり、支援の焦点が学習行動の

定着や継続的サポートへと広がった。この時期に

は、学習支援センターの整備やピア・サポート制

度の普及が進み、支援の担い手が教員から学生へ

と拡張した点も特徴的である。 
 2020〜2024年度の第 3期には、「ピア・サポー
ト」（6 件）「スタディスキル・アカデミックスキ
ル」（6 件）が引き続き一定数報告される一方、
「LMS活用」（2件）や「オンラインを用いた支
援」（カテゴリ外：3件）に関する発表が新たにみ
られた。コロナ禍を契機として、支援の実施形態

が対面中心からオンライン型へと変化し、支援環

境の柔軟性が高まった。一方で、「成績不振対応・

中退予防」に関する発表は減少し、2020年度以降
は報告がみられなかった。これは、支援対象が特

定の層から全学生へと拡大し、支援の枠組みが「救

済的」から「予防的・包括的」へと転換したこと

を反映していると考えられる。 
 以上の結果から、学習支援は時期とともに、（1）
補完的支援（2008–2013 年度）、（2）協働的支援
（2014–2019年度）、（3）包括的支援（2020–2024
年度）へと展開してきたことが明らかとなった。 
 

33..44..  カカテテゴゴリリのの共共起起パパタターーンン  
 学習支援に関する発表 95 件のうち、単一カテ
ゴリのみに該当した発表は少数であり、多くの発

表が複数のカテゴリに跨っていた。発表 1件あた
りの平均該当カテゴリ数は 2.2であり、支援の多
くが複合的に構成されていたことがわかる。これ

は、学習支援が単一の目的や方法に基づく活動で

はなく、複数の支援領域を組み合わせて展開され

ていることを示している。カテゴリ間の共起が特

に多く見られた組み合わせは以下の通りである

（表 4）。 
 

表 4 カテゴリ間の主な共起パターン 
（出典：初年次教育学会（2008-2024） 
『大会要旨集』データより筆者作成） 

主な共起ペア 件数 

入学前教育 × リメディアル教育 13 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 
× ピア・サポート 7 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 
×成績不振対応・中退予防 6 

入学時ガイダンス・入学時研修 
× ピア・サポート 6 

入学前教育 × ライティング支援 6 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 
× リメディアル教育 5 

リメディアル教育 × 外国語教育 5 

ピア・サポート × 履修相談 5 

 
 カテゴリ間の共起が特に多くみられたのは、「入

学前教育 × リメディアル教育」「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援 × ピア・サポート」
「入学時ガイダンス・入学時研修 × ピア・サポー
ト」などである。前者は、入学前段階のプログラ

ムにおいて基礎学力補完を行う形態であり、高大

接続の文脈の中で学力形成を位置づける実践とし

てみられる。後者2つは、学生同士の学び合いを
支援の枠組みに組み込む実践であり、ピア・サポ
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ーターが学習スキルや学習行動の形成をチュータ

ー的に支える取り組みとして特徴づけられる。こ

れらの共起関係は、支援の内容と担い手、方法が

有機的に結びついていることを示している。さら

に、近年では LMSを活用した支援が登場し、オ
ンライン環境でのピア連携や教材提供を通して、

支援が時間的・空間的制約を超えて展開されるよ

うになっている。 
以上の共起関係から、学習支援は単発的な取組

ではなく、複数の支援機能・方法・内容・担い手

を融合して展開されていることが明らかとなった。

特に、入学前から初年次、さらには通年の学習支

援へと連続する形で設計されている点が特徴的で

ある。こうした共起の傾向は、学習支援が多面的

な目的をもって実施されていることを示しており、

その構造的な広がりについては次章で考察する。 
 

44..  考考察察  
44..11..  学学習習支支援援のの展展開開構構造造  
 本研究の結果から、初年次教育学会の発表から

見る学習支援実践は、この 17 年間で段階的な拡
張と再編を遂げてきたことが明らかとなった。第

1期（2008〜2013年度）には、「入学前教育」や
「リメディアル教育」といった学力補完的支援が

中心を占め、大学入学後の学習基盤を整える取り

組みが主流であった。この時期の支援は、個々の

学習到達度の差を埋め、大学教育への円滑な移行

を目的とした教員主導型の学力補完的支援として

位置づけられる。学習支援は授業外の補助的活動

が中心的で、制度的整備の初期段階にあったとい

える。 
 第 2期（2014〜2019年度）に入ると、学習支
援の対象・内容・担い手が多様化し、支援の焦点

が「学力の補完」から「学習の継続」「学び方の形

成」へと拡張した。表 3で示したように、「スタデ
ィスキル・アカデミックスキル支援」「ピア・サポ

ート」「成績不振対応・中退予防」などの発表が増

加し、学習支援センターやピア・サポート制度の

整備が進んだ。特にピア・サポートの広がりは、

学生が他者の学びを支援する主体として位置づけ

られる契機となり、支援の担い手が教員から学生

へと拡張した点に特徴がある。この時期には、支

援が個人の学力保証にとどまらず、学習行動や関

係性の支援へと展開し、学習共同体の形成を志向

する構造がみられる。 
 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍を
契機として、学習支援の形態に新たな変化が生じ

た。LMS の活用やオンライン型支援の報告が複
数みられ、学習支援が時間的・空間的制約を超え

て実施されるようになった。この時期の特徴は、

支援の機会保障の機運が高まり、学習環境全体に

埋め込まれるようになった点にある。支援の目的

は、特定の層を対象とした補助から、すべての学

生を支える包括的機能へと拡大した。学習支援が

大学教育の周縁的活動ではなく、学士課程教育を

構成する恒常的要素として定着してきたことがう

かがえる。 
 さらに、カテゴリ間の共起分析（表 4）からは、
学習支援の実践が、複数の支援領域を単に併置す

るのではなく、教育内容と支援方法、担い手を組

み合わせながら融合させて構成されていることが

明らかとなった。たとえば、「入学前教育 × リメ
ディアル教育」は、入学前プログラムの中で学力

補完を行うものであり、高大接続の取組として学

力形成を位置づけている実践である。また、「スタ

ディスキル・アカデミックスキル支援 × ピア・サ
ポート」は、ピア・サポーターがチューター的役

割を担い、学習スキルの涵養を支援する形態を示

している。これらの事例は、学習支援が教育課程

の前後をつなぐだけでなく、支援の担い手や方法

を柔軟に組み合わせることで、多層的な学習支援

環境を形成していることを示している。こうした

融合的支援の広がりは、学習支援が単なる補助的

活動であるといったかつての固定的な枠組みから

離れ、大学教育全体の中で横断的に機能する実践

へと展開していることを示唆する。 
 以上のように、初年次教育学会大会の自由研究

発表における学習支援から、（1）個別に学力補完
を行う「補完的支援」期、（2）協働的な支援が拡
充する「協働的支援」期、（3）支援が包括化し組
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ーターが学習スキルや学習行動の形成をチュータ

ー的に支える取り組みとして特徴づけられる。こ

れらの共起関係は、支援の内容と担い手、方法が

有機的に結びついていることを示している。さら

に、近年では LMSを活用した支援が登場し、オ
ンライン環境でのピア連携や教材提供を通して、

支援が時間的・空間的制約を超えて展開されるよ

うになっている。 
以上の共起関係から、学習支援は単発的な取組

ではなく、複数の支援機能・方法・内容・担い手

を融合して展開されていることが明らかとなった。

特に、入学前から初年次、さらには通年の学習支

援へと連続する形で設計されている点が特徴的で

ある。こうした共起の傾向は、学習支援が多面的

な目的をもって実施されていることを示しており、

その構造的な広がりについては次章で考察する。 
 

44..  考考察察  
44..11..  学学習習支支援援のの展展開開構構造造  
 本研究の結果から、初年次教育学会の発表から

見る学習支援実践は、この 17 年間で段階的な拡
張と再編を遂げてきたことが明らかとなった。第

1期（2008〜2013年度）には、「入学前教育」や
「リメディアル教育」といった学力補完的支援が

中心を占め、大学入学後の学習基盤を整える取り

組みが主流であった。この時期の支援は、個々の

学習到達度の差を埋め、大学教育への円滑な移行

を目的とした教員主導型の学力補完的支援として

位置づけられる。学習支援は授業外の補助的活動

が中心的で、制度的整備の初期段階にあったとい

える。 
 第 2期（2014〜2019年度）に入ると、学習支
援の対象・内容・担い手が多様化し、支援の焦点

が「学力の補完」から「学習の継続」「学び方の形

成」へと拡張した。表 3で示したように、「スタデ
ィスキル・アカデミックスキル支援」「ピア・サポ

ート」「成績不振対応・中退予防」などの発表が増

加し、学習支援センターやピア・サポート制度の

整備が進んだ。特にピア・サポートの広がりは、

学生が他者の学びを支援する主体として位置づけ

られる契機となり、支援の担い手が教員から学生

へと拡張した点に特徴がある。この時期には、支

援が個人の学力保証にとどまらず、学習行動や関

係性の支援へと展開し、学習共同体の形成を志向

する構造がみられる。 
 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍を
契機として、学習支援の形態に新たな変化が生じ

た。LMS の活用やオンライン型支援の報告が複
数みられ、学習支援が時間的・空間的制約を超え

て実施されるようになった。この時期の特徴は、

支援の機会保障の機運が高まり、学習環境全体に

埋め込まれるようになった点にある。支援の目的

は、特定の層を対象とした補助から、すべての学

生を支える包括的機能へと拡大した。学習支援が

大学教育の周縁的活動ではなく、学士課程教育を

構成する恒常的要素として定着してきたことがう

かがえる。 
 さらに、カテゴリ間の共起分析（表 4）からは、
学習支援の実践が、複数の支援領域を単に併置す

るのではなく、教育内容と支援方法、担い手を組

み合わせながら融合させて構成されていることが

明らかとなった。たとえば、「入学前教育 × リメ
ディアル教育」は、入学前プログラムの中で学力

補完を行うものであり、高大接続の取組として学

力形成を位置づけている実践である。また、「スタ

ディスキル・アカデミックスキル支援 × ピア・サ
ポート」は、ピア・サポーターがチューター的役

割を担い、学習スキルの涵養を支援する形態を示

している。これらの事例は、学習支援が教育課程

の前後をつなぐだけでなく、支援の担い手や方法

を柔軟に組み合わせることで、多層的な学習支援

環境を形成していることを示している。こうした

融合的支援の広がりは、学習支援が単なる補助的

活動であるといったかつての固定的な枠組みから

離れ、大学教育全体の中で横断的に機能する実践

へと展開していることを示唆する。 
 以上のように、初年次教育学会大会の自由研究

発表における学習支援から、（1）個別に学力補完
を行う「補完的支援」期、（2）協働的な支援が拡
充する「協働的支援」期、（3）支援が包括化し組

織・文化に定着しつつある「包括的支援」期とい

う 3段階の構造的展開を示した。この変化は、学
習支援が制度や学習文化の一部として内在化の段

階に入っていることを示している。 
 ここで述べる「学習文化」とは、学習支援の位

置づけをめぐる組織的認識の変化にとどまらず、

大学における学びの捉え方や大学の教育的責務の

理解のあり方を含む概念として用いている。従来、

大学の学びは授業を通じた知識・技能の獲得が中

心とされ、学習支援は不足を補う補助的取組とし

て位置づけられてきた。しかし第 2期以降、学習
支援の拡充とともに、自律的学習や協働的学習を

重視する学習観が広がり、学びは学習行動や学習

過程全体を通して形成されるものとして捉え直さ

れてきた。こうした学習観の転換を前提として、

第 3期にはオンライン化やLMS活用を背景に、
学習支援が全学生に開かれた恒常的機能として学

習環境に組み込まれ、教学 IRや FDと接続しな
がら教育改善・質保証の一部としても位置づけら

れるようになった。こうした変化は、学習支援が

大学教育の周縁的活動を超え、学士課程教育を支

える制度的・文化的基盤として定着してきたこと

を示している。 
 
44..22..  支支援援目目的的とと支支援援観観のの転転換換  
前節で見たように、学習支援は 2008 年以降、
補完的支援から協働的支援、そして包括的支援へ

と展開してきた。初年次教育における学習支援は、

その目的と理念の両面で段階的な変化を遂げてき

たと言える。この変化は、単に支援の対象や方法

が多様化したというだけでなく、学習支援の根底

にある目的や支援観そのものが変化してきたこと

を示している。発表内容の分析を通じて、支援の

焦点は、（1）学力の補完から、（2）学習行動を協
働的に支援する過程を経て、（3）学習支援の包括
化へと拡張してきたことが確認された。 
 第 1期（2008〜2013年度）の支援は、主とし
て「学力補完」「到達度の平準化」を目的としてい

た。正課外の取組としては、大学入学後の学習定

着を支えるために、基礎学力の再確認やリメディ

アル教育を中心としたプログラムが展開されてい

た。これらの実践は、教員主導で学力差の是正や

初年次段階での学習基盤の形成をめざすものであ

り、正課教育を支える補完的機能としての性格が

強かった。すなわち、当時の学習支援は、授業外

の支援活動として制度的に整備され始めた初期段

階にあり、学習到達度や学習習慣の形成を目的と

する補完的支援が中心であったといえる。 
 第 2期（2014〜2019年度）に入ると、支援の
目的は「学力の補完」から「学習の継続」「学び方

の形成」へと拡張した。また支援の担い手が多様

化し、教員・職員・学生が連携する「協働的支援」

へと発展した。学習支援センターの整備やピア・

サポート制度の定着により、支援の焦点は学習者

自身の行動や自己調整力の育成へと拡張した。支

援の主語も教員から学生へと移り、学生が他者の

学びを支援する主体として位置づけられるように

なった。とりわけピア・サポートの展開は、学生

同士が互いの学びを支え合う仕組みを生み出し、

学習支援を「教員から学生へ」ではなく「学生同

士・組織全体で行う」実践へと変化させた。この

ような協働的支援では、学習支援が単なる知識伝

達ではなく、学びのプロセスそのものを支える営

みへと変化し、学習支援は大学の学習文化を形成

する基盤的機能として定着し始めた。 
 こうした協働的支援の広がりの背景には、政策

的な展開も関係している。1990年代以降、海外の
大学で学習支援環境としてラーニングコモンズの

整備が進み、日本でも 2000 年代後半から設置す
る大学が増加した。科学技術・学術審議会（2010, 
2013）の審議まとめや、中央教育審議会（2012）
の「質的転換答申」においてその必要性が明示さ

れ、2013年度に始まった私立大学等改革総合支援
事業を契機として全国的に設置が拡大した。これ

らの政策的動向は、大学が学習環境を整備し、教

員・職員・学生が協働して学びを支える枠組みを

形成することを後押ししたと考えられる。すなわ

ち、第 2期にみられる協働的支援の展開は、制度
的支援基盤の形成と教育政策の方向性が重なり合

うなかで進展したものである。 

― 99 ―

関西大学高等教育研究　第17号　2026年３月



 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍に
よる教育環境の変化を背景に、学習支援の目的が

さらに拡張した。オンライン化や LMSの活用が
進み、誰もが支援を受けられるようにする機会保

障の観点から学習支援が設計されるようになった。

対面とオンラインを組み合わせた実践が広がるこ

とで、支援が時間的・空間的制約を超えて展開さ

れ、学習支援の包摂性が高まった点に特徴がある。

支援は特定の層を対象とするものではなく、全学

生を対象とする包括的な仕組みへと転換し、大学

教育における公平性と継続性の確保に寄与してい

る。また、教員・職員・学生がそれぞれの立場か

ら支援を担い、相互に学び合う協働的体制がさら

に発展し、学習支援が教学 IR（Institutional 
Research）やFD（Faculty Development）と接
続しながら、大学全体の教育改善サイクルに組み

込まれつつある。 
 このように、学習支援は第1期の「補完的支援」
から、第 2期の「協働的支援」、そして第 3期の
「包括的支援」へと展開してきた。支援の目的は、

「できない学生を支える」から「すべての学生が

よりよく学ぶことを支える」へと変化し、学習支

援は大学教育の中で不可欠な構成要素として制度

的・文化的に定着しつつある。 
 
44..33..  学学習習支支援援のの制制度度化化とと今今後後のの課課題題  
 前節までの分析から、学習支援は「補完的支援」

から「協働的支援」、さらに「包括的支援」へと展

開し、大学教育の中に内在化してきたことが明ら

かとなった。この変化は、学習支援が個別の実践

や授業外活動にとどまらず、大学教育を支える制

度的・文化的基盤として定着しつつあることを示

している。特に近年では、教学 IRや FDとの接
続を通じて、学習支援が教育改善サイクルの一部

として位置づけられるようになっている。加えて、

教学マネジメント指針において、「きめ細かな履修

指導や学修支援」の実施が求められたこと（中央

教育審議会大学分科会、2020）や、中央教育審議
会（2025）の「知の総和」答申で、アカデミック・
アドバイザーの配置が大学教育の新たな課題とし

て明示されたこと、また令和 7年度の私立大学等
改革総合支援事業（タイプ 1）でアカデミック・
アドバイジング体制の整備状況が評価項目に加え

られたことからも、学習支援が教学マネジメント

の中核的要素として制度的に注目されていること

がわかる。すなわち、学習支援は授業改善・学生

支援・教育評価を媒介し、大学全体の教育の質保

証を支える枠組みとして再定位されつつある。 
 こうした制度的展開は、大学教育における学習

支援の「第三のフェーズ」とも言える。初期には、

支援は主に現場の教員や少数の実践者による自主

的な取組として始まり、やがてセンター機能の整

備やピア・サポートの制度化を経て、学内の複数

部署による協働的な体制へと拡張した。そして現

在では、学習支援が各大学の中期計画や教学マネ

ジメント方針の中で明示的に位置づけられ、制度

的枠組みの中で持続的に運用される段階に至って

いる。アカデミック・アドバイザーの導入や支援

職員の専門化は、こうした制度的支援の層を厚く

する動きとして位置づけられる。すなわち、学習

支援は「活動」から「機能」へ、「個別的取組」か

ら「組織的戦略」へと転換しつつある。 
 一方で、学習支援の制度化は、同時にいくつか

の課題も孕んでいる。第一に、支援の対象と目的

が拡大したことにより、支援の成果をどのように

可視化し、大学全体の教育改善に循環させていく

かという評価の課題が生じている（加藤他、2019）。
第二に、学習支援の現場は依然として人的リソー

スや予算面で制約が大きく、制度的に位置づけら

れながらも、運用の継続性が個人の力量や熱意に

依存している場合が多い（木原、2023）。第三に、
学習支援が制度化される過程で、その柔軟性や現

場性が失われるリスクも指摘される。支援の多様

性を維持しつつ、全国的に共有できる枠組みをど

のように設計するかが、学習支援における今後の

課題である。 
 また今後は、学習支援を大学教育の質保証シス

テムの中に統合するだけでなく、学生自身が学び

を主体的に設計し、支援を活用する文化を育むこ

とが求められる。すなわち、学習支援を「提供さ
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 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍に
よる教育環境の変化を背景に、学習支援の目的が

さらに拡張した。オンライン化や LMSの活用が
進み、誰もが支援を受けられるようにする機会保

障の観点から学習支援が設計されるようになった。

対面とオンラインを組み合わせた実践が広がるこ

とで、支援が時間的・空間的制約を超えて展開さ

れ、学習支援の包摂性が高まった点に特徴がある。

支援は特定の層を対象とするものではなく、全学

生を対象とする包括的な仕組みへと転換し、大学

教育における公平性と継続性の確保に寄与してい

る。また、教員・職員・学生がそれぞれの立場か

ら支援を担い、相互に学び合う協働的体制がさら

に発展し、学習支援が教学 IR（Institutional 
Research）やFD（Faculty Development）と接
続しながら、大学全体の教育改善サイクルに組み

込まれつつある。 
 このように、学習支援は第1期の「補完的支援」
から、第 2期の「協働的支援」、そして第 3期の
「包括的支援」へと展開してきた。支援の目的は、

「できない学生を支える」から「すべての学生が

よりよく学ぶことを支える」へと変化し、学習支

援は大学教育の中で不可欠な構成要素として制度

的・文化的に定着しつつある。 
 
44..33..  学学習習支支援援のの制制度度化化とと今今後後のの課課題題  
 前節までの分析から、学習支援は「補完的支援」

から「協働的支援」、さらに「包括的支援」へと展

開し、大学教育の中に内在化してきたことが明ら

かとなった。この変化は、学習支援が個別の実践

や授業外活動にとどまらず、大学教育を支える制

度的・文化的基盤として定着しつつあることを示

している。特に近年では、教学 IRや FDとの接
続を通じて、学習支援が教育改善サイクルの一部

として位置づけられるようになっている。加えて、

教学マネジメント指針において、「きめ細かな履修

指導や学修支援」の実施が求められたこと（中央

教育審議会大学分科会、2020）や、中央教育審議
会（2025）の「知の総和」答申で、アカデミック・
アドバイザーの配置が大学教育の新たな課題とし

て明示されたこと、また令和 7年度の私立大学等
改革総合支援事業（タイプ 1）でアカデミック・
アドバイジング体制の整備状況が評価項目に加え

られたことからも、学習支援が教学マネジメント

の中核的要素として制度的に注目されていること

がわかる。すなわち、学習支援は授業改善・学生

支援・教育評価を媒介し、大学全体の教育の質保

証を支える枠組みとして再定位されつつある。 
 こうした制度的展開は、大学教育における学習

支援の「第三のフェーズ」とも言える。初期には、

支援は主に現場の教員や少数の実践者による自主

的な取組として始まり、やがてセンター機能の整

備やピア・サポートの制度化を経て、学内の複数

部署による協働的な体制へと拡張した。そして現

在では、学習支援が各大学の中期計画や教学マネ

ジメント方針の中で明示的に位置づけられ、制度

的枠組みの中で持続的に運用される段階に至って

いる。アカデミック・アドバイザーの導入や支援

職員の専門化は、こうした制度的支援の層を厚く

する動きとして位置づけられる。すなわち、学習

支援は「活動」から「機能」へ、「個別的取組」か

ら「組織的戦略」へと転換しつつある。 
 一方で、学習支援の制度化は、同時にいくつか

の課題も孕んでいる。第一に、支援の対象と目的

が拡大したことにより、支援の成果をどのように

可視化し、大学全体の教育改善に循環させていく

かという評価の課題が生じている（加藤他、2019）。
第二に、学習支援の現場は依然として人的リソー

スや予算面で制約が大きく、制度的に位置づけら

れながらも、運用の継続性が個人の力量や熱意に

依存している場合が多い（木原、2023）。第三に、
学習支援が制度化される過程で、その柔軟性や現

場性が失われるリスクも指摘される。支援の多様

性を維持しつつ、全国的に共有できる枠組みをど

のように設計するかが、学習支援における今後の

課題である。 
 また今後は、学習支援を大学教育の質保証シス

テムの中に統合するだけでなく、学生自身が学び

を主体的に設計し、支援を活用する文化を育むこ

とが求められる。すなわち、学習支援を「提供さ

れるもの」から「共に構築するもの」へと転換し、

教員・職員・学生の協働による持続的な学習コミ

ュニティを形成することが重要である。そのため

には、学習支援の実践を大学の教育理念やディプ

ロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーと連動

させ、支援の目的と学修成果を往還的に検証する

仕組みが必要となる。 
 以上を踏まえると、学習支援は現在、個別支援

から制度的機能、そして文化的基盤へと深化して

いく段階にある。学習支援を大学の教育文化とし

て持続的に発展させるためには、実践と制度を架

橋する枠組みの構築が鍵となると考えられる。 
 
55..  結結論論  
 本研究では、2008年度から 2024年度までの初
年次教育学会大会における自由研究発表を分析し、

大学における正課外の学習支援実践の展開構造を

明らかにした。その結果、学習支援は「補完的支

援」「協働的支援」「包括的支援」という 3段階の
変遷を経て、大学教育の中に制度的・文化的に定

着し、内在化されてきたことが確認された。初期

には、入学前教育やリメディアル教育など、学力

補完を中心とする取組が主流であったが、2010年
代中盤以降には、学習支援センターやピア・サポ

ートなど、学生・教員・職員が協働する支援へと

展開した。さらに近年では、オンライン化やLMS
活用を通じて学習支援の機会保障が進むとともに、

学習そのものを多面的・連続的に捉え、学生の自

律的学びを支える包括的支援へと発展しているこ

とが示された。 
 また、学習支援の拡張は、単に活動の多様化に

とどまらず、大学教育における支援観の転換を促

してきた。すなわち、「できない学生を救う補助的

取組」から、「すべての学生がよりよく学ぶことを

支える基盤的機能」へと再定義され、学習支援は

大学教育を支える制度的要素へと位置づけ直され

ている。特に、教学 IRやFD、アカデミック・ア
ドバイジング体制との連動を通じて、学習支援は

教育改善サイクルの一環として組み込まれつつあ

る。このことは、学習支援が教育実践の周縁的活

動ではなく、教育の質保証を担う中核的機能とし

て定着しつつあることを示唆している。 
 一方で、本研究にはいくつかの限界がある。本

研究は大会発表要旨に基づく二次分析であり、発

表内容の深度や文脈を越えた分析には限界がある。

また、対象を正課外学習支援に限定したため、授

業内での学習支援やカリキュラム上の支援との関

係性については今後の課題として残される。さら

に、分析の過程で「その他」に分類される発表が

一定数みられたことから、既存の分類枠では捉え

きれない新しい支援形態が生じている可能性があ

る。加えて、「スタディスキル」と「アカデミック

スキル」を同一カテゴリとして扱った点について

も、より精緻な分類による再検討が求められる。

今後は、分類枠組みの妥当性を検証しつつ、正課・

正課外を通じた支援の連続性や、政策的展開、関

連学会での研究動向との相互作用などを含めて総

合的に検討する必要がある。 
 以上より、学習支援は、知識や技能の補完から、

学習行動や学び方を支える協働的支援を経て、学

習を全体として捉え、教職学が連携して学生の成

長を支える包括的支援へと発展してきたことが明

らかとなった。本研究の成果は、大学における学

習支援の実践を俯瞰的に整理し、その質的転換の

過程を明示した点に意義がある。今後は、学習支

援を大学教育の持続的発展を支える「文化的基盤」

として捉え直し、実践・制度・文化を往還的に結

ぶ枠組みの構築が求められる。 
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大大学学とと地地域域ととのの連連携携・・協協働働ににつついいててのの研研究究動動向向  
――SSOOFFAARRモモデデルルにによよるる研研究究をを中中心心にに－－  

RReesseeaarrcchh  TTrreennddss  oonn  UUnniivveerrssiittyy--CCoommmmuunniittyy  CCoollllaabboorraattiioonn::  
  FFooccuussiinngg  oonn  tthhee  SSOOFFAARR  MMooddeell  

 
村上紗央里（関西大学教育開発支援センター） 
河井亨（立命館大学スポーツ健康科学部） 

Saori Murakami (Kansai University, Center for Teaching and Learning) 
Toru Kawai (Ritsumeikan University, College of Sport and Health Science)  

 
要要旨旨  
国内外の高等教育政策により、「大学と地域の連携・協働」は重要な課題となっている。この領

域における近年の研究として、大学と地域の連携・協働を評価する SOFAR モデルに基づく研究

の動向がある。本稿では、SOFAR モデルを軸とし、大学と地域の連携についての研究動向を整理

し、今後の研究についての示唆を導き出すことを目的とする。 
まず SOFAR-TRES についての国際的なサービスラーニング研究を整理し、関連する日本の高

等教育における研究をレビューした。次に大学と地域の連携・協働におけるよりよいパートナー

シップの実現に向けて、教員、アドミニストレーター、地域組織の関係者、地域住民といった多

様な視点からの関係性の評価を実装すること、その際には文脈に根ざして関係性を構築・持続す

るような評価が求められること、評価は継続的な対話を通じて進め関係者のエンパワメントに繋

げることが重要であることを示した。 
 
キキーーワワーードド  大大学学とと地地域域のの連連携携、、ココミミュュニニテティィ・・エエンンゲゲーージジメメンントト、、SSOOFFAARR、、TTRREESS、、パパーートト

ナナーーシシッッププ   ／／   CCaammppuuss--CCoommmmuunniittyy  CCoollllaabboorraattiioonn,,  CCoommmmuunniittyy  EEnnggaaggeemmeenntt,,  SSOOFFAARR,,  
TTRREESS,,  PPaarrttnneerrsshhiipp  
 
11.. 背背景景とと目目的的  
近年の日本の高等教育においては、大学と地域

との連携・協働の重要性が強調されている 1。中央

教育審議会「我が国の『知の総和』向上の未来像

～高等教育システムの再構築～」答申（令和７年

２月21 日）では、大学等が連携する「地域連携プ

ラットフォーム（仮称）」の仕組みや連携開設科目

の取り組みを発展させ、大学等、地方公共団体、

産業界等の地域関係者が一体となって、地域のア

クセス確保と人材育成、地方創生に取り組むとい

う方向性が示された。 
日本の大学においては、大学基準において、次

のように社会連携・社会貢献が求められており、

認証評価等の大学評価においても評価項目の一つ

となっている。 
 

大学は、その知的資源をもって学外の教育研

究機関、企業その他の団体、地域社会等との連

携を推進する必要がある。さらに、大学が生み

出す知識、技術等を社会に有効に還元するシス

テムを構築し、社会に貢献することが必要であ

る。（大学基準協会、n.d.） 
 
日本の高等教育における地域連携については、

大学と地域連携をテーマとする学会が設立される

など、研究の蓄積が見られ、また大学基準協会な

どの評価機関や日本私立大学連盟などの学協会に

おいても重要なテーマの一つとして議論がなされ
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てきた。 
海外の高等教育においても、地域連携は重要な

テーマとなっている。ヨーロッパや北米では、大

学の「第三の使命」として地域連携を社会貢献と

し位置付ける考え方を提起し、大学が地域コミュ

ニティと連携し社会課題の解決に取り組む実践が

展開されている（Compagnucci & Spigarelli, 
2020; de Groot et al., 2025）。 
北米では、学長らによる地域連携の呼びかけを

端緒とする 1980 年代以降のキャンパスコンパク

トが地域コミュニティでの活動と授業での学習と

を統合するサービスラーニングを広めてきた。 
カーネギー教育振興財団は 2000 年代半ばより

カーネギー・コミュニティ・エンゲージメント分

類を設定し、全米の大学のコミュニティ・エンゲ

ージメントに関する評価活動を行っている 2。

2015 年、2020 年、2024 年の選定活動によって、

全米の 368 機関が同分類に認定されている

（Carnegie n.d.）。同分類ではコミュニティ・エン

ゲージメントとは、以下のように規定される。 
 
高等教育機関（同士）及びそれを取り巻く幅広

いコミュニティ（地方、地域あるいは州・国家・

グローバル）がパートナーシップに基づいた対等

な相互関係を結び、互恵的に、知識と資源を共有

し、協働活動を行うこと 
Carnegie, n.d. 西芝訳（白石他、2021, p.47） 
 
このようなサービスラーニング、地域連携を基

盤とした教育は、全米規模へと拡大することに成

功しサービスラーニングがムーブメントになって

いることを示している（Kezar, 2018）。 
以上のような国内外の高等教育政策において

「大学と地域の連携」は重要な研究テーマである

ことを確認することができる。また大学と地域の

連携という領域における近年の研究として、

Bringle らが大学と地域の連携・協働を捉えるた

めに開発したツールであるSOFARモデル（後述）

に基づく研究動向がある。 
本稿では、SOFAR モデルが大学と地域の連携・

協働をよりよいパートナーシップに寄与すると捉

え、SOFAR モデルを軸とし、大学と地域の連携

についての研究動向を整理し、今後の研究につい

ての示唆を導き出すことを目的とする。 
第一に、ここまでに触れた日本の高等教育政策

のこれまでの歴史を辿り、現状理解と今後の展望

の土台とする。第二に、SOFAR モデルとそれを

もとにした研究動向を整理する。第三に、今後の

日本での大学と地域の連携についての研究につい

ての方法論的な示唆を探求する。 
 

22..  日日本本のの高高等等教教育育政政策策ににおおけけるる「「大大学学とと地地域域・・

社社会会ととのの連連携携」」  
日本の高等教育政策では、中央教育審議会

（2005）の「我が国の高等教育の将来像」答申に

おいて、社会貢献を「第三の使命」とする記述が

見られる。 
 

大学は教育と研究を本来的な使命としてい

るが、同時に、大学に期待される役割も変化し

つつあり、現在においては、大学の社会貢献（地

域社会・経済社会・国際社会等、広い意味での

社会全体の発展への寄与）の重要性が強調され

るようになってきている。当然のことながら、

教育や研究それ自体が長期的観点からの社会

貢献であるが、近年では、国際協力、公開講座

や産学官連携等を通じた、より直接的な貢献も

求められるようになっており、こうした社会貢

献の役割を、言わば大学の「第三の使命」とし

てとらえていくべき時代となっているものと

考えられる。 
 
中央教育審議会（2008）の「学士課程教育の構

築に向けて」答申では、大学に期待される役割と

して、「個別大学の枠を超えて，地域の実情に応じ

て，大学間や地域の諸団体との連携・協同を強化

し，学生に対する教育内容を豊富化する」ことが

示された。また、地域との連携、大学間の連携に

ついても言及されている。 
中央教育審議会（2018）の「2040 年に向けた
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高等教育のグランドデザイン」答申では、「Ⅳ．18 
歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の規模や地

域配置－あらゆる世代が学ぶ『知の基盤』－」に

おいては、高等教育の規模という論点が扱われ、

国公私立それぞれの役割についての記述に続いて、

地域における高等教育という項目が設けられてい

る。また地域における高等教育の項目では、「地域

連携プラットフォーム（仮称）」が提起され、あわ

せて、ガイドラインの整備が方向づけられている。 
 

地域の高等教育機関が高等教育という役割

を越えて、地域社会の核となり、産業界や地方

公共団体等とともに将来像の議論や具体的な

連携・交流等の方策について議論する「地域連

携プラットフォーム（仮称）」を構築すること

が必要である。 
 
冒頭に示した中央教育審議会（2025）の「我が

国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システ

ムの再構築～」答申では、「地域連携プラットフォ

ーム（仮称）」、大学等間の連携の取り組みをさら

に推進する趨勢となっている。 
ここまで、高等教育政策を対象とし、日本の高

等教育において大学と地域・社会との連携・協働

を研究する際の文脈について確認し、日本の高等

教育にとって、地域・社会への貢献と地域・社会

との連携が重要なものとなってきていること、高

等教育に求められる役割として、それぞれの地域

における人材育成が必要であることを確認した。

それは、伝統的な 18 歳人口の教育という点だけ

でなく、リカレント教育や専門能力の開発を含む

ものである。そしてまた、高等教育に求められる

役割は、人材育成や高等教育へのアクセス確保に

留まるものではない。高等教育には、地域の産官

学等のマルチステークホルダーが連携し「地域社

会の持続的な発展をけん引しながらの地方創生を

推進していく」（「我が国の『知の総和』向上の未

来像～高等教育システムの再構築～」答申）こと

への期待がある。 
 

33..  SSOOFFAARR モモデデルルととそそれれにに基基づづくく研研究究のの動動向向  
続けて、大学と地域・社会との連携を捉える重

要なモデルであるSOFARモデルとそれに基づく

研究動向を整理していく。 
 
33..11..  SSOOFFAARR モモデデルルににつついいてて  

SOFAR モデルは、学生（Students）、地域組織

の関係者（community Organization）、教員

（ Faculty ）、 ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー

（Administrators）、地域住民（ community 
Residents）から構成されるモデルである（Bringle 
et al., 2009: 図１）。 
 

図１ SOFAR モデル（Bringle et al. （2009）を

もとに訳出） 
 
大学と地域のパートナーシップのためには、そ

のパートナーシップの質を問うことが必要である

ことが指摘されてきた（Cruz & Giles, 2000）。 
またSOFARモデルを開発した研究者らによれ

ば、パートナーシップとは、親密さ、公正さ、誠

実さといった性質を持った関係性を意味している。

そのような経緯からSOFAR モデルは、大学と地

域の連携・協働について、よりよいパートナーシ

ップの実現に向けて提起・開発されてきたもので

ある（Bringle et al., 2009）。SOFAR モデルでは、

コミュニティにおいては、地域組織の関係者（O）

と地域住民（R）が意見や立場が一致するとは限ら

ず、目標や資源、役割や権力が異なっていること

から分けて措定されている。また、目標や資源、

役割や権力が異なっているという理由から、大学

側では、アドミニストレーター（A）、教員（F）、

R
Community
Residents
地域住⺠ O

S

A F

Community
Organization
representatives
地域組織
構成員 代表
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学生（S）が分けられている。アドミニストレータ

ーは、資源配分や政策や評価の役割を担い、教員

と学生のかかわりを支える。 
SOFAR のそれぞれの関係性の性質については、

取引的と変容的という区別（Enos & Morton, 
2003）を踏まえ、搾取的（Exploitive）、取引的

（Transactional）、変容的（Transformational）
という区別で捉えられている（Clayton et al., 
2010）。取引的な関係性は「短期的なタスクを完了

するために設計された道具的なもの」、そして変容

的な関係性を「長期的で深い関わり合いによって

両者が成長し、変化するもの」を意味している 3。

搾取的な関係性とは、「意図的にせよ無意識にせよ、

一方または両方の当事者を利用するような一方的

なもの」であり、親密さ、公正さ、誠実さを欠き、

パートナーシップという概念にそぐわないものを

意味している（Bringle et al., 2009）。この区別は、

ETT （ Exploitive Transactional 
Transformational）と表現され、のちに一方向的

（Unilateral）な関係性が加えられ、EUTT
（ Exploitive Unilateral Transactional 
Transformational）連続体と概念化されることに

なる（Clayton et al., 2022）。 
SOFAR モデルは、大学と地域の関係性を分化

したモデルであり、大学側と地域側の関係者の多

角的な思考と視点をもって関係性を捉え、親密性・

公平性・誠実さを備えたパートナーシップを構築

することを志向している。 
 
33..22..  TTRREESS ににつついいてて  

TRES （ Transformational Relationship 
Evaluation Scale）は、SOFAR の関係性とそのプ

ロセスに関する継続的な学習を支援するツールと

して開発された（Kniffin et al., 2020）。初期段階
（TRESⅠ）では、関係性を精密に評価するべく、

成果（アウトカム）、目標、意思決定、資源、葛藤、

アイデンティティ形成、権力、意義、満足度、よ

り良いものへの変革という９つの領域が定められ、

それぞれに多水準からなる記述語が示されている。 
TRESⅡでは、TRESⅠで時間がかかりすぎて

複雑すぎた点について項目を簡素化し、対人関係

に焦点が置かれていた点についてはパートナーシ

ップ全体を意識するように教示されるようになる

など、現状と望ましい状態を判定し、リフレクシ

ョンを言語化するツールへと進化している。

TRESⅡでは、目標、葛藤（コンフリクト）、意思

決定、資源、役割、自己認識（センス・オブ・セ

ルフ）、相互作用、権力、成果（アウトカム）、満

足度という 10 領域に再編された。それによって

それぞれの領域において水準を分けた評価ができ

るようになっている。例えば、目標（ゴール）の

領域では、「a. 一部のパートナーの目標が不明で

あり、妨げられているため、関係性に害をなして

いる」、「b. パートナーの目標が部分的に実行され、

誰にも害はない」、「c. 全てのパートナーの明確な

目標が、このパートナーシップにとって重要とな

っており、パートナーシップによって育まれてい

る」、「d. 私たちは共通の目標、統合された目標、

拡張する目標を共有しており、それは『私たちの』

目標となっている（「私の目標」や「あなたの目標」

といったように別々のものとはなっていない）」と

いった水準で記述語が定められている。これらの

領域をリフレクションすることで、現状と望まし

い状態について、水準を選択し、個人の視点と経

験に結びついた形で関係性について意味づけるこ

とができると想定されている。 
 
33..33..  SSOOFFAARR--TTRREESS にに基基づづくく研研究究展展開開（（１１））  

SOFAR-TRES に基づく研究として、第一に、

TRESⅠ・Ⅱの開発過程を整理し、実際に教員、地

域組織の関係者、学生、職員、アドミニストレー

ターを対象にTRESⅡを用いた結果を批判的かつ

省察的に批評した研究がある（Kniffin et al., 
2020）。そこでは、TRESⅡの実装が記述され、

TRES が関係性を研究、評価、リフレクションす

るためのツールとしての役割を果たしていること

が明らかにされた。TRESⅡの活用として、参加

者の関係性についての洞察が生み出されており、

参加者の意味形成をサポートするという意義があ

ること、一方でTRES 開発と親和性のある文脈を
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離れた場合に活用が難しくなることやコミュニテ

ィの側の声を包摂するという志向性にも関わらず

実現は容易でないことが明らかにされた。また、

TRESはツールの１つであり、他のツールとの有
効な組み合わせや、文脈に応じた活用や時には使

用しないことなども重要であることが記されてい

る。変容的関係性と民主的関係性について、同じ

かどうか、同じとなる条件は何か、異なる場合の

要素は何かといった問いが提起されている。 
第二に、TRESⅡをどのように活用するか、認
識や実践への影響は何か、活用からどのような学

びがあるかを問いとする研究が行われた（Kniffin 
et al., 2023）。この研究は、大規模公立大学（総合
大、都市貢献）、中規模私立大学（研究重視、都市

貢献）、小規模私立大学（郊外リベラルアーツ）、

中規模公立大学（地域、総合型）、中規模公立大学

（研究大学）を対象とし、合計 47 名が参加して
いる。この研究では、SOFAR モデルの関係を記
述・検討・分節化するリフレクションフレームワ

ーク（Clayton et al., 2022）を活用し、インタビ
ューと質問紙調査を実施するという混合研究が行

われている。その際には、論理的に可能なすべて

の関係性を対象とするのではなく、調査を実装す

る方法論上の工夫として、アドミニストレーター、

教員、地域組織の関係者の三者の関係のように関

係性の焦点を絞り、関係性が評価されている。調

査結果として、一つ目にリフレクションフレーム

ワークの作成が研究参加者の思考や視点、実践に

影響を与えたこと、二つ目に大学側の関係者は葛

藤と意思決定と相互作用に関して、地域側の関係

者よりも低いスコアとなり、地域側に変革を志向

する態度があることが明らかとなった。このリフ

レクションフレームワークは、参加する関係者の

関係についてのリフレクションを深める意義があ

りつつも、時間を要する複雑な作業である点が限

界として挙げられている。この研究では、研究プ

ロジェクトの前のフェーズ（Kniffin et al., 2020）
で構想された関係性に関して構成員間で協働し、

変革的な関係性の可能性があるかどうかを批判的

に考察するプロセスが進められている。このよう

な関係性についてのリフレクションは、関係者の

思考と視点は傾聴・対話へと誘い、有意義なパー

トナーシップを支え、実践へ影響をもたらすこと

が示唆された。 
また、Nottingham Trent UniversityのCenter 

for Student and Community Engagement と
Northeastern University の Community 
Engaged Teaching and Researchのアドミニスト
レーターがTRESのフレームワークを用いて、パ
ートナーシップの価値観やインフラを「開発的評

価」（developmental evaluation）4した研究もあ

る（Coppins et al., 2024）。この研究ではアドミニ
ストレーターは、実践者―研究者（practitioner-
scholar）として捉えられている（Green, 2023）。
まず、それぞれの大学における仕事について知る

ための関係構築が行われた。それぞれの大学の大

学と地域の関係性およびパートナーシップのあり

方とインフラについて、TRESフレームワークを
参照してレビューするパートナーシップアセスメ

ントが行われた。続けて実践者―研究者としての

アドミニストレーターの役割とエージェンシーを

問い、パートナーシップに影響を与える機会を探

るという大学間交流が進められた。このような交

流とそれに基づく評価活動は、関係性とパートナ

ーシップについてバランスの取れた視点や思考を

もたらし、実際の実践で用いるツールが開発され

るといった成果を生んでいる。 
さらに別の研究では、プランニングの研究領域

に依拠して、計画策定者である教員やアドミニス

トレーター7 名を対象に、大学と地域の連携事業
において計画決定権限があるのは誰か、誰が活動

の目標を決めるのか、計画策定がどのように進む

のか（誰がどう関わるか、スケジュールなど）と

いったことをインタビュー調査から明らかにして

いる（Price et al., 2025）。この研究からは計画策
定の志向性（保守的か、熟議的、批判的）に関す

るリフレクションによってパートナーシップをめ

ぐる不協和を明らかにできることを示した。また、

計画策定における日常の行動や一見平凡なものと

して捉えられているロジスティクス業務（資源調
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達など）がパートナーシップのあり方に影響を与

えていることが見出された。具体的には権力や利

害関係の調整や交渉といったことがコミュニテ

ィ・エンゲージメントのプロフェッショナルにと

って重要なコンピテンシーとなるという点を支持

する結果であった 5。 
 
33..44..  SSOOFFAARR--TTRREESSにに関関すするる日日本本のの高高等等教教育育にに

おおけけるる研研究究展展開開  
日本の高等教育においても、SOFAR モデルを

枠組みとする研究の蓄積が見られる。まずサービ

スラーニングについての評価研究をレビューし、

社会変容に向けた評価を展望する研究がある。こ

の研究では、SOFAR モデルのように多様な主体

が評価に参加する（cf. Patton, 2011）ことが、そ

れぞれの主体の学びを生む形成的評価として機能

し、社会変容につながることが論じられている（市

川・秋元、2018）。 
次にSOFARモデルのうち教員と地域組織とし

ての市民活動団体のサービスラーニングの受け入

れを担当する者を対象とした研究がある（秋元、

2020）。この研究では、大学と地域のパートナーシ

ップを評価するためのマトリクス（Gelmon et al., 
2001）を参照し、７団体の受け入れ担当者とのミ

ーティングについて、受け入れ前から後にかけて

のふりかえりを行っている。この研究からは、大

学と地域のパートナーシップをデザインする局面

から協働的関係を構築する局面が示されている。 
またSOFARモデルを視点として教員の立場か

らサービスラーニング実践の関係性を捉える研究

もある（尾崎他 2022）。この研究ではSOFAR モ

デルの関係性の広がりや深まりを事例に即して捉

えようとしている。 
さらに SOFAR モデルと ETT区分をもとに、

関係性を検証する研究があり、湘南工科大学の正

課の学部科目、関西学院大学の正課の学部横断科

目、滋賀県立大学の学部横断の課外活動について

関係性の相互作用の分析が行われている（秋吉他、

2023）。この研究では各事例の文脈に即して、関係

性の変化と関係性のゆらぎが見出され、取引的関

係から一方的関係への移行や変容的関係への移行

が見られた。また地域組織の関係者や地域住民が

大学や学生への信頼や地域関係者と協働する可能

性に気づき、思考や姿勢、価値観を変化させ、新

たな実践を生み出されていくことが示された。 
また SOFAR モデルと ETT区分を用いて、立

命館大学のサービスラーニング科目の１つのプロ

ジェクトを対象とした研究がある（森田他、2025）。
そこでは、地域を基盤とした教育（Community-
Based Learning: CBL）が地域に与える影響をキ

ー・コンピテンシーと社会関係資本の蓄積を可能

とするネットワークである「関係基盤」（三隅、 
2013）の概念を用いて分析している。SOFAR モ

デルによるアクター間の分析では、ETT の区分間

の関係性の変化とゆらぎを検討し、2018 年、2020
年のエピソードをもとに関係性の変化と揺らぎが

捉えられ、地域のアクターとうまく関わるコンピ

テンシーの向上や関係基盤の広がりが生み出され

ていることを示している。地域のアクターのコン

ピテンシーの向上には、地域のアクター自身が受

けてきた経験を学生に渡すという互恵的な入れ子

構造が作用していること、関係に葛藤や停滞が生

まれた時にどのように対応するかが重要となるこ

とが見出されている。また、学生の学習を志向す

る CBL が情報共有や言語化、省察といった活動

を生むプラットフォームとなり、学生、教員、地

域アクターの関係性を親密性、公正性、誠実性の

あるパートナーシップに向けて関係を維持・促進

することにも寄与したという洞察も導かれている。 
他にもSOFAR モデルに基づき、インドネシア

での海外サービスラーニング科目を分析する研究

がある（藤山・大山、2024）。この研究では、学生、

地域団体、地域住民の関係性を対象とし、参加型

開発論の考え方から、参加と非参加のあり方を拡

張して捉えている。この科目では、日本から参加

する大学生とインドネシアの大学生が協働する学

習形態であり、学生を分けて捉えることで

SOFAR モデルを拡張できることが示されている。

この研究では、授業で最終の提案を発表する際に

は、参加する住民は限られることから、参加する
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かしないか、自発的な参加かそうでないかを視点

として持つことの重要性が指摘されている。関係

性を考える上では、非参加の住民も含めて科目の

もたらす恩恵や利益や意義を省察することによっ

て、SOFAR モデルの関係性とパートナーシップ

をより公正で誠実なものにしていく可能性が見出

されている。 
 

44..  今今後後のの展展望望：：国国内内外外ののSSOOFFAARR モモデデルルにに基基づづ

くく研研究究動動向向をを踏踏ままええてて  
最後に、国内外のSOFAR モデルに基づく大学

と地域の連携・協働についての研究動向から見え

る大学と地域の連携・協働においてよりよいパー

トナーシップを実現するという視座に関わる要点

を概括し、今後の展望についての示唆を明確にす

る。 
これまでの研究動向から、第一に、学生の学習

成果と教員によるパートナーシップの評価にとど

まらず、地域組織や地域住民という地域の関係者

による関係性の評価へと拡張することの重要性が

見えてくる。また、SOFAR モデルが企図するよ

うに、地域の関係者を地域住民と地域組織の関係

者とに分け、場合によってはさらに分化させて、

関係性を評価することが必要となる。ただし、す

べての関係者を集めてすべての関係性を調査・評

価することは現実的ではない。また SOFAR-
TRESの調査と関係性のリフレクションにおいて

も、要する時間という課題が明確になっており

（Kniffin et al., 2023）、調査とリフレクションの

有効性を保ちつつ焦点を絞ることが必要となるだ

ろう。 
第二に、関係性を評価するに際しては、それぞ

れの文脈に基づいた評価が必要となる。また、そ

のような評価の前提として、親密さ、公正さ、誠

実さといった性質を備えたパートナーシップの構

築・持続に向けて、関係者の間の信頼関係を構築

することが必要条件である。 
第三に、SOFAR-TRES に基づく研究が示すよ

うに、関係性の評価活動は継続的な対話を通じて

進められ、時間の経過する中での歴史的な関係性

の変化と揺らぎを捉え、関係者にとってエンパワ

ーメントとなるような評価活動とすることが求め

られる。 
以上の点を踏まえ、今後の研究や実践を展望す

る。まず、個別の研究としては、ケーススタディ

やエスノグラフィーのように、大学と地域が「ど

のように」連携・協働しているか、「なぜ」連携・

協働がうまくいっているか、連携・協働が「なぜ」

難しいものとなっているかを問う研究が重要とな

る。集合的な研究動向の展望としては、詳細なケ

ーススタディと継続的比較を可能にする研究蓄積

によって、個別の文脈を捉え、洞察を生み出して

いくことが、「エンゲージメントの学識」（Boyer, 
1996）の実現につながると考えられる。 
また、高等教育政策に見られる「地域連携プラ

ットフォーム（仮称）」や大学等間の連携において、

「何をするか」という点に対して、SOFAR-TRES
に基づく一連の研究動向は重要な示唆を与えてく

れる。すなわち、大学と地域の連携・協働を通じ

て、人材育成や価値創出、地方創生を生み出すた

めにも、実際の連携・協働の実践を結集し、

SOFAR-TRES に基づく一連の研究のように共通

の言語と道具を持って関係者が集まって対話して

リフレクションし、価値を認める評価活動を展開

することが考えられる。 
日本の高等教育の文脈においては、カーネギー

のコミュニティ・エンゲージメント類型の認証活

動を展開するかどうかもまた重要な論点となる。

また、SOFAR-TRES がキャンパスコンパクトに

よる資金によって研究が推進されている点（Price 
et al., 2021）にも留意が必要である。日本の高等

教育において、大学と地域の連携・協働の実践と

研究を組織化するには、適した財政的基盤が必要

になると考えられる。 
 
註註  
1 大学と地域との連携・協働については、地域連携、

社会連携、産学連携、産学官連携など多様な形態

があり、用語も多様な用いられ方をしている。本

稿では、包括的に「大学と地域との連携・協働」
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とし、文脈によっては地域連携とする。 
2カーネギー分類については、日本での研究も蓄積

されてきている（五島、2019、2021；村上、2009；
杉本、2022） 
3 訳出表現は、秋吉他（2024）に基づく。取引的
関係と変容的関係については、荻野・中川（2021）
のレビューで説明がある。 
4 開発的評価については、Patton（2011）を参照 
5 コミュニティ・エンゲージメント・プルフェッ
ショナルのコンピテンシーについては Dostilio
（2017）、Dostilio & Welch（2019）、参照。日本
においても研究蓄積が見られる（秋元、2021；黒
沼、2022など） 
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要要旨旨  
 コロナ禍以降、人工知能（AI）の台頭が大学教育に大きな影響を与えている。特にリベラルア

ーツでの学びをキャリアスキルとして卒業していく学生には AI コンピテンシーの修得が必須と

なる。それに伴い、大学も人財スキルを涵養するカリキュラムの適応が必要となる。今後、これ

まで専門職の学位を必要としてきた領域や技術的な仕事の定型業務の大半を AI が代替すること

が予想されるため、これからの大学教育のミッションは、人財力の育成が主となり、AI では再現

できない人財スキルとなる、クリティカルシンキング力、問題解決力、創造的思考力、情報の統

合力、判断力、意思決定力、曖昧さに疑問を呈する能力、ディスラプティブなアイディアを生み

出す能力等を涵養することが、主たる教育の使命になると予測される。そのため、⼭本敏幸他（2016）
の成果を基軸に、現行カリキュラムの領域を超えて学生の人財力育成を涵養するライフロング型

e ポートフォリオを提案する。 
 
キキーーワワーードド  フフュューーチチャャーーススキキルル、、キキャャリリアアススキキルル、、人人財財力力、、AAII ココンンピピテテンンシシーー、、ラライイフフロロンンググ・・

ee ポポーートトフフォォリリオオ  ／／  FFuuttuurree  SSkkiillllss,,  CCaarreeeerr  SSkkiillllss,,  HHuummaann  RReessoouurrcceess,,  AAII  CCoommppeetteennccyy,,  LLiiffeelloonngg  
LLeeaarrnniinngg  ee--PPoorrttffoolliioo 
 
11..  序序論論  
プリンストン大学の Caplan（2018）が著書の

“The Case Against Education”で、大学はもうお

金と時間をかけて行く価値もないところになって

しまったと唱えて以来、世界中の大学はコロナ禍

でのオンライン教育を経験し、その後、AI の台頭

で権威主義の知識伝授中心の大学教育運営の本質

さえ揺るがされている。本研究の目的は、AI を含

めた ICT 活用の教育的価値の模索期の大学で、未

来人財力を涵養する教育モデル・カリキュラムを

人財育成のためのライフロング・e ポートフォリ

オで学習者の人生を通じて伴走・支援する仕組み

を研究し、策定することである。これからの

VUCA の時代を社会人として生きていくことに

なる大学生にとって、コロナ禍以前の教育体制で

４年間学ぶだけでは、キャリア人生の半ばで「ガ



ス欠」になってしまう。そうならないために、こ

こでは未来人財力に必要となる「A I リテラシー」

「クリティカルシンキング力」「協働力」「様々な

事象や物事に興味を持つ力」「社会や環境の持続性

に目を向ける力」「グローバル、グローカルに異文

化共生社会を見据える力」「新しい考え方やチャレ

ンジに取り組む姿勢」を大学入学時からキャリア

人生を通して、ライフロングで、デジタルツイン

の AI が伴走する人財育成型 e ポートフォリオシ

ステムについて研究し、提案する。 
 

11..11..  学学術術的的「「問問いい」」  
 教育のミッションは、未来社会を生きるこれか

らの世代に未来創造のフューチャースキルとマイ

ンドセットを身に付ける機会を提供し、生涯ライ

フロング・ラーニングを実践しながら未来社会に

貢献できる人財育成をおこなうことだと考える。

本研究では、以下のリサーチクエスチョン（学術

的「問い」）を掲げる。 
(i) 現行の大学カリキュラムは、大言語モデル

（LLM）で全て扱える explicit knowledge（明示
的知識）中心の知識伝授型で、卒業までのカリキ

ュラムは、大学生が 4 年間で起きている時間の

12％程度を対象としているが、起きている時間の

大半の時間を対象にしたカリキュラムデザインが

出来ないか。 
(ii) 従来のカリキュラム領域に加え、これまで

に大学教育が扱ってこなかった tacit knowledge
（暗黙知）の領域を含むフューチャースキル（未

来人財スキル）を涵養するカリキュラム及び学習

環境を構築できないか。 
(iii) 上記2項目をアカデミック・インテグリテ

ィで担保された authentic な学びと assessment
で展開できないか。また、そこでの学びをメタ認

知と学びのふりかえりのためのアーティファクト

として保証する、学習者主体型の e ポートフォリ

オで補完できないか。さらに、AI をシンキングツ

ールとして学びの伴走をする学習バディー型 e ポ

ートフォリオで AI リテラシーとライフロング・

ラーニングのマインドセットを涵養できないか。 

(iv) 上記の3項目を学生の生涯を通して、ライ

フロング・ラーニングを支援する未来人財育成型

生涯 e ポートフォリオの基盤として構築できない

か。 
以上、4点について検証する。 
 
11..22..  現現行行カカリリキキュュララムムのの功功罪罪  
 教育のミッションは未来社会を生きるこれから

の世代に未来創造のフューチャースキルを身に付

ける機会を提供し、未来社会に貢献できる人財育

成をおこなうことだと考える。しかしながら、こ

れまでの教育は、1806 年に作られたプロイセンモ

デルに基づくところが多く、加えて、アメリカの

マスプロ教育によるカリキュラムの質保証のプロ

セスが導入されている。マスプロ教育の質保証で

は、マスプロダクションの最終過程で検品をする。

製造工程の各段階では、分担された作業をそれぞ

れの担当者が携わる。これでは生産過程を通した

全体的な品質保証が担保されないことになる。そ

のため、最終段階で検品作業が必要となる。検品

で撥ねられた商品は欠陥品として廃棄、或いは、

不具合を修理後に製品として出荷される。こうい

ったやり方では、ユーザー視点の使い勝手はユー

ザー任せとなり、生産者側の知るところではない。

どのぐらい販売できたかという台数だけに目が向

いてしまう。このような産業界の生産モデルを反

映したプロセスが教育界にも導入されてきた。そ

の結果、マスプロ教育の体制がそのまま現行の教

育に残っていることが問題である。一方、産業界

では、1980 年後半よりマスプロダクションを脱

した取り組みが導入されている。生産作業に関わ

る社員のモチベーション維持、高品質の製品を製

造しているというプライドを持って製造に関わっ

ているという人間性と主体性に着目した取り組み

である。担当した人の名前を製品に残し、生産し

ながら検品による質保証を担保し、誇りを持って

世に送り出し、その製品を購入し、使う人のこと

を考える動きが導入されてきた。近年の教育界で

は、主体的なアクティブラーニングで展開するチ

ームベースの PBL 形式の授業形態が類似する動
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の結果、マスプロ教育の体制がそのまま現行の教

育に残っていることが問題である。一方、産業界

では、1980 年後半よりマスプロダクションを脱

した取り組みが導入されている。生産作業に関わ

る社員のモチベーション維持、高品質の製品を製

造しているというプライドを持って製造に関わっ

ているという人間性と主体性に着目した取り組み

である。担当した人の名前を製品に残し、生産し

ながら検品による質保証を担保し、誇りを持って

世に送り出し、その製品を購入し、使う人のこと

を考える動きが導入されてきた。近年の教育界で

は、主体的なアクティブラーニングで展開するチ

ームベースの PBL 形式の授業形態が類似する動

きといえる。しかし、こういった動きは、教育全

体ではまだまだ少数派である。大半の授業はマス

プロ教育のままである。これは、学生と教員の比

率をみることでも、マスプロダクションの産業モ

デルを未だに根強く反映していることが窺える

（OECDサイト参照 1）。例えば、本学の学生（大

学院生を含む）―教員比率（学生対専任教員）は 
37対1 である。一方、筆者が 1992 年から 2002 
年まで勤務していたインディアナ州の私立の工学

分野のRose-Hulman Institute of Technology で

は、学生―教員比率は13対1 で、教育の質保証の

ために、ビジョンの記述には 10 対1 を目指すこ

とを掲げていた。当時、Authentic Curriculum の

実践として、Integrated Curriculum2で学ぶ学生

たちの e ポートフォリオによるアカデミック・ア

ドバイシングをおこなっていた同僚は一学年度に

13名の学生を指導していたが、指導する学生数が

多すぎるといつもぼやいていたことを思い出す。

教育の質保証は授業の中だけでおこなうものでは

なく、アカデミックライフ全般でおこなうものだ

と知った場面である。 
 
11..33..  現現行行ののカカリリキキュュララムムのの学学習習時時間間 
 データサイエンスの観点から、大学のカリキュ

ラムとそれを支援する LMS や修学ポートフォリ

オを見てみると、さらに現行の教育体制の問題点

が浮き彫りになる。学生が入学から卒業までに過

ごす期間は入学年4月から卒業年3月までの4年

間である。この4年間で学生が起きている時間は、

１日に 8 時間の睡眠時間を除く 16 時間で計算す

ると、4 年間の3分の2 （つまり、 2.7 年＝973.3
日）で、23,360 時間となる。この2.7 年という起

きている時間の内、卒業のための単位（124単位）

を取得するために教室内で過ごす時間は、1 学期

を15週間とすると、1,860 時間（起きている総時

間の12.6％）に過ぎない。因みに、人は起きてい

ても必ず瞬きをする。瞬きをしているとき、目は

一瞬閉じている。目が閉じている時間は一瞬でも、

4 年間で起きている 2.7 年に目が閉じている時間

の総時間は男性が 10％、女性が 12％である。言

い換えると、大学生が4 年間で、卒業のために教

室で過ごす総時間と同じ時間、瞬きで目が閉じて

いることになる。つまり、大学がカリキュラムを

反映した授業で学生の成長に関わることができる

時間は極めて限られている。いくら高精度のLMS
で学習コンテンツを配信し、学びの成果を学習ポ

ートフォリオに蓄えて学びの質保証をしても、4
年間で起きている時間の 12.6％足らずの学習時

間では真の教育と言えるのかは疑問である。 
 
11..44..  言言語語化化ののででききなないい TTaacciitt  KKnnoowwlleeddggee（（暗暗黙黙
知知））のの領領域域のの学学びび 
 従来の学問領域は知識の言語化ができる

explicit knowledge（明示的知識）の領域のみであ

る。この explicit knowledge の領域に加えて、言

語では具現化ができない tacit knowledge（暗黙
知）の領域も含む教育モデルが必要となる。 
 その上、LMS やポートフォリオに蓄積された

このような教育データでは、データの持つバイア

スは避けられない。人間の持つ知識体系は、言語

で表記ができる explicit knowledge の領域と、言

語では具現化ができない tacit knowledge の領域

からなるのである。これまでの教育コンテンツは

人間が持つ知識体系の中の explicit knowledge の

領域、つまり、言語化された知識領域のみが中心

となる。AI（LLM）が扱える領域も explicit 
knowledge の領域のみである。つまり、大学のカ

リキュラムには tacit knowledge の領域は含まれ

ず、通常は、就職した後に、企業内研修で独自に

行われるのが慣習である。tacit knowledge には、

信頼関係を構築するためのコミュニケーションス

キル、アジャイルなチームで協働するスキル、問

題分析から問題解決、判断、意思決定へのマイン

ドセット、新たな視点、価値観を受け入れ適合す

る力、状況把握から分析、判断力（クリティカル

シンキング力）、倫理観など含まれる。大学の4 年

間の成長の期間を tacit knowledge の習得なしで

カリキュラムをデザインすることは、重大な判断

ミスと言わざるを得ない。 
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22..  ラライイフフロロンンググ・・ee ポポーートトフフォォリリオオのの提提案案 
  Albert Einstein の名言に、“You can’t solve a 
problem with the same mindset that caused it.” 
3 というものがある。同様のメッセージは Kuhn
（1962） でも確認できる。本テーマに当てはめる

と、1 章で記述した現況の教育モデルの問題点は

現況の教育を実践してきたからこそ浮き彫りにな

ってきた問題であり、現況の教育モデルのマイン

ドセットでは解決は不可能であるということであ

る。本章では、新たなマインドセットでの解決策

を提案してみる。 
 
22..11..  ママイインンドドセセッットトをを構構成成すするる要要素素 
 本節では、新たなマインドセットを構成する要

素について考えてみる。 
 
22..11..11..  AAccttiivvee  LLeeaarrnniinngg 
 Active Learning については、これまで本学の

一般教養科目群で教育推進部の教員を中心に実践

されてきたことであるが、Bloom’s Taxonomy  

Matrix（図1）を使ってまとめてみる。 
 横軸はBloom’s Taxonomyの学習を構成する要

素を並べたものである。左から、「記憶する」「理

解する」「応用する」「分析する」「評価する」「創

造する」と学び要素が成長順に並んでいる。縦軸

には、教育で学習者に提供される学びのタイプ・

機会が上から順に、「事実情報」「概念情報」「プロ

セス・手順情報」「メタ認知」と配置されている。 
 従来の教育モデルでは、左上の 4 マスの領域、

つまり、記憶したことを理解する学習活動が中心

となる。一方、Active Learning では、Bloom’s 
Taxonomy Matrix の全領域で学習者の主体的な

学びで展開していく。学習者の視点からの

Authentic な学びが担保されている。教員の立場

も「物知り博士」として知識を伝授したり学習活

動の指示を与えるだけの役割から、学習者の主体

的な学びを促進するファシリテーター（ガイド）

としての役割が中心となる。 
 では、どのようなコンピテンシーを涵養する教

育パラダイムが必要となるのかについて、次節で

考えてみる。 
 
  
  
  
  
  

図1. Bloom’s Taxonomy Matrix（https://pos.sissa.it/434/023/pdf、p.7 より） 
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図1. Bloom’s Taxonomy Matrix（https://pos.sissa.it/434/023/pdf、p.7 より） 
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 特に、一般教養科目のようなリベラルアーツ教

育では、倫理、プライバシー、エンパシー、バイ

アス等に焦点を当てた人間的な視点を涵養するプ
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ベラルアーツ教育の究極の使命と言えるし、

Authentic な教育環境の実現とも言える。 
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と予測されているが、これからはリベラルアーツ

教育に固有の資質を習得した卒業生を排出するこ
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化が進む効率化を求める企業においても、AI や新
しいテクノロジーがもたらす倫理的リスクや予期
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 AI 主導の世界では、特にリベラルアーツのスキ

ルが不可欠となる。AI は既存の知識に基づいた予

測しかできないため、学生たちがリベラルアーツ

教育を通して人文主義的な視点を身につけること

はとても重要になる。では、こうした人財スキル

はどのようなものであるのかを見ていく。必須と

なるスキルには、少なくとも、創造的思考、問題

解決、情報の統合、曖昧さの管理、質問、新しい

アイデアの創出のスキルが含まれる。ダートマス

大学の歴史学教授であるCecilia Gaposchkin4は、

「人間的な理性によって訓練されていない対象に、

より高度な倫理的判断を外部委託することは行き

止まりである」と述べている。つまり、リベラル

アーツ教育の目的は人間的な理性のマインドセッ

トを持つことに他ならない。最近の求人情報を見

ても、AI リテラシーに長けた人材の求人よりも、

批判的思考、感情的知性、コミュニケーション、

コラボレーション、倫理などの対人スキルに対す

る需要が増加している。これらはすべてリベラル

アーツ教育で重視されるスキルである。 
 
22..11..33..  ラライイフフロロンンググ・・ララーーニニンンググののママイインンドドセセ

ッットト 
 では、前節のようなリベラルアーツ教育をどの

ように実践すればいいだろうか。学生が4 年間で

起きている総時間の 12%程度に満たない学習時

間のカリキュラムで実践しても成果が期待できな

い。そこで、ここでは、現行のカリキュラムの領

域を超えて、学習者が主体的にライフロング・ラ

ーニングのマインドセットを身に着けられるよう

な学習環境となるライフロング・ラーニングのマ

インドセットを涵養するライフロング・e ポート

フォリオを提案する。通常、e ポートフォリオは、

学習、コンピテンシー、および雇用適性のアーテ

ィファクト（証拠）を提供するといった、意味の

ある成果物の電子的コレクションとして定義され

るが、ここで提案するライフロング・e ポートフ

ォリオは、単なるテクノロジーを使ったアーカイ

ブとしてだけでなく、教育学的アプローチおよび、

学びと成長の追跡、就職活動への準備、またはメ

タ認知と学びのふりかえりによる自己の学びとそ

の成長に使用される成果物群を確認し可視化する

プロセスとしても機能する、生涯型学習の軌跡を

可視化する仕組みである。 
 つまり、ライフロング・e ポートフォリオは、

学習者が自己主導型でキャリア人生を含めた生涯

を通して、自己の学びと成長をログとして記録し、

成長の証しとなるアーティファクトと共に文書化、

可視化し、習得した自己のコンピテンシーとその

レベルを人財スキルとして発信できる人財・アセ
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ットの可視化と共有の機会を提供するといった特

徴がある。 
  
22..11..33..11..  従従来来型型のの ee ポポーートトフフォォリリオオ 
 ライフロング・e ポートフォリオについて、詳

説する前に、本項では、先ず従来型の e ポートフ

ォリオについてまとめておく。 
 本来、e ポートフォリオは、学生の学習の記録

として、また、内省的なツールとして機能し、時

間の経過とともに強みと課題を文書化するといっ

た学びの確認の機会を提供するものである。この

プロセスは、生涯学習の基礎である学びのふりか

えり、自己評価、および自己調整スキルを涵養す

るものである。つまり、自己の学びの経験を内省

的にふりかえることで、学生はその学びに意味と

価値を見出し、自身の知識として構築していくの

である。 
 こういった従来型の e ポートフォリオは、伝統

的な教育のような指導依存型の学習者を、学習の

機会を継続的に特定し追求できる自己主導型の個

人へと変えるのである。つまり、学生が学習の所

有権を持ち、自己の学びの目標を設定し、自己主

導型で知識を追求することをサポートする。結果

として、自己効力感（知覚された能力）と自律性

が向上することになるのである 。e ポートフォリ

オは、学問領域や分野を超えたつながりや形式的

学習と非形式的学習の間のつながりの重要性を強

調するため、横断的な（インターディシプリナリ

ーな）学習の拡張が期待できるのである。 
 従来型の e ポートフォリオは、カリキュラム内

での学習の記録として、また、学期や学年ごとの

内省的なツールとして機能し、時間の経過ととも

に達成できたこと、自己の強みと短期の目標設定

や課題を文書化するためのものである。このプロ

セスは、生涯学習の基礎である自己行動や経験の

確認、自己評価による客観視、および自己調整ス

キルを奨励することになる。つまり、自己の経験

を振り返ることで、学生は自己の経験から意味を

見出し、知識を構築することができるのである。 
 さらに、従来型の e ポートフォリオは、就活生

の雇用適性、キャリア開発、および専門的アイデ

ンティティの明示化に役立つと考えられる。つま

り、従来、履歴書だけでは伝えきれない成長のプ

ロセスとアーティファクトとなる業績を雇用者側

に提示できることになる。 
 雇用者側が求めるスキルには、以下のものがあ

る。 
    • 批判的思考、創造性、および問題解決 
    • コミュニケーション、対人コミュニケーシ

ョン、およびコラボレーション（信頼関係・エン

パシー） 
    • デジタルリテラシー、自己管理、自己認識、

および自己調整スキル 
    •  就労に対する心構えや準備度 
    • 倫理感 
 つまり、e ポートフォリオには、これらの要素

が含まれていなければいけないことになるが、従

来型の e ポートフォリオは、あくまでも、カリキ

ュラム内での学習が中心である。つまり、従来型

の e ポートフォリオは、教員による指導依存型の

学習者を、学習の機会を継続的に特定し追求でき

る自己主導型の個人へと誘う仕組みである。e ポ

ートフォリオとインタラクトすることにより、学

生は学習の所有権を持ち、目標を設定し、独立し

て知識を追求することをサポートする仕組みであ

る。結果として自己効力感（知覚された能力）と

自律性が向上することになる。従来型の e ポート

フォリオは、分野を超えたつながりや形式的学習

と非形式的学習の間のつながりの重要性を強調す

ることで、「学習の拡張」を促進することになるが、

これは、あくまでも、カリキュラム内での学習が

中心となる。 
 
22..11..33..22..  教教育育機機関関ととししててののラライイフフロロンンググ・・ee ポポーー

トトフフォォリリオオととそそのの戦戦略略  
 前項で見てきたように、従来型の e ポートフォ

リオは、あくまでも、カリキュラム内での学習領

域が中心で、卒業と共にインタラクトすらできな

くなってしまう。つまり、生涯型の e ポートフォ

リオ活用ができないのである。しかし、ただ e ポ
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が含まれていなければいけないことになるが、従
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ュラム内での学習が中心である。つまり、従来型
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学習者を、学習の機会を継続的に特定し追求でき

る自己主導型の個人へと誘う仕組みである。e ポ

ートフォリオとインタラクトすることにより、学

生は学習の所有権を持ち、目標を設定し、独立し

て知識を追求することをサポートする仕組みであ

る。結果として自己効力感（知覚された能力）と

自律性が向上することになる。従来型の e ポート

フォリオは、分野を超えたつながりや形式的学習

と非形式的学習の間のつながりの重要性を強調す

ることで、「学習の拡張」を促進することになるが、

これは、あくまでも、カリキュラム内での学習が

中心となる。 
 
22..11..33..22..  教教育育機機関関ととししててののラライイフフロロンンググ・・ee ポポーー

トトフフォォリリオオととそそのの戦戦略略  
 前項で見てきたように、従来型の e ポートフォ

リオは、あくまでも、カリキュラム内での学習領

域が中心で、卒業と共にインタラクトすらできな

くなってしまう。つまり、生涯型の e ポートフォ

リオ活用ができないのである。しかし、ただ e ポ

ートフォリオを就活のツールとして使うだけでは、

ライフロング・ラーニングのための e ポートフォ

リオとして捉えると、本来の e ポートフォリオの

機能は発揮できていないと考える。 
 高等教育機関の持つ教育のミッションは、大学

の4 年間の学びを通して、学生のキャリア人生に

繋がる生涯学習学のマインドセットを涵養するこ

とだと考える。もしそうだとすれば、e ポートフ

ォリオは生涯を通して、学生の高等教育に携わっ

た教育者・教育機関として、そして、学生のライ

フロング・ラーニングに寄り添い支援するパート

ナーとして、ライフロング・ラーニングのマイン

ドセットを培う場を提供しなければならないので

はないだろうか。これが、ライフロング・ラーニ

ング・マインドセットを涵養する e ポートフォリ

オである。 
 以上のように見てくると、これからの高等教育

機関は、e ポートフォリオを主軸として、教育ミ

ッションとカリキュラムの統合、業界との協力、

および教育法の改革に焦点を当てることによって、

これらの変化に適応する必要がある（図2）。 

 これからの大学は、カリキュラムのどの部分で

AI を活用し、教育の質保証を補完すべきかを協議

し、学生が意図的な方法で AI と協働する機会を

創出することが必要となる。そのためには、AI の
倫理的および社会的影響に関する議論をリベラル

アーツ教育のカリキュラムに組み込むことが必要

となる。リベラルアーツの学生は、現段階のAI が
持つ特性、つまり、AI に効果的にプロンプトを出

し、バイアスをフィルタリングし、「幻覚応答」

（Hallucination）を特定するために、技術的な側

面におけるコンピテンシーを先ず習得する必要が

出てくる。 
 さらに、大学は、大学が排出する人材と社会や

雇用主である企業側が求めるニーズとの関連性を

確保するために、学習目標とカリキュラム設計の

策定および更新において企業側と協力する必要が

ある。この協働には、（業界パートナーと共同で作

成された）コンピテンシーフレームワークを統合

することが含まれ、これにより、幅広い教育機関

の学習成果が、職場に直接結びつく具体的なコン

ピテンシー記述に繋がるのではないだろうか 。 

図2. 教育モデル（ https://kuins.repo.nii.ac.jp/record/1089/files/K15-
11%20YAMAMOTO%20T.pdf より ） 
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このように、e ポートフォリオは、卒業のための

必須科目や大学が提供するすべてのコースにおい

て統合され、e ポートフォリオを通して、雇用主

となる企業が求めるスキル分野に対して、就活中

の学生が学びと成長の証拠を収集集約、整理、内

省し、学びと成長のショーケースとして共有する

ことを可能にするのではないだろうか。言い換え

ると、Bloom’s Taxonomy Matrix のメタ認知によ

る学びのふりかえりを雇用主の求める人材像に合

わせてショーケース化することである。

� ここで提案するライフロング・ラーニングのた

めの eポートフォリオは、その大学で身につけた

e ポートフォリオとの関わりを生涯を通して支援

する生涯学習型キャリア・ポートフォリオとして、

人財力のレベルを提示する機会を提供するための

仕組みである。今後は定年時まで一つの企業でキ

ャリア人生を終える人口よりも、スキルアップし

た自身に合ったキャリアを求めて転職する人口が

増えていくことが予想される。その際にも、大学

から学習者主導型で培ってきたライフロング・ラ

ーニングのための eポートフォリオがキャリア人

生を支援するという eポートフォリオが必要とな

る。（図 3、破線で囲んだ部分を参照。）

� こうしたライフロング・ラーニングのための e
ポートフォリオには、これまでの eポートフォリ

オの機能に加えて、学びと成長に向けたアドバイ

スをする AI エージェント群が、24／7 で支援し

ていく特徴を持たせなければならない。5、6

AI エージェント群：

・アドバイジングアシスタント：学生ごとに修学

アドバイスを促す

・コースアシスタント：学生の将来の目標に合わ

せた履修計画案の提示

・ライティングフィードバックアシスタント：ガ

イドラインに沿った記述かどうかのチェック、詳

細なフィードバック、更新のアドバイス

・ITアシスタント：ITリテラシー支援（ITヘル

プデスク）

・e ポートフォリオアシスタント：効果的な e ポ

ートフォリオ活用法支援

・ライブラリー・リサーチアシスタント：図書館

活用型リサーチ支援、リサーチ支援

・インターンシップ・キャリアマッチアシスタン

ト：学生ごとに e ポートフォリオ内容に合わせた

候補となるインターンシップ・キャリア・雇用主

の提示

図 3.� Bloom’s Taxonomy Matrix（図はhttps://pos.sissa.it/434/023/pdf、p.7 より。�

� � � 破線を追記表示。）�

�
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 こうした仕組みの利点は、ライフロング・ラー

ニングのための e ポートフォリオに蓄積されたデ

ータ情報を基にして、大学がミッションで掲げる

人財育成にむけて、カリキュラムがミッションを

ちゃんと反映して機能しているか否か、カリキュ

ラムが意図するようにそれぞれのコースが機能し

ているか、使い勝手を含め e ポートフォリオが機

能しているかどうかなどを確認することができる

といった仕組みが組み込まれていることが重要と

なる。7 
 
33..  ままととめめ 
 コロナ禍以降に台頭してきた AI は、企業のみ

ならず、高等教育にも益々浸透してくると予想さ

れる。AI 等のテクノロジーは膨大なデータ資料を

処理して、定型的なタスクをこなすことに長けて

いるが、倫理的な推論、創造的思考、問題解決か

ら判断、情報統合といった人文主義的なスキルに

は向いていない。こうした人文主義的なスキルと

なる人財スキルを持つ人財を排出することが必要

となる。卒業後の職場環境では、リベラルアーツ

教育で身につけた人財力で、AI と協働して働くこ

とが当たり前になっていくと予想されるからであ

る。 
 従来型の explicit knowledge の学習が中心とな

る現行の高等教育と卒業後の AI 駆動の労働環境

とのギャップを埋めるためには、大学はこれまで

にない e ポートフォリオの戦略的な活用をしなけ

ればならない。ライフロング・ラーニングのマイ

ンドセットを涵養する e ポートフォリオは、学習

活動のプロセスや成果物をテクノロジーで管理す

るだけの便利なツールとしてだけではなく、重要

な教育的プロセスの習得やライフロング・ラーニ

ング・マインドセット（生涯学習態度の考え方）

の習得に不可欠となる。Bloom’s Taxonomy 
Matrix のメタ認知による学びのふりかえりの層

に示した継続的な内省、自己評価、習得した人財

スキルの文書化・可視化を自己の主体的なActive 
Learning で自立性を持った自己の未来を自己主

導型で考える個人へと成長させることができる。

こうした e ポートフォリオのアーティファクトは、

習得した人財スキルの包括的な証しとして雇用者

側に提供され、従来の履歴書以上の深みと信頼関

係構築の根拠を提供することになる。しかも、ポ

ートフォリオは就活時だけではなく、卒業後もキ

ャリア人生、生涯を通して、継続的に生涯学習の

支援者として機能することになる。本学で学んだ

学生が、生涯を通して大学で身につけたライフロ

ング・ラーニングのマインドセットを育み「関大

人」として生きていく姿が期待される。 
 
註註 
1 https://www.oecd.org/（事例に基づいた詳説あり） 
2 https://www.rose-hulman.edu/academics/ 
academic-affairs/irpa/institute-student-
learning-outcomes/index.html（独自の

Authentic Engineering Curriculum の実践とし

て、Integrated Curriculum の説明あり） 
3 Albert Einstain: "You cannot solve a problem 
with the same mindset that created it": (2025) 
(https://www.quora.com/What-does-Einstein-
mean-when-he-said-that-You-cannot-solve-a-
problem-with-the-same-mindset-that-created-
it), (2025.10.24). （詳細説明あり） 
4 https://faculty-directory.dartmouth.edu/cecilia-
gaposchkin#:~:text=Collis%20Professor%20in%
20History,history%20of%20the%20Cross%20In
vincible. （人財スキルに関する詳細あり） 
5 StackAI. (2025). AI Agents: 65+ Use Cases 

Transforming Enterprises. StackAI, 29-36. 
（AIエージェントによるライフロング型 e ポ

ートフォリオの機能強化の着想を得た） 
6 Durmus, M. (2021). The AI Thought Book,  

Frankfurt, Germany: HMSpublishing.（AI
エージェントによるライフロング型 e ポートフ

ォリオの機能強化の着想を得た） 
 7ここで提案したAIエージェント群は、いずれ 
 は統合化され、協働型のAgentic AI として発展 
 していくことになる。 
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教教育育実実践践をを可可視視化化すするる教教育育実実践践論論文文作作成成ののププロロセセススにに関関すするる一一考考察察  
AA  SSttuuddyy  oonn  tthhee  PPrroocceessss  ooff  WWrriittiinngg  EEdduuccaattiioonnaall  PPrraaccttiiccee  PPaappeerrss    

ttoo  AArrttiiccuullaattee  TTeeaacchhiinngg  PPrraaccttiicceess  
 

岩﨑千晶（関西大学教育推進部） 
Chiaki Iwasaki (Kansai University, Division for Promotion of Educational Development) 
 
要要旨旨  
本論文は、教育実践論文を書くための手立てを整理することで、教員が教育実践知を言語化し、

教育実践の改善につなげることを目的とする。とりわけ、大学教育を対象とした質的研究におけ

る教育実践論文の執筆方法について検討する。 
 
キキーーワワーードド  教教育育実実践践論論文文、、アアカカデデミミッッククラライイテティィンンググ、、質質的的研研究究、、大大学学教教育育  ／／  WWrriittiinngg  
EEdduuccaattiioonnaall  PPrraaccttiiccee  PPaappeerrss,,  AAccaaddeemmiicc  WWrriittiinngg,,  QQuuaalliittaattiivvee  RReesseeaarrcchh,,  HHiigghheerr  EEdduuccaattiioonn  
 
11..  ははじじめめにに  
教育実践論文の執筆は、教育実践を対象化し、

教員がメタ的に教育実践を振り返る機会となり、

教育実践の改善点を焦点化させたり、教育実践を

より良くしたりすることができる。Schön（2001）
が指摘するように、教員は反省的実践家であり、

自身の教育実践を省察することで課題を把握し、

改善へとつなげることができる。こう考えると、

教育実践を対象化し、そこで起きている現象に関

して言語化し、可視化することができる教育実践

論文の執筆は、教育の質的向上に寄与すると考え

られる。 
一方で、教育実践論文の執筆における経験値や

習熟度は、研究者によってばらつきが見られる。

たとえば、社会人としての豊富な経験を持つ実務

家教員として大学教員になった場合や、専門分野

が教育学以外でありながら教育に携わるポジショ

ンについた教員、専門分野のカリキュラム改革に

関わる教員がその実践について論文を記述する場

合などが考えられる。教員のおかれた背景が異な

る場合、論文執筆の経験や教育実践論文の執筆に

関する研究方法や教育実践調査へのアプローチに

ばらつきが生じ、教育実践論文の執筆が円滑に進

まない場合もある。 
こうした状況を踏まえ、大学教育学会や日本教

育工学会では論文執筆に関わる学習の機会を提供

している。たとえば、大学教育学会は大学教育研

究入門講座として、研究論文の執筆方法を学ぶ機

会を提供している（大学教育学会、2025）。また、
日本教育工学会では全国大会において編集委員会

が「あなたの論文はこうして世に出る：日本教育

工学会論文誌の編集の現場から」という論文の執

筆に関するセッションを実施したりしている（日

本教育工学会、2025）。 
そこで、本稿では教育実践論文の執筆に関する

手立てを整理し、配慮すべき点を明示することで、

教員による教育実践知の言語化と教育実践の改善

を支援することを研究の目的とする。なお本稿で

は大学教育を対象とし、質的研究手法を用いた教

育実践論文の執筆に焦点を当てる。 
 
22..  「「ははじじめめにに、、先先行行研研究究、、研研究究のの目目的的」」をを執執筆筆
すするる際際にに配配慮慮すすべべききこことと  
22..11..  研研究究のの有有用用性性をを示示すす  
「はじめに」では、研究テーマの有用性を示す

ために、研究テーマが世間一般でどのように扱わ

れているか、その利用現状や動向はどうなってい

るか、UNESCO や文部科学省といった公的機関
においてどのように研究テーマが位置づけられて

いるかなどについて記述する。教育実践において

― 123 ―

関西大学高等教育研究　第17号　2026年３月



何が問題になっているのかを明示したり、その問

題を解決したりするために本研究で取り組むべき

内容を論じる。ここで重要なのは、個人的な願い

や想いだけを書くのではなく、読者に伝えたいと

考えている内容、筆者が重要だと考えている内容

について先行研究を用いて記述することである。 
先行研究を用いてテーマの重要性を示すことは、

自身の教育実践研究の有用性や新規性を読者に明

確に伝えることにつながる。例えば書き方として、

次のような文章の書き方が考えられる。 
 
「学生のライティング力を高めるために，大学

はライティングを扱う授業を実施するだけではな

く，ライティングセンター（WRC）を設置し，授
業外においてもその育成を支援する取り組みを行

っている．文部科学省（2020）の調査によると
2014年は 59大学 （7.7％） が WRC を設けて
おり，2018 年にはその数が 90 大学 （11.8％） 
に増え，約１割強の大学がWRCを設置している．
またCOVID-19の感染防止のために，2020年度
は対面での授業が困難な状況となり，WRC にお
いてもオンラインでの学習支援が実施されるよう

になった．（岩﨑、2024、p.603）」 
 
この例では、文部科学省のデータを用いて、ラ

イティングセンターの設置が増加傾向にあること

を示している。これは公的機関におけるテーマの

位置づけを示す先行研究の活用に該当する。また、

COVID-19 以降にオンラインでのライティング
支援が広がったという現状にも触れており、テー

マに関する利用の現状や動向を示している。この

ように「はじめに」では、論文テーマの有用性や

問題意識について、先行研究を用いて論じること

が望ましい。先行研究を用いない場合、「誰がそう

言っているのか」「本当にそのようなことが言える

のか」といった疑問を読者が招く可能性がある。 
なお、極めて限定的な対象や目的を扱う研究は、

論文としての価値を認められない可能性がある。

たとえば、特定の授業のみに該当し、他の教育実

践への応用が極めて困難な研究などが該当する。 

22..22．．  「「先先行行研研究究」」をを用用いいてて論論のの流流れれをを作作るる  
先行研究を用いて文章を記述する際は、研究テ

ーマに沿った文献を用いて、自身の研究の有用性

と新規性を伝える論の流れを構築することが重要

である。「はじめに」においては問題意識と有用性

を伝え、「先行研究」ではテーマをより焦点化させ、

狭い範囲で研究の重要性を示していく。 
ここで注意すべきは、自身の研究との関係性を

十分に説明せずに、先行研究の紹介を列挙しただ

けの文章を避けることである。先行研究を箇条書

きのように並べるだけでは文章が断片的になり、

何を伝えたいのかが読者に伝わりにくくなる。先

行研究を用いて自身の主張を論理的に伝えること

ができる流れをつくることが求められる。ただし、

こうした点に配慮した文章を書く力は短期間で習

得することが難しい場合もあるため、研究仲間に

試読を依頼し、フィードバックを得ながら時間を

かけて習得していくことが重要である。 
また、論文には複数の種類が存在する。まず学

会誌のように査読がある論文と査読のない論文が

ある。日本教育工学会誌の場合は、研究論文、教

育実践論文、システム開発論文などの種類があり、

論文の性質によって求められる新規性の程度は異

なる。そのため、投稿を予定している論文誌がど

の程度の新規性を求めているのかを把握したうえ

で、先行研究を用いて自身の研究の有用性と新規

性を記述する必要がある。 
先に紹介した岩﨑（2024）のオンラインチュー
タリングに関する論文では、「ライティングセンタ

ーやオンラインチュータリングに関する先行研究」

と「ライティングセンターにおけるチュータリン

グ方略に関する先行研究」の 2 つを取り上げて、
オンラインチュータリングとチュータリング方略

の先行研究を整理している。そのうえで、オンラ

インチュータリングに関する実証研究そのものが

少なく、とりわけ同期型のオンラインチュータリ

ングにおけるチュータリング方略の知見は非常に

限られていることを指摘することで、研究の有用

性と新規性を示している。 
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何が問題になっているのかを明示したり、その問

題を解決したりするために本研究で取り組むべき

内容を論じる。ここで重要なのは、個人的な願い

や想いだけを書くのではなく、読者に伝えたいと

考えている内容、筆者が重要だと考えている内容

について先行研究を用いて記述することである。 
先行研究を用いてテーマの重要性を示すことは、

自身の教育実践研究の有用性や新規性を読者に明

確に伝えることにつながる。例えば書き方として、

次のような文章の書き方が考えられる。 
 
「学生のライティング力を高めるために，大学
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この例では、文部科学省のデータを用いて、ラ

イティングセンターの設置が増加傾向にあること

を示している。これは公的機関におけるテーマの

位置づけを示す先行研究の活用に該当する。また、

COVID-19 以降にオンラインでのライティング
支援が広がったという現状にも触れており、テー

マに関する利用の現状や動向を示している。この

ように「はじめに」では、論文テーマの有用性や

問題意識について、先行研究を用いて論じること

が望ましい。先行研究を用いない場合、「誰がそう

言っているのか」「本当にそのようなことが言える

のか」といった疑問を読者が招く可能性がある。 
なお、極めて限定的な対象や目的を扱う研究は、

論文としての価値を認められない可能性がある。

たとえば、特定の授業のみに該当し、他の教育実

践への応用が極めて困難な研究などが該当する。 

22..22．．  「「先先行行研研究究」」をを用用いいてて論論のの流流れれをを作作るる  
先行研究を用いて文章を記述する際は、研究テ

ーマに沿った文献を用いて、自身の研究の有用性

と新規性を伝える論の流れを構築することが重要

である。「はじめに」においては問題意識と有用性

を伝え、「先行研究」ではテーマをより焦点化させ、

狭い範囲で研究の重要性を示していく。 
ここで注意すべきは、自身の研究との関係性を

十分に説明せずに、先行研究の紹介を列挙しただ

けの文章を避けることである。先行研究を箇条書

きのように並べるだけでは文章が断片的になり、

何を伝えたいのかが読者に伝わりにくくなる。先

行研究を用いて自身の主張を論理的に伝えること

ができる流れをつくることが求められる。ただし、

こうした点に配慮した文章を書く力は短期間で習

得することが難しい場合もあるため、研究仲間に

試読を依頼し、フィードバックを得ながら時間を

かけて習得していくことが重要である。 
また、論文には複数の種類が存在する。まず学

会誌のように査読がある論文と査読のない論文が

ある。日本教育工学会誌の場合は、研究論文、教

育実践論文、システム開発論文などの種類があり、

論文の性質によって求められる新規性の程度は異

なる。そのため、投稿を予定している論文誌がど

の程度の新規性を求めているのかを把握したうえ

で、先行研究を用いて自身の研究の有用性と新規

性を記述する必要がある。 
先に紹介した岩﨑（2024）のオンラインチュー
タリングに関する論文では、「ライティングセンタ

ーやオンラインチュータリングに関する先行研究」

と「ライティングセンターにおけるチュータリン

グ方略に関する先行研究」の 2 つを取り上げて、
オンラインチュータリングとチュータリング方略

の先行研究を整理している。そのうえで、オンラ

インチュータリングに関する実証研究そのものが

少なく、とりわけ同期型のオンラインチュータリ

ングにおけるチュータリング方略の知見は非常に

限られていることを指摘することで、研究の有用

性と新規性を示している。 
 

22..33．．  「「研研究究のの目目的的」」をを書書くく時時にに大大切切ななこことと  
研究の目的では、読者による多様な解釈を防ぐ

ため、具体的かつ明確に記述することが重要であ

る。たとえば「主体的に学ぶ」「積極的に学ぶ」と

いった表現は、読者によってその意味や該当する

状況の解釈が分かれる可能性がある。このような

多義的な表現を用いると、研究目的が達成された

かどうかを読者が判断できず、論文として適切に

評価されない恐れがある。そのため、たとえば「本

論文では主体性を△△と定義する」というように、

論文内で用いる重要な用語の意味を明示する必要

がある。またその際、どのような先行研究に基づ

いて定義したのかを示し、理論的根拠を明確にで

きると信頼性と妥当性が増す。岩﨑（2024）の論
文を例に見てみよう。 

 
「本研究の目的は，高等教育における WRC で
の同期型 OLT を実施する際に，チューターが相
談者である学生に対して行うチュータリング方略

を明らかにすることである．ここでのチュータリ

ング方略は，セッションの目標を設定し，その目

標を達成するために，学生に対する働きかけや教

材の活用をどのように行うかに関する手順と構成

要素とする．この方略は鈴木（2000）による教授
方略の定義を参考にした．ただし，チュータリン

グと教授では目標設定に関する考え方が異なる．

教授の場合は教授目標が教員によって設定されて

おり，それを達成することが教授方略の前提とな

っている．一方，チュータリングの場合は，学生

とチューターが相談してセッションの目標を設定

する．そのため，チュータリング方略では，セッ

ションの目標を設定することもその方略の中に含

め，学生と設定した目標を達成するために，チュ

ーターによる働きかけや教材の活用を行うプロセ

スにおける手順やそこでの構成要素を扱うことと

した．（岩﨑、2024、p.606）」 
 
この例では、「チュータリング方略」という用語

が日本の教育研究において必ずしも広く共有され

ていないことを考慮し、その定義を説明している。

本研究における「チュータリング方略」の定義と、

その定義が鈴木（2000）の先行研究をどのように
参考にしたかを明示することで、用語を理論的に

根拠づけるようにし、研究目的が多義的にならな

いようにしている。 
 

33..  「「教教育育実実践践研研究究ににおおけけるる調調査査のの方方法法とと分分析析」」
をを執執筆筆すするる際際にに配配慮慮すすべべききこことと  
33..11..  研研究究のの対対象象にに関関すするる情情報報をを詳詳ししくく書書くく  
読者による多様な解釈を防ぎ、研究の適用範囲

を明確にするため、研究対象に関する情報は詳細

に記述する必要がある。 
授業実践を対象とする場合、その実践内容を具

体的に示すことが重要である。例えば初年次教育

といっても、専門教育の基礎を扱う授業、アカデ

ミックスキルの育成を扱う授業など、大学や学部

によって実践内容は多様である。そのため、本研

究で取り上げる授業がどういった実践内容を指す

のかを明示する必要がある。授業の回数や各回の

内容についても具体的に記載することが求められ

る。 
またインタビュー調査を実施する場合は、研究

目的に応じて対象者の属性情報を詳細に記述する

ことが必要となる。例えば学生スタッフを対象と

する場合、経験年数によって彼らの能力や活動内

容が異なり、研究結果に影響を与える可能性があ

るため、これらの点を明記する必要がある。教員

を対象とする場合も同様に、経験年数や専門分野

を記載することが求められる場合がある。特定の

属性に焦点を当てる研究、例えばベテラン教員の

実践や理工系授業の特徴を調査する場合は、その

条件に合致する対象者を選定したことを明記する。

一方、大学教育全般や教員一般について調査する

場合は、経験年数や専門分野に偏りが出ないよう、

若手教員からベテラン教員まで、また社会科学、

人文科学、自然科学といった各分野からバランス

よく対象者を選定することなどが考えられる。 
このように、研究目的を達成するために、どの

ような研究対象者を選定したのかを明示する必要

がある。 
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33..22..  調調査査方方法法はは目目標標をを達達成成すするるたためめにに、、適適切切なな
方方法法ででああるるここととをを提提示示すするる  
調査方法では、研究目的を達成するためになぜ

その方法を選択したのかを明記する必要がある。

質的研究において新しい手法や、当該論文誌であ

まり採用されていない手法を用いる場合、査読者

から詳細な説明を求められることがある。そのた

め、こうした手法を採用する際は特に丁寧な記述

が求められる。一方、他の研究ですでに採用され

ている手法を援用する場合は、参考文献として引

用するとよい。いずれの場合も、どのような意図

でその研究方法を用いるのか、また研究方法の内

容を読者が理解しやすいように記述することが重

要である。 
またインタビュー調査を実施する場合は、どの

ような質問項目を設定したのかを明記する必要が

あるが、その際、質問項目をどのようなプロセス

で設定したのかを記述する。先行研究の質問項目

を参考にした場合は、その旨を明示する。 
 

33..33..  結結果果とと考考察察はは研研究究目目的的にに沿沿いい、、根根拠拠にに基基づづ
いいてて論論理理的的にに記記述述すするる  
結果と考察において、教育実践論文の場合は結

果を述べるだけでなく、結果から導き出される改

善点や提案について分析考察を加えて提示をする。

その際、信頼性と妥当性を確保するため、分析考

察では根拠に基づいて主張を提示する必要がある。 
たとえばオープンコーディングによる分析を採

用して研究を実施した場合、主張、理由、根拠・

具体例（コードやカテゴリー）という形式で、主

張が分析をしたコードから論理的に導き出された

ものであることを読者に理解してもらう必要があ

る。コードを過大解釈したり、コードやカテゴリ

ーを提示しない形で主張を述べたりすると、読者

から疑問や指摘を受ける可能性があるため注意が

必要である。自身でコードやカテゴリーの解釈が

適切であるかどうかの判断が難しい場合は、研究

仲間に試読を依頼し、解釈が適切であるかを確認

することも考えられる。 
また質的研究の分析において、インタビューを

実施した場合、研究の目的とは関連しないコード

が抽出されることがある。半構造化インタビュー

や非構造化インタビューの場合は、インタビュー

の対象者と研究者とのラポールを形成するための

対話が求められることもあり、そのプロセスで研

究テーマと直接に関連がない対話が含まれること

などがある。こうした際は、全体で何個のコード

が生成され、そのうち何個（あるいは何カテゴリ

ー）を使用したのかを明記し、使用するものと使

用しないものが生じた理由を説明するとよい。こ

れは、読者に恣意的なコード選択ではないことを

示すためである。 
 

33..44..  質質的的デデーータタ分分析析ソソフフトトウウェェアアのの活活用用すするる  
質的分析の方法には様々な種類があるが、筆者

は MAXQDA というコーディングを行うソフト
ウェアを活用して分析を行っている。筆者が大学

院生のころ、指導教員から質的分析ソフトウェア

の存在を教わったものの、実際の操作方法につい

ては研究室内で指導を受けることはなく、独学で

学んできた。現在では、ソフトウェアの利用方法

に関するセミナーを企業が実施している場合もあ

るため、こうした機会を活用することが有効であ

る。新しい分析ソフトウェアの操作方法を独学で

学ぶことは容易ではないが、試行錯誤するプロセ

スで利用方法を自ら理解していくという利点もあ

る。新しい分析ソフトウェアを使用することで分

析の幅が広がることも多いため、試行的に活用し

てほしい。 
 

44．．  「「ままととめめとと今今後後のの展展望望」」をを執執筆筆すするる際際にに配配慮慮
すすべべききこことと  
 まとめでは、研究目的と研究結果を端的に記載

する。その際、研究目的とまとめで異なる表現を

用いないよう注意が必要である。たとえば、研究

目的では「学習方略」という表現を使用している

にもかかわらず、まとめでは「メタ認知的方略」

という下位概念にあたる文言を用いて結果を説明

するケースなどがある。このような表現の不一致

は、読者に混乱を招く可能性がある。そのため、
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33..22..  調調査査方方法法はは目目標標をを達達成成すするるたためめにに、、適適切切なな
方方法法ででああるるここととをを提提示示すするる  
調査方法では、研究目的を達成するためになぜ

その方法を選択したのかを明記する必要がある。

質的研究において新しい手法や、当該論文誌であ

まり採用されていない手法を用いる場合、査読者

から詳細な説明を求められることがある。そのた

め、こうした手法を採用する際は特に丁寧な記述

が求められる。一方、他の研究ですでに採用され

ている手法を援用する場合は、参考文献として引

用するとよい。いずれの場合も、どのような意図

でその研究方法を用いるのか、また研究方法の内

容を読者が理解しやすいように記述することが重

要である。 
またインタビュー調査を実施する場合は、どの

ような質問項目を設定したのかを明記する必要が

あるが、その際、質問項目をどのようなプロセス

で設定したのかを記述する。先行研究の質問項目

を参考にした場合は、その旨を明示する。 
 

33..33..  結結果果とと考考察察はは研研究究目目的的にに沿沿いい、、根根拠拠にに基基づづ
いいてて論論理理的的にに記記述述すするる  
結果と考察において、教育実践論文の場合は結

果を述べるだけでなく、結果から導き出される改

善点や提案について分析考察を加えて提示をする。

その際、信頼性と妥当性を確保するため、分析考

察では根拠に基づいて主張を提示する必要がある。 
たとえばオープンコーディングによる分析を採

用して研究を実施した場合、主張、理由、根拠・

具体例（コードやカテゴリー）という形式で、主

張が分析をしたコードから論理的に導き出された

ものであることを読者に理解してもらう必要があ

る。コードを過大解釈したり、コードやカテゴリ

ーを提示しない形で主張を述べたりすると、読者

から疑問や指摘を受ける可能性があるため注意が

必要である。自身でコードやカテゴリーの解釈が

適切であるかどうかの判断が難しい場合は、研究

仲間に試読を依頼し、解釈が適切であるかを確認

することも考えられる。 
また質的研究の分析において、インタビューを

実施した場合、研究の目的とは関連しないコード

が抽出されることがある。半構造化インタビュー

や非構造化インタビューの場合は、インタビュー

の対象者と研究者とのラポールを形成するための

対話が求められることもあり、そのプロセスで研

究テーマと直接に関連がない対話が含まれること

などがある。こうした際は、全体で何個のコード

が生成され、そのうち何個（あるいは何カテゴリ

ー）を使用したのかを明記し、使用するものと使

用しないものが生じた理由を説明するとよい。こ

れは、読者に恣意的なコード選択ではないことを

示すためである。 
 

33..44..  質質的的デデーータタ分分析析ソソフフトトウウェェアアのの活活用用すするる  
質的分析の方法には様々な種類があるが、筆者

は MAXQDA というコーディングを行うソフト
ウェアを活用して分析を行っている。筆者が大学

院生のころ、指導教員から質的分析ソフトウェア

の存在を教わったものの、実際の操作方法につい

ては研究室内で指導を受けることはなく、独学で

学んできた。現在では、ソフトウェアの利用方法

に関するセミナーを企業が実施している場合もあ

るため、こうした機会を活用することが有効であ

る。新しい分析ソフトウェアの操作方法を独学で

学ぶことは容易ではないが、試行錯誤するプロセ

スで利用方法を自ら理解していくという利点もあ

る。新しい分析ソフトウェアを使用することで分

析の幅が広がることも多いため、試行的に活用し

てほしい。 
 

44．．  「「ままととめめとと今今後後のの展展望望」」をを執執筆筆すするる際際にに配配慮慮
すすべべききこことと  
 まとめでは、研究目的と研究結果を端的に記載

する。その際、研究目的とまとめで異なる表現を

用いないよう注意が必要である。たとえば、研究

目的では「学習方略」という表現を使用している

にもかかわらず、まとめでは「メタ認知的方略」

という下位概念にあたる文言を用いて結果を説明

するケースなどがある。このような表現の不一致

は、読者に混乱を招く可能性がある。そのため、

論文の核となる概念については、研究目的からま

とめまで一貫した表現を使用する必要がある。 
また今後の展望では、本研究で扱えなかった点

や今後取り組むべき課題について記載する。どの

ような研究にも限界や課題は存在するため、それ

らを明示することが求められる。具体的には、研

究方法論上の制約、サンプルの特性による一般化

可能性の限界、測定尺度の妥当性に関する課題な

どを記述し、今後の研究で改善すべき方向性を提

示することが望ましい。 
 

55..  査査読読論論文文のの「「回回答答文文」」をを執執筆筆すするる際際にに配配慮慮すす
べべききこことと  
55..11..  査査読読者者のの指指摘摘をを受受けけ止止めめ、、自自身身のの考考ええをを論論
理理的的にに述述べべるる  
査読付き論文において、査読者からの指摘に対

する回答文を作成する際、まず査読者の意見を受

け止めた上で、自身の考えを論理的に述べること

を検討してみる。査読者の指摘が著者の意図と異

なる場合はあるが、著者の説明が不十分であり、

本来の意図が文章で伝わっていない可能性を示し

ている。そのため、査読者の視点を踏まえて、自

身の意図を明確に丁寧に説明することが望ましい。 
また査読者の指摘を受け入れて指示通りに修正

したとしても、なぜその内容に修正したのかに関

する説明がない回答文は不十分である。表記や表

現の単純な誤りであればそれで問題ないが、内容

に関わる指摘については、当初どのような意図で

記述していたのか、査読者の指摘を受けてどこに

問題があると認識したのか、その問題を改善する

ためにどのように修正したのかなどという修正の

方針と理由を明確に提示することが望ましい。こ

のように対応することで、著者が伝えたい内容を

査読者に正確に伝えられる可能性が高まる。 
 

55..22..  回回答答文文はは簡簡単単なな指指摘摘かからら対対応応しし、、対対応応表表をを
作作成成しし、、丁丁寧寧にに見見直直すす  
査読結果には、回答が難しく記載方法に悩む指

摘が含まれることがある。難しい指摘に悩んでい

る間に、すぐに修正できる項目が残っていると焦

りを感じることもある。そのため、まず表記や表

現の誤り、参考文献の形式など、すぐに対応でき

る項目から着実に修正していくことが望ましい。 
また回答文には、査読者の指摘に対する返答に

加えて、論文のどこをどのように修正したのかを

記した対応表を添付すると、修正箇所が明確にな

り査読者にとって理解しやすい。修正を繰り返す

うちに対応表のページ番号がずれることがあるた

め、提出前にページ番号の誤りを修正する必要が

ある。細部まで丁寧に確認し、適切な論文に仕上

げる姿勢が重要である。 
  
55..33..  査査読読対対応応のの計計画画をを立立てて、、共共著著者者とと連連携携ををとと
るる  
査読結果の返却期間は学会により異なるが、お

おむね 2〜3 週間程度である。そのため、提出期
限の 1週間前、可能であれば 10日前には素案を
仕上げておくことが望ましい。自身では気づかな

い誤りを発見するためには、素案完成後に数日を

置いて原稿を再度確認することが有効である。時

間を置くことで、執筆時には見落としていた問題

点に気づくことができる可能性が高まる。以下に、

査読コメントへの対応スケジュールの一例を示す。 
 
1日目：全体を眺めて修正の全体像を把握する。
修正の機会を得たことを前向きに捉え、ここまで

執筆を進めた自身の努力を認めることも大切であ

る。共著者がいる場合は査読結果を共有する。 
2〜3日目：指摘事項を整理する。共著者がいる
場合は共に検討する。具体的には、すぐに対応で

きる簡単な修正、ある程度時間を要する修正、か

なりの時間を要する修正の3つに分類する。 
3〜5日目：簡単な修正を完了させ、ある程度時
間を要する修正に取り組む。 

5〜6日目：ある程度時間を要する修正を完了さ
せ、かなりの時間を要する修正に着手する。自身

のみでの査読対応が難しいと判断した場合は、共

著者に相談する。その際、自分の考えと方針をあ

る程度整理したうえで相談することが望ましい。

ただし、検討がうまく進まない場合は、適切な対
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応方法が思いつかないことを率直に伝えるとよい。 
6〜10日目：時間を要する修正に集中的に取り
組み、修正案を作成して完成に近づける。 

10〜15日目：素案を完成させる。この段階で共
著者に原稿を確認してもらい、特に自信のない箇

所について意見を求める。提出期限の 1週間を切
った段階で共著者に原稿を提示しても、修正に十

分な時間を確保できない可能性がある。 
15〜20日目：繰り返し見直しを行う。黙読だけ
でなく声に出して読むことで、文章の不自然さや

論理の飛躍に気づきやすくなる。 
21 日目：最終確認を経て提出する。提出後は、
一連の作業を完遂した達成感を味わう。 

 
なお、上記の計画はあくまで一例である。研究

者によって生活環境が異なるため、自身の生活に

適したスケジュール感覚を身につけることが重要

である。実際に取り組んでみると、想像以上に短

期間で対応できることも多い。共著者がいる場合

であっても、最終的には第一著者が責任をもって

論文を仕上げる必要がある。自身で完成させる過

程そのものが、研究者としての力量を高めること

につながる。繰り返しになるが、第一著者だけで

は対応が困難な事項については、共著者に協力を

求める。その際は、共著者が内容を丁寧に確認で

きるよう、時間的余裕をもって依頼することを心

がける必要がある。 
また査読者はより良い論文へと導いてくれる伴

走者として捉えることも重要である。そして、自

身に査読依頼が来た際にも、同様の姿勢で対応す

ることが求められる。査読を引き受けることで、

どのような論文が採択され、どのような論文がわ

かりにくいのかという読解力が養われる。読解力

が向上することで自身の論文を客観的に見る視点

が身につき、査読者が疑問を抱きそうな箇所を事

前に察知できるようになる。 
 
66..  生生成成AAIIをを学学術術的的誠誠実実性性にに基基づづいいてて活活用用すするる  
 生成 AI を論文執筆に活用する方法も考えられ
る。まずは投稿を予定している学会等の執筆要領

や投稿規定を参照する必要がある。学会等によっ

ては、どういった種類の生成 AI をどのような意
図で利用したのかを記載することが求められる場

合もある。 
 生成 AI を論文執筆において利用する場合は、
学術的誠実性に基づいて利用する。たとえば、自

身のデータが機密情報に該当しないか、また生成

AI に入力することでデータが外部に流出しない
かなどを確認する必要がある。オプトアウトの設

定をして、データが流出しないようにするなどの

配慮も必要になる。生成 AI を活用して、執筆し
た文章の誤字脱字や、論文の論の流れが適切であ

るのかなどを確認する場合は、その結果が正しい

のかどうかを自身で判断する必要がある。 
松河・新居（2025）は生成 AIをより有能な他
者と位置付け、利用者が生成 AI と行う対話が、
利用者の最近接発達領域そのものになることを通

して、学習や発達が促進されると論じている。こ

うした生成 AI との対話による学習は、ガーゲン
（2020, 2023）の関係論的教育理論からも支持さ
れる。ガーゲンは学習を単独の認知活動ではなく、

対話を通じた共創的なプロセスとして捉え、知識

は他者との相互作用の中で構築されると主張する。

こうした理論的枠組みから考えると、生成 AI と
の対話は利用者の知識構築に有効な役割を果たす

と考えられる。生成 AI の学習支援機能の高度化
と理論的可能性を踏まえると、今後は教員が論文

を執筆する際に、研究仲間や生成 AI といった多
様な社会的支援の中から対話相手を選択しながら、

学術的誠実性に基づいて論文を執筆していく可能

性もあり得る。ただし、この点に関しては、投稿

論文を提出する学協会の考えや学術的誠実性につ

いての理解に基づいて、今後慎重に検討していく

必要がある。 
 
77..  終終わわりりにに 
本稿では、教育実践論文の具体的な執筆方法に

ついて整理した。特に、大学教育を対象とした質

的研究における論文執筆の方法に焦点を当て、論

文の構成・書き方、査読対応について配慮するべ
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応方法が思いつかないことを率直に伝えるとよい。 
6〜10日目：時間を要する修正に集中的に取り
組み、修正案を作成して完成に近づける。 

10〜15日目：素案を完成させる。この段階で共
著者に原稿を確認してもらい、特に自信のない箇

所について意見を求める。提出期限の 1週間を切
った段階で共著者に原稿を提示しても、修正に十

分な時間を確保できない可能性がある。 
15〜20日目：繰り返し見直しを行う。黙読だけ
でなく声に出して読むことで、文章の不自然さや

論理の飛躍に気づきやすくなる。 
21 日目：最終確認を経て提出する。提出後は、
一連の作業を完遂した達成感を味わう。 

 
なお、上記の計画はあくまで一例である。研究

者によって生活環境が異なるため、自身の生活に

適したスケジュール感覚を身につけることが重要

である。実際に取り組んでみると、想像以上に短

期間で対応できることも多い。共著者がいる場合

であっても、最終的には第一著者が責任をもって

論文を仕上げる必要がある。自身で完成させる過

程そのものが、研究者としての力量を高めること

につながる。繰り返しになるが、第一著者だけで

は対応が困難な事項については、共著者に協力を

求める。その際は、共著者が内容を丁寧に確認で

きるよう、時間的余裕をもって依頼することを心

がける必要がある。 
また査読者はより良い論文へと導いてくれる伴

走者として捉えることも重要である。そして、自

身に査読依頼が来た際にも、同様の姿勢で対応す

ることが求められる。査読を引き受けることで、

どのような論文が採択され、どのような論文がわ

かりにくいのかという読解力が養われる。読解力

が向上することで自身の論文を客観的に見る視点

が身につき、査読者が疑問を抱きそうな箇所を事

前に察知できるようになる。 
 
66..  生生成成AAIIをを学学術術的的誠誠実実性性にに基基づづいいてて活活用用すするる  
 生成 AI を論文執筆に活用する方法も考えられ
る。まずは投稿を予定している学会等の執筆要領

や投稿規定を参照する必要がある。学会等によっ

ては、どういった種類の生成 AI をどのような意
図で利用したのかを記載することが求められる場

合もある。 
 生成 AI を論文執筆において利用する場合は、
学術的誠実性に基づいて利用する。たとえば、自

身のデータが機密情報に該当しないか、また生成

AI に入力することでデータが外部に流出しない
かなどを確認する必要がある。オプトアウトの設

定をして、データが流出しないようにするなどの

配慮も必要になる。生成 AI を活用して、執筆し
た文章の誤字脱字や、論文の論の流れが適切であ

るのかなどを確認する場合は、その結果が正しい

のかどうかを自身で判断する必要がある。 
松河・新居（2025）は生成 AIをより有能な他
者と位置付け、利用者が生成 AI と行う対話が、
利用者の最近接発達領域そのものになることを通

して、学習や発達が促進されると論じている。こ

うした生成 AI との対話による学習は、ガーゲン
（2020, 2023）の関係論的教育理論からも支持さ
れる。ガーゲンは学習を単独の認知活動ではなく、

対話を通じた共創的なプロセスとして捉え、知識

は他者との相互作用の中で構築されると主張する。

こうした理論的枠組みから考えると、生成 AI と
の対話は利用者の知識構築に有効な役割を果たす

と考えられる。生成 AI の学習支援機能の高度化
と理論的可能性を踏まえると、今後は教員が論文

を執筆する際に、研究仲間や生成 AI といった多
様な社会的支援の中から対話相手を選択しながら、

学術的誠実性に基づいて論文を執筆していく可能

性もあり得る。ただし、この点に関しては、投稿

論文を提出する学協会の考えや学術的誠実性につ

いての理解に基づいて、今後慎重に検討していく

必要がある。 
 
77..  終終わわりりにに 
本稿では、教育実践論文の具体的な執筆方法に

ついて整理した。特に、大学教育を対象とした質

的研究における論文執筆の方法に焦点を当て、論

文の構成・書き方、査読対応について配慮するべ

き点について述べた。教育実践論文の執筆は、研

究結果を報告するだけではなく、教育実践を省察

的に捉え直し、より良い教育実践に向けた次のア

クションを提示するという意義がある。 
一方、大学教員は多様な業務に従事することが

求められるため、論文執筆に十分な時間を取るこ

とが難しい時期もある。そこで、最後に論文執筆

を継続するための工夫について述べたい。一日の

すべてを論文執筆に充てられる教員は多くない。

そのため、毎日 30 分でもよいので少しずつ執筆
を進める力をつけることは重要である。執筆中の

ファイルを開くだけでもよいので、論文と向き合

う時間を確保する。それが難しければ、週3日程
度でもよいので論文に接する時間を設ける。細切

れの時間では研究を進められないと感じる研究者

は多いだろうが、「できるようになる」と信じて続

けると、不思議とそれが可能になっていく。「はじ

めに」の 3行を書き、次は5行を書くというよう
に少しずつ進めていくと、気づけば 1ページに仕
上がっていることもある。これらを実現するには、

すぐに済ませたい業務を後回しにする自制心も必

要である。たとえば、まず論文執筆を 30 分間行
ってから、他の業務に取り組むという習慣をつけ

ることが考えられる。また、自身が所属する学会

の学会誌を定期的に読むことも不可欠である。論

文のアウトラインや書き方は、論文を読むことで

自然と身についていく。読むことで書く力が向上

していくため、数多く読むことが重要である。執

筆時間の確保が難しければ、1日 20分でもよいの
で読む時間を確保する。1日 1本の論文を読む、
それが無理なら 2日に 1本、3日に 1本、1週間
に 1 本でもよい。読むことで書き方が理解でき、
論文にふさわしい表現が習得されていく。 
なお、本稿で述べた内容は筆者の経験に基づく

一例である。また、本稿は教育実践論文を執筆す

るにあたってのすべての事項を網羅しているわけ

ではなく、学生や若手研究者への論文指導や筆者

自身の執筆経験をもとに要点を絞って記述してい

る。初等中等教育を対象とした教育実践研究や量

的研究など、本稿とは異なる分野においては、ま

たその分野や研究方法に適した方法や配慮すべき

点があることを付記しておく。読者各自の研究分

野に応じて工夫しながら活用していただきたい。 
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関西大学教育開発支援センター 

Kansai University, Center for Teaching & Learning 
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11..  ははじじめめにに  

Future Design プログラムは、学生、教員、職

員が連携してこれから取り組むべき課題を発見し、

社会の変革に対応し、時代に即した教育を展開で

きる能力を育成することを目的とする三者協働の

研修プログラムである。グループワークを中心に、

教育の質や学びの場の創出、学生支援、情報発信

など多角的な視点から議論を深め、最終的には実 
践的な提案を取りまとめる。多様な参加者との対

話を通じて、分析力・企画力・共創力を養い、大

学の未来を共に描くことを目的としている。 
企画・運営は教育開発支援センター「FD/SD 連

携プロジェクト」が担った。今年度のテーマは、

『学生・教員・職員が共に考える「学生がもっと

学びたくなる関西大学」』とし、関西大学の現状を

明確にするとともに、強みや弱みを把握したうえ

で、具体的に関西大学の魅力を高める施策を提案

する内容とした。 
 本プログラムは、2025年10月 10日から 10月

31 日まで、毎週金曜 1 限（9：00～10：30）、全

4 回で構成され、第 3 回目終了後に各グループに

よる最終報告会の機会を設けた。第 1回では教育

推進部教授より、他大学の先進事例の紹介および

「学生時代の学び」を振り返るワークを行い、前

半では先進事例を通し教育改革の方向性について

理解を深め、後半では自身の学生時代の経験を振

り返ることで、大学構成員としての立場と学習者

としての視点を往還的に捉える試みがなされた。 
また、第 2回と第 3回では、最終報告会に向けた

グループワークが行われ、各班が発表テーマを設

定し、提案内容の具体化に向けた議論を重ねた。 
（図 1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 広報用チラシ 
 

本プログラムは、学生・教員・職員による三者

協働の混合グループを編成して実施した。対象者

については、学生は関西大学における学習支援・

学生生活支援・大学教育等に関心を有する者を募

集し、教員は専任・非常勤を問わず広く周知を行

った。職員については、人材開発課と連携し、職

員研修の一環として募集を実施した。その結果、

学生 7名（35.0%）、教員 4名（20.0%）、職員 9名

（45.0%）の計 20名が参加し、1グループ 4名の

計 5グループに編成した。グループ分けに際して

は、可能な限り三者が均等に配置されるよう配慮

した。 
 本稿では、2025 年 10 月31 日に開催した最終

報告会（図 2）において、各グループが報告した

内容を記録として残す。 
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図 2 最終報告会広報用チラシ 

 
22..  各各ググルルーーププのの発発表表内内容容  
全 5グループの発表内容（スライド）は次のと

おりである。 
 
22..11..  AA ググルルーーププ「「ふふわわふふわわ巻巻きき込込みみ大大作作戦戦    
--  ふふわわふふわわCCAAMMPP  FFIIRREE  --」」  
 本田 貴人（商学部生）、溝口 侑（教育推進部 
特別任用准教授）、上田 和葉（入試広報G）、細

野 真（初等部・中等部・高等部事務室） 
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図 2 最終報告会広報用チラシ 

 
22..  各各ググルルーーププのの発発表表内内容容  
全 5グループの発表内容（スライド）は次のと

おりである。 
 
22..11..  AA ググルルーーププ「「ふふわわふふわわ巻巻きき込込みみ大大作作戦戦    
--  ふふわわふふわわCCAAMMPP  FFIIRREE  --」」  
 本田 貴人（商学部生）、溝口 侑（教育推進部 
特別任用准教授）、上田 和葉（入試広報G）、細

野 真（初等部・中等部・高等部事務室） 
 

 

 

  
22..22..  BB ググルルーーププ「「関関大大ビビフフォォーーアアフフタターー  ～～大大学学

のの主主人人公公ははききみみたたちちだだ！！！！～～」」  
 福塚 勇汰（文学部生）、森田 真実（社会学部 
生）、大森 一毅（学長課）、高橋 名香(教務事務

／教務第 2) 
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22..33..  CC ググルルーーププ 
「「授授業業、、動動きき出出すす。。--  関関大大PPBBLL 革革命命  --」」  
 荒井 結加（商学部生）、中尾 悠利子（総合情

報学部教授）、池田 ひな（地域・高大連G）、髙

田 凌佑（ミューズキャンパスG） 
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22..33..  CC ググルルーーププ 
「「授授業業、、動動きき出出すす。。--  関関大大PPBBLL 革革命命  --」」  
 荒井 結加（商学部生）、中尾 悠利子（総合情

報学部教授）、池田 ひな（地域・高大連G）、髙

田 凌佑（ミューズキャンパスG） 
 
 

 

 

 

  

  

  
22..44..  DDググルルーーププ  
「「よよりり人人とと関関わわりり合合いいななががらら学学べべるる関関大大へへ」」  
 橋本 木実（政策創造学部生）、森貞 誠(ビジ

ネスデータサイエンス学部 准教授）、松田 美菜

子（情報推進G）、山口 健太（学部院／法文） 
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22..55..  EE ググルルーーププ  
「「関関大大 AAII ババデディィーー  ～～相相棒棒ががつつななぐぐ学学びびのの輪輪～～」」  
 上村 凛（社会学部生）、吉田 彩乃（商学部生）、

丸野 由希（ビジネスデータサイエンス学部教授）、

ハンター・マーク秀樹（国際教育G） 
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22..55..  EE ググルルーーププ  
「「関関大大 AAII ババデディィーー  ～～相相棒棒ががつつななぐぐ学学びびのの輪輪～～」」  
 上村 凛（社会学部生）、吉田 彩乃（商学部生）、

丸野 由希（ビジネスデータサイエンス学部教授）、

ハンター・マーク秀樹（国際教育G） 
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関西大学高等教育研究 投稿規程 

 
関西大学教育開発支援センターでは、教育開発支援センター規程第 2 条第 10 項の規定に基づき、

大学教育に関する情報の発信を目的として『関西大学高等教育研究』を年 1 回発行する。本規程では

『関西大学高等教育研究』を編集・発行するために必要な事項を規定する。 
 
１ 名称 
   『関西大学高等教育研究』 
 
２ 編集委員会 
   『関西大学高等教育研究』の編集・発行にあたって、編集委員会を設ける。編集委員は、教育

開発支援センター長、教育開発支援センター専門委員、教育開発支援センター長が必要と認めた

者で構成する。編集委員会は、『関西大学高等教育研究』に掲載される原稿の編集及び『関西大学

高等教育研究』の発行にあたる。 
編集委員会の役割は次のとおりとする。 
・査読は行わず、目的に照らし合わせて掲載の可否を判断する 
・執筆者が編集委員会からの求めに応じない場合、掲載不可とする 
・掲載可能となった原稿について、執筆者との協議を経て修正を求める 
・提出された原稿と「紀要『関西大学高等教育研究』投稿に係るチェックリスト」に不整合が

ある場合、掲載不可とする 
 

３ 投稿資格 
   関西大学教育職員、事務職員および関西大学大学院生 

※その他、編集委員会が適当と認めた者も投稿できるが上記の者を優先して掲載する。 
 

４ 刊行期日 
   毎年 3 月末日 
 
５ 掲載原稿の種類 

掲載原稿の種類は、「論文」・「研究ノート」・「その他」とする。掲載内容は、いずれも高等教 
育を題材としたものとする。また、未発表のものに限る（ただし、口頭発表及びその配付資 

料はこの限りでない）。 

投稿する場合、「論文」・「研究ノート」・「その他」のうち、希望するいずれかの区分を明記する。

ただし、掲載にあたって、編集委員会は執筆者との協議を通じ区分の変更を求める場合がある。 

 論文：高等教育研究に貢献できる問題提起と意義があり、この分野に関心を持つ教員や読者に

とって価値と有効性があるもの。実践研究・事例研究を含む。 

 研究ノート：高等教育に関する研究成果をまとめたもの。独創的な内容や新しい知見の含まれ

ることを尊重し、一般に論文に求められる包括性・体系性・完結性は必ずしも満たさなくても

よい。 

 その他：高等教育に関連した著書、文献、資料に関する紹介・評論を内容としたものや学部・

学科全体での教育改革等に関する取り組みの報告。 

 
６ 執筆要領 

別途定める。 
 

― 139 ―



７ 研究倫理 
   「人を対象とする研究」に関する原稿（「論文」・「研究ノート」・「その他」）を執筆する場合は、

「関西大学における人を対象とする研究に関する倫理規程」を適用し、「研究者の責務」を遵守する

ものとする。 
 
８ 著作権 
   本紀要に投稿された論文等の著作権は、関西大学教育開発支援センターが保有する。 
 
９ Web 上への公開 
   教育開発支援センターのホームページ及び関西大学学術リポジトリにおいて原則公開する。 

 
附則 
この規程（改正）は 2025 年 7 月 23 日から施行する。 
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関西大学高等教育研究 執筆要領 

 
１  本誌に掲載される論文等 1 篇の分量（日本語の表題・著者名、英語の表題・著者名・要旨

（Abstract）、キーワード、図表を含む）は、原則として以下とする。ただし、編集委員会が認め

る場合はこの限りではない。 
論文    ：20,000 字 （12 ページ）以内 
研究ノート ：13,000 字 （8 ページ）以内 
その他   ：6,500 字（4 ページ）以内 
 

２  原稿は「原稿テンプレート」に則りモノクロ・Word 形式で作成の上、指定された期限内に投

稿を行う。なお本誌に掲載された書類等は返却しない。 
 
３  原稿は、サイズは A4 判、マージンは上下左右ともに 25ｍｍ、1 行 22 字、1 ページ 40 行の 2

段組みの指定されたフォーマットで作成する。図表を挿入する場合、上に示した総頁数を越えな

いようにする。 
 
４  提出の際には Word 形式の原稿、PDF 形式の原稿、「投稿者カード」、「チェックリスト」を指

定された期限までに提出する。 
 
５  執筆言語は、原則として日本語とする。「タイトル」は日本語と英語で記載する。「キーワード」

は 3～5 語で日本語と英語ともに記載する。英語の「タイトル」、「キーワード」に関しては、専門

家（論文内容についてある程度知識があり、英文校閲の能力があると判断されるネイティブもし

くは同等の者）の校閲を経たものとする。論文と研究ノートの場合はこれに加えて要旨を記載し

てから本文を始める。要旨の分量は、400 字以下とする。 
 
６  「タイトル」と要旨の間に執筆者（所属）を日本語と英語で記載する。執筆者が複数の場合は、

執筆代表者を連名者の筆頭に置き、日本語で全員分記載後、英語で記載する。 
 
７  見出しは、すべて横見出しとし、アラビア数字で番号を付す。10.5 ポイント・MS 明朝・太字

とし、半角数字、ピリオド、全角スペースの順で統一する（例：11..  オオンンラライインン授授業業ににつついいてて）。

また、見出しごとに本文の最後に一行改行を入れる。 
 
８  句読点は「、」「。」を用い、基本的には括弧は全角の丸括弧を用いる。ただし、括弧の前後が英

数字や「,」「.」の場合は半角の丸括弧を用いる。例：Kansai University(KU), Suita University 
 
９  図及び表には連番を付し、簡潔な見出しをつける。また、図表前後に一行ずつ改行を入れる。 
 
10  本文における参考文献は、（著者名、刊行年）のように表示する。複数の参考文献を同じ       

箇所に表示する場合は、「（山手、2013；垂水、2015）」とする。著者が 2 名の場合は「関大・吹

田（2019）は…」「Michael ＆ Mike (2019)」とし、3 名以上の場合は「関大他（2019）は…」

「Michael et al. (2019)…」とする。同一著者の同一刊行年の異なる文献を引用する場合は、刊行

年の後にアルファベットを付して区別する（例：2006a, 2006b, …）。 
 
11  「註」及び参考文献は、本文の末尾に一括して記載する。本文中での「註」の指示は、上付き

の連番で示す。括弧は付けない。参考文献は、「註」の後に著者名のアルファベット順で記載する。
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また、参考文献の表記は別紙「参考文献の表記について」にしたがう。 
 
12  英語以外の外国語の表記について、以下の通り記載する。 
（１） 本文中の表記について  

文言の後に括弧付きで和訳を表記する。  
例） 日本人の韓国語学習者を対象とした調査では、「일본（日本）」という単語を正しく発

音できる学習者が多かった。 
（２） 参考文献の表記について 

1 件ごと、文言すべての後に括弧付きで和訳を表記する。  
例） 김상준(2010)『한국의 교육정책』서울: 한길사 （キム・サンジュン（2010）『韓国

の教育政策』ソウル：ハンギル社）  
（３） その他  

和訳の表記は、固有名詞で漢字表記がある場合は漢字優先とし、不明な場合はカタカナとす

る。ただし、個人名についてはカタカナ表記とする。  
体裁やその他要領については、「執筆要領」及び「参考文献の表記について」に沿う。 
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参考文献の表記について 
 

11 単単行行本本のの場場合合  
＜日本語＞ 著者名（発行年）『書名』 発行所. 
例：関大太郎（2003）『関西大学における初年次教育の課題』 関西大学出版部. 
※なお、複数の和文著者名は「・」でつなぐ （例：関大太郎・吹田花子（2003）…） 
 
＜英語＞ 著者名. (発行年). 書名, 発行地: 発行所. 
例：Smith, T. (2007). Modern Higher Education and Society, Los Angeles, CA: UNIV Press. 

 
22 単単行行本本のの特特定定のの章章のの場場合合  
＜日本語＞ 章の著者名（発行年）「章の題目」 収録されている単行本の編者名 『書名』, 掲載ペ

ージ. 発行所. 
例：吹田花子（2016）「大学が社会に果たす役割」 関大太郎・山手次郎編著 『大学教育改革』, 
pp.63-86.関西大学出版部. 
※なお、複数の和文著者名は「・」でつなぐ 
 
＜英語＞ 章の著者名. (発行年). 章の題目. 収録されている単行本の編者名，書名，掲載ページ. 
発行地: 発行所. 

例：Johnson, A., McAdams, G., & Pawling, A. (2005). Creating inclusive classroom. In P. M. 
Simpson, & K. A. Tanaka (Eds.), Internationalization of higher education, pp.56-82. New York: 
Uni Press. 

 
33 雑雑誌誌論論文文のの場場合合  
＜日本語＞ 著者名（発行年）「論文題目」『雑誌名』巻(号)数，掲載ページ(pp は不要)． 
例：凜風桜子（2010）「高大接続と初年次教育」『高等教育開発ジャーナル』12(1), 100-117.  
 
＜英語＞ 著者名. (発行年). 論文題目. 雑誌名，巻(号)数，掲載ページ(pp は不要). 
例：Chin, A. J., & Gray, E. (2012). Communication skills: an active learning approach. Journal of 

College Students, 15(2), 28-50. 
 
44 翻翻訳訳書書のの場場合合  
原著者名. (発行年). 書名，発行地: 発行所. 原著者名(カナ名) 訳者名 (翻訳書発行年) 『翻訳書名』 
翻訳書の発行所. 
例：Brooks, A., & Ball, C. (2001). Designing learning environment (Expanded 3rd ed.), San Diego, 
CA: Uni Press. A・ブルックス，C・ボール 関西文子訳 (2005)『学習環境デザイン』吹田山手出版. 

 
55 イインンタターーネネッットトかかららのの引引用用のの場場合合  
＜日本語＞ 作成元（作成年）『ページタイトル』 (URL)  (引用者の最新アクセス日) 
例：山手市教育審議会（2010）『個人情報保護に係る指針』

(http://www.suita.edu.jp/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm) (2019 年 5 月 20 日) 
 
＜英語＞ 作成元. (作成年). ページタイトル, (URL),  (引用者の最新アクセス日). 
例：Association for Teaching and Learning. (2012). Designing an Inclusive Classroom, 
(http://www.atl.edu.us/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm), (2019.5.20). 
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執　筆　者　紹　介

小　柳　和喜雄　　　関西大学総合情報学部教授

科　　　　　瑶　　　関西大学総合情報学研究科博士課程後期課程

三　浦　真　琴　　　関西大学教育推進部教授

山　田　剛　史　　　関西大学教育推進部教授

溝　口　　　侑　　　関西大学教育推進部特別任用准教授

戸　田　あゆみ　　　関西大学国際部非常勤講師

梅　本　貴　豊　　　京都外国語大学共通教育機構准教授

稲　垣　　　勉　　　京都外国語大学共通教育機構准教授

森　田　亜矢子　　　関西大学人間健康学部准教授

張　　　暁　紅　　　関西大学教育推進部特別任用助教

岩　﨑　千　晶　　　関西大学教育推進部教授

梁　　　　　辰　　　関西大学教育推進部アドバイザリースタッフ
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